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平成 25 年 10 月 

三沢市 



資

基本計画

1 健康づくりの推進 1 健康的な生活習慣の確立 2 母子の健康づくりの推進 3 こころの健康づくりの推進

4 歯の健康づくりの推進 5 感染症対策の推進 6 国民健康保険事業の健全な運用

2 地域医療の充実 1 医療の連携体制の充実 2 市立三沢病院の充実

3 高齢者福祉の充実 1 健康保持と生活支援 2 介護保険サービスの充実 3 生きがいづくりと尊厳の保持

4 介護保険給付費の適正化

4 児童福祉の充実 1 子育て支援の充実 2 子育て環境整備の充実 3 子育て世帯の経済的・自立支援の充実

5 障がい者福祉の充実 1 障がい者医療費の助成 2 障がい福祉サービスの充実 3 生活環境のバリアフリー化を目指した地域生活支援事業の充実

6 地域福祉の充実 1 地域福祉計画の着実な実施 2 福祉関係団体の支援及び連携強化 3 地域福祉活動の基盤整備

1 良好な自然環境の保全と活用 1 自然環境の保全と活用 2 自然環境教育の推進

2 生活環境の整備 1 ごみの減量化・資源化の推進 2 環境保全活動の推進 3 公害防止対策の推進

3 基地対策の充実 1 基地から派生する各種障害等への対策の推進

4 生活安全の確保 1 交通安全対策の推進 2 地域防犯対策の推進 3 消費者保護の充実

5 防災体制の充実 1 災害への即応体制の整備 2 防災設備・施設等の充実 3 発災時及び復旧・復興への対応

6 消防・救急体制の充実 1 消防体制の充実 2 火災予防の充実 3 救急体制の充実

1 国際化の推進 1 国際交流の推進 2 国際的な人材育成の推進

2 学校教育の充実 1 学校教育環境の整備 2 生きる力を育む学校教育の推進 3 学校教育指導の充実

4 学校給食の充実

3 生涯学習の推進 1 生涯学習の充実 2 生涯学習拠点の整備

4 文化の振興 1 芸術文化活動への支援 2 文化財の保護・保存と活用

5 スポーツの振興 1 スポーツ機会の充実 2 スポーツ拠点の整備 3 スポーツ活動への支援

1 企業誘致と雇用創出 1 企業の誘致 2 新エネルギー導入の推進 3 産業への支援

4 起業の支援

2 農業の振興 1 新たな担い手の育成 2 販売・流通の拡大 3 生産基盤の整備

4 安定した経営の確立 5 畜産業の活性化

3 水産業の振興 1 水産業の復興と拠点整備 2 安定した経営の確立 3 資源回復のための生産基盤整備

4 商業の振興 1 地域性のある商業振興 2 中心市街地の活性化

5 観光の振興 1 観光施策の推進 2 地産販売の促進

1 交通網の充実 1 高速交通網の充実 2 地域公共交通の再生

2 都市環境の整備 1 居住環境の整備 2 定住化の促進

3 道路の整備 1 幹線道路の整備 2 生活道路の維持・改良

4 上下水道の整備 1 上水道の整備・拡充 2 下水道の普及促進 3 農業集落排水の普及促進

1 協働体制の確立 1 地域活動の活性化 2 協働の仕組みづくり

2 男女共同参画社会の確立 1 男女共同参画の意識の醸成 2 女性の社会参画の促進

3 広報広聴の充実・情報公開の推進 1 広報活動の充実 2 情報通信の充実 3 CATVの充実

4 広聴活動の充実 5 情報公開の推進 6 個人情報の保護

4 行財政改革の推進 1 効率的な組織運営と人材育成 2 財源の確保と増収 3 財政運営の効率化

4 行政経営システムの確立 5 広域行政の推進

三沢市総合振興計画後期基本計画体系図

健全で開かれたまちづくり

基本構想
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正職員（C） 非常勤職員等（D）

111 健康的な生活習慣の確立 62,345,582 27,973,793
23,633,933 4,339,860

90,319,375
13,247,076

112 母子の健康づくりの推進 51,092,614 28,761,793
21,969,793 6,792,000

79,854,407
17,804,200

113 こころの健康づくりの推進 658,793 10,416,764
10,416,764 0

11,075,557
507,000

114 歯の健康づくりの推進 1,926,000 7,971,346
7,383,346 588,000

9,897,346
0

115 感染症対策の推進 121,730,115 12,696,823
11,353,823 1,343,000

134,426,938
20,354,000

116 国民健康保険事業の健全な運用 4,151,620,675 68,522,251
59,506,251 9,016,000

4,220,142,926
4,481,535,324

121 医療の連携体制の充実 2,814,171 15,345,458
15,345,458 0

18,159,629
0

122 市立三沢病院の充実 3,034,393,858 2,401,010,000
1,950,213,000 450,797,000

5,435,403,858
4,950,600,000

131 健康保持と生活支援 111,631,240 49,475,990
30,004,947 19,471,043

161,107,230
57,854,558

132 介護保険サービスの充実 2,966,410,087 39,611,708
29,886,173 9,725,535

3,006,021,795
2,769,857,186

133 生きがいづくりと尊厳の保持 63,776,863 9,731,900
8,050,700 1,681,200

73,508,763
7,740,493

134 介護保険給付費の適正化 48,360,717 1,867,981
1,867,981 0

50,228,698
0

141 子育て支援の充実 196,484,035 17,721,935
12,447,935 5,274,000

214,205,970
102,288,000

142 子育て環境整備の充実 1,309,201,606 14,332,609
10,165,609 4,167,000

1,323,534,215
941,856,170

143 子育て世帯の経済的・自立支援の充実 1,045,730,587 23,946,552
16,604,552 7,342,000

1,069,677,139
705,761,632

151 障がい者医療費の助成 92,831,464 11,572,277
11,572,277 0

104,403,741
58,970,886

152 障がい福祉サービスの充実 675,126,350 17,459,664
10,651,664 6,808,000

692,586,014
485,267,064

153

生活環境のバリアフリー化を目指した地域生活支援事業の充実

23,877,576 9,957,152
6,145,152 3,812,000

33,834,728
14,593,000

161 地域福祉計画の着実な実施 0 71,750
71,750 0

71,750
0

162 福祉関係団体の支援及び連携強化 24,318,592 9,086,903
9,086,903 0

33,405,495
4,792,472

163 地域福祉活動の基盤整備 27,304,650 11,917,527
10,945,527 972,000

39,222,177
675,900

211 自然環境の保全と活用 419,868,113 35,321,229
32,751,229 2,570,000

455,189,342
60,432,100

212 自然環境教育の推進 0 1,819,934
1,819,934 0

1,819,934
0

221 ごみの減量化・資源化の推進 420,813,283 35,321,229
32,751,229 2,570,000

456,134,512
60,432,100

222 環境保全活動の推進 90,899,128 12,406,270
12,406,270 0

103,305,398
2,248,000

223 公害防止対策の推進 9,273,514 15,617,032
14,019,032 1,598,000

24,890,546
1,599,550

231 基地から派生する各種障害等への対策の推進 39,571,554 32,817,776
32,817,776 0

72,389,330
15,600,000

241 交通安全対策の推進 6,931,543 13,790,715
12,192,715 1,598,000

20,722,258
7,602,000

242 地域防犯対策の推進 34,561,969 16,938,715
12,192,715 4,746,000

51,500,684
0

243 消費者保護の充実 4,070,596 11,478,089
11,478,089 0

15,548,685
250,000

251 災害への即応体制の整備 25,144,829 13,054,606
12,279,406 775,200

38,199,435
18,638,625

252 防災設備・施設等の充実 33,275,613 13,849,541
13,074,341 775,200

47,125,154
12,652,462

253 発災時及び復旧・復興への対応 343,767,178 52,013,895
52,013,895 0

395,781,073
322,897,504

261 消防体制の充実 119,440,443 662,613,239
660,090,239 2,523,000

782,053,682
322,197,559

262 火災予防の充実 7,311,967 100,753,445
100,753,445 0

108,065,412
42,526,500

263 救急体制の充実 7,218,706 145,672,292
145,672,292 0

152,890,998
60,789,750

311 国際交流の推進 53,243,534 33,067,715
27,112,715 5,955,000

86,311,249
6,133,652

312 国際的な人材育成の推進 0 14,045,709
14,045,709 0

14,045,709
0

321 学校教育環境の整備 412,803,230 204,996,724
177,143,724 27,853,000

617,799,954
35,349,157

322 生きる力を育む学校教育の推進 32,339,696 16,069,598
16,069,598 0

48,409,294
6,717,000

323 学校教育指導の充実 15,178,545 41,761,584
34,519,584 7,242,000

56,940,129
0

324 学校給食の充実 359,052,697 28,553,330
27,661,170 892,160

387,606,027
198,193,960

331 生涯学習の充実 91,211,320 12,077,091
12,077,091 0

103,288,411
474,000

332 生涯学習拠点の整備 214,878,003 12,077,091
12,077,091 0

226,955,094
46,439,000

341 芸術文化活動への支援 2,856,800 16,051,763
16,051,763 0

18,908,563
0

342 文化財の保護・保存と活用 13,574,590 24,117,763
16,051,763 8,066,000

37,692,353
6,852,000

351 スポーツ機会の充実 4,323,450 15,484,206
14,244,206 1,240,000

19,807,656
0

352 スポーツ拠点の整備 217,921,866 11,614,155
10,683,155 931,000

229,536,021
1,433,000

353 スポーツ活動への支援 12,132,000 11,614,155
10,683,155 931,000

23,746,155
0

411 企業の誘致 13,612,850 20,680,825
19,711,825 969,000

34,293,675
0

412 新エネルギー導入の推進 4,613,418 8,127,583
7,510,569 617,014

12,741,001
1,016,433

413 産業への支援 239,368,398 8,394,447
8,394,447 0

247,762,845
3,400,000

414 起業の支援 2,923,589 4,124,429
4,124,429 0

7,048,018
0

421 新たな担い手の育成 12,416,598 14,088,794
14,088,794 0

26,505,392
12,062,000

422 販売・流通の拡大 521,478 10,737,278
10,737,278 0

11,258,756
85,000

423 生産基盤の整備 133,113,281 22,577,463
22,104,183 473,280

155,690,744
0

424 安定した経営の確立 18,997,289 52,077,744
49,103,744 2,974,000

71,075,033
6,526,359

425 畜産業の活性化 2,417,037,059 29,289,172
27,738,172 1,551,000

2,446,326,231
2,836,477,903

431 水産業の復興と拠点整備 54,600,000 17,428,379
17,428,379 0

72,028,379
0

432 安定した経営の確立 14,457,939 7,279,735
7,279,735 0

21,737,674
7,396,799

433 資源回復のための生産基盤整備 6,882,900 5,911,119
5,378,119 533,000

12,794,019
87,440

441 地域性のある商業振興 79,803,678 15,629,113
11,931,113 3,698,000

95,432,791
7,200,000

442 中心市街地の活性化 58,547,000 19,254,775
19,254,775 0

77,801,775
10,944,394

451 観光施策の推進 247,430,105 30,307,098
28,885,098 1,422,000

277,737,203
4,185,154

452 地産販売の促進 1,155,029,064 31,998,008
31,998,008 0

1,187,027,072
659,581,000

511 高速交通網の充実 2,388,800 10,694,624
10,694,624 0

13,083,424
0

512 地域公共交通の再生 56,293,141 21,642,561
21,642,561 0

77,935,702
4,283,400

521 居住環境の整備 443,042,455 54,742,506
54,078,146 664,360

497,784,961
285,894,373

522 定住化の促進 135,674,460 44,442,037
43,470,037 972,000

180,116,497
100,886,000

531 幹線道路の整備 615,559,737 37,753,506
35,202,266 2,551,240

653,313,243
366,844,000

532 生活道路の維持・改良 715,470,538 63,191,863
54,719,863 8,472,000

778,662,401
209,059,752

541 上水道の整備・拡充 1,618,415,356 126,014,915
118,887,915 7,127,000

1,744,430,271
961,783,660

542 下水道の普及促進 1,780,982,907 77,892,089
76,294,089 1,598,000

1,858,874,996
1,886,713,855

543 農村集落排水の普及促進 454,429,313 18,679,814
18,679,814 0

473,109,127
476,616,331

611 地域活動の活性化 4,745,434 10,435,626
6,268,626 4,167,000

15,181,060
0

612 協働の仕組みづくり 31,206,050 6,213,864
6,213,864 0

37,419,914
0

621 男女共同参画の意識の醸成 313,575 5,244,937
5,244,937 0

5,558,512
0

622 女性の社会参画の促進 0 4,298,753
4,298,753 0

4,298,753
0

631 広報活動の充実 10,620,472 14,063,335
12,558,335 1,505,000

24,683,807
2,256,000

632 情報通信の充実 89,131,626 17,145,821
17,145,821 0

106,277,447
0

633 CATVの充実 428,595,402 30,255,867
30,255,867 0

458,851,269
248,452,774

634 広聴活動の充実 16,180,045 6,729,525
6,729,525 0

22,909,570
434,000

635 情報公開の推進 26,000 1,741,118
1,741,118 0

1,767,118
30,250

636 個人情報の保護 0 1,741,118
1,741,118 0

1,741,118
0

641 効率的な組織運営と人材育成 0 20,267,400
19,296,360 971,040

20,267,400
0

642 財源の確保と増収 57,437,812 184,822,765
172,913,765 11,909,000

242,260,577
0

643 財政運営の効率化 6,919,500 51,544,782
51,544,782 0

58,464,282
0

644 行政経営システムの確立 1,483,460 12,647,954
12,647,954 0

14,131,414
0

645 広域行政の推進 0 9,181,546
9,181,546 0

9,181,546
0

総計

27,931,570,471 5,523,745,354

4,869,177,222 654,568,132

33,455,315,825

23,955,379,757

総事業費計（Ｅ）

【Ａ＋Ｂ】

収入

H24年度　施策毎の各種経費

施策番号 施策名 実事業費（A）

人件費計（Ｂ）

【C+D】



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり 80,174,000 0

政策

1 健康づくりの推進 人件費計 7.3 人 29,631,393 0

施策

1 健康的な生活習慣の確立 　（内正職員） 3.2 人 23,633,933 0

後期計画
27
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　（内非常勤等）

4.1 人 5,997,460 0

合　計 109,805,393 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 3,544,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 106,261,393 0

0 心安らぐ生活づくり 11,030,000 0

展

開

対

健康福祉部　健康推進課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

・市民が日常生活の中で継続的に生活習慣病の予防に取り組めるよう、関係団体と連携した食育や運動指導等に関する普及・啓発を

行っています。

・生活習慣病及びがん疾患の早期発見・早期治療の為、検診受診率向上に向けた取組みを行っていますが、受診率は低い傾向にありま

す。

・生活習慣病も予防に向け、全ての市民が日常生活の中で気軽に健康づくり活動を実践できるよう、効果的な保健指導の推進を図ると共

に、早期発見、早期治療のために、各種検診の受診率向上に向けた取り組みが求められています。

レビュー

【取組内容】

・各種がん検診については、未受診者に対し葉書や電話等による受

診勧奨を強化した。又、胃・大腸・肺がん検診の個別検診では、肝

炎ウイルス検診も同時に実施出来る体制にした。

・子宮がん・乳がん・大腸がん無料クーポン検診を実施。また、個別

医療機関の拡大を図り、受診しやすい体制づくりに努めた。

・年齢を問わず、随時、機会を捉え生活習慣改善に向け健康相談、

健康教育等を実施。

【成果・結果】

・集団検診でのがん検診受診者数は減少傾向あるが、個別検診の

受診者数は増加傾向にある。又、未受診者への勧奨強化により、受

・食生活の改善や運動習慣普及による健康づくりを推進します。

・関係機関との連携を強化し、健康づくりの意識の高揚に努めます。

・思春期世代や妊婦等への禁煙指導をはじめ、多くの市民に対して健康障害防止にかかる保健指導を実施します。

・各種検診の重要性について普及啓発を図るとともに、受診者の増加に向けた体制づくりに努め、疾病の早期発見、早期治療を推進しま

す。

・生活習慣病予防のため、健康管理に関する保健指導の充実を図ります。

①市民全員

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

50.0

47.8 50.0

26.0

28.2 27.0

25.0

22.8 23.0

35.0

30.5 32.0

11.0

受診者数は増加傾向にある。又、未受診者への勧奨強化により、受

診に繋がったケースも多い。

【展開】

・胃・大腸・肺がん検診については、25年度から再編事業で45・55歳

の年齢枠を拡大し検診の無料化を図り受診率増加を図る。

・生活習慣改善による効果は、すぐに現れるものではないため、今

後も経年的に評価をしつつ改善策を検討していくことが必要である。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市民全員

②４０歳以上の市民

③２０歳以上の市民（女性）

①家庭訪問、健康相談、健康教育、集団・個別検診、健康手帳の交付（必要に応じ関係機関と連携し実施）

②肺、胃、大腸、乳がんの集団及び個別検診の実施

③子宮がんの集団及び個別検診の実施

①健康づくりのための知識の習得と意識啓発により、健康な生活を営めるようにする。

①生活習慣病予防のために、生活習慣を見直し健康管理できるようにする（正しい食習慣・運動習慣の確立等）。

②定期的に健診を受けられる体制を整備し、早期発見・早期治療に努める。

③定期的に検診を受けられる体制を整備し、早期発見・早期治療に努める。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

運動習慣のある人

の割合

「習慣有」回答者/受

診者

％

H34年度

65歳以上男

58％、女48％

55.0 60.0

目標値に達している。今後も引き続き運動習慣の推進を図っていく。

2

肥満率（４０歳以

上）

肥満者/受診者 ％

H34年度

40～60代女

19％

24.0 22.0

受診者全体では、24年度は前年度より男女共肥満率は減少したものの、4人

に1人以上は肥満者で高い状況。25年度もさらなる取り組みが必要である。

3

肺・胃・大腸がん検

診受診率

受診者数/推進対象

者

％ H28年度　40% 30.0 35.0

受診しやすい体制づくりと受診勧奨に努めたが、目標値を下回り達成できて

いない。今後は未受診理由の把握をし、受診勧奨を継続する。25年度～胃・

大腸・肺がん検診の無料対象枠を拡大し受診者増に努める。

4

子宮・乳がん検診

受診率

受診者数/推進対象

者

％ H28年度　50% 40.0 45.0

受診しやすい体制づくりと受診勧奨に努めたが、目標値を下回り達成できて

いない。今後は未受診理由の把握をし、受診勧奨を継続する。

喫煙率（４０歳以 H34年度　成人

現段階では目標値に達しているが、引き続き喫煙者への禁煙指導を継続して

11.0

11.6 11.0

16.0

17.2 17.0

82.5

84.5 85.0

87.0

86.4 87.0

10.40

10.36 10.30

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

28,900 150,000 150,000 150,000

2

5,947,444 9,174,000 9,174,000 9,174,000

3

10,368,401 11,064,000 11,064,000 11,064,000

4

713,440 2,878,000 2,878,000 2,878,000

関

係

指

標

5

喫煙率（４０歳以

上）

喫煙者/受診者 ％

H34年度　成人

12％

10.5 10.0

現段階では目標値に達しているが、引き続き喫煙者への禁煙指導を継続して

図っていくとともに、禁煙や喫煙防止等の普及啓発に努める。

6

夜食・間食を摂る人

の減少

「夜食・間食を摂る」

回答者/受診者

％ 14.0 12.0

未だ目標値には達していないため、健診の事後での指導の徹底や、場合に

よっては健診時の集団指導等も今後検討する。

7

時間を決めて間食

を与える率

「間食を与える」回答

の１．６歳児/受診者

％ 85.0 87.5

健診での保健指導により必要性が周知され、目標値は達成された。順調に推

移しているため、継続して取り組みを進める。

8

時間を決めて間食

を与える率

「間食を与える」回答

の３歳児/受診者

％ 88.0 89.0

健診での保健指導により必要性が周知され、目標値は達成された。順調に推

移しているため、継続して取り組みを進める。

9

食塩摂取量

受診者の尿中塩分

の平均値

ｇ H34年度　８ｇ 10.30 10.20

目標値には達しているが、今後も継続して減塩の呼びかけを行う。

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

献血推進費

保健師設置費

保健相談センター運営管理費

健康推進対策費4

5

872,021 844,000 930,000 845,000

6

9,909,396 9,735,000 9,735,000 9,735,000

7

42,672,354 58,536,000 66,685,000 74,627,000

8

9

10

70,511,956 92,381,000 100,616,000 108,473,000

8,166,374 12,207,000 11,557,000 11,557,000

62,345,582 80,174,000 89,059,000 96,916,000

23,633,933 23,633,933 23,633,933 23,633,933

4,339,860 5,997,460 5,997,460 5,997,460

90,319,375 109,805,393 118,690,393 126,547,393

9,606,676 11,030,000 11,032,000 11,132,000

3,640,400 3,544,000 3,500,000 3,500,000

（　氏　　名　）

小泉　博

必

要

な

施

策

と

事

業

健康推進対策費

食生活改善推進事業費

健康増進対策費 事業実施における課題

がん対策事業費

がん検診の受診率増加のためには、受診体制の工夫が必要である

が、集団検診による日数増加は、他の事業との関連から実施困難

である。通年で受診可能な個別検診は、現在、クーポン対象など特

定の年齢に限定されているが、今後、対象枠拡大等の検討が必要

となる。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・財政担当課との協議を実施

・胃がん検診等は、国保年金課が実施主体である特定健康診査と

の同時実施が定着していることから、個別検診についても担当課と

の協議を実施。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 健康推進課長 小泉　博記載者　職氏名： 健康推進課長
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担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり 67,728,000 0

政策

1 健康づくりの推進 人件費計 6.7 人 28,822,793 0

施策

2 母子の健康づくりの推進 　（内正職員） 3.3 人 21,969,793 0

後期計画
27

ページ

　（内非常勤等）

3.4 人 6,853,000 0

合　計 96,550,793 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 96,550,793 0

0 心安らぐ生活づくり 23,064,000 県補助金、基金繰入金

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

【現状】

妊産婦の負担の軽減に向け、妊娠初期の相談体制の充実や妊婦健診にかかる経費面での支援、出生後の訪問指導等を実施。

【課題】

少子化などの社会情勢の変化に柔軟に対応するため、妊娠・出産・育児への支援体制の確立が急務。

レビュー

　■【取組内容】 　妊娠期から出産時期については、妊娠届出を初

期（11週まで）に行うことや連絡票を用いることで医療機関と連携し

対処している。産後4か月までの支援として、新生児・乳児訪問につ

いて全戸訪問を目標としている。乳幼児健診についても、児や保護

者の状態、育児環境等について把握できる機会として定期的に行っ

ている。

⇒■【成果・結果】

・妊娠期から出産時期については、早期に妊婦を把握し面接を行う

ことで、妊婦の不安の軽減や、妊婦を取り巻く環境、妊娠期のリスク

について迅速に対応することができた。またハイリスクな出産を予防

する観点からも効果が期待できる。

・新生児・乳児訪問については、全戸訪問を目標としているが、達成

できていない。

・安全で安心な妊娠・出産を支援する環境づくりに向け、妊産婦に対する健康診査や育児支援などの体制整備に努めます。

・乳幼児の健やかな成長のため、健康診査や健康相談を推進します。

①妊婦

健康福祉部　健康推進課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

10.3

100.0

91.6 95.0

100.0

85.2 90.0

100.0

100 100.0

100.0

　病院から発行される連絡票をもとに、迅速かつ継続的に対応している。対応

率は100％であり、順調に推移しているため、今後も継続して取組みを進め

る。

 生後４か月までの乳児と産婦について、早期の訪問が実施できている。児の

4

要連絡・指導妊産

婦への対応率

医療機関からの要支

援妊婦の連絡票発

行数/対応数

％

上十三地区　妊

娠届出数に占め

る連絡票数割合

6.1

100.0

100.0

　早期の妊娠届出が増加しているため、妊婦への早期指導や対応ができて

いる。今後も妊婦が安全に妊娠期間を過ごせるように医療機関と連携し、継

続して取組みを進める。

3

妊婦委託健康診査

受診率（1回目）

受診者数/受診券交

付者数

％

全国平均

94.5

100.0 100.0

　妊娠期間を安全に過ごし安心してお産を迎えられるよう、妊婦相談や訪問

時に定期健診の受診の必要性についての周知に努める。

2

妊娠11週までの妊

娠届出率

相談数/妊娠届出数 ％

全国平均

86.9

100.0

H27：目標値

成果の達成状況

1

出生率

出生数/人口×１００

０

‰ 全国　8.2 10 9.8

①安全で安心な妊娠・出産ができる環境づくりを推進する。

②産後、安心して育児が行える環境づくりを推進する。

③健診で疾病等を早期発見し、すこやかに成長できる環境づくりを推進する。

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

できていない。

・乳幼児健診については、健診受診率は高値で推移しているが、目

標値には届いていない。

⇒■【展開】

・妊娠期から出産、子育ての期間について、保健師・看護師が継続

的に支援を行うことで、リスクの早期発見・対処ができるよう努める。

・未熟児関係についても市へ権限が移譲となった為、情報が集約さ

れることにより、効果的な時期に対応を行うことができる。

・乳幼児健診については、次年度以降も健診受診の必要性の周知

や受診勧奨を継続して行う必要がある。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①妊婦

②産婦、新生児

③乳幼児とその保護者

①公費での妊婦健診実施による経済面の支援

②訪問による相談体制の充実、健診、予防接種の周知

③4か月児健診、６～7か月児乳児相談、９～10か月児乳児相談、1歳6か月児健診、2歳児歯科健診、3歳児健診、5歳児発達相談

100.0

93.3 95.0

100.0

84.2 85.0

100.0

90.7 95.0

100.0

95.3 95.0

95.0

89.2 90.0

100.0

95.1 95.0

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

39,097,520 49,926,000 49,926,000 49,926,000

2

3,107,758 3,498,000 3,498,000 3,498,000

3

7,341,469 6,966,000 6,966,000 6,966,000

4

2,525,559 2,654,000 2,654,000 2,654,000

100.0

　受診率については順調に推移している。未受診者への再通知や個別連絡

等の取り組みを継続し受診率の向上に努める。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

妊婦委託健康診査費

・妊婦健診については、県に基金を造成し国庫補助（1/2）と地方財

政措置（1/2）にて公費助成を行ってきたが、平成25年度より普通交

付税に切り替え地方財政措置を講ずることにより恒常的に財源を確

保する仕組みへと移行した。

・母子保健法 第20条の規定に基づく未熟児養育医療について、県

から市への権限移譲が行われた。また、それに伴い、未熟児の届出

や訪問指導についても同様に権限移譲された。

乳児委託健康診査費

母子集団健康診査費

子育て支援事業費

10

3歳児健診受診率 受診者数/対象者数 ％

全国平均

90.8

100.0

100.0

　受診率については順調に推移している。未受診者への再通知や個別連絡

等の取り組みを継続し受診率の向上に努める。

9

2歳児歯科健診受

診率

受診者数/対象者数 ％

全国平均

74.1

95.0 95.0

　受診率については順調に推移している。未受診者への再通知や個別連絡

等の取り組みを継続し受診率の向上に努める。

8

1歳6か月児健診受

診率

受診者数/対象者数 ％

全国平均

93.5

100.0

100.0

乳児相談受診については順調に推移しているため、今後も継続して取組みを

進める。

7

4か月児健診受診

率

受診者数/対象者数 ％

全国平均

95.2

100.0 100.0

　４か月健診は初めての集団健診の場である。出生時から病院で経過管理していること

や、長期間の里帰り等で受診に至らない例があるため目標値の達成に至っていない。今後

は、健診の必要性の周知や、未受診者への受診勧奨に努める。

6

乳児相談受診率 受診者数/対象者数 ％

全国平均

82.4

100.0

5

新生児、乳児訪問

実施率

訪問数/出生数 ％

全国平均

71.8

100.0 100.0

 生後４か月までの乳児と産婦について、早期の訪問が実施できている。児の

成長発達確認や、育児相談、支援情報の周知の機会として継続して取組む。

関

係

指

標

4

2,525,559 2,654,000 2,654,000 2,654,000

5

912,042 961,000 961,000 961,000

6

364,216 415,000 415,000 415,000

7

0 4,548,000 4,548,000 4,548,000

8

0 1,225,000 0 0

9

10

53,348,564 70,193,000 68,968,000 68,968,000

2,255,950 2,465,000 3,961,000 3,961,000

51,092,614 67,728,000 65,007,000 65,007,000

21,969,793 21,969,793 21,969,793 21,969,793

6,792,000 6,853,000 8,518,000 8,518,000

79,854,407 96,550,793 95,494,793 95,494,793

17,804,200 23,064,000 9,072,000 9,072,000

0 0 0 0

（　氏　　名　）

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・未熟児やその保護者に対する支援を行うスタッフについて、研修

等を開催し、知識や支援手技の能力向上・情報共有の強化が必要

である。また医療機関や保健所等の関係機関と連携し、適当な時期

に必要な支援が行えるよう努める。

・乳幼児健診未受診者については、要保護児童連絡協議会や児相

等の関係機関と連携し、健診受診を促すと共に、児や保護者の状

況の把握を行う。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

発達障害児支援事業費

母子保健相談事業費 事業実施における課題

未熟児養育医療給付費

・未熟児関係が市へ権限移譲となったため、ハイリスク妊婦や未熟

児への対応について、高度な知識や手技と共に迅速な対応が求め

られる。

・乳幼児健診未受診者について、再通知等の受診勧奨を行っても受

診に至らない場合がある。

訪問指導車購入事業

必

要

な

施

策

と

事

業

から市への権限移譲が行われた。また、それに伴い、未熟児の届出

や訪問指導についても同様に権限移譲された。

子育て支援事業費

小泉　博記載者　職氏名： 健康推進課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり 1,335,000 0

政策

1 健康づくりの推進 人件費計 1.4 人 10,633,364 0

施策

3 こころの健康づくりの推進 　（内正職員） 1.3 人 10,416,764 0

後期計画
27

ページ

　（内非常勤等）

0.1 人 216,600 0

合　計 11,968,364 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 11,968,364 0

0 心安らぐ生活づくり 1,335,000 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

こころの健康づくりに関する正しい知識の普及に向けた各種講演会・研修会を開催するとともに、関係機関との連携強化や専門相談員に

よる相談窓口の開設などに取り組み、支援体制の強化に努めていますが、社会情勢等の変化に伴ってこれらに関する相談件数は増加

傾向にあります。

レビュー

【取組内容】

計画に基づき、こころのケア相談や講習会などの取組みを実施し

た。

特に自殺予防講演会では、標語・イラスト募集を行い小中学生など

若年層への心の健康づくりの普及啓発につながった。またメンタル

チェックシステムを新たに導入し、市民が気軽にこころの健康状態を

確認し、必要時は相談につなげる体制づくりを行った。

【成果】

精神保健に関する電話相談が目標以上に増加しているが、専門相

談や訪問により対応している。また、各事業を利用することでこころ

の健康づくりにつながり、自殺率の改善にもつながっているので、成

果があると考える。

・こころの健康づくりの重要性の周知のため、講演会の開催などの啓発活動を行います。

・自殺予防のための相談活動ができる人材育成に努めます。

・関係機関との連携を強化し、専門相談員による相談体制を整備します。

【誰が対象か？】

①一般市民

健康福祉部　健康推進課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

26.4

26.1 26.4

24

24 24

25

13 15

330

428 400

95

330

電話相談は増加し、目標値を上回っていることから目標値は達成された。今

後も継続して対応する。

精神障がい者の訪

訪問が必要な人や訪問件数が増加しているが、順調に推移している。今後も

4

精神保健に関する

電話相談件数

件 330

24

計画通りに実施し目標値は達成された。今後も継続して取組みを進める。

3

こころのケア相談の

利用者

件 25 25

利用者は増加傾向にある。今後も事業の周知を行い、必要時に利用できるよ

うに継続して取組みを進める。

2

こころのケア相談の

回数

日 24

H27：目標値

成果の達成状況

1

自殺率

１０万人当たりの自

殺者数

人

H28までに

20％減少

26.4 26.4

各対策により、減少傾向にあり目標値に近づいている。しかし、国のＨ24自殺

率は21.0であり、国より高率のため継続して取組みを進める。

【対象をどのようにしたいのか？】

①こころの健康づくりに関する正しい知識の普及

②ゲートキーパーの人材育成

③必要時に相談出来る場の確保と支援の充実

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

【展開】

こころの健康づくりの必要性は高く、次年度以降も継続して各対策

に取組む。またゲートキーパー養成講習会を実施することで、地域

で悩んでいる人に対応できる人材を増やす。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①一般市民

②こころの健康づくりに関係するボランティア団体

③こころの悩みを抱えた市民及び家族

【どのような手段を使うのか？】

①講演会の実施

②講習会の実施

③こころのケア相談の開設や訪問支援

95

92 95

3

3 4

60

81 60

1

1 1

420

395 420

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

658,793 1,335,000 1,335,000 1,335,000

2

3

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

心の健康づくり推進事業

・Ｈ24年8月に国の自殺総合対策大綱が改正され、地域レベルで実

践的な取組みを中心とする対策の必要性が示された。

・県の自殺対策緊急強化事業基金がＨ25年度で終了予定。

10

1

計画通りに実施し目標値は達成された。

9

産後うつアンケート

実施数

産婦訪問時の実施

数

人 420 420

計画通りに実施。今後も継続して全戸訪問と全産婦への対応を実施する。

8

自殺予防講演会の

回数

回 0

3

計画通りに実施し目標値は達成された。

7

自殺予防講習会の

参加者数

参加者延人数 人 60 60

計画通りに実施し目標値は達成された。継続して地域でゲートキーパーとして

対応できる人材の養成をするために、取組みを推進する。

6

自殺予防講習会の

回数

年3回実施予定 回 3

5

精神障がい者の訪

問件数

件 95 95

訪問が必要な人や訪問件数が増加しているが、順調に推移している。今後も

継続して対応する。

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

658,793 1,335,000 1,335,000 1,335,000

0 0 0 0

658,793 1,335,000 1,335,000 1,335,000

10,416,764 10,416,764 10,416,764 10,416,764

0 216,600 216,600 216,600

11,075,557 11,968,364 11,968,364 11,968,364

507,000 1,335,000 1,000,000 1,000,000

0 0 0 0

（　氏　　名　）

小泉　博

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 健康推進課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・継続して相談や講習会などの自殺対策に取組む。

・財政担当課との協議が必要である。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

・精神的不安を訴える人や精神疾患が増加しており、自殺率が高く

なる恐れがある。

・県の基金が終了予定のため、財源の確保が必要である。

必

要

な

施

策

と

事

業

小泉　博記載者　職氏名： 健康推進課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり 2,311,000 0

政策

1 健康づくりの推進 人件費計 1.6 人 9,230,345 0

施策

4 歯の健康づくりの推進 　（内正職員） 1.2 人 8,408,345 0

後期計画
27

ページ

　（内非常勤等）

0.4 人 822,000 0

合　計 11,541,345 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 11,541,345 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

健康福祉部　健康推進課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

いつまでも自分の歯でおいしく食事が摂れ、豊かな人生を送るために「80歳で20本以上の自分の歯を残す」ことを目標に歯科健診や虫

歯、歯周疾患予防のための知識の普及活動を実施しているが、さらなる「8020運動」を推進するために胎生期から高齢期に至るまでの一

貫した口腔歯科保健対策が求められています。

レビュー

【取組内容】

乳幼児の虫歯予防や成人の歯周疾患予防について市民の意識の

高揚がみられ、指標値は順調に推移しているが、妊娠期の歯科健

診受診率が低いため、25年度は歯科医院での個別健診とし、妊婦

の受診しやすい体制づくりを実施。受診率の向上に取り組んだ。

【成果・結果】

乳幼児健診時の保健指導やフッ化物の塗布、就学前の年中、年長

児へのフッ素洗口を実施し乳幼児や学童のむし歯の保有状況は順

調に改善している。また、成人の集団健診時の歯科アンケートでは

定期的な歯科受診者が増加傾向にあるが目標値には達成していな

い。

・ライフステージに応じた歯科保健に関する正しい知識の普及啓発に努め、虫歯予防や歯周疾患予防の取組を推進します。

・むし歯予防や歯周病予防などの総合的な取組により、市民の健康づくりを推進します。

【誰が対象か？】

①妊婦
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

60.0

42.5 50.0

65.0

54.3 60.0

93.0

94.7 95.0

83.0

82.7 83.0

50.0

【展開】

次年度も正しい生活習慣の確立のための保健指導やフッ化物を使

用した虫歯予防、妊娠期の歯科受診の勧奨及び定期的な歯科受診

者の増加を目標にした取組を行う。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①妊婦

②乳幼児、学齢期の子ども及び保護者

③成人期

【どのような手段を使うのか？】

①妊婦；妊娠期に歯科健診を受け歯や歯肉を健康に保つ

②乳幼児や学齢期の保護者に誤った生活習慣にならないように正しい生活習慣の確立や正しいブラッシング、フッ化物の使用等を普及啓発する。

③かかりつけ歯科医を持ち、定期的に歯科健診を受ける

【対象をどのようにしたいのか？】

①妊娠期から歯に関心を持つことにより乳幼児の虫歯予防につなげる。

②乳幼児、学齢期の保護者が正しい生活習慣の確立や正しいブラッシング、フッ化物を使用することにより虫歯予防につなげる

③定期的に歯科を受診することにより歯のケアができ喪失歯が減る

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

フッ化物歯面塗布

をうけたことのある3

歳児の割合

フッ化物歯面塗布を

受けたことのある児/

受診者

％

65(県の目標

値）

61.0 62.0

順調に推移しているため、今後もフッ化物の効果を周知する。

2

3歳児健診で虫歯

のない児の割合

虫歯のない児/受診

児

％

90（国の目標

値）

68.0 70.0

順調に推移しているため今後も各種健診等の機会で正しい生活習慣の確立

や虫歯予防の指導を継続する。

3

1歳6か月児健診で

虫歯のない児の割

合

虫歯のない児/受診

児

％

96.1（Ｈ２２全

国の平均値）

94.0 95.0

順調に推移しているため今後も各種健診等の機会で正しい生活習慣の確立

や虫歯予防の指導を継続する。

4

2歳児歯科健診で

虫歯のない児の割

合

虫歯のない児/受診

児

％ 84.0 85.0

順調に推移しているため今後も各種健診等の機会で正しい生活習慣の確立

や虫歯予防の指導を継続する。

12歳児で虫歯のな 12歳児で虫歯のない 65（国の目標

順調に推移しているため幼児や学童のフッ素洗口や正しい生活習慣の確立

50.0

61.7 58.0

0.8

0.8 0.8

40.0

14.8 30.0

50.0

28.5 40.0

80.0

81.7 82.0

99.0

99.3 99.5

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

1,926,000 2,311,000 3,662,000 3,812,000

2

3

4

関

係

指

標

5

12歳児で虫歯のな

い者の割合

12歳児で虫歯のない

児/12歳児

％

65（国の目標

値）

53.0 55.0

順調に推移しているため幼児や学童のフッ素洗口や正しい生活習慣の確立

のための指導を継続する。

6

12歳児のＤＭＦ歯数

（永久歯の1人平均

う歯数）

12歳児の永久歯の

虫歯数/12歳児数

本

1.0本未満(県

の目標）

0.8 0.7

順調に推移しているため幼児や学童のフッ素洗口や正しい生活習慣の確立

のための指導を継続する。

7

妊婦歯科健診受診

者率

受診者数/母子手帳

交付数

％ 45.0 50.0

目標値を達成していないため妊婦が歯科健診を受けやすく、歯科の専門職

から歯科指導をうけられるような体制作りをする。

8

定期的な歯科受診

者の割合

定期的な歯科健診

受診者/特定健診が

ん検診受診者

％

65（国の目標

値）

53.0 55.0

順調に推移しているが目標値には達していないため、啓発活動を強化する。

9

間食を与える時間

を決めている親の

割合

おやつの時間を決め

ている/受診者

％ 85.0 90.0

順調に推移しているため今後も各種健診等の機会で正しい生活習慣の確立

や虫歯予防の指導を継続する。

10

毎日歯磨きをする3

歳児の割合

毎日歯磨きをする児

/受診児

％ 100.0 100.0

順調に推移しているため今後も各種健診等の機会で正しい生活習慣の確立

や虫歯予防の指導を継続する。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

歯の健康づくり推進事業費

歯科口腔保健の推進に関する法律が施行され、口腔の健康が健康

で質の高い生活を営む上で基礎的かつ重要な役割を果たすため、

生涯にわたって日常生活において歯科疾患の予防に取り組むこと

が求められている。

4

5

6

7

8

9

10

1,926,000 2,311,000 3,662,000 3,812,000

0 0 0 0

1,926,000 2,311,000 3,662,000 3,812,000

7,383,346 8,408,345 8,408,345 8,408,345

588,000 822,000 822,000 822,000

9,897,346 11,541,345 12,892,345 13,042,345

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

小泉　博

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

幼児や学童のむし歯保有状況やフッ化物の使用状況は徐々に改善

されているが、まだ県や国の目標値に達していないため、口腔環境

を適切に保つための生活習慣の確立とともに、かかりつけ歯科医師

をもち定期的な歯科受診や歯科指導を受けるよう啓発する活動の

強化。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・妊娠期から口腔環境を適切に保つため歯科指導を受け、正しい生

活習慣について学べるよう妊婦歯科健診の受診者を増やす。

・かかりつけ歯科医師を持ち、定期的に歯科健診や歯科指導を受け

ることの基盤づくりの一環としてフッ化物塗布費用の助成事業の実

施を検討する。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 健康推進課長 小泉　博記載者　職氏名： 健康推進課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり 136,109,800 0

政策

1 健康づくりの推進 人件費計 2.1 人 12,849,823 0

施策

5 感染症対策の推進 　（内正職員） 1.1 人 11,353,823 0

後期計画
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　（内非常勤等）

1.0 人 1,496,000 0

合　計 148,959,623 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 148,959,623 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

感染症予防に係る各種ワクチンの接種を推進するとともに、感染症の蔓延防止に係る体制整備に努めています。

レビュー

【取組内容】

24年度は定期予防接種については実施規則の改正があり、対象者

や委託医療機関への情報提供、接種依頼等周知に取り組んだ。

【成果・結果】

新ワクチンの接種を希望し差し控えが多かったようであるが、全国

的にワクチンの需要と供給が不均衡となり、接種が希望どおりでき

なかった者もあったが、他の予防接種の接種率については目標値

に近くできた。

【展開】

25年度に入りこれまで任意接種として実施されていた3種類のワク

チンが定期接種となったため、対象者への周知や接種医療機関の

調整等実施環境の整備を行った。また接種率向上のため接種期間

・各種ワクチン等の必要性の周知と、接種率の向上に取り組みます。

・新型インフルエンザなどの新たな感染症の発生時に迅速かつ的確に対応できる体制整備に努めるとともに、各種予防接種を受けやす

い体制づくりに努める。

健康福祉部　健康推進課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

95.0

96.5 95.0

93.0

92 93.0

70.0

40.1 60.0

75.0

26.9 60.0

90.0

75.0

平成17年に積極的勧奨が控えられていたが、22年より、勧奨が再開され、定

期接種対象者にプラスして特例対象者として接種勧奨されており、個別通知

により勧奨している。

目標値を達成できなかったため、接種勧奨を継続する。

4

日本脳炎　１期初回 接種者/対象者 ％ 75.0

93.0

順調に推移しているため継続して4か月児健診などで接種を勧奨する。

3

四種混合 接種者/対象者 ％ 70.0 75.0

予防接種法の改正により24年11月1日より接種が開始となった。全国的にワ

クチンの供給不足の情報があり、接種を控ひかえもあったと思われる。安定

供給となっているため目標値を達成するよう継続して勧奨する。

2

BCG 接種者/対象者 ％ 93.0

H27：目標値

成果の達成状況

1

麻しん・風しん　１期 接種者/対象者 ％ 国の目標95％ 95.0 95.0

目標値を達成しているため継続して接種を勧奨する。

今後は未接種者に個別通知等で勧奨の強化を図る

・予防接種の実施により、感染の恐れのある疾病の発生及び蔓延を予防できる。

・感染症について正しい知識をもち、感染した場合でも冷静に対処し、自ら感染症の拡大を防止することができる。

・新インフルエンザ等の発生時は、市民の生命を第一に考え、健康被害や社会・経済活動への影響を最小限にとどめることができる。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

調整等実施環境の整備を行った。また接種率向上のため接種期間

の短い予防接種については接種勧奨を強化する。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

・一般市民

・乳幼児、児童、生徒に対しては、乳児期に予防接種ハンドブック」の配布、児童生徒の対象者へ接種勧奨通知、ホームページや広報等で予防接種に関す

る情報を周知する。

・高齢者に対しては、対象者に対しインフルエンザ予防接種の接種勧奨通知。任意接種として対象年齢の高齢者に、肺炎球菌ワクチン接種費用の助成を行

う。

・新型インフルエンザ等の発生時は、新型インフルエンザ対策計画に基づき、市民及び関係機関が連携し対策を講ずる。

90.0

85.8 88.0

65.0

60.9 62.0

100.0

90 95.0

85.0

80.1 25.0

70.0

85 85.0

70.0

87 85.0

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

78,040,590 85,301,000 137,420,000 137,420,000

2

44,872,985 52,304,000 52,000,000 52,000,000

3

4

75.0

　生後２か月から接種できるため、里帰り先での接種者に対し、償還払いを行った。

　接種率は、目標を達成できた。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

予防費

平成25年度から子宮頸がん予防ワクチン、ヒブ、小児肺炎球菌の予

防接種は定期接種になり、国の補助事業ではなくなった。

平成25年7月に子宮頸が予防ワクチンは、副反応等の報告が多く国

の通知により積極的接種勧奨をしないことになった為、接種率の低

下が予想される。

子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業費

10

（任意接種）小児肺

炎球菌

接種者/対象者 ％ 国の目標80％ 75.0

85.0

中学1年生から高校1年生までの間に接種を開始し、３回接種することになっている。

対象者でＨ２３年度からＨ２４年度までに市の助成事業を活用し、1回以上接種を受けている者は、

80.1％。接種完了者（3回接種）は６１．７％。未完了者に接種勧奨を行ったが、全国的に副反応の報

告等が多く聞かれ、接種率の向上につながらなかったと思われる。

9

（任意接種）ヒブ 接種者/対象者 ％ 国の目標80％ 75.0 75.0

生後２か月から接種できるため、里帰り先での接種者に対し、償還払いを行った。

接種率は、目標を達成できた。

8

（任意接種）子宮頸

がんワクチン

接種者/対象者 ％ 国の目標85％ 85.0

70.0

65歳以上高齢者、60～64歳の重度内部障害者に個別通知をし接種勧奨。接

種率はほぼ横這いのため接種の有効性を周知する。

7

高齢者肺炎球菌 接種者/申請者 ％ 100.0 100.0

目標値を達成できなかったため申請者に接種忘れがないよう継続して電話等

で勧奨する。

6

高齢者インフルエン

ザ

接種者/対象者 ％ 65.0

5

二種混合 接種者/対象者 ％ 90.0 90.0

目標値を達成できなかったため、接種勧奨を継続する。

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

122,913,575 137,605,000 189,420,000 189,420,000

1,183,460 1,495,200 1,495,200 1,495,200

121,730,115 136,109,800 187,924,800 187,924,800

11,353,823 11,353,823 11,353,823 11,353,823

1,343,000 1,496,000 1,496,000 1,496,000

134,426,938 148,959,623 200,774,623 200,774,623

20,354,000 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

小泉　博

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 健康推進課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

財政担当課との協議を行う。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

現在任意接種として行われている予防接種についても、定期接種と

なる可能性があるため、財源の確保が課題となる。

必

要

な

施

策

と

事

業

小泉　博記載者　職氏名： 健康推進課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり

4,010,525,000

0

政策

1 健康づくりの推進 人件費計 17.5 人 70,898,251 0

施策

6

国民健康保険事業の健全な運用

　（内正職員） 8.5 人 59,506,251 0

後期計画
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ページ

　（内非常勤等）

9.0 人 11,392,000 0

合　計

4,081,423,251

0

○ 未来を拓く人づくり 収　入

1,345,374,000

0

0 人が行き交う街づくり 差　引

2,736,049,251

0

0 心安らぐ生活づくり

2,734,413,000

0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

増大する医療費と相まって、構造的に財政基盤の弱い国保制度は、少子高齢化社会に備え、健全な国保事業の運営が求められている。

このため医療費の抑制につながる生活習慣病の予防、疾病の早期発見早期治療のための取り組みや国民健康保険税の未収入の解消

に努める必要がある。また、生活習慣病及びがん疾患の早期発見・早期治療のため、検診受診率向上に向けた取り組みを行っている

が、受診率は低い傾向にある。

レビュー

【取組内容】

　・特定健診の受診率及び特定保健指導の実施率向上に向け、平

成２５年６月に、市の国保年金課及び健康推進課職員が出席し、青

森県健康福祉部担当者及び県国保団体連合会保健活動推進員等

から今後の活動や方法について指導、助言を受けた。

　また、受入れ体制の充実を図るため、平成２４年度から三沢市立

病院においても受診可能となった。

　・国保税の収納率向上を図るため、４月１日の前後１週間ずつ窓

口延長を行った。また５月には税務課職員とともに夜間徴収を行っ

た。

　・国保税納入における口座振替向上のため、納入通知書ともに口

座振替の案内を、対象者全員に送付した。

【成果・結果】

疾病の早期発見、早期治療が市民の健康づくりに寄与するだけではなく医療費の抑制にもつながることから、健康診断や各種ドックの受

診率の向上に努める。

　 ・特定健診の受診率向上   ・国保税の収納率向上

【誰が対象か？】

項　　　目

事業費

民生部　国保年金課 健康福祉部 健康推進課 0 0

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

28.0

17.9 20.0

90.0

87.63 88.0

12.0

10.59 11.0

60.0

59.5 60.0

20.0

被保険者における保健指導の大切さを認識させることが難しく、目標値を達

63.1（県平均） 60.0

特定保健指導実施 受診者数／被保険

12.0

同上

4

国保税の収納率

（現年＋滞納繰越

分）

収入額／調定額 ％ 60.0

同上

3

国保税の収納率

（滞納繰越分）

収入額／調定額 ％ 13.4（県平均） 12.0

90.0

目標値は達成できなかったものの、前年度と同程度の収納率であった。

収納率向上には、被保険者の所得水準が低いことや医療費水準が高いとい

う社会情勢の解消が大きな要因と考える。

2

国保税の収納率

（現年分）

収入額／調定額 ％

H27：目標値

成果の達成状況

36.0 44.0

被保険者に対する、健診意識の高揚が難しく、目標値を達成できなかった。

引き続き、健診の大切さを周知するとともに、受入れ体制の充実を図るものと

する。

1

国保特定健診受診

率

受診者数／被保険

者

％

88.3（県平均） 90.0

【対象をどのようにしたいのか？】

①特定健診受診の増加

②口座振替の推進等による収納率の向上

③生活習慣病の早期発見・早期治療を図り、ひいては将来の医療費の抑制につなげるとともに、自らの生活習慣を見直し健康管理することで、生活習慣病

を予防する。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

【成果・結果】

　・平成２５年度末に成果が見込まれるものと考えている。

【展開】

　・平成２６年度以降には個別健診の受入れ施設数を増やし、体制

の充実を図りたいと考えている。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①国保被保険者

②国保被保険者

③国保被保険者（４０歳～７５歳未満）

【どのような手段を使うのか？】

①国保被保険者に受診呼びかけのチラシを個別配布及び保健相談の個別指導

②収納率向上のための夜間徴収実施や収納金額・期間等の相談に応ずる

③郵送による検診の個別勧奨、及び未受診者に対する電話・訪問等による受診勧奨及び健康づくりの知識の普及のため、家庭訪問、健康相談、健康教

育、健康手帳の交付

20.0

13.1 15.0

4

4 4

50.0

47.8 50.0

26.0

28.2 27.0

11.0

11.6 11.0

30.0

31.49 32.0

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

83,456,949 81,648,000 80,000,000 80,000,000

2

2,670,960,077 2,513,158,000 2,500,000,000 2,500,000,000

3

585,432,489 569,316,000 580,000,000 580,000,000

4

575,439 808,000 1,000,000 1,000,000

5

29,178 2,000 2,000 2,000

6

270,249,158 282,169,000 270,000,000 270,000,000

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

（特会・国保）総務費

国保制度の改正については、社会福祉制度改革国民会議で議論さ

れ、その

意見を参考にして、国において検討されているところである。

（今後の推移を見極めていく必要がある。）

（特会・国保）保険給付費

（特会・国保）後期高齢者支援金等

（特会・国保）前期高齢者納付金等

（特会・国保）老人保健拠出金

（特会・国保）介護納付金 事業実施における課題

10.0

現段階では目標値に達しているが、引き続き喫煙者への禁煙指導を継続して

いくと共に、禁煙や喫煙防止の普及啓発に努める。

H34年度

40～60代女

19％

24.0

10

口座振替率

口座振替者数／被

保険者

％ 32.0

対象者全員に口座振替の案内を送付した効果が表れた。

9

喫煙率（４０歳以

上）

受診者に占める喫煙

者の割合

％

31.0

H34年度　成人

１２％

10.5

60.0

目標値に達している。今後は引き続き運動習慣の推進を図っていく。

8

肥満率（４０歳以

上）

受診者に占める肥満

者の割合

％ 22.0

受診者全体では、24年度は前年度より男女とも減少したものの、4人に1人以

上は肥満者で高い状況。25年度も更なる取組みが必要である。

7

運動習慣のある人

の割合

受診者に占める習慣

有の割合

％

H34年度

65歳以上男

58％、女48％

55.0

40.0

被保険者における保健指導の大切さを認識させることが難しく、目標値を達

成できなかった。引き続き、健診の重要性を周知するとともに、受入れ体制の

充実を図るものとする。

4

目標値は達成された。

4

6

特定健診実施機関

(個別検診）

施設

5

特定保健指導実施

率

受診者数／被保険

者

％ 30.0

関

係

指

標

6

270,249,158 282,169,000 270,000,000 270,000,000

7

535,269,692 581,742,000 600,000,000 600,000,000

8

15,031,727 25,341,000 25,000,000 25,000,000

9

0 1,000 1,000 1,000

10

0 500,000 500,000 500,000

11

60,799,267 5,102,000 5,102,000 5,102,000

12

0 20,000,000 20,000,000 20,000,000

13

14

15

4,221,803,976 4,079,787,000 4,081,605,000 4,081,605,000

70,183,301 69,262,000 30,840,000 30,840,000

4,151,620,675 4,010,525,000 4,050,765,000 4,050,765,000

59,506,251 59,506,251 59,506,251 59,506,251

9,016,000 11,392,000 11,392,000 11,392,000

4,220,142,926 4,081,423,251 4,121,663,251 4,121,663,251

2,786,390,549 2,734,413,000 2,675,300,000 2,675,300,000

1,695,144,775 1,345,374,000 1,364,055,000 1,364,055,000

（　氏　　名　）

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

(　職　　名　）

必

要

な

施

策

と

事

業

（特会・国保）共同事業拠出金

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

内部では、現行のシステムの更新、新制度に対応するための人材

育成、新制度の広報・周知などが必要である。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

　制度改正に対応する人材育成、システム整備などについて適切な

対応が課題となる。

（特会・国保）保健事業費

（特会・国保）基金積立金

（特会・国保）公債費

（特会・国保）諸支出金

（特会・国保）予備費

（特会・国保）介護納付金 事業実施における課題

大沢武彦記載者　職氏名： 国保年金課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり 2,826,000 0

政策

2 地域医療の充実 人件費計 1.5 人 15,375,911 0

施策

1 医療の連携体制の充実 　（内正職員） 1.5 人 15,375,911 0

後期計画
29

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 18,201,911 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 18,201,911 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

健康福祉部　健康推進課

病院事務局　医療情報システム課

0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

［現状］

●医師会等関係機関との連携により、各種検診や予防接種等の受診体制を構築するとともに、休日診療当番医制度により休日の受診

体制のの確保に努めています。

●各医療機関との連携を図りながら「かかりつけ医」制度の定着に向けた取り組みを推進しています。

［課題］

●保健・医療・福祉の連携のもと、疾病の予防から高度医療までの地域医療体制の充実が求められています。

●地域医療における機能分担をを基本とした関係機関相互の綿密な連携体制の構築が求められています。

●日常的な診療や健康管理を行うかかりつけ医制度の定着や、適切な救急医療に関する情報提供が求められています。

●　全国的に地方の医師、看護師不足が深刻化する中、三沢市立三沢病院においても地域の中核病院としての機能を維持することが非

常に困難になっていることから、「かかりつけ医」のより一層の促進を図り、地域における医療機能の分担と共同利用など、より緊密な連

携が求められています。

レビュー

・休日救急診療当番医の推進については、引続き、地元医師会と連

携を図り、当番医制の確実な実施により、市民の安心確保に努めた

い

・患者の逆紹介について目標が未達である。市立病院を利用する市

民等に対し、当院の診療機能・体制・内容等について理解を促進す

べく、かかりつけ医のさらなる周知活動を実施し、特に逆紹介の推

進を図る。

●市民の包括的な健康管理に向け、医師会、歯科医師会、薬剤師会、介護事業者をはじめとした各種医療・福祉事業者との連携強化に

努めます。

●地域の医療機関と連携した「かかりつけ医」制度を定着させ、地域全体の医療提供体制の充実を図ります。

●各種検診をはじめ予防接種等の受診体制の充実・強化に向け、医師会等と連携した体制づくりに努めます。

●医師会の協力のもと、休日診療当番医制度を推進します。

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

14

17 16

41.0

40.1 40.0

21.0

15.4 18.5

●医師会の協力のもと、休日診療当番医制度を推進します。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①市民

②市立三沢病院、医師会等関係団体

③市立病院を利用する市民等

【どのような手段を使うのか？】

①健康管理、救急医療に関する情報提供を常に市民に対して発信していく。

②市立三沢病院、医師会等と連携体制への協力のため協議をしていく。

③地域医療機関からの患者紹介受け入れ、地域医療機関への患者逆紹介を適切に行う。

【対象をどのようにしたいのか？】

①かかりつけ医制度の定着、医療に関する情報提供の充実を図る。

②市立三沢病院、医師会等の協力のもと地域医療の充実を図る。

③中核病院としての三沢市立三沢病院の診療機能・体制・内容等についての理解を促進し、相互の機能分担・連携による患者紹介・

逆紹介の推進を図る。

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

休日救急診療当番

医の推進

医療機関数 箇所 15 15

おいらせ町の２医療機関の協力により、医療機関数は確保できたので、今後

も水準維持につとめたい

2

紹介患者の割合

紹介患者数／初診

患者数

％ 43.0 45.0

紹介患者の割合は目標を達成できた。平成25年度も引き続き目標値を目指

したい。

3

逆紹介患者の割合

逆紹介患者数/初診

患者数

％ 22.0 23.0

三沢市立三沢病院から地域の診療所等に逆紹介するにも、総合病院という

安心感や複数の診療科が受診できることなどから、患者がそれを応じない例

が多く見られ、目標を大幅に下回る結果となっている。平成25年度は少なくと

も、平成23年度の実績値を目標に取り組むこととする。

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

2,814,171 2,826,000 2,826,000 2,826,000

2

3

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

救急医療対策費（健康推進課）

4

5

6

7

8

9

10

2,814,171 2,826,000 2,826,000 2,826,000

0 0 0 0

2,814,171 2,826,000 2,826,000 2,826,000

15,345,458 15,375,911 15,375,911 15,375,911

0 0 0 0

18,159,629 18,201,911 18,201,911 18,201,911

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

市立病院を利用する市民等が、なかなか当院の診療機能・体制・内

容等について理解していただけない。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

かかりつけ医の更なる周知活動を実施し、市立病院を利用する市

民等の理解を深めていきたい。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）
（　氏　　名　）

小泉　博

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 健康推進課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課 金額（Ｈ２５予算） 説　　明

基本方針 1 健康で助け合うまちづくり 3,013,710,000 収益的支出（2,784,435,000円）、資本的支出（229,275,000円）

政策 2 地域医療の充実 人件費計 346.1 人 2,521,483,000 0

施策 2 市立三沢病院の充実 　（内正職員） 254.0 人 2,194,456,000 0

後期計画 29 ページ 　（内非常勤等） 92.1 人 327,027,000 0

合　計 5,535,193,000 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 4,963,340,000 収益的収入（4,842,004,000円）、資本的収入（121,336,000円）

0 人が行き交う街づくり 差　引 571,853,000 0

0 心安らぐ生活づくり 21,260,000 収益的収入（1,260,000円）、資本的収入（20,000,000円）

展
開

対

病院事務局　管理課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点
プラン

補助金等（国、県、その他）

現
状
と
課
題

・平成２２年１１月に市立三沢病院の新築移転が完了し、高度医療を提供するための基盤整備に取り組むとともに、各種研修への参加や
学会等での事例発表を積極的に推奨し、専門医、認定医、認定看護師、認定薬剤師等の資格取得に努めています。
・市立三沢病院の医師充足率１００％を目指すとともに、経営の安定化と医療の質の向上に取り組んでおります。引き続き、医師、看護師
等をはじめとした医療従事者の確保や、高度医療に対応するための環境整備等が求められています。

レビュー
【取組内容】
・積極的な医師招聘活動を展開した。
・研修機会の効率的な創出により、職員の技能向上に努めた。
・有効的な医療機器の導入を行った。
【成果・結果】
・医師の充足が図られた。
・研修機会の拡大により、職員の資格取得が図られた。
・医療機器環境が改善された。
【展開】
　従来から展開している事業について、継続して取り組み、内容の
充実を図る。

・医師や看護師などの医療従事者を確保するため、勤務環境の整備を行います。
・質の高い医療とより良いサービスの提供に向け、多様な研修機会の創出により、高度医療の習得を図ります。
・地域の中核病院としての機能の充実と質の高い医療の提供のため、医療機器の整備を計画的に行います。

【誰が対象か？】
①市民に質の高い医療と良いサービスを提供するため対

象

手
段

意
図

（
効
果

）

100

100 100

179

179 174

43

39 39

18

20 18

6

推
進
の
イ
メ
ー

ジ

①市民に質の高い医療と良いサービスを提供するため
②市民に質の高い医療と良いサービスを提供するため
③市民に質の高い医療と良いサービスを提供するため

【どのような手段を使うのか？】
①医療従事者の勤務環境を整備して
②医療従事者の多様な研修機会を創出して
③補助金・起債を財源として

【対象をどのようにしたいのか？】
①必要数を確保する
②高度医療の取得を図る
③医療機器の整備を行う

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位
参考値

（他団体）
H24：実績値

H25（目標値/
見込値）

H26：目標値 H27：目標値 成果の達成状況

1 医師充足率 ％ 100 100
　医師招聘活動等により、目標値は達成され、今後も継続して取り組みを進
める。

2 看護師数 人 188 196
　就業状況として、県内においては看護師が不足している状況にあり、目標
値を達成できたものの厳しい状況に変わりはなく、今後も、雇用推進活動を積
極的に展開する。

3 技師数 人 43 43
　就業状況として、県内においては薬剤師が不足している状況にあり、目標
値を達成できなかった。今後は、雇用推進活動を積極的に展開する。

4
院内保育所利用者
数

人 19 20
　就労環境の積極的な啓発により、目標値は達成され、今後も継続して取り
組みを進める。

病院主催研修会・
　研修会・講習会に参加しやすい環境整備に努めた結果、目標値は達成さ
れ、今後も継続して取り組みを進める。

6

6 6

500

406 500

318

317 318

100

100 100

111,475

112,607 111,475

72,270

68,903 72,270

ＮＯ
Ｈ２４決算額

（見込）
Ｈ２５予算額

（当初）
Ｈ２６予算額

（見込）
Ｈ２７予算額

（見込）

1 106,853,708 32,997,000 20,000,000 20,000,000

2 4,868,234,445 5,097,912,000 5,369,155,000 5,385,014,000

3 220,628,753 216,494,000 217,951,000 215,999,000

4 202,174,624 196,278,000 137,801,000 220,246,000

関
係
指
標

5
病院主催研修会・
講演会開催数

回 6 6 れ、今後も継続して取り組みを進める。

6
病院主催研修会・
講演会参加人数

人 500 500
　研修会・講習会に参加しやすい環境整備に努めたものの、参加人数は目標
に達せず、今後も継続して取り組みを進める。

7
学会・研修会参加
人数

人 327 336
　学会・研修会に参加しやすい環境整備に努めた結果、目標値は達成され、
今後も継続して取り組みを進める。

8
医療機器整備の事
業実施出来高

％ 100 100
　実現性の高い医療機器導入計画により、目標値は達成され、今後も継続し
て取り組みを進める。

9 外来患者数 人 111,475 111,475
　受診動向分析などにより、目標値は達成され、今後も継続して取り組みを進
める。

10 入院患者数 人 72,270 72,270
　受診動向分析などにより、目標値は達成され、今後も継続して取り組みを進
める。

事業名（予算説明） 状況の変化等（制度変更等含む）

建設改良費

医業費用

医業外費用

企業債償還金

5 1,999,946 2,000,000 2,000,000 2,000,000

6

7

8

9

10

5,399,891,476 5,545,681,000 5,746,907,000 5,843,259,000

2,365,497,618 2,531,971,000 2,583,667,000 2,606,503,000

3,034,393,858 3,013,710,000 3,163,240,000 3,236,756,000

1,950,213,000 2,194,456,000 2,246,152,000 2,268,988,000

450,797,000 327,027,000 327,027,000 327,027,000

5,435,403,858 5,535,193,000 5,736,419,000 5,832,771,000

98,107,000 21,260,000 20,000,000 20,000,000

4,852,493,000 4,963,340,000 5,235,632,000 5,312,013,000

（　氏　　名　）

米内　聡

必
要
な
施
策
と
事
業

特別損失

事業実施における課題

 地方の病院において顕著である、医師・看護師・医療技術者を確保
することの困難さ。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】 　基幹型臨床研修病院の指定を受け、医師などの確保につなげる。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入
（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 管理課長 米内　聡記載者　職氏名： 管理課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり 116,502,000 0

政策

3 高齢者福祉の充実 人件費計 17.6 人 46,138,637 0

施策

1 健康保持と生活支援 　（内正職員） 3.6 人 25,041,637 0

後期計画
31

ページ

　（内非常勤等）

14.0 人 21,097,000 0

合　計 162,640,637 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 23,796,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 138,844,637 0

0 心安らぐ生活づくり 28,132,000 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

高齢化社会の進展に伴い、一人暮らし高齢者や高齢者だけの世帯が増加しており、健康づくり、介護予防、生きがいづくり、生活支援要

援護者対策等のニーズが増加しています。

孤立化の防止、地域で支える体制づくりを推進し、これまでの福祉サービスの継続と推進をする必要があります。

レビュー

【取組内容】

　介護予防を目的とした、生きがいづくり教室の各地域での実施。

　高齢者福祉サービスについては、広報誌による特集記事などで

サービス内容を周知した。

【成果・結果】

　介護予防事業の実施により、健康づくりや生きがいづくりへの理解

を深めた。

　生活支援等のサービス利用者が増えた。

【展開】

　今後も、生きがいづくり活動実施地区を増やし、多くの高齢者に理

解を深めるとともに、２次予防事業への取り組みについて検討する。

　高齢者が増え続けることから、さらに介護予防事業及び福祉サー

高齢者世帯の実態把握と、ニーズ調査、サービス情報の提供と利用支援を進め、生活サービスの充実を図ります。

介護予防や健康づくりの知識の普及・啓発活動により、自立した生活維持を推進します。

介護予防教室や健康づくり、生きがいづくりの実施や支援体制の充実を図ります。

福祉サービスの周知、利用促進を図り、生活支援を推進します。

【誰が対象か？】

①一人暮らし等の高齢者世帯

健康福祉部　介護福祉課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

310

405 410

47

39 45

611

553 600

6,001

5,592 5,750

70

6,050

利用者の高齢化によりＡＤＬ（日常生活動作）が低下し、利用中止する人が多

かったため目標達成できなかった。今後は広報等を利用し新規加入者を増や

すように取り組む必要がある。

軽度生活援助登録

目標は達成。順調に増えているため継続して取り組みを進める。ただし天候

4

いきいきデイセン

ター利用者数

利用実績 人 6,030

55

介護予防の必要性について、意識がけのための働きかけが不足しており、目

標が達成できなかった。

3

高齢者実態調査数 調査実績 人 663 705

高齢者やその家族等の相談を総合的に受けた。高齢者の増加により、今後

も事業を継続して事業を進める。

2

2次予防事業参加

者数

事業実績報告 人 51

H27：目標値

成果の達成状況

1

1次予防事業参加

者数

事業実績報告 人 330 350

介護予防について、高齢者が興味をもてるテーマを取り入れることで、目標が

達成できた。

【対象をどのようにしたいのか？】

①サービスの周知・利用促進。

②生きがいのある健康で自立した生活の継続。

③日常生活の支援

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

　高齢者が増え続けることから、さらに介護予防事業及び福祉サー

ビスの充実に努める。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①一人暮らし等の高齢者世帯

②高齢者全般

③高齢者全般

【どのような手段を使うのか？】

①実態把握調査、ニーズ調査

②講演会や介護予防教室、健康づくり、生きがいづくり活動等の実施

③市の福祉サービス（生活支援）の周知

70

111 80

280

698 450

101

79 90

1,050

1,015 1,050

26

6 26

350

75 350

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

111,740,253 111,837,000 111,837,000 92,837,000

2

13,357,050 11,216,000 11,216,000 11,216,000

3

18,824,546 19,245,000 19,675,000 19,675,000

4

17,344,198 18,768,000 18,768,000 18,768,000

980

目標は達成。順調に推移しているため継続して取り組みを進める。社会福祉

協議会との連携もより一層、密にしていく必要がある。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

老人福祉費【１・３・３と重複】

包括的支援費

デイサービスセンター運営費

（特会・介護）介護予防支援事業

10

地域きずな支えあ

い事業（ご近所サ

ポーター数）

事業実績報告 人 770

1,070

ほぼ目標を達成。継続して事業を進める。

9

地域きずな支えあ

い事業実施町内会

事業実績報告 箇所 59 80

目標は達成。順調に推移しているため継続して取り組みを進める。社会福祉

協議会との連携もより一層、密にしていく必要がある。

8

紙おむつ支給件数 事業実績報告 件 1,060

300

目標は達成。順調に増えているため継続して取り組みを進める。ただし天候

に左右されるという問題がある。

7

安心電話設置台数 事業実績報告 台 105 108

施設入所等により退会する人が多く、目標値を達成できなかった。今後は関

係機関との連携を密にしていく必要がある。

6

軽度生活援助支援

回数

利用実績 回 290

5

軽度生活援助登録

者数

申請実績 人 75 80

目標は達成。順調に増えているため継続して取り組みを進める。ただし天候

に左右されるという問題がある。

関

係

指

標

4

5

2,469,215 4,462,000 4,462,000 4,462,000

6

19,158,940 21,514,000 21,514,000 21,514,000

7

1,583,377 1,866,000 1,866,000 1,866,000

8

6,132,928 7,191,000 7,191,000 7,191,000

9

13,410,023 14,463,000 14,463,000 14,463,000

10

12,734,087 20,741,000 20,741,000 20,741,000

216,754,617 231,303,000 231,733,000 212,733,000

105,123,377 114,801,000 114,801,000 114,801,000

111,631,240 116,502,000 116,932,000 97,932,000

30,004,947 25,041,637 25,041,637 25,041,637

19,471,043 21,097,000 21,097,000 21,097,000

161,107,230 162,640,637 163,070,637 144,070,637

32,264,458 28,132,000 27,365,000 27,365,000

25,590,100 23,796,000 23,795,000 23,795,000

（　氏　　名　）

田面木　るり子

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 介護福祉課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

介護予防事業の取り組み強化

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

（特会・介護）介護予防特定高齢者施策事業費

（特会・介護）介護予防一般高齢者施策事業費 事業実施における課題

（特会・介護）介護予防ケアマネジメント事業

高齢者の増加に伴う要介護者の増

（特会・介護）総合相談事業

（特会・介護）包括的・継続的マネジメント支援事業費

（特会・介護）任意事業【１・３・３と重複】

必

要

な

施

策

と

事

業

（特会・介護）介護予防支援事業

田面木　るり子記載者　職氏名： 介護福祉課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり

3,052,098,000

0

政策

3 高齢者福祉の充実 人件費計 8.2 人 39,725,173 0

施策

2 介護保険サービスの充実 　（内正職員） 4.2 人 29,886,173 0

後期計画
31

ページ

　（内非常勤等）

4.0 人 9,839,000 0

合　計

3,091,823,173

0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 925,102,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引

2,166,721,173

0

0 心安らぐ生活づくり

1,867,029,000

0

展

開

対

健康福祉部　介護福祉課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

要介護認定予備軍である要支援認定者や生活機能が低下し、介護や要支援が必要となるおそれのある方を早期に発見し、介護予防の

相談を受けたり、介護予防ケアプランの作成をして、介護状態とならないよう、あるいは悪化しないよう支援するなど、介護予防サービスの

充実が求められています。二次予防対象高齢者や一次予防対象高齢者に対しては、在宅介護支援センターとの連携で、個々の高齢者

の見守りや状況に応じた適切なサービスにつなげるようネットワークの構築も必要です。介護保険サービスについては、待機者の解消の

ための地域密着型サービスを提供する施設を整備し、介護サービスの充実を図ります。

レビュー

【取組内容】

　在宅介護支援センターとの連携による、高齢者実態調査の実施。

【成果・結果】

　高齢者に対する包括的な支援・相談体制の強化につながった。

【展開】

　関係機関との連携により、支援が必要な方に対し、包括的な支援・

相談体制の充実に努める。

要介護状態への移行の予防あるいは現状を維持するよう、介護予防ケアマネジメント業務を推進します。高齢者に対しては、地域におけ

る在宅介護支援センターとの連携で、個々の高齢者の状況や変化に対応し、包括的に支援していきます。また、.在宅介護支援センター

の個々のケアマネージャに対しても、より適切な対応につなげるための実践力を向上する必要があります。介護保険施設サービスについ

ては、待機者の解消のため地域密着型サービスを提供する施設整備を行い、介護サービスの充実を図ります。

【誰が対象か？】

①要支援高齢者
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

600

665 600

1,210

1,335 1,210

6

6 6

5

3 5

1

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①要支援高齢者

②ケアマネージャ

③地域の高齢者

【どのような手段を使うのか？】

①介護予防のｹｱﾌﾟﾗﾝの作成

②ケアマネ会議等

③地域包括支援センター

【対象をどのようにしたいのか？】

①要介護状態となる事を予防

②実践力をつけ、資質の向上

③包括的な支援・相談体制の充実

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

一人暮らし高齢者

の調査

人 620 640

高齢化が進む中で、安心して生活できるよう支援した。順調に推移しているた

め、継続して取り組みを進める。

2

総合相談件数 件 1,240 1,270

４ヶ所の在宅介護支援センターに委託し、事業を実施し、目標は達成された。

継続して取り組みを進める。

3

地域ケア会議の開

催

回 6 6

４ヶ所の在宅介護支援センターと一緒に定例で会議を実施。継続して取り組

みを進める。

4

要支援高齢者から

特定高齢者への移

行数

人 7 10

介護度が悪化しないよう支援している。今後も悪化しないよう継続して取り組

みを進める。

介護予防の研修会

在介等の協力により研修会を開催。目標を達成できた。今後も協働していく

1

1 1

1

0 1

6

6 6

12

12 12

21

21 22

1,210

1,335 1,210

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

2,688,471,438 2,744,846,000 2,744,846,000 2,744,846,000

2

126,248,173 127,977,000 127,977,000 127,977,000

3

53,538,293 52,192,000 52,192,000 52,192,000

4

6,469,203 12,675,000 12,675,000 12,675,000

関

係

指

標

5

介護予防の研修会

等

回 1 1

在介等の協力により研修会を開催。目標を達成できた。今後も協働していく

必要がある。

6

成年後見制度利用

支援

人 1 1

相談があったが、介護サービス利用により実施までにはいたらなかった。継

続して取り組みを進める。

7

虐待対応件数 件 6 6

全ケース対応し、施設入所、介護保険サービスにつながった。継続して取り組

みを進める。

8

ケアマネジメント会

議の開催

回 12 12

多様化するニーズに対応するため、保険・医療・福祉・介護が連携し支援。順

調に推移しているため、継続して事業を進める

9

入所待機者の減少 人 21 21

養護老人ホームの待機者は０。引き続き待機者が増加しないように取り組み

を進める。

10

在宅介護支援セン

ター支援件数

件 1,270 1,330

４ヶ所の在宅介護支援センターに委託し、事業を実施し、目標は達成された。

低下しないよう継続して事業を進める。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

（特会・介護）保険給付費・介護サービス等諸費

（特会・介護）保険給付費・介護予防サービス等諸費

（特会・介護）保険給付費・高額介護サービス等諸費

（特会・介護）保険給付費・高額医療合算介護サービス等諸費4

5

91,682,980 94,408,000 94,408,000 94,408,000

6

0 20,000,000 20,000,000 20,000,000

7

8

9

10

2,966,410,087 3,052,098,000 3,052,098,000 3,052,098,000

0 0 0 0

2,966,410,087 3,052,098,000 3,052,098,000 3,052,098,000

29,886,173 29,886,173 29,886,173 29,886,173

9,725,535 9,839,000 12,108,000 12,108,000

3,006,021,795 3,091,823,173 3,094,092,173 3,094,092,173

1,821,295,017 1,867,029,000 1,867,029,000 1,867,029,000

948,562,169 925,102,000 925,102,000 925,102,000

（　氏　　名　）

田面木　るり子

必

要

な

施

策

と

事

業

（特会・介護）保険給付費・高額医療合算介護サービス等諸費

（特会・介護）保険給付費・特定入所者介護サービス等諸費

（特会・介護）保険給付費・予備費 事業実施における課題

高齢者の増加による、支援・相談の複雑なケース対応。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

関係機関との連携により、実態調査の実施、支援・相談体制の強

化。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 介護福祉課長 田面木　るり子記載者　職氏名： 介護福祉課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり 71,337,000 0

政策

3 高齢者福祉の充実 人件費計 2.9 人 14,341,690 0

施策

3 生きがいづくりと尊厳の保持 　（内正職員） 1.9 人 12,659,690 0

後期計画
31

ページ

　（内非常勤等）

1.0 人 1,682,000 0

合　計 85,678,690 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 5,485,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 80,193,690 0

0 心安らぐ生活づくり 9,549,000 0

展

開

対

健康福祉部　介護福祉課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

高齢化社会の進展に伴い、高齢者の活躍の場の確保、生きがいづくり活動の場の確保が重要になってきています。

高齢者の増加、長寿命化、核家族化等により、認知症を発症する方が増加しており、認知症対策の必要性が高まっています。

認知症の予防対策、認知症者本人支援、家族支援のため、行政のみならず、地域の支え合い等の力を活用して、高齢者の尊厳と権利を

守る対策が急務になってきています。

レビュー

【取組内容】

　認知症フォーラム、権利擁護事業の実施

【成果・結果】

　認知症及び権利擁護への理解を深め、啓発をした。

【展開】

　増加する認知症についての予防対策として、本人及び家族支援の

ための地域を巻き込んだ取り組みが必要である。

生きがいづくり等の機会提供や社会参加への支援をします。

認知症に対する理解、啓発及び適切なケアを推進します。

関係機関との連携や各種制度の整備活用により、高齢者の尊厳保持と権利擁護に向けた支援を推進します。

【誰が対象か？】

①市民一般や地域
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

480

493 480

35

34 38

6,400

6,664 6,700

40

40 39

1,290

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市民一般や地域

②市民

③高齢者

【どのような手段を使うのか？】

①認知症に関する知識の普及・認知症サポーターの養成

②養成講座や研修会開催

③生きがいづくり及び社会参加への機会の確保

【対象をどのようにしたいのか？】

①認知症の理解・対応の周知や啓発を行う

②市民後見人の養成により高齢者の権利を擁護を推進する

③地域で生きがいを持って生活できるようにする

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

認知症サポーター

の養成数

事業実績 人 550 690

目標はほぼ達成できた。認知症の理解・対応できるよう継続して事業を進める。

2

生きがいづくり活動

実施地区数

事業実績 地区 37 38

在介、町内会、老人クラブ等の協力により目標を達成できた。今後も協働していく必要があ

る。

3

生きがいづくり活動

参加者数

事業実績 人 6,500 6,500

在介、町内会、老人クラブ等の協力により目標を達成できた。今後も協働していく必要があ

る。

4

老人クラブ数 事業実績報告 クラブ 41 41

目標はほぼ達成された。しかし当市だけでなく全国的にも老人クラブの加入が進んでおら

ず、また若手の加入がないため老人クラブの高齢化、解散となる可能性が高い。今後は会

員数等を増やすために市老連との連携をより密にしていく必要がある。

目標はほぼ達成された。しかし当市だけでなく全国的にも老人クラブの加入が進んでおら

ず、また若手の加入がないため老人クラブの高齢化、解散となる可能性が高い。今後は会

1,290

1,308 1,290

1

1 1

1

1 1

55

43 50

342

338 340

1,210

1,159 1,210

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

111,740,253 111,837,000 111,837,000 111,837,000

2

8,964,026 10,860,000 10,860,000 10,860,000

3

12,734,087 20,741,000 20,741,000 20,741,000

4

関

係

指

標

5

老人クラブ会員数 事業実績報告 人 1,290 1,295

ず、また若手の加入がないため老人クラブの高齢化、解散となる可能性が高い。今後は会

員数等を増やすために市老連との連携をより密にしていく必要がある。

6

成年後見人制度利

用者の助成

事業実績 件 2 3

高齢者が安心して生活できるよう権利擁護の観点から継続して事業を進める。

7

成年後見制度利用

の支援

事業実績 件 1 1

高齢者が安心して生活できるよう権利擁護の観点から継続して事業を進める。

8

要援護者登録数 申請実績 人 70 90

目標はほぼ達成できた。順調に推移しているため継続して取り組みを進める。

9

シルバー人材セン

ター登録者数

登録会員数 人 346 350

目標はほぼ達成できた。順調に推移しているため継続して取り組みを進める。

10

総合相談回数 事業実績 件 1,240 1,270

地域包括支援センターを中心に４ヶ所の在宅介護支援センターに委託し実施。目標をほぼ

達成。継続して事業を進める。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

老人福祉費【１・３・１と重複】

敬老会費

（特会・介護）任意事業【１・３・１と重複】

4

5

6

7

8

9

10

133,438,366 143,438,000 143,438,000 143,438,000

69,661,503 72,101,000 72,101,000 72,101,000

63,776,863 71,337,000 71,337,000 71,337,000

8,050,700 12,659,690 12,659,690 12,659,690

1,681,200 1,682,000 1,925,000 1,925,000

73,508,763 85,678,690 85,921,690 85,921,690

5,227,493 9,549,000 9,549,000 9,549,000

2,513,000 5,485,000 5,485,000 5,485,000

（　氏　　名　）

田面木　るり子

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

高齢者の増加に伴う認知症高齢者の増

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

オレンジプラン（認知症施策推進５ヶ年計画）に基づいた、認知症予

防対策に取り組む。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 介護福祉課長 田面木　るり子記載者　職氏名： 介護福祉課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課 金額（Ｈ２５予算） 説　　明

基本方針 1 健康で助け合うまちづくり 79,156,000 0

政策 3 高齢者福祉の充実 人件費計 0.3 人 1,867,981 0

施策 4 介護保険給付費の適正化 　（内正職員） 0.3 人 1,867,981 0

後期計画 31 ページ 　（内非常勤等） 0.0 人 0 0

合　計 81,023,981 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 81,023,981 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展
開

対

重点
プラン

補助金等（国、県、その他）

現
状
と
課
題

高齢化が進む中で、介護保険給付費は増えており、それに伴い介護保険料の上昇や保険者の財政を圧迫することが懸念されており、持
続可能な介護保険制度となるよう適正な介護給付を行う必要があります。
また、介護サービス利用者の増加とともにサービスを提供する事業者も増加しており、適切なサービス提供が行われるよう事業者への指
導・監査が必要です。

レビュー
【取組内容】
介護保険事業計画に基づき、２施設の介護基盤整備を行い、また、
地域密着型サービスなどの各種介護給付サービスの提供を図ると
ともに、介護サービス利用者に３ヶ月ごとにサービス利用内容を通
知することにより、介護サービスを提供する事業者の不適正な請求
を抑制するとともに、適正なサービス提供が行われるよう事業者の
指導・監査を行った。
　
【成果・結果】
介護認定者数及び介護給付サービス量は増加しているが、健全な
運営状態である。

【展開】
介護施設は増えており、利用者の選択肢は増える反面、施設の稼

介護給付費の適正化のため、ケアプランの点検、住宅改修の現地確認、介護給付費通知の送付、国保連の縦覧点検を基にした給付内
容の確認など、適正な介護サービスの利用の推進と介護認定を適正に行います。
また、地域密着型サービスを提供する事業所に対し、要介護者の状況に応じた適切なサービス提供や介護保険法令を遵守した職務の遂
行について、指導・監査をします。

【誰が対象か？】
①利用者

健康福祉部　介護福祉課 0 0 0 項　　　目

事業費

対
象

手
段

意
図

（
効
果

）

3,035,824

2,970,120 3,035,824

1,752

1,709 1,752

91.0

90.0 91.0

72.0

73.0 72.0

14.0

71.0
№5、№6の調整

施設サービス利用
施設サービス利用者 施設サービスは、１人あたりの費用が高いので、利用者の増加は介護費用に

強い影響を与えることから適切なサービス提供に努める。

4
居宅サービス利用
者割合

居宅サービス利用者
/介護サービス利用

者
％ 71.0

1,999
指標とする介護保険事業計画内で推移している。

3
介護サービス利用
割合

介護サービスの利用
者数/介護認定者数

％ 93.0 95.0
適切なサービス提供に取り組む。

2
要介護・要支援認
定者数

人 1,872

H27：目標値 成果の達成状況

1 介護給付費
特別会計２款の介護
サービス費

千円 3,188,830 3,349,547
指標とする介護保険事業計画内で推移している。

【対象をどのようにしたいのか？】
①適した介護サービスが受けられる。
②適切なサービス提供を行う。
③介護保険制度の周知、利用についての意識啓発

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位
参考値
（他団体）

H24：実績値
H25（目標値/
見込値）

H26：目標値

介護施設は増えており、利用者の選択肢は増える反面、施設の稼
働率が下がっている施設もあり、サービスの低下とならないよう事業
者を指導していく。

推
進
の
イ
メ
ー

ジ

①利用者
②サービス事業者
③高齢者及びその家族

【どのような手段を使うのか？】
①ケアマネジメントの適正化
②指導・監査
③広報媒体の活用、関係機関との連携

14.0

14.0 14.0

14.0

13.0 14.0

30

0 30

50

62 65

12

12 12

6,000

4,634 6,000

ＮＯ
Ｈ２４決算額
（見込）

Ｈ２５予算額
（当初）

Ｈ２６予算額
（見込）

Ｈ２７予算額
（見込）

1 69,167,443 101,211,000 71,211,000 71,211,000

2 1,092,178 1,333,000 1,333,000 1,333,000

3 11,201,805 11,687,000 11,687,000 11,687,000

4 12,491,000 12,305,000 12,305,000 12,305,000

6,600
継続して取り組んでいく。

事業名（予算説明） 状況の変化等（制度変更等含む）

（特会・介護）一般管理費 制度変更なし

（特会・介護）賦課徴収費

（特会・介護）認定調査等費

（特会・介護）認定審査会共同設置負担金

10
介護給付費通知書
送付件数

年間の送付件数 件 6,300

56
住宅改修件数は増えている。

9
地域密着型事業所
への指導件数

事業所へ訪問し、保
険者の目線で指導
監査した回数

件 13 13
指導監査は全事業所実施した。

8
住宅改修の適正化
件数

現地調査を行い指導
した件数

件 53

16.0
居宅と施設サービスの２つの側面を持つ地域密着型サービスの利用者が増
えると施設サービス利用者を抑えることができることから、増加が理想。

7
ケアプランの点検
数

居宅サービス計画、
介護予防計画で確

認
件 60 120

今後、実施予定。

6
地域密着型サービ
ス利用者割合

地域密着型サービス
利用者/介護サービ

ス利用者
％ 15.0

5
施設サービス利用
者割合

施設サービス利用者
/介護サービス利用

者
％ 14.0 13.0 強い影響を与えることから適切なサービス提供に努める。関

係
指
標

5 3,710,845 3,726,000 3,726,000 3,726,000

6 0 1,000 1,000 1,000

7 1,056,922 88,000 88,000 88,000

8 0 1,000 1,000 1,000

9 4,014,524 2,000,000 2,000,000 2,000,000

10

102,734,717 132,352,000 102,352,000 102,352,000

54,374,000 53,196,000 53,196,000 53,196,000

48,360,717 79,156,000 49,156,000 49,156,000

1,867,981 1,867,981 1,867,981 1,867,981

0 0 0 0

50,228,698 81,023,981 51,023,981 51,023,981

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

田面木　るり子

歳入
（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 介護福祉課

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】 専門性が問われるため、研修会の参加等が必要。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

（特会・介護）審査支払手数料

（特会・介護）財政安定化基金拠出金 事業実施における課題

（特会・介護）介護保険給付費支払準備基金積立金 介護給付費の適正化を図る取組みに、ケアプランの点検があるが、
どう対処すれば成果につながるのか、点検基準が定まっていないと
ころが課題である。（特会・介護）一時借入金利子

（特会・介護）第１号被保険者保険料還付金

必
要
な
施
策
と
事
業

田面木　るり子記載者　職氏名： 介護福祉課



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり 215,806,992 0

政策

4 児童福祉の充実 人件費計 4.4 人 15,476,899 0

施策

1 子育て支援の充実 　（内正職員） 2.4 人 12,113,899 0

後期計画
33

ページ

　（内非常勤等）

2.0 人 3,363,000 0

合　計 231,283,891 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 49,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 231,234,891 0

0 心安らぐ生活づくり 114,915,000 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

　安心して子育てができる環境づくりのため、一時・特定保育や延長保育など、多様な保育サービスを促進させ、保護者の保育負担の軽

減につながるよう支援体制の充実に努めるほか、育児不安等についての相談体制の強化、子育てサークルへの支援を行い、子どもが健

やかに生まれ育つための環境づくりを推進しています。

　昨今核家族化や高齢化社会の進行、女性の社会参画の増加などに伴い、少子化が急速に進行し、深刻な問題になっております。その

ような背景において、共働き家庭の増加など勤務形態の多様化に対応した、多様な保育サービスが求められているため、利用者のニー

ズを把握し、子育て支援策をすすめていく必要があります。

レビュー

【取組み内容】

　平成２４年度では、新たな施設で地域子育て支援センターや一時

預かり保育及び病後児保育の各種事業が実施できたことにより、多

様な保育サービスが提供可能となり子育て支援体制の充実が図れ

た。

【成果・結果】

　地域子育て支援センターの利用数が想定以上に増加し、次年度

からの目標値を変更することとした。

　

【展開】

　市が実施する、子育て支援事業の周知を図り、保育サービスの利

用を促進する。

　家庭保育の保護者への支援を強化するため、児童館で実施して

・保護者のニーズに沿った、病児・病後児保育や休日保育等の様々な保育サービスを普及させます。

・子どもや子育てに関する相談や情報提供など、子育て支援サービスの充実を図ります。

・就学児童の放課後児童クラブ等を充実させ、児童の健全育成を図ります。

【誰が対象か？】

①乳幼児から就学前児童とその保護者

健康福祉部　家庭福祉課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

60.0

― 60.0

12,000

12,253 12,500

900

958 1,000

1,000

670 1,000

60

1,200

◆一時預かり施設の増設・病後児施設の創設などサービスの選択肢が増え、利用者が分

散し利用人数の目標値を達成できなかった。平成２５年度からは子育て支援団体に業務を

委託し、利用会員の掘りおこしとサービスの利用を推進する。

ファミリーサポート

◆利用者数の低迷により、提供会員数も現状維持の状態に止まった。

4

ファミリーサポート

センターの利用人

数

年間の利用延べ人

数

人 1,000

13,000

◆平成２４年度に子育て支援センターを１ヵ所増設できたことにより、利用者数が大幅に増

加し、目標値は達成できた。平成２５年度以降の目標値を実績に基づき見直すこととした。

3

子育てひろばの利

用人数

年間の利用延べ人

数

人 1,000 1,000

◆親子がいつでも自由に遊べて、子育ての情報が得られる場として周知を図ったことによ

り、平成２４年度では利用人数の目標は達成できた。平成２５年度は業務委託により保育

士を配置、一時預かり事業も合わせて実施し更なる利用促進を図ることとした。

2

子育て支援セン

ターの利用人数

年間の利用延べ人

数

人 13,000

H27：目標値

成果の達成状況

1

保育所を利用しや

すいと感じている保

護者の割合

保育サービスの満足

度を把握する

％ 60.0 70.0

◆平成２５年度中にアンケート調査を実施予定のため、現状値の把握はできていない。

【対象をどのようにしたいのか？】

①家庭で保育している保護者への情報提供や相談体制についても充実させ、子育ての孤立化や育児不安の解消を図ります。また、

保育所や幼稚園等へ入所している保護者に対しては、保育負担の軽減が図られ楽しく子育てができる環境づくりを推進します。

②地域での子どもの見守りと相談支援体制の充実により、子育て家庭に対し安全で安心な子育環境が提供できる。

③子どもたちが安心して、自由に遊ぶことができる居場所づくりを推進し、児童の健全育成を図ります。

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

　家庭保育の保護者への支援を強化するため、児童館で実施して

いる「ひよこクラブ（幼児プログラム）」の充実を図る。

　児童家庭相談員等が学校・幼稚園・保育所、民生委員・児童委員

と連携を図りながら家庭支援・子どもの見守り強化を推進する。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①乳幼児から就学前児童とその保護者

②１８歳未満のすべての子どもとその保護者

③就学児童とその保護者

【どのような手段を使うのか？】

①多様な主体によるきめ細かなサービスの提供を促進します。また、子育て親子の交流の拠点を提供します。

②地域で活動する民生委員・児童委員等との連携を図り、すべての子育て家庭を地域全体で支え合う体制を整備します。

③学校の空き教室や公共施設のスペース解放など、地域の様々な資源を活用します。
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55 60

730

738 730
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23 23
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11 11

7

13 7

2

2 2

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

95,012,344 97,568,000 97,568,000 97,568,000

2

2,881,397 3,707,000 3,707,000 3,707,000

3

1,248,882,477 1,301,428,000 1,301,428,000 1,301,428,000

4

89,139,836 98,726,000 98,726,000 98,726,000

2

◆児童家庭相談員を２名配置し、子育てに関する悩みや不安を抱えている家庭への支援

を行い、目標は達成できている。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

児童館運営費

・平成２４年度から市立中央保育所を指定管理者による運営施設とした。

・平成２５年度からファミリーサポートセンターを業務委託事業とした。

・平成２５年度から子育て広場事業を創設し子育てサロンを組み込み業務委

託事業とした。

ファミリー・サポート・センター運営費

児童福祉費【１・４・２と重複】

保育所管理運営費【１・４・２と重複】

10

児童家庭相談に対

応する相談員の数

専門相談員の適切

な人員配置

人 2

11

◆子育てサークルは家庭保育の親子が集い活発なサークル活動を展開している１１サーク

ルの支援を行った。今後も引き続き、子育て支援事業を通じて仲間づくりを推進し、サーク

ル化を図っていく。

9

保育所入所待機児

童数

毎年４月１日現在の

児童数

人 0 0

◆保育所と連携して、待機とならないような入所調整に努め、平成２４年度では減少させる

ことができた。

8

子育てサークル数

毎年４月１日現在の

サークル数

件 11

740

◆学区ごとに、利用児童の増減はあるものの、安定した利用数で推移しており、目標値は

達成されている。◆今後は、施設定員を超えて利用のある学区での、児童クラブの設置を

検討する。

7

要保護児童対策協

議会等開催回数

年間の開催回数 回 25 25

◆保護を必要とする児童への支援の充実を図るため、関係機関で情報共有と支援方針や

役割分担を確認するための会議を開催した。今後においても、適宜に情報交換会や会議を

開催し、関連機関との連携強化による支援の充実を図っていく。

6

放課後児童クラブ

登録児童数

毎年４月１日現在の

児童数

人 730

5

ファミリーサポート

センター提供会員

の人数

毎年４月１日現在の

会員数

人 70 80

◆利用者数の低迷により、提供会員数も現状維持の状態に止まった。

関

係

指

標

4

89,139,836 98,726,000 98,726,000 98,726,000

5

4,733,400 3,396,000 3,396,000 3,396,000

6

43,658,166 50,013,000 50,013,000 50,013,000

7

8

9

10

1,484,307,620 1,554,838,000 1,554,838,000 1,554,838,000

1,287,823,585 1,339,031,008 1,339,031,008 1,339,031,008

196,484,035 215,806,992 215,806,992 215,806,992

12,447,935 12,113,899 12,113,899 12,113,899

5,274,000 3,363,000 3,363,000 3,363,000

214,205,970 231,283,891 231,283,891 231,283,891

102,288,000 114,915,000 114,915,000 114,915,000

0 49,000 49,000 49,000

（　氏　　名　）

村井　拓司

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 家庭福祉課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・必要としている市民に対し、各種の相談窓口や保育サービスにつ

いて実施状況等の周知を図り、更なる利用を推進する。

・今年度実施するニーズ調査により、事業の種類・施設数等の見直

しを行う。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

家庭児童相談室設置費【１・４・３と重複】

児童福祉総務費【１・４・２、１・４・３と重複】 事業実施における課題

・新たに導入した保育サービスについて、利用が少ないこと。

・利用者状況が低迷している事業について、見直しが必要となって

いる。

必

要

な

施

策

と

事

業

保育所管理運営費【１・４・２と重複】

村井　拓司記載者　職氏名： 家庭福祉課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり

1,319,511,000

0

政策

4 児童福祉の充実 人件費計 5.6 人 14,663,645 0

施策

2 子育て環境整備の充実 　（内正職員） 2.6 人 10,499,645 0

後期計画
33

ページ

　（内非常勤等）

3.0 人 4,164,000 0

合　計

1,334,174,645

0

0 未来を拓く人づくり 収　入 264,041,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引

1,070,133,645

0

0 心安らぐ生活づくり 668,785,000 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

児童虐待防止と健全育成を図るため、保育所や児童館の利用を通じて、児童の見守り、保護者への助言指導により、それぞれの家庭環

境に応じた子育て支援を実施しています。

課題としては近年社会問題となっている児童虐待のように、家庭内で児童の安全を脅かすケースに対処し支援するため、専門知識を持っ

た相談員および支援員の体制強化を図る必要があります。

また、要保護児童対策として、関係機関における情報の共有化は図られていますが、地域による見守り等の強化が必要であるため、関

係機関と地域との連携強化が求められています。

レビュー

【取組内容】

　平成２４年度では、多様な保育サービスの提供及び相談支援体制

の強化という観点から、関係団体からの協力及び関係機関との連

携を図りながら、子育て環境の充実を図った。

　要保護児童対策協議会実務者会議が定期的に開催され、関係機

関での情報共有により、支援方針・役割分担が明確になり、支援の

充実が図れた。

【成果・結果】

　病児・病後児保育事業を開始や、子育て支援センターと一時預か

り事業の実施施設を増設することができた。

　また、木崎野小学校区に新たに児童館（木崎野児童クラブ）を建設

し、他施設の児童と同様の環境が提供できるようになった。

　支援を必要とする家庭に対し、虐待予防等で適切な係わりができ

できるようになった。

●保育所・幼稚園・集会施設などを活用し、子育て支援の拠点づくりを行います。

●世代間交流などの多様な機会を通して、地域全体で子どもを育てる体制の整備を図ります。

●虐待の早期発見・早期対応のため、関係機関との連携を強化し、適切な対応に努めます。

【誰が対象か？】

健康福祉部　家庭福祉課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

50.0

― 50.0

1

― 1

2

2 3

12

12 13

8

12

◆市内１２施設で延長保育事業を実施しており、平成２４年度においても継続実施となっ

た。

障害児受入が可能 毎年３月末の実施施

◆障害児保育を実施している保育所は、平成２４年度では８施設であったが、平成２５年度

の入所決定に際し、受入可能な施設数を確認したところ１１施設と増えており、今後の保育

4

延長保育事業を実

施している施設数

毎年３月末の実施施

設数

か所 12

1

◆平成２４年度に全保育所に対し事業実施についての意向調査を行った結果、平成２５年

度は１か所の保育所で休日保育事業が実施されることとなった。今後は、利用状況の推移

をみながら、必要があれば目標値の見直しを行う。

3

一時預かり事業を

実施している施設

数

毎年３月末の実施施

設数

か所 2 2

◆平成２４年度に実施施設を１か所増やし、市内２か所の施設で事業が実施されたことに

より目標値は達成できた。

2

休日保育事業を実

施している施設数

毎年３月末の実施施

設数

か所 1

H27：目標値

成果の達成状況

1

子育てをしやすいま

ちと感じている市民

の割合

支援サービスの満足

度を把握する

％ 50.0 50.0

◆平成２５年度にアンケート調査の実施を予定しているため、その結果を踏まえて目標値

の見直しを行う。

【対象をどのようにしたいのか？】

①快適な保育環境の提供と入所児童の安全確保により、保護者が安心して児童を預けることができる保育施設の整備を推進し、待機児童の解消を図ります。

②適正な保育計画の策定により、保育体制の整備やサービスの向上など保育内容を一層充実させることで、保護者が理想とする子育て環境を推進します。

③関係機関による情報を共有しながら地域住民と一体となって、あらゆる状況から児童虐待の早期発見・早期対応が可能となることで、虐待件数の減少化を図ります。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

できるようになった。

【展開】

　平成２７年度からの「子ども・子育て支援新システム」の施行によ

り、幼児教育・保育の実施体制及び支援事業の内容の見直しが必

要となっており、２５年度に設置した三沢市子ども・子育て会議にお

いて、今後実施するニーズ調査をもとに新たな市の子ども・子育て

支援計画の策定に向けた検討を開始し、平成２６年度前半での策

定を予定している。

　計画策定後においては、当該計画の指標及び目標値の見直しを

行う。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①乳幼児から就学前児童とその保護者

②１８歳未満のすべての子どもとその保護者

③関係機関の職員及び子育て関係者

【どのような手段を使うのか？】

①特別保育の拡充や待機児童解消に対応した施設整備と老朽化した保育所および児童館の改築・整備を行います。

②子ども・子育て支援事業計画の策定により、地域のニーズにあった子育て環境を整備します。

③三沢市要保護児童対策協議会を定期的に開催し、医療機関や警察、児童相談所等の関係機関の連携を図り、虐待防止対策としての取り組みを強化しま

す。

8

8 11

3

2 3

1

1 1

9

9 9

280

282 280

2

2 2

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

1,248,882,477 1,301,428,000 1,301,428,000 1,301,428,000

2

89,139,836 98,726,000 98,726,000 98,726,000

3

3,915,799 3,827,000 3,827,000 3,827,000

4

59,606,207 0 0 0

2

◆平成２４年度は、相談支援の充実のため、子育て支援員を２名配置した。今後も、この体

制を維持しながら子育て支援員のスキルアップを図ることで、支援内容の充実を図ってい

く。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

児童福祉費【1・4・1と重複】

平成24年度に子ども・子育て支援法が制定され、平成27年度新制

度での幼児教育・保育が実施されることとなる。

保育所管理運営費【1・4・1と重複】

児童虐待防止対策強化事業費

木崎野児童クラブ建築事業費

10

子育て支援に係る

支援員の人数

専門的な知識を習得

した子育て支援員の

適切な人員配置

人 2

9

◆平成２４年度に児童館を創設し、市内５か所の児童館、４か所の児童センターの計９か所

となり、目標値は達成されている。今後は、学区ごとに利用児童数の推移を見ながら、必要

な施設環境の整備を行う。

9

子育て支援に係る

家庭訪問件数

年間の家庭訪問の

延べ件数

件 280 280

◆支援が必要な家庭や虐待が疑われる家庭への訪問件数として、平成２４年度は２８２件

となった。

今後も適切な支援やアセスメントにより、子ども達の養育環境の改善につなげるため、積極

的な訪問活動を実施する。

8

児童館・児童セン

ターの施設数

毎年３月末開設の施

設数

か所 9

3

◆平成２４年度に新たに１か所を増設し、目標値は達成できており、タイプの違う２か所の

子育て支援センターが設置されたことにより、新たな需要の掘りおこしとなり、利用者が大

幅に増えることとなった。　今後も、利用者ニーズを捉えながら、必要な環境整備を行う。

7

病児・病後児保育

事業を実施している

施設数

毎年３月末の実施施

設数

か所 1 1

◆平成２４年度に１施設で事業を開始できたことで、目標は達成できている。今後は、事業

の周知と利用促進を図る。

6

子育て支援の拠点

となる施設数

毎年３月末の実施施

設数

か所 3

5

障害児受入が可能

な施設数

毎年３月末の実施施

設数

か所 8 8

の入所決定に際し、受入可能な施設数を確認したところ１１施設と増えており、今後の保育

需要に繋げていきたい。

関

係

指

標

4

5

0 23,112,000 0 0

6

299,250 1,493,000 0 0

7

0 1,614,000 0 0

8

43,658,166 50,013,000 50,013,000 50,013,000

9

6,554,140 0 0 0

10

1,452,055,875 1,480,213,000 1,453,994,000 1,453,994,000

142,854,269 160,702,000 160,702,000 160,702,000

1,309,201,606 1,319,511,000 1,293,292,000 1,293,292,000

10,165,609 10,499,645 10,499,645 10,499,645

4,167,000 4,164,000 4,164,000 4,164,000

1,323,534,215 1,334,174,645 1,307,955,645 1,307,955,645

683,966,200 668,785,000 644,590,000 644,590,000

257,889,970 264,041,000 264,041,000 264,041,000

（　氏　　名　）

村井　拓司

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 家庭福祉課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

保育サービスの充実を図りながら、新制度へのスムーズな移行を行

う必要があることから、業務量の増加に対応できるよう、新たなコン

ピュータシステムの導入はもとより、人員の増員も検討すべきと考え

ている。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

上久保児童センター冷暖房機更新工事

児童館整備事業 事業実施における課題

児童虐待防止対策車購入事業

新制度への移行に向けて、市として保育の実施基準等、関連規程

の創設や見直し、並行して保護者・関係団体に対しでの新制度の周

知業務等、新たな業務が発生することが見込まれることから、従来

の業務に支障が生じないような対策をとる必要がある。

児童福祉総務費【1・4・1、1・4・3と重複】

木崎野児童クラブ備品整備事業費

必

要

な

施

策

と

事

業

木崎野児童クラブ建築事業費

村井　拓司記載者　職氏名： 家庭福祉課長
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担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり

1,051,764,000

0

政策

4 児童福祉の充実 人件費計 9.1 人 23,894,552 0

施策

3

子育て世帯の経済的・自立支援の充実

　（内正職員） 3.6 人 16,604,552 0

後期計画
33

ページ

　（内非常勤等）

5.5 人 7,290,000 0

合　計

1,075,658,552

0

0 未来を拓く人づくり 収　入 2,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引

1,075,656,552

0

0 心安らぐ生活づくり 711,840,000 0

展

開

レビュー

【取組内容】

　ひとり親家庭の子育てと自立を支援するため、相談体制を強化し、

児童扶養手当の新規申請者全員に対し子育て支援員が訪問による

アセスメントと子育て支援事業・福祉サービス・就労支援についての

説明をおこなった。

【成果・実績】

　児童扶養手当・ひとり親医療費の支給事業は適切に実施できた

が、就労については、対象者自身の努力に因るところが大きかっ

た。

　保育所等の入所処遇では、優先的に利用できるよう取り計らいで

き、支援に繋がっている。

【展開】

●保育料の軽減、こども医療費やひとり親医療費の助成等、経済面での負担軽減を行うなど、子育て世帯への経済的支援の充実に努めます。

●母子自立支援員により、自立支援・指導を行うとともに、経済的自立に向けた就労支援や、ひとり親家庭のさまざまな事情に応じた子育てに関する相談・指導・

支援の充実を図ります。

●中学校終了前までの子どもを療育している方に対して児童手当を支給し、次代を担う子どもの健全な育成及び資質の向上を図る。

●子ども医療費の給付を15歳までに拡充し、保護者の経済的負担の緩和と治療を受けやすい環境づくりに努める。

【誰が対象か？】

現

状

と

課

題

離婚によるひとり親世帯の増加を踏まえ、または未婚の母子や障害を持つ親あるいは親と死別した児童の最善の利益を尊重しながら親子が安定した生活を営

むことができるよう、今後もきめ細かな福祉サービスの展開によって、専門的な立場からの相談支援や経済的負担の軽減を図っていくことが必要です。また、近

年続く不況の影響により就労環境の厳しさが一層増しており、関係機関と連携を図りながら職業訓練支援や就業情報の提供、就労までの支援等により就業促進

を図り、ひとり親家庭の経済的自立を支援していくことが重要となっています。さらに、母子家庭同志の交流の場を設け、悩みや不安について情報交換することに

より、親の精神的負担の軽減を図っていくことも必要な支援のひとつであると考えます。このように、ひとり親家庭への支援として家計に対する直接的な支援だけ

ではなく、労働環境改善・子育て力・生活力の向上のための支援が求められています。

項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

健康福祉部　家庭福祉課 民生部　市民課 民生部　国保年金課 0

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

50.0

ー 50.0

50.0

ー 50.0

10

ー 10

40

35 40

7

◆平成２４年度では、従来の活動に加え、新たな試みとして母子部での親子

4

母子寡婦福祉連合

会の会員数

３月末会員数 人 50

件 10 15

50.0 70.0

◆平成２４年度での実績値なし。平成２５年度からハローワークと連携して対

象者の就職活動支援を開始した。

50

◆平成２４年度では、現状を維持することができた。

◆平成２５年度から実施する事業のため実績値なし

成果の達成状況

1

母子自立支援プロ

グラム策定の割合

策定件数/希望者×

100

％ 50.0 70.0

◆平成２５年度から実施する事業のため実績値なし。

単位

母子寡婦福祉連合

H26：目標値 H27：目標値

2

児童扶養手当受給

者への求職支援率

ハローワークカード

取得者数／求職者

数（現況時）×100

％

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

関

ＮＯ 指標名 指標の算式

3

自立支援教育訓練

給付金支給件数

年間の支給者数

【展開】

　ひとり親家庭の安定的な就労の確保を支援するため、新たに母子

自立支援プログラム策定事業及び自立支援教育訓練給付金事業

の実施により、ハローワークにの連携を強化し、積極的な支援を行

う。

　保育サービスのうち、低所得家庭の病後児保育の利用料を免除

するなど、ひとり親家庭等の利用しやすい保育環境を整備し、自立

を支援する。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①0歳～18歳までの児童とその保護者

②ひとり親家庭の父又は母及び養育者

③中学校終了までの子どもを養育している方

【どのような手段を使うのか？】

①子どもの保育料や医療費等の負担を軽減し、子育て家庭に対する経済的支援の充実を図ります。

②ひとり親家庭等の自立と児童の健全な育成を図るため、きめ細かな福祉サービスの展開と就業等の支援を推進します。

③児童手当及び子ども医療費の給付を行います。

【対象をどのようにしたいのか？】

①経済的負担の軽減し相談・指導体制の充実により、家計を支え、安心して子育ててきる生活環境づくりが促進できる。

②各種給付制度を広く周知し、利用を促進することで、ひとり親家庭等の自立に向けた活動を支援するとともに、悩みや不安を気軽に話し合える場の提供に

より、精神的負担の軽減を図ります。

③子どもの養育に負担の軽減と治療を受けやすい環境を創出し、次代を担う子どもの健全な育成と資質の向上を図ります。

7

9 7

1

1 1

1

1 1

100.0

98.0 100.0

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

1,725,850 1,707,000 1,707,000 1,707,000

2

43,658,166 50,013,000 50,013,000 50,013,000

3

285,483,828 297,405,000 297,405,000 297,405,000

4

4,733,400 0 0 0

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

婦人相談員設置費

子ども手当はH23年度で終了、H24年度からは児童手当へ移行

児童福祉総務費【１・４・１、１・４・２と重複】

児童扶養手当費

家庭児童相談室設置費【１・４・１と重複】

10

9

100.0 100.0

◆支給対象世帯の９８％にお米券の交付を行った。お米券の交付と引き換え

の双方で１００％には至っていないため、対象者への周知を図っていく。

8

わんぱく家族米の

支給率

支給世帯数/支給対

象世帯数×100

％

1 1

◆相談員１名を継続配置できた。

7

婦人相談に対応す

る相談員の数

専門相談員の適切

な人員配置

人

◆平成２４年度では、従来の活動に加え、新たな試みとして母子部での親子

交流活動が加わり増加しため、目標は達成されている。

6

母子自立支援相談

に対応する支援員

の数

専門支援員の適切

な人員配置

人 1 1

◆支援員１名を継続配置できた。

回 7 10

5

母子寡婦福祉連合

会の活動支援回数

年間の活動回数

関

係

指

標

4

5

0 2,763,000 2,763,000 2,763,000

6

528,345,000 627,638,000 627,638,000 627,638,000

7

116,854,316 0 0 0

8

260,000 196,000 196,000 196,000

9

78,332,260 87,346,000 94,724,000 94,724,000

10

1,059,392,820 1,067,068,000 1,074,446,000 1,074,446,000

13,662,233 15,304,000 11,816,000 11,816,000

1,045,730,587 1,051,764,000 1,062,630,000 1,062,630,000

16,604,552 16,604,552 16,604,552 16,604,552

7,342,000 7,290,000 7,290,000 7,290,000

1,069,677,139 1,075,658,552 1,086,524,552 1,086,524,552

705,408,032 711,840,000 709,218,000 709,218,000

353,600 2,000 0 0

（　氏　　名　）

村井　拓司記載者　職氏名： 家庭福祉課長

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・求職活動中の対象者に対し、平成25年度から実施している、自立

支援プログラムの活用を促し、資格取得のための技能講習等も含

めて、ひとり親家庭の自立に向けた支援を継続して実施する。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

子ども手当費（市民課）

・母子家庭の母に対する就労支援について、ハローワークと連携し

求人情報等の提供を行っているが、地域経済の低迷も相まって、希

望条件にあった職をコーディネートできていない。

遺児対策費（市民課）

子ども医療費給付事業費（国保年金課）

必

要

な

施

策

と

事

業

家庭児童相談室設置費【１・４・１と重複】

母子家庭等対策総合支援事業費

児童手当費（市民課）

村井　拓司記載者　職氏名： 家庭福祉課長
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担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり 28,193,000 0

政策

5 障がい者福祉の充実 人件費計 1.6 人 11,572,277 0

施策

1 障がい者医療費の助成 　（内正職員） 1.6 人 11,572,277 0

後期計画
35

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 39,765,277 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 12,613,642 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 27,151,635 0

○ 心安らぐ生活づくり 49,283,922 0

展

開

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

371

371 371

72

68 68

78

85 85

5,741

5,067 5,067

2,859

2,670 2,670

5,408

5,131 5,000

401

398 398

13

27

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

95,694,000 95,694,000 95,694,000

2

109,093,583

3

665,576,706

4

5

6

7

8

9

10

774,670,289 95,694,000 95,694,000 95,694,000

681,838,825 67,501,000 0 0

92,831,464 28,193,000 95,694,000 95,694,000

11,572,277 11,572,277 11,572,277 11,572,277

0 0 0 0

104,403,741 39,765,277 107,266,277 107,266,277

49,105,171 49,283,922 49,707,614 49,707,614

9,865,715 12,613,642 12,613,642 12,613,642

（　氏　　名　）

村井　拓司

健康福祉部　家庭福祉課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

■重度心身障害者及びその家族は、障害の進行の防止、早期診療による第2次障害の予防のため、医療費の経済的負

担が大きい。

　障害者が必要な医療を容易に受けることができるよう医療費を助成し、負担の軽減を図る必要がある。

レビュー

　今年度は、受給資格を有する障害者に対し、窓口相談時や訪問

の際に制度の概要及び利用方法について説明し、積極的な活用を

促した。

　その成果として、これまで制度自体を知りえなかった障害者が、新

たに制度を利用し、医療費負担の軽減を図ることが可能となった。

　次年度以降も制度の未活用者については担当者間で情報を共有

し、受給資格を有する障害者が助成を受ける機会を逸することなく、

制度を活用できることを目標とした取り組みを行っていく。

■窓口相談等を通じて個々の現状の把握に努め、医療費の助成を受ける機会を逸することのないよう努める。

■受給資格がある障害者に対し制度の概要・利用方法について情報提供し、周知徹底を図る。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①身体障害者手帳1～3級所持者（3級は内部障害のみ）・愛護手帳A所持者・精神障害者保健福祉手帳1級所持者【重度心身障害者医療費】

②市内に住所を有する在宅の精神障害者【精神通院医療】

③市内に保護者が居住地を有する児童で規定に掲げる身体上の障害を有する児童【育成医療】

④市内に住所を有する18歳以上の身体障害者手帳を有するもので、規定に掲げる障害があるもの【更生医療】

【どのような手段を使うのか？】

①所得状況に応じ、医療保険診療の自己負担分を1割もしくは0割とする。

②精神疾患に係る医療費を所得や症状に応じて軽減する。

③治療にかかる医療費を所得や症状に応じて軽減する。

④治療にかかる医療費を所得や症状に応じて軽減する。

【対象をどのようにしたいのか？】

①重度心身障害者の自己負担分の医療費を助成し、経済的負担の軽減を図る。

②在宅精神障害者の医療を受ける機会を確保する。

③医療を行うことにより、身体の機能障害を軽減・改善する。

④医療を行うことにより、障害を除去ないし軽減し、自立した日常生活又は社会生活を営むことができる。

関

係

指

標

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

重度心身障害者医

療費受給者数

身体障害者手帳所

持者数

人 371 371

手帳新規取得、死亡により受給者数の増減はあるが、当初の目標値は達成

引き続き制度の周知、活用を推進していく。

2

重度心身障害者医

療費受給者数

愛護手帳所持者数 人 72 72

転出等により受給者数は減少したが、引き続き制度の周知、活用を推進して

いく。

3

重度心身障害者医

療費受給者数

精神保健福祉手帳

所持者数

人 78 78

新規手帳取得及び等級変更により、重度心身障害者医療費該当者数は当初

の見込みより増加した。継続して制度の周知、活用を推進していく。

4

重度心身障害者医

療費支給件数

国民健康保険加入

者支給件数

件 5,741 5,741

H24の支給件数は見込みを下回ったが、引き続き医療費の経済的負担の軽

減のため、制度の周知、活用を推進していく。

5

重度心身障害者医

療費支給件数

社会保険加入者支

給件数

件 2,589 2,859

H24の支給件数は見込みを下回ったが、引き続き医療費の経済的負担の軽

減のため、制度の周知、活用を推進していく。

6

重度心身障害者医

療費支給件数

後期高齢者医療保

険加入者支給件数

件 5,408 5,408

後期高齢者医療保険に加入している重度心身障害者医療費受給者は死亡、

施設入所等により年々減少している。その為、目標値は減少するが、引き続

き継続して取り組みを進める。

7

更生医療給付費件

数

給付件数 件 401 401

実績値と当初の目標値とでは大きな差はなく、順調に推移しているため、継

続して取り組みを進める。

8

育成医療給付費件

数

給付件数 件 13 13

現時点で当初の目標値を上回っており、事業の効果は達成されていると見込

まれる。引き続き継続して取り組みを進める。

9

10

必

要

な

施

策

と

事

業

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

障害者医療助成費

平成25年4月から育成医療給付事業が県から移管されている。

障害者福祉費

障害者自立支援事業費

事業実施における課題

受給資格のある障害者に対し、医療費の助成の機会を逸すること

のないよう努める。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

　事業に要する規則等の整備や、給付システムの導入を要したが、

各種医療給付業務は順調に進捗し、今後も受給者にとって切れ目

のない支援を実施する。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 家庭福祉課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり 713,097,000 0

政策

5 障がい者福祉の充実 人件費計 5.6 人 17,858,664 0

施策

2 障がい福祉サービスの充実 　（内正職員） 1.6 人 10,651,664 0

後期計画
35

ページ

　（内非常勤等）

4.0 人 7,207,000 0

合　計 730,955,664 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 730,955,664 0

○ 心安らぐ生活づくり 509,958,000 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

障害福祉サービス制度は複雑であり、また頻繁に改正されているため、障害者による自発的な利用が困難なものとなっている。専門的見

地からニーズを見極め、適切なサービスの利用を提案することが求められている。

レビュー

　障害者にとって障害福祉サービスの制度利用が困難なものとなっ

ており、それぞれのニーズに合わせたサービス利用の提案や、利用

までの支援が必要でる。

　平成23年度に障害者相談員2名を配置したことを皮切りに、平成

24年度からは4名体制で窓口対応を充実させ、家庭訪問を積極的に

実施することで、一人でも多くの障害者に適切なサービスを利用し

ていただくことを目的としている。

　このことにより、ほぼすべてのサービスにおいて利用者数が大きく

伸びているが、支援に結びついていない障害者がいまだ多くいると

考えられるため、今後も引き続き障害者の生活実態の把握と、サー

ビス利用に係る支援を実施していく必要がある。

専門知識を持った相談員を配置し、家庭訪問等を通じて障害福祉サービスの利用を推進する。

【誰が対象か？】

健康福祉部　家庭福祉課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

55

40 55

88

81 88

12

13 13

28

28 28

25

30

　主に精神科に長期間入院していた方の利用が伸びている。今後は訓練施

設を退所し、地域での生活に向けた支援に移行していくため、支援の難易度

が向上すると考えられる。

就労移行支援事業 618

　順調に利用者数が伸びており、一般就労を達成したケースも出始めてい

4

共同生活援助、共同生活

介護（グループホーム、ケ

アホーム）利用者数

3月利用者数 人

1,272

（H24青森県）

30

90

　平成24年度には市内に1か所のデイサービス施設が開所したことで利用者

数は順調に伸びている。医療の必要性が高い障害者や児童の利用施設がい

まだ確保されておらず、関係機関と協力して対応を検討していく必要がある。

3

自立訓練（生活訓

練）利用者数

3月利用者数 人

565

（H24青森県）

15 15

　主に精神科に長期間入院していた方の利用が伸びている。今後は訓練施

設を退所し、地域での生活に向けた支援に移行していくため、支援の難易度

が向上すると考えられる。

2

生活介護利用者数 3月利用者数 人

3,419

（H24青森県）

90

H27：目標値

成果の達成状況

1

訪問系サービス（居宅介

護、重度訪問介護、同行

援護、行動援護、重度障

害者等包括支援事業）利

用者数

3月利用者数 人

1,778

（H24青森県）

60 60

長年、家族だけで介護していたケースでは、サービスの利用に抵抗感を持っ

ている場案もあり、当初の目的を達成することは困難となっている。

【対象をどのようにしたいのか？】

障害者が支援制度を適宜適切に利用できるようになる。

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

身体障害者手帳所持者、愛護手帳所持者、精神障害を有する者、難病患者

【どのような手段を使うのか？】

支援の必要性が高いと考えられる障害者を訪問し、障害福祉サービスの利用を支援する。

25

19 25

13

9 13

63

59 63

3,600

4,411 4,500

480

436 480

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

109,093,583 67,501,000 72,000,000 72,000,000

2

665,576,706 652,803,000 693,000,000 693,000,000

3

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

障害者福祉費

　障害者総合支援法の改正により、平成25年度から、新たに難病患

者が障害福祉サービス費および補装具費の支給対象となってい

る。

　また、障害者相談員による家庭訪問、障害福祉サービス事業所の

増加等によって、必要な方が必要なサービスを受給できるようにな

り、利用者数が増加している。

障害者福祉サービス費

10

3,600

　相談員の配置によって、窓口での相談や申請の受け付けがスムーズになっ

たことで当初の見込みを大幅に越えた値となっている。

9

障害者の家庭訪問

相談件数

訪問件数 件 480 480

　障害が重度であったり、介護者が高齢化している家庭を優先的に訪問し、

その実態把握に努めている。いずれも当初の想定以上に支援の必要性が高

く、緊急性が高いものも多かったことから、当初の目標には至っていない。

8

各種窓口相談件数 相談件数 件 3,600

15

　ハローワークから紹介を受けて利用に結びつくケースが増えている。

7

就労継続支援事業

（Ｂ型）利用者数

3月利用者数 人

2,234

（H24青森県）

75 75

　障害基礎年金に加え、１，２万円程度の収入を求める障害者を中心に利用

者数が伸びている。

6

就労継続支援事業

（Ａ型）利用者数

3月利用者数 人

532

（H24青森県）

15

5

就労移行支援事業

利用者数

3月利用者数 人

618

（H24青森県）

30 30

　順調に利用者数が伸びており、一般就労を達成したケースも出始めてい

る。
関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

774,670,289 720,304,000 765,000,000 765,000,000

99,543,939 7,207,000 7,207,000 7,207,000

675,126,350 713,097,000 757,793,000 757,793,000

10,651,664 10,651,664 10,651,664 10,651,664

6,808,000 7,207,000 7,207,000 7,207,000

692,586,014 730,955,664 775,651,664 775,651,664

485,267,064 509,958,000 509,958,000 509,958,000

0 0 0 0

（　氏　　名　）

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

　難病患者への対応としては、相談受付時に対象疾患であるかどう

かの確認を徹底し、自らが利用できるサービスを把握していただくこ

とに努めるほか、市内の難病患者団体の会合等の機会を利用し、

手続き方法の説明等を行うなど制度の周知に努める。また、制度の

円滑な遂行については、相談支援事業所との連携を強化し、サービ

スの支給決定がスムーズに行えるよう努めることとする。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

　新たに対象となった難病の種類は130疾患と定められているが、

県で所管する難病医療費の公費負担制度のとなる疾患は56疾患に

留まっており、対象者の把握が困難である。

　さらに従来も対象であった障害についても、その内容が多種多様

なものとなってきていることに加え、申請者数が大幅に増加している

ことにより、支給決定までの事務処理に多くの時間を要している現

状にある。

必

要

な

施

策

と

事

業

り、利用者数が増加している。

村井　拓司記載者　職氏名： 家庭福祉課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり 26,769,000 0

政策

5 障がい者福祉の充実 人件費計 2.8 人 9,957,152 0

施策

3

生活環境のバリアフリー化を目指した地域生活支援事業の充実

　（内正職員） 0.8 人 6,145,152 0

後期計画
35
ページ

　（内非常勤等）
2.0 人 3,812,000 0

合　計 36,726,152 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 36,726,152 0

○ 心安らぐ生活づくり 18,622,000 0

展

開

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

800

767 800

6

4 6

6

7 6

20

17 20

10

3 10

3,600

4,411 4,500

480

436 480

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

27,688,776 30,581,000 30,581,000 30,581,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

27,688,776 30,581,000 30,581,000 30,581,000

3,811,200 3,812,000 3,812,000 3,812,000

23,877,576 26,769,000 26,769,000 26,769,000

6,145,152 6,145,152 6,145,152 6,145,152

3,812,000 3,812,000 3,812,000 3,812,000

33,834,728 36,726,152 36,726,152 36,726,152

14,593,000 18,622,000 18,622,000 18,622,000

0 0 0 0

（　氏　　名　）

村井　拓司

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 家庭福祉課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

　現在行われている任意事業を中心に、その効果を見極め、その状

況によっては見直しも検討していくこととする。なお、障害者計画策定

のために市民からのアンケート調査を実施することとしており、その

中で住民が求める支援について精査し、効果的なサービスの提供を

検討する。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

　補助事業であるため、必ずしも支出全体が補助対象となるとは限ら

ず、それぞれの要望に応えていくとなれば、単費による事業実施も考

えていかなければならない。

必

要

な

施

策

と

事

業

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

地域生活支援事業費

　平成25年4月から、障害者への理解促進研修・啓発事業と、地域住

民による自発的活動支援事業が必須事業とされた。

　重度身体障害者の家族からは、訪問入浴や移動支援に係るサー

ビスの支給量を増加してほしいとの要望が寄せられており、また、低

所得世帯からは現在1割となっている自己負担を軽減してほしいとの

要望が寄せられている。

10

9

8

3,600

　相談員の配置によって、窓口での相談や申請の受け付けがスムーズになった

ことで当初の見込みを大幅に越えた値となっている。

7

障害者の家庭訪問

相談件数

訪問件数 件 480 480

　障害が重度であったり、介護者が高齢化している家庭を優先的に訪問し、そ

の実態把握に努めている。いずれも当初の想定以上に支援の必要性が高く、

緊急性が高いものも多かったことから、当初の目標には至っていない。

6

各種窓口相談件数 相談件数 件 3,600

20

七戸養護学校の進路担当教諭との協働での業務であるので、日程調整が難し

く、あと少しのところで目標達成には至らなかった。今後においては、目標達成

のため、こまめな日程調整を行い実習先開拓の機会を増やすように取り組む必

要がある。

5

実習先開拓支援に

より職場実習・就労

に結びついたケー

ス

年間ケース件数 件 10 10

障害者の場合、職場実習・就労先にマッチングするかどうかが大きいことから、

目標値は達成されなかった。目標達成のため、今後は、関係機関とも更なる情

報交換・連携を図り、１件でも多く職場実習・就労に結びつつけらるよう努力する

必要がある。

4

養護学校高等部産

業現場等における

実習先開拓支援

（企業開拓数）

年間開拓支援件数 件 20

6

多数の生活介護施設や児童通所施設が市内に開所されたため、利用者数が

落ち込んでいる。今後も減少していくものと思われる。

3

移動支援事業利用

者数

3月利用者数 人 6 6

　特に大きな変化は見られていない。七戸養護高等部に在籍している生徒の保

護者からは、スクールバスまたはそれに代わる通学手段の確保や助成制度の

創設を求める声が寄せられている。

2

日中一時支援事業

利用者数

3月利用者数 人 6

H27：目標値

成果の達成状況

1

日常生活用具給付

費支給件数

支給件数 件 800 800

 システムの改修によって支給決定処理の速度が大幅に向上し、早期の給付が

可能となった。平成25年4月1日以降、難病患者が給付対象に含まれることに

なったため、若干の増加が見込まれる。

【対象をどのようにしたいのか？】

障害者の日常生活の質の向上と安定化を推進する。

関

係

指

標

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

重度障害者への在宅支援や、社会参画については障害福祉サービスでは対応が困難な場面があり、専門的な見地から障害者のニーズを見

極め、地域性を考慮した柔軟な対応が求められている。

レビュー

　障害者の生活実態や障害者のニーズの多様化により、障害福祉

サービスでは対応できない場面があることから、地域生活支援事業

で柔軟に対応していく必要がある。

　当面は、障害者の生活実態と障害者のニーズの把握に努め、必要

なサービスを展開していく。

専門知識を持った相談員を配置し、家庭訪問等を通じて障害者のニーズを把握する。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

身体障害者手帳所持者、愛護手帳所持者、精神障害を有する者、難病患者

【どのような手段を使うのか？】

窓口相談や家庭訪問を通じ、家庭環境やニーズを把握し、障害福祉サービスを補うサービスを展開する。

健康福祉部　家庭福祉課 0 0 0 項　　　目

事業費



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり 0 0

政策

6 地域福祉の充実 人件費計 0.0 人 71,750 0

施策

1 地域福祉計画の着実な実施 　（内正職員） 0.0 人 71,750 0

後期計画
37

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 71,750 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 71,750 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

＜現状＞

三沢市総合振興計画前期計画において掲げられた三沢市地域福祉計画は、住民参加の地域福祉体制を構築し、地域住民が安心して生

活できる地域づくりのため、「思いやり　地域で支える　福祉の輪」を基本理念として、計画期間平成24年から28年までの5年間で実施する

ものです。

基本目標は、「地域福祉の推進」「福祉サービスの推進」「「健康な地域づくり」「いきいきとした環境づくり」「子育て支援の環境づくり」の5

本立てとし、それぞれの基本目標のもとで、１９の施策を展開し、各担当課が事業を実施しています。

＜課題＞

地域福祉計画の目標を達成するため、各事業を着実に実施し、成果と課題を見極めながら進捗管理を適正に行う必要があります。

レビュー

　

三沢市地域福祉計画の各事業は、三沢市総合振興計画後期計画

の各政策、施策のもとに実施される事業と重なるため、各事業の取

組、成果等ははそれぞれの政策、施策のもとでレビューするものと

する。

　全体としては、平成24年度は19施策61事業を実施し、地域福祉計

画策定連絡調整会議において進捗状況の確認及び25年度の実施

計画を検討した。

三沢市地域福祉計画の各事業は、三沢市総合振興計画後期計画の各政策、施策のもとに実施される事業と重なるため、各事業の実施

計画はそれぞれの政策、施策によるものとします。

ここでは、三沢市地域福祉計画としての進捗管理を実施します。

【誰が対象か？】

①行政

健康福祉部　生活福祉課 健康福祉部　介護福祉課 健康福祉部　家庭福祉課 健康福祉部　健康推進課 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

100

100 100

地域福祉計画の各事業を実施し、次回アンケートでは現状値以上を目指す

4

市の福祉サービス

や相談体制に満足

している

そう思う＋まあそう思

う

％

H24年3月

42.9％

地域福祉計画の各事業を実施し、次回アンケートでは現状値以上を目指す

3

隣近所や地域の人

との交流や助け合

いがあるように感じ

る人の割合

そう思う＋まあそう思

う

％

H24年3月

49.3％

地域福祉計画の各事業を実施し、次回アンケートでは現状値以上を目指す

2

普段の生活を安心

している過ごしてい

る人の割合

そう思う＋まあそう思

う

％

H24年3月

67.2％

H27：目標値

成果の達成状況

1

各事業実施率 ％ 100 100

100％実施できており、進捗管理を含め今後も取組を進める

【対象をどのようにしたいのか？】

①誰もが住み慣れた地域で安心して生活できる地域づくりを推進する

②自らの健康を推進しながら主体的に地域と関わり、地域福祉の受益者、推進者として役割を担う

③事業を活性化し、連携を強化しながら地域福祉の役割を担う

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①行政

②市民

③事業者、関係団体

【どのような手段を使うのか？】

①地域福祉計画に展開されている施策、事業を着実に実施する

②きずな支え合い事業、ほのぼの交流員事業、健康診断等への積極的参加、受診

③福祉サービスの充実、相互の連携

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

2

3

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

10

9

8

7

6

5

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

71,750 71,750 71,750 71,750

0 0 0 0

71,750 71,750 71,750 71,750

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

　　　中村　祐子

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 生活福祉課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

地域福祉計画策定連絡調整会議において進捗状況を確認する。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

地域福祉計画の目標を達成するため各事業を着実に実施し、成果

と課題を見極めながら進捗管理を適正に行う。

必

要

な

施

策

と

事

業

　　　中村　祐子記載者　職氏名： 生活福祉課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり 24,390,000 0

政策

6 地域福祉の充実 人件費計 1.0 人 9,086,903 0

施策

2

福祉関係団体の支援及び連携強化

　（内正職員） 1.0 人 9,086,903 0

後期計画
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　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 33,476,903 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 300,000 基金繰入金

0 人が行き交う街づくり 差　引 33,176,903 0

0 心安らぐ生活づくり 4,492,000 県交付金

展

開

対

健康福祉部　生活福祉課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

<現状＞

高齢者や障がい者など困難を抱えた人々が、住み慣れた地域で、安心して自立した生活を営むためには、様々なサポートを必要としま

す。

家族や行政のほかに、社会福祉協議会や民生委員児童委員、市民のボランティア団体が見守りや必要な援助を行っています。

＜課題＞

地域福祉の充実のため、各団体の活動を支援し、それぞれの団体相互の連携を図り、地域福祉の中核として育成することが求められて

います。

レビュー

(取組内容）

　三沢市社会福祉協議会、三沢市民生委員児童委員協議会、上十

三地区保護司会に対し補助金を交付し、地域福祉活動の実施を支

援したほか、三沢市民児協の事務局として活動を支援した。また、

団体間の連携は、市社協が実施している「ほのぼのコミュニティ21

支援事業」、「歳末たすけあい運動」等に民生委員が協力しているほ

か、主任児童委員による「学校訪問活動」は家庭福祉課と情報交換

するなど、行政、社協、福祉団体の連携を図った。

　さらに、上十三保護司会、更生保護女性会が実施する「社会を明

るくする運動」に対し補助金を交付し、活動の広報等を支援した。

（結果・成果）

　市社協では、市民福祉大会、社協まつり、ボランティアセンター、ふ

れあいいきいきサロンなど24事業を実施し一定の成果を見ている

・三沢市社会福祉協議会を支援し、多様で実践的な地域福祉活動の充実を図ります

・三沢市民生委員児童委員協議会を支援し、民生委員児童委員の資質の向上、地域相談体制の充実を図ります

・ボランティア団体等の活動を支援し、必要に応じ団体間の連絡調整を図り、地域福祉の担い手の育成を図ります

【誰が対象か？】

①三沢市社会福祉協議会
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

45.1

40.6 40.6

23

24 24

1,154

1,058 1,058

22

れあいいきいきサロンなど24事業を実施し一定の成果を見ている

が、社協加入率が低下した。

　市民児協は24年度の年間相談支援件数が2170件となり前年度を

217件上回った。活動延日数は9536日で、民生委員一人当たり年間

約106日となった。

(展開）

　補助金交付、事務援助、活動助言、団体間の調整等を通して各団

体の活動を後押しし地域福祉の推進を図る。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①三沢市社会福祉協議会

②三沢市民生委員児童委員協議会

③福祉関係団体

【どのような手段を使うのか？】

①補助金の交付

②活動費、補助金の交付、事務援助、相談活動の助言、連絡調整

③補助金等の交付、相談活動の助言、団体間の調整援助

【対象をどのようにしたいのか？】

①活動の活発化

②活動の活発化、委員の資質向上

③活動の活発化、自発的活動の増進

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

地域福祉体制、福

祉活動への支援に

対する市民満足度

％

H24.3月

50％

平成24年3月に実施した市民アンケートの結果、この項目の満足度評価点は

ほぼ中間を示した。今後も行政、社協、福祉団体が活動を継続し次回アン

ケートで満足度アップを図る

2

三沢市社会福祉協

議会加入率

％ 40.6 40.6

目標値より減少しており、社協まつりなどの事業を支援し、多くの市民に社協

についての理解を求めて行く

3

三沢市社会福祉協

議会の実施事業数

事業 24 24

目標を達成しており、今後も現状値を下回らないよう市社協への支援を継続

する

4

ボランティア保険加

入者数

人 1,058 1,058

年度によってボランティアの需要に差があり増減があるため目標値より減少

したと思われる。今後も市社協への支援を継続する

ボランティア連絡協

精査したところ目標値の設定が誤りだった。現状値を下回らないよう今後も市

22

13 13

1,953

2,170 2,170

0

1 0

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

24,327,462 24,875,000 24,875,000 24,875,000

2

3

4

関

係

指

標

5

ボランティア連絡協

議会加入団体数

団体 13 13

精査したところ目標値の設定が誤りだった。現状値を下回らないよう今後も市

社協への支援を継続する

6

民生委員児童委員

の相談支援件数

件

目標を達成しており、民児協への支援を継続する

7

民生委員児童委員

に対する苦情件数

件 0 0

民児協への支援を継続し、民生委員の資質の向上に努める

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

社会福祉総務費

4

5

6

7

8

9

10

24,327,462 24,875,000 24,875,000 24,875,000

8,870 485,000 485,000 485,000

24,318,592 24,390,000 24,390,000 24,390,000

9,086,903 9,086,903 9,086,903 9,086,903

0 0 0 0

33,405,495 33,476,903 33,476,903 33,476,903

4,492,472 4,492,000 4,492,000 4,492,000

300,000 300,000 300,000 300,000

（　氏　　名　）

　　　中村　祐子

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

（１）市社協加入率が伸び悩んでいる

（２）民生委員はボランティアであり、委員の年齢、生活状況等も異

なるため、活動に温度差が出てくる

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

（１）町内会加入者が社協に加入することになるので、町内会加入促

進との連携、福祉と関わりを持たない市民にも社協について理解を

深めてもらうため、広報等の充実を市社協に働きかける

（２）民児協及び事務局において、個々の民生委員の活動上の相談

に応じ、バックアップする態勢を強化しつつ、研修を充実させる

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 生活福祉課長 　　　中村　祐子記載者　職氏名： 生活福祉課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

1 健康で助け合うまちづくり 28,816,000 0

政策

6 地域福祉の充実 人件費計 2.3 人 11,914,527 0

施策

3 地域福祉活動の基盤整備 　（内正職員） 1.3 人 10,945,527 （0.7人＋0.3人＋0.1人）

後期計画
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　（内非常勤等）

1.0 人 969,000 0

合　計 40,730,527 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 689,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 40,041,527 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

＜現状＞

地域福祉活動の拠点施設として平成15年にオープンした三沢市総合社会福祉センターは、三沢市福祉事務所、三沢市社会福祉協議会、三沢市老人クラブ連合

会が事務所を置いているほか、多目的ホール、研修室、和室、調理室を備え、多彩な活動に利用されています。また、敷地内にはいきいきディセンター、おおぞら

児童館があり、電気、冷暖房、給排水等、センター本体と一括管理しています。

センターのホール等の会議室は、減免団体として登録された福祉関係団体には利用料を減免しており、定期的な会合や研修会等に幅広く利用され、地域福祉活

動の基盤を支えています。

＜課題＞

総合社会福祉センターの供用開始から10年が経過し、故障個所も目立つようになってきており、安全快適な利用促進を図るための維持、補修が課題となってい

ます。

レビュー

(取組内容）

総合社会福祉センターには福祉事務所のほかに、三沢市社会福祉

協議会、三沢市老人クラブ連合会が事務所を置いており、光熱水費

等を市が負担した。また、総合社会福祉センター、おおぞら児童館、

いきいきディサービス利用者が快適に利用できるよう、施設の適切

な維持管理、故障個所の修繕を行った。さらに、福祉活動団体には

利用料を減免し活動を支援した。

（成果）

市社協、市老連の活動を基本的に支援し、実施事業の推進に貢献

した。

センターの研修室等の貸館業務では年間利用者は28,157人、営業

日1日当たりでは96.8人となった。また減免団体の利用延日数は470

日となった。

総合社会福祉センターを活動拠点として、多くの福祉関係団体が活発な活動を行えるように、センター施設、周辺整備（バージョンアップ

含む）や付属機器を適正に維持管理し、円滑な運用を図ります。

また、利用に関する相談に応じ、各団体の活動を支援します。

【誰が対象か？】

①三沢市社会福祉協議会

健康福祉部　生活福祉課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

0

0 0

30,000

28,157 29,000

19

20 20

420

470 470

23.0

530

目標を達成しており継続して取り組みを進める

利用部屋数／部屋

目標を達成しており継続して取り組みを進める

4

減免団体の年間利

用日数

H24.4～H25.1までの

利用延日数

日 500

30,000

目標に到達していないが引き続きセンターの適正な管理運営に努め利用者

増を目指す

3

減免団体数 団体 21 22

目標を達成しており継続して取り組みを進める

2

総合社会福祉セン

ター年間利用者数

H24.4～H25.1までの

利用延人数

人 30,000

H27：目標値

成果の達成状況

1

センター施設に関

する苦情件数

件 0 0

目標を達成しており継続して取り組みを進める

【対象をどのようにしたいのか？】

①地域福祉の中核として活動の活発化、多様化を目指す。

②地域福祉の担い手として活動の活発化、多様化を目指す。

③事業所、市民活動の推進を目指す。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

日となった。

三沢市社会福祉協議会がセンター全館を利用して実施している社

協まつりは参加者が1450人であった。

(展開）

施設の老朽化や破損などで故障が生じた場合、速やかに修繕・補

修を行い、市社協、市老連を含めセンター利用者に事故等がないよ

う運営管理し、地域福祉活動を支援する。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①三沢市社会福祉協議会

②福祉関係団体

③事業者、一般市民

【どのような手段を使うのか？】

①事務所、駐車場の無償提供

②センター利用料の減免

③センターの貸館（有料）

23.0

24.58 25.0

492

489 489

44

44 44

1,400

1,450 1,450

45.1

40.6 40.6

24

24 24

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

28,275,690 29,785,000 29,685,000 29,685,000

2

3

4

24

目標を達成しており継続して取り組みを進める

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

総合社会福祉センター管理費

10

三沢市社会福祉協

議会の実施事業数

事業 24

1,650

目標を達成しており継続して取り組みを進める

9

三沢市社会福祉協

議会加入率

％ 40.6 40.6

目標に到達しておらず、今後とも町内会加入とともに社会福祉協議会につい

ての理解を求めていく。

8

社協まつり来場者

総数

人 1,550

480

目標を達成しており継続して取り組みを進める

7

社協まつり参加団

体数

団体 44 44

目標を達成しており継続して取り組みを進める

6

センター利用者1回

当たりの経費

年間総事業費／年

間利用者総数

円／年 485

5

平均貸館稼働率

利用部屋数／部屋

数×午前・午後・夜

間×営業日

％ 26.0 27.0

目標を達成しており継続して取り組みを進める

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

28,275,690 29,785,000 29,685,000 29,685,000

971,040 969,000 969,000 969,000

27,304,650 28,816,000 28,716,000 28,716,000

10,945,527 10,945,527 10,945,527 10,945,527

972,000 969,000 969,000 969,000

39,222,177 40,730,527 40,630,527 40,630,527

0 0 0 0

675,900 689,000 689,000 689,000

（　氏　　名　）

　　中村　祐子

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 生活福祉課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

（１）優先度、利用者のニーズ等を勘案して計画的に補修・更新を進

める。

（２）貸館については、ディセンター、おおぞら児童館併設の福祉セン

ターであることから利用が制限され、原則有料であるが、多様な市

民活動に利用できることを周知し、利用者増を図る。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

（１）センター供用開始から10年が経過し、施設や備品等の修繕、更

新が必要になっている。

（２）センター貸館の稼働率が低い。

必

要

な

施

策

と

事

業

　　中村　祐子記載者　職氏名： 生活福祉課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

2

環境と共生し安心できるまちづくり

1,721,000 0

政策

1

良好な自然環境の保全と活用

人件費計 2.2 人 11,285,431 0

施策

1 自然環境の保全と活用 　（内正職員） 1.2 人 9,687,431 0

後期計画
41

ページ

　（内非常勤等）

1.0 人 1,598,000 0

合　計 13,006,431 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 13,006,431 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

【現状】

■　海岸・湖畔・仏沼周辺等の環境保全活動の一環として、国、ＮＰＯ法人、漁業関係者、米軍ボランティア、市民ボランティア、町内会等による清掃活動を実施し、地域住民と一体となった自然

環境の保全に努めている。

■　仏沼保全活用協議会が策定した「仏沼保全活用基本構想」に基づいて、野生生物の生息地を保全するため、仏沼の定期的な水管理や火入れなどを実施しています。

■　ＮＰＯ法人等による仏沼周辺の野鳥生息調査を継続的に実施しています。

■　自然保護監視員を配置し、仏沼内の巡視および自然環境保持作業を行っている。

【課題】

■　ラムサール条約登録湿地である仏沼をはじめとした国際的な環境保護地域については、国及び県、他の登録地域などと連携した保全体制の構築が求められる。

■　湿地の賢明な利用（ワイズユース）を推進していますが、社会経済活動に派生するような活動事例は多くない。

■　火入れ作業などの湿地の保全にかかる作業を関連する団体と連携を強化し、より効率的な実施体制の構築が求められている。

レビュー

・海岸や湖畔等の清掃を各種団体がボランティア活動で行ったこと

により、環境保持及び景観維持が図られている。

・仏沼および周辺地域についてもボランティア清掃活動を行い、自然

環境の保全及び景観維持が図られている。

・仏沼の自然環境維持のため、関係団体と協力して仏沼地域の火

入れや水管理用の簡易水門の設置を行った。

・観察コースの設定及び案内順路板の設置並びに駐車場の整備を

行い、来訪者のための環境整備を行った。

・仏沼に関する情報発信により、他市町村はおろか県外から観察会

を実施する団体が増えてきていることから、NPO法人と協力して来

●　仏沼周辺の希少野生生物の生息状況を確認するため、NPO法人等による定期的なモニタリング調査を実施するとともに、自然環境の保全活動に努めます。

●　外来生物による生態系への影響を防ぐため、各種外来種の流入防止や駆除等を行うとともに、希少野生動植物の採取持ち出し、盗掘等の防止に努めます。

●　国、県、NPO法人、漁業関係者、米軍ボランティア、市民ボランティア、町内会等による海岸・湖畔・仏沼周辺等の清掃活動を実施し、景観保全活動に努めま

す。

●　国・県及び各種環境保護団体との協働により、自然環境の保全活動を推進します。

【誰が対象か？】

①ラムサール条約登録湿地「仏沼」の自然環境及び仏沼地域の野生動植物

民生部　環境衛生課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

1,300

1,288 1,170

47

47 40

800

731 800

100

80 80

250

100

米軍人及びその家族並びに高校生たちがボランティアで、仏沼・小川原湖水

辺公園周辺の清掃を行っており、不法投棄ゴミは減少していることから、今後

も継続して行っていきたい。

小川原湖畔清掃ボ

ボランティア団体等の協力を得て、湖畔清掃を行い景観の維持に努めた。

4

仏沼・小川原湖水

辺公園清掃従事者

数

従事者数 人 100

47

鳥類の確認種類数は減少しているが、原因等詳細は分からないので、注視し

ていく必要がある。

3

仏沼来場者数 来訪者確認数 人 800 800

観察コースの設定や案内板の設置および駐車場の整備など来訪者に対する

環境整備を行うとともに、パンフレット等を充実させ、来場者数の増を目指す。

2

仏沼地域の鳥類の

種類数

確認種類数 羽 47

H27：目標値

成果の達成状況

1

仏沼地域に生息す

るオオセッカの個体

数

一斉調査による確認

個体数

羽 1,300 1,300

個体数の減少について、繁殖率が少し悪かったか、越冬地での生存率が低

下したかなどが考えられるが、詳細は分からないので、個体数の変動に注視

していかなければならない。

【対象をどのようにしたいのか？】

①ラムサール条約登録湿地「仏沼」の多種多様な動植物の生態系や生物多様性を次世代に引き継ぐと共に、持続可能な活用が図られる。

②海岸、湖畔、仏沼周辺等の清掃活動を実施することにより、環境保全意識の高揚が図られる。

③仏沼地域の来場者の増加や農産物のブランド化が図られ北部地区が活性化する。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

を実施する団体が増えてきていることから、NPO法人と協力して来

訪者対応に努めていく。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①ラムサール条約登録湿地「仏沼」の自然環境及び仏沼地域の野生動植物

②来訪者（市民）

③ボランティア団体

④NPO法人

【どのような手段を使うのか？】

①行政、北三沢土地改良区等が連携して効率的な仏沼周辺の火入れや排水路等の水管理を行うことにより環境保全に努めていく。

②初めての来訪者でも仏沼を楽しめるように、駐車場の整備や散策コースの設定、順路板の設置など見学しやすい環境を整えると共に、来訪者の立入り区域を限定することにより野性

動植物の保護を進めていく。

③国、NPO法人、漁業関係者、米軍ボランティア、市民ボランティア、町内会等による海岸・湖畔・仏沼周辺等の清掃活動を行うことにより景観維持に努めていく。

④農業団体等と連携し、ラムサール条約登録湿地「仏沼」を活用した付加価値を高めた農産物のブランド化を図ります。

250

200 250

850

1,020 1,000

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

3,273,647 3,319,000 3,319,000 3,319,000

2

3

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

自然保護費

10

9

8

850

ボランティア団体等の協力を得て、海岸清掃を行い景観の維持に努めた。

7

6

漁港等海岸清掃ボ

ランティア活動従事

者数

従事者数 人 850

5

小川原湖畔清掃ボ

ランティア活動従事

者数

従事者数 人 250 250

ボランティア団体等の協力を得て、湖畔清掃を行い景観の維持に努めた。

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

3,273,647 3,319,000 3,319,000 3,319,000

1,597,200 1,598,000 1,598,000 1,598,000

1,676,447 1,721,000 1,721,000 1,721,000

9,687,431 9,687,431 9,687,431 9,687,431

1,598,000 1,598,000 1,598,000 1,598,000

12,961,878 13,006,431 13,006,431 13,006,431

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

内野　雅之

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 環境衛生課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

仏沼地域の環境の変化に注視しながら、仏沼の自然環境保全につ

いて、関係機関及び協議会で協議・検討を行い自然環境維持に努

めていく。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

仏沼地域は、生活域周辺に存在し人間活動の様々な影響を受けや

すいことから、希少野生動植物種の保存のために、湿地生態系の

環境を未来にわたり維持していく必要がある。

必

要

な

施

策

と

事

業

内野　雅之記載者　職氏名： 環境衛生課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課 金額（Ｈ２５予算） 説　　明

基本方針 2 環境と共生し安心できるまちづくり 0 0

政策 1 良好な自然環境の保全と活用 人件費計 0.2 人 1,819,934 0

施策 2 自然環境教育の推進 　（内正職員） 0.2 人 1,819,934 0

後期計画 41 ページ 　（内非常勤等） 0.0 人 0 0

合　計 1,819,934 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 1,819,934 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展
開

対

民生部　環境衛生課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点
プラン

補助金等（国、県、その他）

現
状
と
課
題

【現状】
■　NPO法人等が開催している仏沼や小川原湖の自然をテーマにした自然観察会・研修会等に協力し、自然環境保全に関する理解・普
及に努めている。
　
【課題】
■　自然環境教育を推進するための環境整備および受け入れ体制の確立などが求められています。
■　仏沼地域を自然環境教育資源として小学生に活用してもらう体制づくりが求められている。

レビュー
・仏沼および小川原湖周辺の自然の素晴らしさや自然環境保護の
大切さを学ぶため、NPO法人や自然体験活動団体及び市（教育委
員会含む）が自然観察会や学習会を開催した。
　
・仏沼に関する情報発信により、県内市町村及び県外から仏沼の観
察会を実施する団体が増えてきていることから、徐々にではあるが
仏沼が認知され始めていると思われるので、継続して情報発信をし
ていく。

・仏沼の自然環境を次世代へと引き継いでいくためには、子どもたち
に仏沼の素晴らしさと自然環境保護の大切さを知ってもらうことが重
要であると考えられることから、現在3校で実施している自然学習教
室を市内全小学校で実施してもらうよう呼びかけていく必要がある。

●　各種情報媒体を活用して、ラムサール登録湿地である仏沼をはじめとした当市の自然環境についての情報を発信し、自然環境保護
に関する意識啓発に努めます。
●　仏沼をはじめとした当市の自然環境を貴重な教育資源としてとらえ、自然保護観察会の開催等により環境保全意識の高揚に努めま
す。
●　小学生を対象とした環境教育の場として、当市の自然環境の積極的な活用を推進します。
●　自然保護団体や地域づくり団体と連携し、自然環境に親しむ機会や自然環境の重要性について理解する機会を提供します。

【誰が対象か？】
①市民対

象

手
段

意
図

（
効
果

）

80

69 80

7

3 4

400

246 400

推
進
の
イ
メ
ー

ジ

①市民
②小学生
③

【どのような手段を使うのか？】
①広報媒体を使用して観察会の開催のお知らせをし、参加を促す。
②各小学校宛に自然環境教育の資源として活用していただくようお願いをしていく。
③

【対象をどのようにしたいのか？】
①仏沼の自然を通じて、自然環境への関心を高めていただく。
②自然環境教育を学んでいただくことで、自然保護の大切さを知っていただく。
③

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位
参考値

（他団体）
H24：実績値

H25（目標値/
見込値）

H26：目標値 H27：目標値 成果の達成状況

1
仏沼地域自然観察
会参加者数

参加者数 人 80 80
市及びNPO法人が開催する自然観察会への参加者数が年々減少傾向にあ
るため、NPO法人では平成25年度から観察会を開催しないこととしたが、市
（教育委員会含む）では引き続き市民自然観察会を開催していくこととする。

2
仏沼自然学習教室
実施校数

実施校数 校 7 7
仏沼を利用した自然学習教室を実施した小学校が３校であった。
子どもたちに、ラムサール条約湿地仏沼を知ってもらうとともに環境保全意識
の高揚を図るため、自然学習教材として仏沼を利用してもらうよう呼びかける

3
仏沼自然学習教室
参加者数

参加者数 人 400 400
市内小学校１学年の総人数を目標値として掲げているので、全小学校で仏沼
自然学習教室を実施してもらうよう呼びかける。

4

ＮＯ
Ｈ２４決算額

（見込）
Ｈ２５予算額

（当初）
Ｈ２６予算額

（見込）
Ｈ２７予算額

（見込）

1

2

3

4

関
係
指
標

5

6

7

8

9

10

事業名（予算説明） 状況の変化等（制度変更等含む）

5

6

7

8

9

10

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,819,934 1,819,934 1,819,934 1,819,934

0 0 0 0

1,819,934 1,819,934 1,819,934 1,819,934

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

内野　雅之

必
要
な
施
策
と
事
業

事業実施における課題

■　自然環境教育を推進するための環境整備および受け入れ体制
の確立などが求められています。
■　仏沼地域を自然環境教育資源として小学生に活用してもらう体
制づくりが求められている。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】  学習実施小学校は、岡三沢小学校、上久保小学校、おおぞら小学
校の５年生である。今後、その他の小学校にカリキュラムの組入れ
を呼び掛けていきたい。実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入
（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 環境衛生課長 内野　雅之記載者　職氏名： 環境衛生課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

2

環境と共生し安心できるまちづくり

487,860,000 0

政策

2 生活環境の整備 人件費計 6.3 人 35,318,229 0

施策

1 ごみの減量化・資源化の推進 　（内正職員） 4.3 人 32,751,229 0

後期計画
43

ページ
　（内非常勤等）

2.0 人 2,567,000 0

合　計 523,178,229 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 61,112,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 462,066,229 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

民生部　環境衛生課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

三沢市環境基本計画において「自然と調和し未来を拓く快適環境のまちみさわ」を目指すべき環境像として掲げ、市民、事業者、市の基本的

な役割を示し、協働による各種取り組みを推進しています。事業系ごみの有料化や３Ｒ運動の推進などによるごみの減量化・資源化に向けた

取り組みを積極的に行ってきたことで、ごみの総排出量は減少傾向となっています。しかしながら、環境基本計画で掲げた目標値を達成出来

ていないことから、更なる減量化・資源化に関する取り組みの推進が求められています。また、３Ｒ運動の積極的な推進により持続可能な循

環型社会の構築やごみ減量化、環境保護に関する意識啓発が求められており、子どもたちへの環境保全に関する教育の実施や、環境保全

活動（クリーン作戦等）への住民参加の促進、各種情報媒体を活用した啓発活動などの更なる強化が必要です。更に、衛生環境確保の観点

から、ごみ集積場所の設置場所の選定や設置後の管理等について町内会等と連携した体制の構築についての検討や、３０年以上が経過し

施設の老朽化が著しい三沢市清掃センターの焼却施設等の整備・更新に係る検討が必要です。

レビュー

ごみ排出量の推移

                                Ｈ２０           Ｈ２３         Ｈ２４     Ｈ27目標

１人１日当り

家庭ごみ      g               711            705           722           686

家庭ごみ排出量   t     11,083        10,784       11,022      10,836

事業系ごみ排出量  t     5,056         4,591         4,314        4,500

資源ごみ総排出量  t     1,691         1,527         1,473

ごみ総排出量    t        17,830        16,902       16,809

1人１当り

ごみ排出量       g        1,144           1,105        1,101

    ごみ総排出量は、減少傾向にある中、家庭系ごみがＨ２４年度か

ごみの減量化・資源化を推進を図るため、三沢市一般廃棄物処理基本計画に掲げた事業の計画的な進捗に向け３Ｒ事業の推進、広報誌や

マックテレビ、ホームページなどを活用した情報発信や、小中学生を対象にした研修会の開催等などによりごみの減量化・資源化に向けた意

識啓発を行います。また、事業系ごみに関する指導を強化し、ごみの減量化・資源化の推進を図ります。更に、ごみ排出量の推移や焼却施

設・処分施設等の状況を踏まえながら社会経済状況等を総体的に判断し、施設の整備・更新について検討していきます。次に、環境保全活

動の推進を図るため、町内会等との連携によるごみ集積場所の設置・管理体制を構築し、衛生面に配慮したごみ集積体制の確立に努めると

共に、クリーン作戦などの地域住民による環境美化活動を推進します。また、廃棄物に関する勉強会の開催などによる市民の環境美化意識

の啓発を図ってまいります。

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

694

722 694

11,612

11,022 11,612

4,500

4,314 4,500

11.0

10.1 11.0

    ごみ総排出量は、減少傾向にある中、家庭系ごみがＨ２４年度か

ら増加に転じた。経済の上向き傾向が、家庭系ごみ増加につながっ

たと考えられるため、Ｈ２５年度の事業活動の動向しだいで、ごみ総

量が増える可能性がある。

   したがって、ごみ総排出量が増加に転ずることも予想されることか

ら、広報みさわやマックテレビ等を活用し、ごみ減量化・資源化（３Ｒ）

の推進等の意識啓発を継続していく。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①三沢市民のひとり一人

②事業者の全体

③関係団体

④三沢市

【どのような手段を使うのか？】

①広報みさわやマックテレビ等でごみの出し方、分別の仕方、リサイクルの促進を発信する

②ホームページでごみの出し方、分別の仕方、リサイクルの促進を発信する

③勉強会等でごみの出し方、分別の仕方、リサイクルの促進を図る

【対象をどのようにしたいのか？】

①ごみ排出量の減量化（ごみの発生抑制）

②資源ごみの資源化（循環型社会の構築）

③環境の美化（美しい都市づくり）

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

市民１人１日あたり

のごみ排出量（ｇ/

人・日）

ｇ 690 686

ごみ排出量の目標達成には、排出者の分別意識の向上を図ることが必須であ

るため、広報誌やマックテレビ等の媒体を活用し周知を図る必要がある。

2

一般廃棄物（家庭

系ごみ）排出量（ｔ）

ｔ 11,224 10,836

順調に推移しているため継続して取組みを実施する。

3

一般廃棄物（事業

系ごみ）排出量（ｔ）

ｔ 4,500 4,500

順調に推移しているため継続して取組みを実施する。

4

資源化率（％） ％ 11.0 11.0

資源化率の目標達成には、排出者の分別意識の向上を図ることが必須である

ため、広報誌やマックテレビ等の媒体を活用し周知を図る必要がある。

10.1 11.0

3,900

2,754 3,900

110.0

123.0 110.0

2,000

1,932 2,000

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

7,621,701 7,573,000 7,000,000 7,000,000

2

348,548,792 364,513,000 350,000,000 350,000,000

3

65,979,900 118,341,000 100,000,000 100,000,000

4

5

関

係

指

標

5

最終処分場量（ｔ） ｔ 3,900 3,900

順調に推移しているため継続して取組みを実施する。

6

環境美化活動によ

る収集量前回比

（％）

％ 110.0 110.0

Ｈ２３秋のクリーン作戦は雨天のため実施されず、Ｈ２３春とＨ２４春で比べると、

連合町内会の働き掛けもあり順調に推移している。

Ｈ２３春　8,730ｔ　　Ｈ２４春　10,780ｔ

7

ボランティア清掃活

動（人）

人 2,000 2,000

Ｈ２３　1,546名

Ｈ２４　1,932名

順調に推移している。

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

清掃総務費

塵芥処理費

清掃センター整備事業

6

7

8

9

10

422,150,393 490,427,000 457,000,000 457,000,000

2,282,280 2,567,000 2,567,000 2,567,000

419,868,113 487,860,000 454,433,000 454,433,000

32,751,229 32,751,229 32,751,229 32,751,229

2,570,000 2,567,000 2,567,000 2,567,000

455,189,342 523,178,229 489,751,229 489,751,229

0 0 0 0

60,432,100 61,112,000 60,016,000 60,112,000

（　氏　　名　）

内野　雅之

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

経済活動が、上昇することによる「ごみ発生量」の増加。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

    ごみ減量化・資源化（３Ｒ）の推進等の意識啓発を継続していく

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 環境衛生課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

2

環境と共生し安心できるまちづくり

88,552,000 0

政策

2 生活環境の整備 人件費計 1.5 人 12,406,270 0

施策

2 環境保全活動の推進 　（内正職員） 1.5 人 12,406,270 0

後期計画
43

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 100,958,270 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 100,958,270 0

0 心安らぐ生活づくり 651,000 0

展

開

民生部　環境衛生課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

【現状】

■　市施設のエネルギー使用料を調査し、関係省庁に報告するとともに、省エネ対策の指針としている。

■　広報媒体を活用し、省エネについての啓発をしている。

■　合併浄化槽の普及啓発のため、浄化槽設置整備事業費補助金を設け、普及に努めている。

■　し尿・浄化槽汚泥の処理施設の維持管理をおっこなっている。

■　衛生センターで排出される脱水汚泥は、堆肥化施設に処理を依頼することで、肥料として有効活用されている。

【課題】

■　市施設の省エネ対策については、予算を伴うものがほとんどであるため、担当部署と中長期的な視点で協議をしていく必要がある。

■　今後、事業場や家庭で省エネを推進することが求められている。

■　合併浄化槽の普及が進んでこない。

■　衛生センターの設備機器が、経年による老朽化が進んでいることから、設備機器本体の交換など経費が膨らんでくると思われる。

レビュー

・市施設のエネルギー使用量を調査することで、各施設のエネル

ギー使用状況が把握でき、省エネの推進が図りやすくなっている。

・国が進めている省エネ施策について広報誌などを利用し、市民に

お知らせをして省エネに対する意識高揚を促すとともに、職員に対し

ても協力の要請をしている。

・生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与するため、下水道等

の整備区域を除く区域を対象に合併浄化槽設置にかかる費用の一

部を助成する補助金を設け、広報等でお知らせをしているが、申し

込みが無い状態なので、再度のお知らせ及び対象区域にチラシ等

を配布するなど、合併浄化槽設置に向けた取り組みを行っていく。

・し尿処理をする衛生センターについては、竣工以来29年を経過し

●　市施設管理担当部署から省エネ担当係員を選出してもらい、省エネ推進に係る協議等を行いながら省エネを図ります。

●　広報媒体等を利用し、省エネに関する啓蒙啓発を進め、地球温暖化防止等の意識の高揚を図ります。

●　河川等の水質保全のため、下水道設置事業地域外の合併浄化槽の普及啓発を図ります。

開

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

6,000

6,190 6,000

12,400

14,279 14,000

23,000

22,393 22,300

・し尿処理をする衛生センターについては、竣工以来29年を経過し

ているので施設機器等の更新等を計画的に進め、運転業務に支障

が生じないよう維持管理に努めている。

●　河川等の水質保全のため、下水道設置事業地域外の合併浄化槽の普及啓発を図ります。

●　し尿・浄化槽汚泥の適正な処理を行うため、衛生センターの設備機器等の修繕工事を計画的に行い施設の維持管理に努めます。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①市民

②下水道整備事業地域外住民

③三沢地区衛生センター

【どのような手段を使うのか？】

①広報媒体等を活用し、事業場・家庭で省エネを推進するよう啓発に努める。

②下水道整備事業地域外の住民に合併浄化槽設置に係る補助金事業の周知を行い、普及を図る。

③衛生センター施設管理の業務委託を行い、施設設備機器に不備が生じないよう維持管理に努める。

【対象をどのようにしたいのか？】

①省エネに対する啓発活動を推進することにより、意識の高揚が図られる。

②生活排水による河川等の汚染の減少が図られる。

③し尿・浄化槽汚泥が適正に処理される施設の維持が図られ、快適な生活環境が確保できる。

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

市施設エネルギー

使用量（原油換算）

各エネルギー使用量に1次

エネルギー換算係数を乗じ

た熱量（GJ）に原油換算係

数を乗じた値

ｋｌ 6,000 6,000

目標値には達していないが、前年度比２％程度の減となっているので、目標

値に向かって、職員の意識高揚に努めていきたい。

2

市施設二酸化炭素

排出量

各エネルギー熱量

（GJ）に二酸化炭素

排出係数を乗じた値

ｔ-co2 12,400 12,400

目標値をだいぶ上回っているが、これは原子力発電所停止により火力発電

所で発電しているため、温室効果ガス算定排出量の算定に用いる東北電力

（株）の実排出係数の値が上昇したため。

3

衛生センターし尿等

処理量

合計値 ｋｌ 22,500 22,500

下水道利用者の増加等によりＨ２４実績値が、すでに目標値を達成されてお

り、今後、処理量が増量する見込みはないので、目標値の下方修正が必要と

思われる。

処理量が減少しているので、おのずと汚泥搬出量も減少していくものと思わ

1,000

1,018 1,000

3

2 3

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

1,733,553 1,797,000 1,797,000 1,797,000

2

704,000 1,293,000 1,293,000 1,293,000

3

2,056,575 0 0 0

関

係

指

標

4

堆肥化汚泥搬出量 合計値 トン 950 950

処理量が減少しているので、おのずと汚泥搬出量も減少していくものと思わ

れる。

5

合併処理浄化槽設

置数

設置基数 基 3 3

目標値を達成するため、合併処理浄化槽設置補助金の周知を対象地域（下

水道等の整備区域を除いた区域）住民に対して行っていく。

6

7

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

環境衛生費

合併処理浄化槽設置整備事業

環境パトロール車購入事業

4

86,405,000 85,462,000 85,462,000 85,462,000

5

6

7

8

9

10

90,899,128 88,552,000 88,552,000 88,552,000

0 0 0 0

90,899,128 88,552,000 88,552,000 88,552,000

12,406,270 12,406,270 12,406,270 12,406,270

0 0 0 0

103,305,398 100,958,270 100,958,270 100,958,270

2,248,000 651,000 651,000 651,000

0 0 0 0

（　氏　　名　）

必

要

な

施

策

と

事

業

し尿処理費

事業実施における課題

■　市施設の省エネ対策の多くは、予算を伴うため、担当部署と中

長期的な視点で協議をしていく必要がある。

■　合併浄化槽の普及が進んでこない。

■　衛生センターの設備機器が、経年による老朽化が進んでいるこ

とから、設備機器本体の交換など経費が膨らんでくると思われる。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

   下水道未整備区域では、早期下水道整備を要望しており、合併

浄化槽の設置を斡旋することは、住民の希望と異なるため広報紙

やホームページ等による補助金情報提供にとどめる。

   また、し尿処理量は、下水道整備区域拡大とともに減少していく

が、当面衛生センターでの処理を必要とするため、適正な維持修繕

に努めて行く。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）
（　氏　　名　）

内野　雅之

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 環境衛生課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

2

環境と共生し安心できるまちづくり

7,305,000 0

政策

2 生活環境の整備 人件費計 2.8 人 15,617,032 0

施策

3 公害防止対策の推進 　（内正職員） 1.8 人 14,019,032 0

後期計画
43

ページ

　（内非常勤等）

1.0 人 1,598,000 0

合　計 22,922,032 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 1,530,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 21,392,032 0

0 心安らぐ生活づくり 51,000 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

【現状】

■　悪臭、公共用水域等の公害防止対策については、調査等を行い監視をしている。

■　生活環境に関する苦情等には、迅速に対応し、原因究明に取り組んでいる。

■　ペットに関する苦情件数を減らすため、広報みさわ、ホームページ、マックテレビ並びに犬のしつけ教室や狂犬病予防集団注射時に犬の飼い方等の啓発に

努めている。

【課題】

■　更なる環境保全活動の推進が求められている。

■　悪臭やペット等に関する苦情については、原因の特定と起因者に対する指導強化が必要である。

■　生活環境に係る苦情で、空き地・空家などの所有者が市外の場合、文書等で連絡をしているが、対応されない場合が多い。

レビュー

・悪臭、排水、騒音等の公害防止対策について定期的なモニタリン

グを行って監視をしており、今後も継続して監視調査を行い監視して

いく。

・生活環境に関する苦情については、隣人に対して心情が絡む事例

が多いことから、迅速に対応するよう心掛け、適正な処理に努め

た。

・ペット等の苦情については、広報媒体等を活用し、飼い主の義務

等についての啓発を行った。

●　大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、土壌汚染、地盤沈下等に関する定期的なモニタリング調査を行います。

●　環境汚染に関する各種モニタリング結果を踏まえながら、必要に応じて改善に向けた取り組みを行います。

●　環境教育や環境学習の推進と併せて、各種広報媒体を活用した広報活動を実施するなど、良好な環境の保全について市民及び事

業者が理解を深める活動を推進します。

●　公害防止や環境の適正な保全及び快適な環境の確保等に関して事業者及び市民との役割や責務について検討を行い、必要に応じ

て協定を締結するなど環境汚染防止対策の徹底を図ります。

【誰が対象か？】

①市民

民生部　環境衛生課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

0

0 0

2

2 2

0

1 0

0

0 0

40

0

平成２４年度は、２路線３地点で自動車騒音監視調査を行った結果、環境基

準を超過した地点はなかった。

生活環境苦情処理

不法投棄　１件、空家　５件、樹木・雑草　１２件、害虫　７件、蜂　４件、その他　１７件の生

活環境苦情の処理をした。

4

自動車騒音常時監

視調査

超過件数 件 0

2

公共用水域について、水質汚濁調査を行った結果、六川目川の２項目につい

て基準値を超過していた。今年度は、六川目川を年２回、時期をずらして調査

し、調査結果を踏まえて対策を講じていく。

3

公害防止協定事業

場監視調査（水質）

超過件数 件 0 0

水質に関する公害防止協定を締結している８事業所に対し、事業所排水の水

質調査を行った結果、１事業所で１項目について基準値超過しており、事業

所に対して改善依頼をした。その後の自主測定報告では、超過は見られな

い。

2

公共用水域汚濁調

査

超過件数 件 2

H27：目標値

成果の達成状況

1

悪臭監視調査 超過件数 件 0 0

悪臭に関する公害防止協定を締結している８事業所に対し、年２回の悪臭監

視調査を行った結果、基準値超過の事業所はなかった。

【対象をどのようにしたいのか？】

①市民が公害等のない、快適で安全な生活が送れるようにする。

②各種環境調査を実施し、環境基準の順守、監視を行うことにより公害防止が図られる。

③生活苦情やペット苦情が減少する。

④飼い主がペットによる苦情（糞、鳴き声等）を出さない飼い方が出来るようになることで、動物愛護の意識が高まる。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市民

②事業者

③苦情申立者

④ペット飼育者

【どのような手段を使うのか？】

①市の委託検査機関による定期的なモニタリング調査を行う。

②公害防止協定の締結事業者による自主検査の報告を受け、監視をしていく。

③苦情申立者に対して真摯な対応を行い、迅速な解決をしていく。

④犬のしつけ教室及び狂犬病予防注射集団接種時および広報等を使い、犬の飼い方等の啓発に努める。

40

46 40

10

7 10

180

193 190

1,780

1,757 1,780

5

5 5

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

6,675,025 6,268,000 6,268,000 6,268,000

2

4,195,689 2,635,000 2,635,000 2,635,000

3

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

公害対策費

動物保護管理費

10

1,800

狂犬病予防注射については、年１回接種しなければならないことなど広報媒

体等を活用し、目標値達成に向けて広く啓蒙していく。

9

公害苦情の適正処

理件数

処理件数 件 4 4

公害苦情（生活排水　４件、悪臭　０件、野焼き　１件、騒音　０件、振動　０

件）の年間処理件数は５件であった。

今後も適正な処理を心掛けて対応していく。

8

狂犬病予防注射年

間接種頭数

年間注射接種頭数 頭 1,790

10

犬関係　６件、猫関係　１件の苦情処理を行った。（他のペットについての苦情は無し。）

犬の飼い方、猫の飼い方などについての啓発活動を継続して行い、ペットに関する苦情件

数を減らして行けるようにする。

7

犬の年間登録頭数 年間登録頭数 頭 180 180

犬の登録については、法律で定められていることなど広報媒体等を活用して

広く啓蒙し、すべての飼い主が犬の登録をするよう目指していく。

6

ペットに関する苦情

処理件数

処理件数 件 10

5

生活環境苦情処理

件数

処理件数 件 40 40

活環境苦情の処理をした。

空家、樹木・雑草については所有者に定期的な環境整備をするようお願いして、処理件数

の減少に努めていく。

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

10,870,714 8,903,000 8,903,000 8,903,000

1,597,200 1,598,000 1,598,000 1,598,000

9,273,514 7,305,000 7,305,000 7,305,000

14,019,032 14,019,032 14,019,032 14,019,032

1,598,000 1,598,000 1,598,000 1,598,000

24,890,546 22,922,032 22,922,032 22,922,032

51,000 51,000 51,000 51,000

1,548,550 1,530,000 1,530,000 1,530,000

（　氏　　名　）

内野　雅之

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 環境衛生課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

   悪臭の原因は、主に畜産事業であるため、農政課と連携して国等

の補助金を活用した営農指導の可能性を検討する。

   また、ペットや生活環境の苦情の多くは、隣人に関するものであり

可能な範囲で仲介をしながら円満解決を目指す。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

■　悪臭やペット等に関する苦情については、原因の特定と起因者

に対する指導強化が必要である。

■　生活環境に係る苦情で、空き地・空家などの所有者が市外の場

合、文書等で連絡をしているが、対応されない場合が多い。

必

要

な

施

策

と

事

業

内野　雅之記載者　職氏名： 環境衛生課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

2

環境と共生し安心できるまちづくり

26,184,000 0

政策

3 基地対策の充実 人件費計 4.0 人 32,817,776 0

施策

1

基地から派生する各種障害等への対策の推進

　（内正職員） 4.0 人 32,817,776 0

後期計画
45

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 59,001,776 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 59,001,776 0

0 心安らぐ生活づくり 2,400,000 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

三沢基地が所在することに起因する各種障害によって、市民生活への影響が日常的に発生しており、平穏で快適な暮らしの妨げとなって

いることから、それらの障害を軽減することが求められております。

特に、米軍及び自衛隊の航空機による騒音など、基地が所在することに起因する各種障害の負担軽減を市政の重要な課題として捉え、

これらに係る各種要望について国関係機関に要請するなど基地対策に積極的に取り組んでいます。

今後においても、市民ニーズの把握や騒音測定などの各種データの収集・分析等を行い、基地の所在により発生する各種障害の解消に

向けた迅速で的確な対応が求められています。

レビュー

　本年度の国の基地関係予算を昨年度と比較してみると、特に基地

周辺対策経費の増額が図られている。

　市では、この増額を受け、三沢基地周辺対策費に多くの予算を配

分して頂くよう国関係機関に対して、積極的に要望活動を実施てい

る。

　現時点では、住宅防音工事の進捗が図られるものと考えており、

今後において基地に起因する障害を緩和するめ要望活動を継続す

る。

航空機騒音等に係る負担軽減を図るため、住宅防音工事の確実な進捗、対象施設の拡大、施工基準の改善等について国に要望してい

きます。

地域の実情にあった移転対象地域の見直しを国に対し要望していきます。

市民の不安を軽減するため、安全飛行の徹底や騒音の低減などについて、あらゆる機会をとらえて要望していきます。

【誰が対象か？】

①三沢市全市民

政策財政部　基地渉外課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

445

337 337

195

177 195

4

205

H24はH23に比較して、全体で14件減少しているが、最も希望者が多く事業費

の大きい本体工事で43件増加しており、今年度の基地周辺対策費において

は、昨年度より増額していることから、継続して三沢基地周辺対策費への増

額要望活動を継続する。

3

2

住宅防音工事実施

件数

住宅防音工事の実

績

件 200

H27：目標値

成果の達成状況

1

航空機騒音に対す

る苦情件数

各機関に寄せられた

苦情件数から

件 434 422

H24はH23に比較して、特別な飛行訓練の減少等及び住宅移転や防音工事

の進捗により、苦情件数が減少し目標値は達成したが、今後においても関係

機関への要請行動を継続する。

【対象をどのようにしたいのか？】

①住宅等の防音工事実施による騒音の軽減

②民生安定対策の充実により、基地に起因する各種障害を間接的に緩和し、基地と共存するまちづくりを推進する。

③

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①三沢市全市民

②航空機騒音区域指定第一種区域内に居住する市民

③航空機騒音区域指定第一種区域内に居住する市民のうち第二種区域指定区域に隣接する市民

【どのような手段を使うのか？】

①国関係機関に対して、基地周辺対策要望を継続する。

②騒音区域内外の市民ニーズの把握

③航空機騒音測定の実施

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

28,075,704 28,684,000 28,684,000 28,684,000

2

13,844,250

3

8,800,000

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

基地対策費

航空自衛隊三沢基地に次期戦闘機F-35Aの配備計画が示される。

騒音測定器更新事業

騒音測定器増設事業

10

9

8

7

6

5

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

41,919,954 28,684,000 37,484,000 28,684,000

2,348,400 2,500,000 2,500,000 2,500,000

39,571,554 26,184,000 34,984,000 26,184,000

32,817,776 32,817,776 32,817,776 32,817,776

0 0 0 0

72,389,330 59,001,776 67,801,776 59,001,776

15,600,000 2,400,000 2,400,000 2,400,000

0 0 0 0

（　氏　　名　）

平出　修一

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 参事兼基地渉外課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

F-35A戦闘機配備前と配備後の騒音値を測定・調査・分析し、騒音

区域の見直しを図るため測定器2器の増設を行う。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

F-35A戦闘機配備による航空機騒音被害の拡大が懸念。

必

要

な

施

策

と

事

業

平出　修一記載者　職氏名： 参事兼基地渉外課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課 金額（Ｈ２５予算） 説　　明

基本方針 2 環境と共生し安心できるまちづくり 8,221,000 0

政策 4 生活安全の確保 人件費計 2.6 人 13,790,715 0

施策 1 交通安全対策の推進 　（内正職員） 1.6 人 12,192,715 0

後期計画 47 ページ 　（内非常勤等） 1.0 人 1,598,000 0

合　計 22,011,715 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 22,011,715 0

0 心安らぐ生活づくり 7,803,000 0

展
開

対

重点
プラン

補助金等（国、県、その他）

現
状
と
課
題

交通事故防止の取り組みとして、道路反射鏡・区画線の整備、各年代層に対する交通安全教室の開催や交通整理員の配置などを行い、
交通事故件数及び交通死亡者数の減少に努めてきた。これまで実施してきた道路反射鏡や道路標識、照明灯などの設置・改善と併せて
道路の拡幅や交差点の改良、歩道の整備などの道路環境の改善が必要であり、ソフト、ハードの連動した体制づくりが急務である。

レビュー
　

【取組内容】
交通事故防止の取組として、交通安全教室・各団体への啓蒙活動
及び交通安全施設整備の取組を行った。

【成果・結果】
交通事故防止の取組を行ってきたが、事故者数、人身事故発生件
数は、ほぼ達成できたが、死亡事故が発生した。

【展開】
各関係団体と連携をとりながら、交通安全施設の整備を進め、交通
事故減少を目標に取組んで行く。

区画線、道路反射鏡など、交通安全施設の計画的な改修、整備を行うと伴に、道路の拡幅、歩道の整備、交差点改良など交通安全に配
慮した道路の改修、整備を関係機関などに働きかける。また、市民の交通安全への意識向上を図るため、定期的に交通安全運動や交通
安全教室を開催します。

【誰が対象か？】
①市民

項　　　目

事業費

民生部　生活安全課 0 0 0

対
象

手
段

意
図

（
効
果

）

0

2

160

166 160

210

217 210

高齢者安全教室の参加人数は、増減が横ばいであることから、目標は達成

140
人身事故発生件数は、多少増加したことから目標を達成できなかったが、今
後は更に事故原因を検証し、人身事故発生の防止対策に取り組む必要があ
る。

3 交通事故負傷者 　 人 200 190
交通事故負傷者は、増加したたことから目標は達成できなかった。今後は事
故防止の発生を防ぐための交通安全施設整備に取り組む必要がある。

H27：目標値 成果の達成状況

 0 0
交通事故による死亡事故が起きたことから、目標を達成できなかった。今後
は更に各関係団体と密に連携を取り、事故防止の対策に取り組む必要があ
る。

1 交通死亡事故者数 人

 1502 人身事故発生件数 件

【対象をどのようにしたいのか？】
①市民に正しい交通マナーとルールを理解・実践してもらう為に、警察など関係機関・団体と連携し交通安全意識の啓発活動や、各
年齢層に応じた学習機会の拡充を図る。
②年齢や身体の状況に関係なく安心して道路を通行できるよう危険個所には道路反射鏡、区画線など交通安全施設の整備を図る。
③通学路など児童児童の安全を確保する為、地域や警察署との協議により地域の実態に応じた適切な交通規制の実施に努める。

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位
参考値

（他団体）
H24：実績値

H25（目標値/
見込値）

H26：目標値

事故減少を目標に取組んで行く。

推
進
の
イ
メ
ー

ジ

①市民
②市民
③児童生徒

【どのような手段を使うのか？】
①交通安全の啓発活動に努める。
②交通安全施設の設置を図る。
③交通規制の適正な調整を図る。

50

46 50

11

10 10

3

2 3

ＮＯ
Ｈ２４決算額

（見込）
Ｈ２５予算額

（当初）
Ｈ２６予算額

（見込）
Ｈ２７予算額

（見込）

1 2,540,753 3,501,000 3,501,000 3,501,000

2 5,987,990 7,066,000 7,066,000 7,066,000

3

4

5

6 事業実施における課題必

事業名（予算説明） 状況の変化等（制度変更等含む）

交通安全施設整備事業

交通防犯対策費【２・４・２と重複】

10    

9    

8    

7 　 　 　

6
反射材普及啓蒙活
動

実施回数 回 3
反射材着用の安全対策の強化が浸透してきていることから、目標は達成でき
た。今後も反射材着用の必要性についての啓蒙活動に取組行く。3

50
高齢者安全教室の参加人数は、増減が横ばいであることから、目標は達成
できたが、今後も引き続き呼びかけ参加者を増やしていく必要がある。

11 11
交通安全教室は、小学校、幼稚園等から例年通り依頼があり目標は達成で
きたが、今後も各学校、幼稚園等に呼びかけ安全教室実施にり組む必要が
ある。

504
高齢者交通安全教
室参加人数

参加人数 人

5 交通安全教室 実施回数 回

関
係
指
標

6

7

8

9

10

8,528,743 10,567,000 10,567,000 10,567,000

1,597,200 2,346,000 2,346,000 2,346,000

6,931,543 8,221,000 8,221,000 8,221,000

12,192,715 12,192,715 12,192,715 12,192,715

1,598,000 1,598,000 1,598,000 1,598,000

20,722,258 22,011,715 22,011,715 22,011,715

7,602,000 7,803,000 7,803,000 7,803,000

0 0 0 0

（　氏　　名　）

種市　忠雄

歳入
（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

記載者　職氏名： 生活安全課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】 交通事故発生件数等の減少を図るための、交通安全施設整備や啓
蒙活動の更なる強化を図る。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

交通事故防止の取組

必
要
な
施
策
と
事
業



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課 金額（Ｈ２５予算） 説　　明

基本方針 2 環境と共生し安心できるまちづくり 36,387,000 0

政策 4 生活安全の確保 人件費計 4.6 人 16,938,715 0

施策 2 地域防犯対策の推進 　（内正職員） 1.6 人 12,192,715 0

後期計画 47 ページ 　（内非常勤等） 3.0 人 4,746,000 0

合　計 53,325,715 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 53,325,715 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展
開

対

民生部　生活安全課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点
プラン

補助金等（国、県、その他）

現
状
と
課
題

犯罪の低年齢化・凶悪化が社会問題となっていることから、三沢警察署との連携を強化して補導員の配置や青少年補導関係団体の支援
等を行い、犯罪件数の減少につなげている。

レビュー
　

【取組内容】
街頭犯罪発生防止の取組みとして、防犯巡回活動・防犯意識を高
めるための啓蒙活動等の取組みを行った。

【成果・結果】
犯罪件数及び補導員注意件数等は減少してきている。

【展開】
今後も更に関係団体と連携、強化し犯罪件数等の減少を目標に取
組んで行く。

防犯や治安維持を警察だけに依存するのではなく、これまで行ってきた防犯灯の整備や防犯パトロールの実施などをさらに充実させると
ともに、関係団体との連携を強化し市民の防犯意識向上を図り、さらなる防犯体制の拡大を図る。。

【誰が対象か？】
①市民対

象

手
段

意
図

（
効
果

）

210

210 210

15

16 15

50

45 50

300

290 300

推
進
の
イ
メ
ー

ジ

①市民
②市民・防犯活動団体
③防犯活動団体

【どのような手段を使うのか？】
①関係団体による市内巡回活動のさらなる強化を図る。
②市民一人ひとりの防犯意識を高めるために街頭でのチラシ配り等の活動を行う。
③各種研修会及び他市町村の団体との交流会充実を図る。

【対象をどのようにしたいのか？】
①関係団体と協力し、啓発活動や情報提供など防犯や暴力排除に対する市民の意識の向上を図る。。
②警察署との連携により、地域における犯罪の発生状況を把握し、防犯パトロールなどの充実を図ります。
③防犯活動の充実を図る為に、防犯活動団体の育成・支援を推進する。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位
参考値
（他団体）

H24：実績値
H25（目標値/
見込値）

H26：目標値 H27：目標値 成果の達成状況

1 街頭犯罪発生件数 件 三沢警察署 200 190
各関係機関と連携し犯罪件数は達成された事から、今後も継続して取組を行
う。

2 補導員注意件数 注意件数 件 14 13
各補導員が連携し指導した結果、注意件数は達成された。今後も継続して取
組を行う。

3 防犯巡回活動 活動回数 回 50 50
各関係機関と連携し巡回活動は達成された事から、今後も継続して取組を行
う。

4 補導員巡回活動 活動回数 回 300 300
各補導員が連携し巡回活動は達成された。今後も継続して取組を行う。

ＮＯ
Ｈ２４決算額
（見込）

Ｈ２５予算額
（当初）

Ｈ２６予算額
（見込）

Ｈ２７予算額
（見込）

1 3,863,744 4,232,000 4,232,000 4,232,000

2 32,979,923 33,386,000 33,386,000 33,386,000

3 1,556,940 2,767,000 2,767,000 2,767,000

4 5,987,990 7,066,000 7,066,000 7,066,000

関
係
指
標

5

6

7

8

9

10

事業名（予算説明） 状況の変化等（制度変更等含む）

青少年対策費

生活対策費

防犯灯整備事業

交通防犯対策費【２・４・１と重複】

5 747,820

6

7

8

9

10

45,136,417 47,451,000 47,451,000 47,451,000

10,574,448 11,064,000 11,064,000 11,064,000

34,561,969 36,387,000 36,387,000 36,387,000

12,192,715 12,192,715 12,192,715 12,192,715

4,746,000 4,746,000 4,746,000 4,746,000

51,500,684 53,325,715 53,325,715 53,325,715

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

種市　忠雄

必
要
な
施
策
と
事
業

防犯対策費

事業実施における課題

市民の防犯意識の向上

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】 市民への啓蒙活動の更なる強化を図る

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入
（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 生活安全課長 種市　忠雄記載者　職氏名： 生活安全課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課 金額（Ｈ２５予算） 説　　明

基本方針 2 環境と共生し安心できるまちづくり 5,133,000 0

政策 4 生活安全の確保 人件費計 1.3 人 11,478,089 0

施策 3 消費者保護の充実 　（内正職員） 1.3 人 11,478,089 0

後期計画 47 ページ 　（内非常勤等） 0.0 人 0 0

合　計 16,611,089 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 16,611,089 0

0 心安らぐ生活づくり 503,000 0

展
開

対

重点
プラン

補助金等（国、県、その他）

現
状
と
課
題

消費生活の利便性向上が図られる反面、犯罪手口の高度化・複雑化が進んでいることから、全国的に消費者活動に関するトラブルが増
加しているので正しい消費生活情報の提供や啓発活動の実施とともに、相談体制の充実が望まれる。

レビュー
　
【取組内容】
市民を対象に、広報及び各種研修会・大会において消費者トラブル
の啓発活動や情報提供の取組を実施した。

【成果・結果】
このことにより、市民の消費者トラブルへの関心が高まり、トラブル
防止の軽減が図られた。

【展開】
今後も情報提供を継続し、消費者被害を未然に防ぎ、被害の拡大
防止を図るために更に取組んで行く。

複雑化・多様化する消費生活に対応した情報提供を行い、消費生活に関する相談を適切に処理できる体制づくりに努め消費者被害を未
然に防ぎ、被害の拡大防止を図る。

【誰が対象か？】
①市民・民間施設

民生部　生活安全課 0 0 0 項　　　目

事業費

対
象

手
段

意
図

（
効
果

）

230

230 230

2

4 4

3

2 3

7

9 9

3

8
市民からの相談は、適正・迅速に対応でき目標は達成できたことから、今後も
継続して進める。

消費者相談担当者
県外・県内の研修に積極的に参加し消費者トラブル情報等を入手でき目標は
達成できた。更に、レベルアップするため今後も継続して行う。

4
市窓口での相談適
正処理件数

件 8

2
広報及び研修会等において、トラブル防止のための情報紙を配布し目標値は
達成できたことから、今後も更にトラブル防止のため継続して進める。

3
高齢者を対象とした
情報提供

回 4 4
高齢者対象の各大会及び研修により寸劇及び情報紙を配布し目標は達成で
きた。今後も継続して進める。

2 啓発冊子の配布 回 2

H27：目標値 成果の達成状況

1 消費者相談数 人 250 270
消費者の被害情報を提供したことにより、目標は達成された。今後も継続して
進める。

【対象をどのようにしたいのか？】
①情報紙の配布や民間施設との連携を図り、ポスターの掲示・リフレットの備え置きなどの取組を通じて消費生活の情報提供を図る。
②相談を適切に処理できるよう職員の相談体制をととのえ、消費者の被害防止を図る。
③各情報機関を活用し、市民に対する迅速な最新情報の発信及び、多様化する被害の周知を図る。。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位
参考値
（他団体）

H24：実績値
H25（目標値/
見込値）

H26：目標値

推
進
の
イ
メ
ー

ジ

①市民・民間施設
②市担当職員
③市民

【どのような手段を使うのか？】
①広報誌等を使った被害情報提供。
②各種の専門研修会及び各団体の交流会に参加し相談体制の充実を図る。
③各世帯への啓発冊子等を配布し市民への周知を図る。

3

6 6

ＮＯ
Ｈ２４決算額
（見込）

Ｈ２５予算額
（当初）

Ｈ２６予算額
（見込）

Ｈ２７予算額
（見込）

1 4,070,596 5,133,000 5,133,000 5,133,000

2

3

4

事業名（予算説明） 状況の変化等（制度変更等含む）

消費生活対策費

10

9

8

7

6

5
消費者相談担当者
研修会

回 3 3 達成できた。更に、レベルアップするため今後も継続して行う。関
係
指
標

5

6

7

8

9

10

4,070,596 5,133,000 5,133,000 5,133,000

0 0 0 0

4,070,596 5,133,000 5,133,000 5,133,000

11,478,089 11,478,089 11,478,089 11,478,089

0 0 0 0

15,548,685 16,611,089 16,611,089 16,611,089

250,000 503,000 503,000 503,000

0 0 0 0

（　氏　　名　）

種市　忠雄

歳入
（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 生活安全課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】 相談窓口に専門職（非常勤等）を配置する。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

高度化、複雑化した犯罪手口を防止するため、消費者相談窓口体
制の強化を図る。

必
要
な
施
策
と
事
業

種市　忠雄記載者　職氏名： 生活安全課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

2

環境と共生し安心できるまちづくり

6,409,000 0

政策

5 防災体制の充実 人件費計 1.9 人 13,054,606 0

施策

1 災害への即応体制の整備 　（内正職員） 1.4 人 12,279,406 0

後期計画
49

ページ

　（内非常勤等）

0.5 人 775,200 0

合　計 19,463,606 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 19,463,606 0

○ 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

東日本大震災における対応の検証から、新たな被害想定に基づいた地域防災計画等の策定と、より強固な防災体制の構築が求められ、総務部総務課内に防

災管理室を設置し更なる防災力の向上に努めています。

東日本大震災を契機に市民の防災意識が高まっており、自主防災組織の設置数が増加しており、より実効性のある研修・訓練の実施が求められています。

自然災害はもとより、交通・輸送等に関する災害や原子力関連施設に起因する各種災害、テロなどの武力攻撃等による事態等にも対応できる防災能力の強化

が必要です。

レビュー

【取組内容】

東日本大震災の検証、県が公表した津波浸水想定図を基に、津波

避難計画、津波ハザードマップの策定と、実際の災害を想定した各

種防災訓練等、及び地域防災力の強化のため自主防災組織の設

置数の増加に取り組んだ。

【成果・結果】

津波避難計画、津波ハザードマップは公表している。実際の災害を

想定した各種防災訓練も実施し課題の抽出もすることができた。ま

た、自主防災組織も着実に増加を続けている。

【展開】

津波避難計画、津波ハザードマップを基に地域防災計画の全面改

訂を行う。各種防災訓練により抽出された課題に対応できる体制を

構築し、防災訓練にも組み込んでいく。自主防災組織の増加につい

ても引き続き取り組む。

東日本大震災における対応の検証、また、県により公表された最大規模の津浪浸水想定図に基づいた地域防災計画等の策定を行います。

自然災害、交通・輸送等に関する災害や原子力関連施設に起因する各種災害、テロなどの武力攻撃等をも想定した防災訓練を実施します。

東日本大震災を契機とした市民の防災意識の高まりに伴い、自主防災組織の設置数の増加を図り、より実効性のある研修・訓練を実施します。

災害等についての市民への連絡体制を防災無線だけに依存するのではなく、情報メール等の登録者の増加を図ります。

【誰が対象か？】

①職員

総務部　総務課　防災管理室 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

37.5 40.0

43.0 45.0

1 1

1 1

1,000 1,000

1,523 1,000

2 2

4 2

2 2

2

状況対応訓練等の実施により目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

国・県等の実施する

県図上訓練等の参加により目標値は達成された。

4

市職員に対する防

災訓練の実施(2.5.3

と重複)

回 2

1

総合防災訓練の実施により目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

3

総合防災訓練参加

人数

防災訓練参加人数 人 1,000 1,000

自主防災組織・町内会等の参加により目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

2

総合防災訓練の実

施(2.5.3と重複)

防災訓練実施回数 回

１回以上（災対

法）

1

H27：目標値

成果の達成状況

1

自主防災組織の組

織率

組織されている地域

の世帯数/市世帯数

％ 42.5 45.0

町内会への説明・資料配布等により目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

【対象をどのようにしたいのか？】

①防災対応能力の強化。

②防災対応能力の強化。防災情報の確実な伝達

③

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

ても引き続き取り組む。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①職員

②市民

③

【どのような手段を使うのか？】

①自然災害、その他各種災害、テロ等を想定した防災訓練。

②自主防災組織の設置数の増、及び研修・訓練。情報メール等の登録者の増。

③

2 2

3 2

4 4

4 4

0 10

0 10

4,000 5,000

4,227 5,000

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

26,804,380 16,602,000 21,757,000 16,602,000

2

21,199,500 0 0 0

3

3,674,879 0 0 0

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

災害対策費(総務課)【２・５・２、２・５・３と重複】

特になし。

防災まちづくり推進事業費

市民防災意識向上推進事業費

10

5,600

要望のあった町内会で登録会を開催する等により、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

9

8

情報メール登録人

数

人 5,300

4

市や県で実施した研修・訓練等に参加して頂き、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

7

防災活動に係る補

助事業への申込み

団体数

団体 10 13

平成２５年度新規事業のため平成２４年度実績値はない。

6

自主防災組織に対

する研修・訓練等

研修・訓練回数 回 4

5

国・県等の実施する

防災訓練への参加

(2.5.3と重複)

回 2 2

県図上訓練等の参加により目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

51,678,759 16,602,000 21,757,000 16,602,000

26,533,930 10,193,000 15,348,000 10,193,000

25,144,829 6,409,000 6,409,000 6,409,000

12,279,406 12,279,406 12,279,406 12,279,406

775,200 775,200 775,200 775,200

38,199,435 19,463,606 19,463,606 19,463,606

18,638,625 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

佐　々　木　　亮

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 総務課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

自主防災組織を設立していない町内会には、今まで以上に組織に

対する理解を深めてもらうことが必要となる。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

東日本大震災後、自主防災組織の組織率が順調に増加してきた

が、徐々に増加率が減少するものと思われる。

必

要

な

施

策

と

事

業

佐　々　木　　亮記載者　職氏名： 総務課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

2

環境と共生し安心できるまちづくり

26,357,000 0

政策

5 防災体制の充実 人件費計 2.0 人 13,849,541 0

施策

2 防災設備・施設等の充実 　（内正職員） 1.5 人 13,074,341 0

後期計画
49

ページ

　（内非常勤等）

0.5 人 775,200 0

合　計 40,206,541 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 10,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 40,196,541 0

○ 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

総務部　総務課　防災管理室 建設部　都市整備課 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

東日本大震災における対応の検証から、新たな被害想定に基づいた地域防災計画等の策定と、より強固な防災体制の構築が求めら

れ、総務部総務課内に防災管理室を設置し更なる防災力の向上に努めています。

各種災害による被害を最小限度に抑えるため、停電等に対応した連絡網の整備や発電機等の確保、また避難所で消費される食料や水

等の備蓄が必要です。

レビュー

【取組内容】

停電時でも使用できるＭＣＡ無線機による災害時の連絡網の構築に

取り組んだ。避難所用の発電機等の確保、及び避難者用の非常食

等の備蓄に取り組んだ。北部地区避難所の事業化に向け取り組ん

だ。土砂災害警戒区域に指定された急傾斜地の整備促進要望を県

に対して行った。

【成果・結果】

ＭＣＡ無線機の購入計画を策定し、平成２４年度分を購入した。避難

所用の発電機等のリース契約は締結済み、さらに発電機２０台を購

入、及び避難者用の非常食等の購入計画を策定し計画どおり備蓄

を行った。北部地区避難所の基本計画を策定した。土砂災害警戒

区域に指定された急傾斜地の整備促進要望を県に対して行い、計

画どおり事業が進捗した。

【展開】

停電時でも使用できるMCA無線機を購入し、災害時の連絡網を構築できるようにします。

避難所用の発電機、照明設備、暖房器具等をリース契約、購入等により確保します。

避難者用の非常食・飲料水等の備蓄を進めます。

市北部地区避難所の設置を進めます。

土砂災害警戒区域に指定された急傾斜地について整備促進要望を行います。

【誰が対象か？】

①災害対策本部、避難所
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

23 23

24 40

27 28

27 29

4,200 8,400

7,500 11,700

300 2,400

348 2,448

4 5

【展開】

ＭＣＡ無線機の購入計画に基づき、平成２５年度分の購入を行う。

避難所用の発電機等の確保、及び避難者用の非常食等の購入計

画に基づき備蓄を進める。北部地区避難所の事業化に向け関係機

関と協議を行う。土砂災害警戒区域に指定された急傾斜地の整備

促進要望を県に対して継続して行う。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①災害対策本部、避難所

②避難者

③青森県

【どのような手段を使うのか？】

①MCA無線機の購入。

②発電機等の確保。非常食等の備蓄。

③事業拡大要望。

【対象をどのようにしたいのか？】

①停電時の連絡網の構築。

②避難所生活に最低限必要な物品の確保。

③急傾斜地の崩壊防止による、対象民家等の安全・安心の確保。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

MCA無線機購入台

数

台 44

購入計画を策定し計画に基づき購入し、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

2

災害時協力協定の

締結件数

件 29 30

種々の機関と打合せを行い、合意に至った機関から協定の締結を行い、目標

値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

3

保存食の備蓄数量

(2.5.3と重複)

食 12,600 16,800

購入計画を策定し計画に基づき購入し、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

4

保存水の備蓄数量

(2.5.3と重複)

ℓ 4,500 6,600

購入計画を策定し計画に基づき購入し、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

土砂災害警戒区域

県に対し事業要望を行い要望どおり事業が進み、目標値は達成された。

4 5

4 5

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

26,804,380 16,602,000 21,757,000 16,602,000

2

5,929,018 3,773,000 3,773,000 3,773,000

3

724,500 6,825,000 1,000,000 1,000,000

4

0 4,377,000 0 0

関

係

指

標

5

土砂災害警戒区域

の急傾斜地整備箇

所数

箇所 5 5

県に対し事業要望を行い要望どおり事業が進み、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

6

7

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

災害対策費(総務課)【２・５・１、２・５・３と重複】

特になし。

防災行政用広報無線放送施設管理費(総務課)

防災行政用広報無線放送施設整備事業(総務課)

防災車両購入事業（総務課）4

5

1,732,500 0 0 0

6

2,000,000 4,400,000 4,400,000 4,400,000

7

8

9

10

37,190,398 35,977,000 30,930,000 25,775,000

3,914,785 9,620,000 9,620,000 9,620,000

33,275,613 26,357,000 21,310,000 16,155,000

13,074,341 13,074,341 13,074,341 13,074,341

775,200 775,200 775,200 775,200

47,125,154 40,206,541 35,159,541 30,004,541

660,000 0 0 0

11,992,462 10,000 10,000 10,000

（　氏　　名　）

佐　々　木　　亮

必

要

な

施

策

と

事

業

防災車両購入事業（総務課）

避難所整備事業（総務課）

急傾斜地崩壊対策事業（都市整備課） 事業実施における課題

保存食、保存水等を全数量格納できる防災倉庫が無い。

　急傾斜地崩壊対策事業は、県営事業として施工した工事費の一

部を市が負担し、計画的に事業を進めているが、未整備箇所は依

然として残されており、今後も継続して事業を進める必要がある。

　また、急傾斜地のほとんどが民有地となっていることから、地権者

との調整に時間を要している。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

(仮称)国際交流スポーツセンターに防災倉庫が併設される予定だ

が、その完成に合わせ購入数量を調整している。

今後も、計画的かつ着実な整備を進めるため、県への要望を継続し

ていく。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 総務課長 佐　々　木　　亮記載者　職氏名： 総務課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

2

環境と共生し安心できるまちづくり

886,127,110 0

政策

5 防災体制の充実 人件費計 6.2 人 52,013,895 0

施策

3

発災時及び復旧・復興への対応

　（内正職員） 6.2 人 52,013,895 0

後期計画
49

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 938,141,005 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 333,634,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 604,507,005 0

○ 心安らぐ生活づくり 430,682,999 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

三沢市における種々の災害に対応して迅速で的確な対応をするために、災害対策本部等を適切な時期に組織することが重要です。

他市町村等の被害状況の把握。

東日本大震災で被災した漁民厚生施設、漁民研修施設等については、漁業地域の復興や防災・減災の観点からの早期復旧が求められ

ています。

東日本大震災における被災者が住宅を建設、購入又は補修により住宅再建する為の資金の負担軽減を図ることにより住宅再建の促進

及び既債務のある被災者の二重ローン対策に努めています。

レビュー

【取組内容】

災害対策本部の迅速な立ち上げのため庁内連絡網の整備・確認、

及び、県総合防災システムの習熟に取り組んだ。東日本大震災で

被災した漁民厚生施設等についての早期復旧に取り組んだ。東日

本大震災の被災者の住宅再建等の資金の負担軽減に取り組んだ。

【成果・結果】

庁内連絡網の平成２４年度版の整備・確認を行い、県総合防災シス

テムを利用した訓練等にも積極的に参加した。民厚生施設等につい

ては、復興交付金事業での採択を受け、事業に着手することができ

た。被災者の住宅再建等の資金の負担軽減により早期復興が図ら

れた。

【展開】

庁内連絡網の整備・確認、県総合防災システムの習熟には引き続

き取り組む。漁民厚生施設等の復旧については、平成２５年度での

いつ起こるか分からない種々の災害に対し、災害対策本部等の組織を迅速に立ち上げるため、連絡網の整備・確認を行います。

県総合防災システムを利用し、他市町村の被害状況を把握し、人的・物的な支援を行うことができます。

他地域における災害に対しての物的支援のほか、被災地への派遣支援を行うための、各部各課内での協力体制が適時行えるような組

織、人材づくりを行います。

被害を受けた三沢漁港の各種施設は、津波対策を考慮し、漁業地域の振興につながる施設として復興を目指します。

東日本大震災における被災者が住宅を建設、購入又は補修により住宅再建する為の資金の負担軽減を図るための支援体制に努めま

す。

【誰が対象か？】

①災害対策本部員等

総務部　総務課　防災管理室 経済部　水産振興課 民生部　生活安全課 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

1 1

1 1

5.9 100.0

5.9 100.0

0.0 100.0

0.0 100.0

1.3 100.0

1.3 41.5

1.1 100.0

実施設計業務を発注したことにより目標値は達成された。

用地取得が難航したことにより設計業務が遅延しているが、今後は工事の工

程を調整し、施設の早期復旧を図る

漁民厚生施設復興

実施設計業務を発注したことにより目標値は達成された。

4

漁民研修施設等復

興整備事業におけ

る復旧率

復旧額/復旧計画額 ％

用地取得は難航したが、予定通り実施できており、目標値は達成された。

3

漁業用無線施設災

害復旧支援事業に

おける復旧率

復旧額/復旧計画額 ％

交付申請まで実施し、予定通り事業実施できており、目標値は達成された。

今後は年度内完了に向けて調整を続ける。

2

漁港内施設災害復

旧事業における復

旧率

復旧額/復旧計画額 ％

H27：目標値

成果の達成状況

1

県総合防災システ

ムの継続運用

件 1 1

負担金により適切な維持管理が行われ、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

【対象をどのようにしたいのか？】

①種々の災害に対し迅速で的確な対応ができる。

②津波対策を考慮し、より安全性の高い施設を早期復旧し、漁業地域の振興を図る。

③被災者の住宅再建等の早期復興を図る。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

き取り組む。漁民厚生施設等の復旧については、平成２５年度での

完成を目指す。被災者の住宅再建等の資金の負担軽減に引き続き

取り組む。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①災害対策本部員等

②漁業者、漁業関係団体

③東日本大震災による被災者

【どのような手段を使うのか？】

①連絡網の整備・確認による迅速な災害対策本部等の立上げ。

②各関係機関への円滑な調整を行い、施設の早期復旧を図る。

③各被災者に個別に復興支援の案内及び調査を行う。

1.1 100.0

1.1 82.6

1.3 100.0

1.3 100.0

1 1

1 1

2 2

4 2

2 2

3 2

4,200 8,400

7,500 11,700

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

26,804,380 16,602,000 21,757,000 16,602,000

2

4,929,750 79,630,000

3

26,822,000

4

6,690,000 539,098,000

16,800

購入計画を策定し計画に基づき購入し、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

災害対策費(総務課)【２・５・１、２・５・２と重複】

特になし。

漁港内施設災害復旧事業（用地取得、補償、測量調査等）

漁業用無線施設災害復旧支援事業（総務課）

漁民研修施設等復興整備事業（水産振興課）

10

保存食の備蓄数量

(2.5.2と重複)

食 12,600

2

状況対応訓練等の実施により目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

9

国・県等の実施する

防災訓練への参加

(2.5.1と重複)

回 2 2

県図上訓練等の参加により目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

8

市職員に対する防

災訓練の実施(2.5.1

と重複)

回 2

実施設計及び工事予定通り事業実施できており、目標値は達成された。今後

は年度内供用開始に向けて調整を続ける。

7

総合防災訓練の実

施(2.5.1と重複)

防災訓練実施回数 回

１回以上（災対

法）

1 1

総合防災訓練の実施により目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

6

漁港環境施設復興

整備事業における

復旧率

復旧額/復旧計画額 ％

5

漁民厚生施設復興

整備事業における

復旧率

復旧額/復旧計画額 ％

実施設計業務を発注したことにより目標値は達成された。

用地取得が難航したことにより設計業務が遅延しているが、今後は工事の工

程を調整し、施設の早期復旧を図る

関

係

指

標

4

5

885,000 81,247,000

6

245,000 18,686,000

7

323,307,495 111,111,110

8

3,835,598 16,788,000 16,788,000 16,788,000

9

230,000 7,170,000 7,170,000 7,170,000

10

0 2,364,000 26,000,000

366,927,223 899,518,110 71,715,000 40,560,000

23,160,045 13,391,000 18,546,000 13,391,000

343,767,178 886,127,110 53,169,000 27,169,000

52,013,895 52,013,895 35,531,700 23,751,113

0 0 0 0

395,781,073 938,141,005 88,700,700 50,920,113

311,406,754 430,682,999 16,788,000 16,788,000

11,490,750 333,634,000 0 0

（　氏　　名　）

佐　々　木　　亮

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 総務課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

(仮称)国際交流スポーツセンターに防災倉庫が併設される予定だ

が、その完成に合わせ購入数量を調整している。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

漁民厚生施設復興整備事業（水産振興課）

漁港環境施設復興整備事業（屋外トイレ）（水産振興課） 事業実施における課題

未来を拓く漁船漁業復興事業（水産振興課）

保存食、保存水等を全数量格納できる防災倉庫が無い。

被災者住宅再建支援事業費（生活安全課）

災害救助費（生活安全課）

津波の碑建設事業費（生活安全課）

必

要

な

施

策

と

事

業

漁民研修施設等復興整備事業（水産振興課）

佐　々　木　　亮記載者　職氏名： 総務課長
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担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

2

環境と共生し安心できるまちづくり

260,196,000 0

政策

6 消防・救急体制の充実 人件費計 80.0 人 667,059,536 0

施策

1 消防体制の充実 　（内正職員） 79.0 人 666,090,536 0

後期計画
51

ページ
　（内非常勤等）

1.0 人 969,000 0

合　計 927,255,536 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 1,460,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 925,795,536 0

○ 心安らぐ生活づくり 448,867,000 0

消防本部　管理課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

■ 救助工作車、化学消防ポンプ自動車、高規格救急自動車、はしご車等の消防本部車両の更新・整備、消防団車両の消防ポンプ自動車、小型動力ポンプ付積載

車等の計画的な更新整備を行い、機動力の向上に努めています。

■ 消防救急無線デジタル化の整備を計画的に行うとともに、上十三地域消防指令業務共同運用についての調整・検討を進めています。

■ 防火水槽・消火栓などの消防水利の整備を計画的に行うとともに、消防訓練施設の整備を行い、消防隊及び消防団員の育成・強化に努めています。

（課題）

■ 複雑・多様化・大規模化する災害に対処するために、消防・救急体制の強化と充実が求められています。

■ 電波法の改正により、消防救急無線は、平成28年5月31日までにデジタル化への移行を行う必要があることから、県及び各消防本部は当該期限までにデジタル

化の対応を行う必要があります。

■ 通信指令システムが更新時期であり、上十三地域消防指令業務共同運用も含め、県及び各消防本部の効率的かつ効果的な通信指令体制の整備が求められて

います。

■ 大規模災害時における体制強化が求められており、近隣市町村との相互応援協定に基づく防災体制の充実を図る必要があります。

レビュー

【取組内容】

   全国的に地震、風水害に加え危険物施設等火災など複雑・大規模な災害が

発生していることから、強固な消防部隊の養成と機動力の整備及び効率的かつ

効果的な通信指令体制の構築に向け整備中である。

　

【成果・結果】

（防災体制の充実について）

   消防本部及び消防団も計画的に更新整備が実施され、機動力の向上が図ら

れた。消防水利の整備も計画的に整備し、消火活動に万全を期するとともに、

平成２０年度に整備した訓練施設により、消防隊、消防団員の育成・強化が図ら

れている。

（消防指令業務共同運用の整備及び消防救急無線デジタル化整備について）

　平成２５年３月の協議会設置調印式を経て、平成２５年度から開始される上十

三地域４消防本部消防通信指令事務協議会設置に至り、平成２８年度の指令

センター運用開始に向け始動することができた。

● 消防車両の更新、消防活動に必要な資機材・装備を計画的に整備することで、消防力の強化を図ることができるため、平成２５年度は、整備後２０年を経過し老

朽化した水槽付ポンプ自動車1台を更新整備します。

●火災等に対応するための消防水利を充実させるため、平成２５年度は、5基以上の消火栓を設置します。

展

開

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

センター運用開始に向け始動することができた。

【展開】

   市街地の現状及び消防体制を見据えながら、活用可能な財源確保に積極に

取り組み、計画的に消防車両の更新整備、消防活動を充実させる資器材・装備

の整備、火災等に対応するための消防水利の整備、消防救急デジタル無線の

整備及び消防指令業務共同運用の整備による通信指令体制の災害対応力強

化により、地域住民サービス向上を図る。

　大規模災害や特殊災害に対応するための広域的な相互応援体制について

は、消防相互応援協定の見直しなど関係市町村と協議し計画的に整備し、強

化・充実を図るとともに、計画的な教育訓練の実施などにより消防技術力の強

化を図る。

　消防団の資器材等の計画的整備、計画的な教育訓練の実施により消防力の

強化に努めるとともに、広報活動等の充実により消防団員の加入促進を図る。

●火災等に対応するための消防水利を充実させるため、平成２５年度は、5基以上の消火栓を設置します。

●平成２８年度運用開始予定の共同指令センターによる通信指令体制の整備により、住民サービスの向上、災害対応能力の充実及び大規模災害時における消防

活動体勢の強化を図るため、平成２５年度から、上十三地域４消防本部消防通信指令事務協議会（仮称）を発足し、共同指令センター整備に向けた庁舎改修設計

や高機能指令施設、消防救急デジタル無線化の設計を行います。

● 複雑・多様化、大規模化する災害に適切に対応できる高度な訓練を毎年計画し、消防技術の向上を図ります。

● 相互応援協定の見直しを行います。

● 消防団の資機材等の整備に努めるとともに、計画的な教育訓練の実施などにより消防力の強化を図るため、平成２５年度は、整備後２３年を経過し老朽化した消

防ポンプ自動車１台と消防団員用防火服の更新整備、救命胴衣を新規整備し、消防団全分団による送水訓練や、消防職員指導による消防ポンプや資機材等の取

扱い訓練を実施します。

● 広報活動等の充実により、消防団員定数の３２０名を目標に消防団員の加入促進を図ります。

推

進

の
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ジ

【誰が対象か？】

①市民

②市民を含めた上十三地域住民

③消防署員及び消防団員

【どのような手段を使うのか？】

①消防装備整備基本計画を基に策定した５ヶ年計画を目標に、最新の資機材や老朽化した車両等の整備を行い、多種多様化する災害

に対応できるよう各種訓練を年間計画に基づき実施し、各種災害に対応できる消防力の充実と強化を図る。

②平成２８年度の上十三地域共同指令センター運用開始に向け、上十三地域４消防本部で構成された協議会において、上十三地域住

民が安心して生活できるよう高機能消防指令施設及び消防救急デジタル無線施設の検討や運用方法について協議する。

③市街地構造の変遷に伴い、市内全域の消防水利の配置状況を精査するとともに計画的に毎年５基以上設置する。

【対象をどのようにしたいのか？】

①消防の信頼度を得ることで、市民が安心に生活できるように努める。

②共同指令センター整備による通信指令施設と消防救急無線デジタル化整備に係る経費の削減、共同指令センター整備による災害対

応力強化により、地域住民サービス向上が図れる。

③市内において、火災発生場所の近くで、水利を確保することで、消火活動を円滑に遂行することが可能となる。

73.49

72.6 73.50

100.0

100.0 100.0

100.0

112.0 100.0

100.0

99.0 99.0

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

64,391,879 51,305,000 51,305,000 51,305,000

2

2,362,500 0 7,000,000 15,000,000

3

11,010,000 6,180,000 10,569,000 2,205,000

4

0 61,806,000

5

31,730,828 33,409,000 31,947,000 32,207,000

6

6,510,000 7,352,000 5,500,000 5,500,000

関

係

指

標

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

消防水利の充足率

消防水利の充足率=

現有数/基準数×

100

（小数点第２以下を

％ 74.35 75.22

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

2

消防車両の充足率

消防車両の充足率

＝現有数／基準数

×100

％ 100.0 100.0

更新整備計画により不足なく充足率を達成できた。

3

活動訓練実施率

訓練実施率＝実績

回数／計画回数×１

００

（小数点第２以下を

％ 100.0 100.0

年間訓練計画どおりに実施できた。

4

消防団員数の充足

率

充足率＝在籍数／

条例定数（320名）×

100

（小数点第２以下を

％

県内の充足率

(H24）91.2%

100.0 100.0

目標達成のため、引き続き勧誘を行う必要がある。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

常備消防費（H２４年度は【２・６・２，２・６・３と重複】）

消防施設整備事業

消防設備整備事業

消防庁舎発電システム設置事業

非常備消防費

消防屯所整備事業 事業実施における課題

　消防車両等の整備には多額の経費を要することから、財源の確保

7

8,883,000

8

494,000

9

6,662,000

10

68,060,000

11

17,014,000 18,000,000

12

4,000,000

13

5,000,000

14

11,229,060

15

22,445

16

9,336,600

136,593,312 261,165,000 110,321,000 129,217,000

17,152,869 969,000 969,000 969,000

119,440,443 260,196,000 109,352,000 128,248,000

660,090,239 666,090,536 666,090,536 666,090,536

2,523,000 969,000 969,000 969,000

782,053,682 927,255,536 776,411,536 795,307,536

320,197,750 448,867,000 274,566,000 290,766,000

1,999,809 1,460,000 1,460,000 1,460,000

（　氏　　名　）

必

要

な

施

策

と

事

業

消防団備品整備事業

消防指令事務協議会運営費

消防通信指令施設等整備事業

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

　防衛省のみならず、総務省、通産省等、多方面にわたる補助、交

付金の活用を検討する。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

消防ポンプ自動車整備事業

消防団指揮車整備事業

広報車備事業

小型動力ポンプ付積載車整備事業

消防備品整備事業

　消防車両等の整備には多額の経費を要することから、財源の確保

が必要である。

消防救急デジタル無線整備事業

水槽付消防ポンプ自動車整備事業

（　氏　　名　）

山内　修一

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 管理課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

2

環境と共生し安心できるまちづくり

1,636,000 0

政策

6 消防・救急体制の充実 人件費計 12.0 人

100,753,445

0

施策

2 火災予防の充実 　（内正職員） 12.0 人 100,753,445 0

後期計画
51

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 102,389,445 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 102,389,445 0

○ 心安らぐ生活づくり 40,000,000 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

■住宅用火災警報器の設置促進に努め、設置率の向上が図られています。

■各種防火協力団体の育成強化及び結成促進に努めています。

（課題）

■火災の予防及び軽減を図るには、市民の防火思想の向上が不可欠であり、継続的な啓発活動が必要となっています。

■住宅火災発生時の早期避難や被害軽減のため、住宅用火災警報器の設置率向上に向けた継続的な取り組みが求められています。

レビュー

【取組内容】

火災予防について、広報媒体を活用し広報活動を継続している。

住宅用火災警報器未設置住宅への設置促進活動を実施した。ま

た、寄贈事業等を活用し一人暮らしの高齢者宅へ住宅用火災警報

器を設置した。

【成果・結果】

住宅用火災警報器の設置率は平成２５年５月現在で７４．３％と２％

以上上がっており成果として出ている。

また、防火対象物及び危険物施設の査察、訓練等を実施したことに

より当該施設から火災・事故等は発生していない。

【展開】

住宅火災の増加に伴い、火災件数減少に向けた広報活動を実施

●広報みさわやケーブルテレビ等各種広報媒体を活用し、火災発生の減少に向けた広報活動を実施します。

●自主防災組織や事業所等に防火訓練等の指導を行い、防火意識の高揚を図ります。

●建築物における消火器等の管理状況を検査し、火災予防に努めます。

●住宅用火災警報器の設置を促進します。

【誰が対象か？】

①市民

消防本部　予防課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

78.0

72.1 78.0

500

420 500

200

204 200

4

500

消防検査・立入検査数は平成２５年６月現在で１１５件であるが、年度計画に

より目標値は達成できる見込みである。

3

消防訓練実施数 消防訓練実施数 件 200 200

消防訓練実施数は平成２５年６月現在で１３３件であり、目標値は達成できる

見込みである。

2

消防設備・危険物

検査実施数

消防設備・危険物検

査実施数

件 500

H27：目標値

成果の達成状況

1

住宅用火災警報器

の設置率

設置世帯数／全世

帯数

％ 県平均76.0% 82.0 86.0

住宅用火災警報器未設置世帯への戸別訪問よる設置促進活動を実施。寄

贈事業を活用し、一人暮らし高齢者１００世帯へ住宅用火災警報器を設置し

た。平成２５年５月現在で74.3%と2%以上上がっている。

【対象をどのようにしたいのか？】

①火災の予防及び軽減を図る。

②設置率の向上を図る。

③消防用設備等の法令適合による安全確保を図る。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

住宅火災の増加に伴い、火災件数減少に向けた広報活動を実施

し、併せて住宅用火災警報器の設置率向上を目指す。

防火対象物及び危険物施設については、引き続き査察・訓練等を

積極的に実施し火災等の予防を推進する。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市民

②住宅火災警報器未設置世帯

③店舗等の建築物

【どのような手段を使うのか？】

①広報みさわやケーブルテレビ等各種広報媒体を活用し、火災の予防及び防火思想の高揚を図るべく、継続的な啓発活動を実施す

る。

②住宅用火災警報器未設置住宅への設置促進活動及び寄贈事業等を活用した高齢者宅への設置活動を継続して実施する。

③職員による消防設備検査、防火訓練等の指導を実施する。

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

1,636,000 1,700,000 1,700,000

2

64,391,879 0 0 0

3

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

火災予防対策費

常備消防費【２・６・１、２・６・３と重複】

10

9

8

7

6

5

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

64,391,879 1,636,000 1,700,000 1,700,000

57,079,912 0 0 0

7,311,967 1,636,000 1,700,000 1,700,000

100,753,445 100,753,445 100,753,445 100,753,445

0 0 0 0

108,065,412 102,389,445 102,453,445 102,453,445

40,526,500 40,000,000 36,000,000 36,000,000

2,000,000 0 0 0

（　氏　　名　）

小比類巻　正喜

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 予防課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

　不在対策については、夜間・休日等在宅している時間帯に調査を

実施する。

　従来実施している、広報媒体を活用した広報活動や寄贈事業を活

用した高齢者宅設置事業を継続し、消防訓練時や普通救命講習等

各種講習会を活用し積極的に設置促進活動を展開し、かつ、アパー

ト等の所有者・管理者に対し、住宅火災警報器の設置について指導

する。

　また、全国での地域力を活かした先進的な取組み事例等も参考に

し、今後の設置促進活動について検討する。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

　住宅用火災警報器の設置については、全戸調査を実施している

が、共働き等で不在のため調査未実施の世帯が約２０００世帯あ

る。また、未設置世帯の戸別指導においても同様の場合があり苦慮

している。

　設置率については、微増しているものの目標値をクリアするには、

新たな取組みが必要である。

必

要

な

施

策

と

事

業

小比類巻　正喜記載者　職氏名： 予防課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

2

環境と共生し安心できるまちづくり

6,411,000 0

政策

6 消防・救急体制の充実 人件費計 18.0 人 145,672,292 0

施策

3 救急体制の充実 　（内正職員） 18.0 人 145,672,292 0

後期計画
51

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 152,083,292 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 152,083,292 0

○ 心安らぐ生活づくり 60,000,000 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

■ 救急救命士の新規養成をするとともに、気管挿管、薬剤投与などの高度な救命処置ができる救急救命士の育成を計画的に行い、救

急体制の充実強化に努めています。

■ 市民に対する救急救命講習会を実施し、救命措置に関する知識・技術の普及に努めています。

（課題）

■ 道路などの都市インフラ整備の進展に伴う救急体制の検討が必要です。

■ 救急救命士の新規養成や気管挿管実習、薬剤投与追加講習などによる高度な救急技術の習得及び救急救命講習会の開催により市

民レベルでの救急救命技術の普及啓発が必要です。

レビュー

【取組内容】

　　救急体制の充実強化には、救急隊員の資質向上及び救急現場

における市民の協力が不可欠であることから、救急救命士の養成

及び救急救命講習会を開催し、それぞれの役割のもと、行政、市民

が一体となった取り組みを行った。

【成果・結果】

（救急救命士の育成について）

　　救急体制の充実強化のため、救急救命士の新規養成をするとと

もに、気管挿管、薬剤投与などの高度な救命処置ができる救急救

命士の育成を計画的に行い、平成24年度は救急救命士新規養成１

名、薬剤投与追加講習３名、気管挿管講習３名を養成し充実強化を

図った。

●道路などの都市インフラ整備の進展に伴い、これらに対応する救急体制の検討をおこないます。

●計画的な救急救命士の養成や気管挿管・薬剤投与などの高度な救急技術の習得体制を構築し、救急体制の充実・強化を図ります。

●救急用資機材の整備や医療機関等との連携強化を図り、的確で迅速な救急体制の整備に努めます。

●救急救命講習会を実施し、救命に関する知識の普及に努めます。

【誰が対象か？】

①市民

消防本部　管理課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

19000

17682 19000

20

19 18

12

8 12

3

3 4

8

3

年間計画どおり実施された。

通報から現場に到着

全国平均

継続して時間短縮に努める。

4

八戸・上十三地域メ

ディカルコントロー

ル協議会　　　　　救

急活動症例検討会

４ヶ月×１回 回 3

22

救命士の昇任と、諸事情による異動があったため２名の減となった。

3

三沢市立三沢病院

との医療検討会

１２ヶ月×１回 回 12 12

年間計画どおり実施された。

2

救急救命士の配置

人数

救急救命士配置人

数

人 21

H27：目標値

成果の達成状況

1

救急救命講習会の

受講者数

救命講習受講者数 人 20000 21000

順調に推移しているため、継続して実施していく。

【対象をどのようにしたいのか？】

①到着時間の短縮により、救命率の向上を図る。

②応急手当に関する知識と技術を習得してもらう。

③救急救命士の養成を推進させ、救急車への救急救命士３名乗車体制を確立する。

④医師・看護師との連携強化及び救急処置に必要な知識・技術の向上を図る。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

（救命講習会について）

 　市民に対する救急救命講習会を57回実施し、延べ1,457人に対し

救命措置に関する知識・技術の普及に努めた。

【展開】

救急救命士の養成を継続し、救急救命士の充実を図るとともに、救

急用資器材の整備、地域医療機関と連携した救急体制の強化、救

急講習会を通じた救急法の習得促進を図り、救命救急に関する市

民意識の向上を目指すとともに、道路などの都市インフラの整備進

展に伴う救急体制対応を検討する。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市民

②市民

③消防職員

④消防職員（救命士・救急隊員）

【どのような手段を使うのか？】

①道路の整備に伴う救急体制の検討を行う。

②救急隊員による救急救命講習会を実施する。

③計画的に毎年救急救命研修所及び医療機関等で研修を実施する。

④医師・看護師と医療検討会を実施する。

8

8.5 8

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

0 6,411,000 5,221,000 5,221,000

2

64,391,879 0 0 0

3

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

救急体制整備費

常備消防費【２・６・１、２・６・２と重複】

10

9

8

7

6

5

現場到着所要時間

通報から現場に到着

するまでに要した時

間

分

全国平均

（H23)     8.2分

8 8

継続して時間短縮に努める。

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

64,391,879 6,411,000 5,221,000 5,221,000

57,173,173 0 0 0

7,218,706 6,411,000 5,221,000 5,221,000

145,672,292 145,672,292 145,672,292 145,672,292

0 0 0 0

152,890,998 152,083,292 150,893,292 150,893,292

60,789,750 60,000,000 54,000,000 54,000,000

0 0 0 0

（　氏　　名　）

山内　修一

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 管理課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

　救急救命士の処置範囲拡大に伴う、追加研修等については、救

命率の向上の観点から受講を継続するが、研修期間中における人

員の確保については、「退職者再任用制度」等の活用を視野にいれ

ながら、今後、検討する。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

　救急救命士の処置範囲が徐々に拡大されてきていることから、こ

れに伴う、資格取得の為に追加の研修・実習が必要となり、研修等

派遣中における人員の確保が厳しくなってきている。

必

要

な

施

策

と

事

業

山内　修一記載者　職氏名： 管理課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

3
豊かな心と体を育むまちづくり

65,328,000 国際交流推進事業とセンター管理費の合算額

政策

1 国際化の推進 人件費計 5.4 人 30,261,715 職員4名と非常勤職員2名の合算額

施策

1 国際交流の推進 　（内正職員） 3.4 人 27,112,715 課長、課長補佐、主事、技能技師の4名

後期計画
55

ページ

　（内非常勤等）

2.0 人 3,149,000 宿泊及び貸室受付1名、外国人対応1名

合　計 95,589,715 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 5,699,000 研修室貸出し及び宿泊利用料金等

0 人が行き交う街づくり 差　引 89,890,715 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

■米軍基地を抱える三沢市では、基地内で日本文化を紹介するイベント「ジャパンデー」や市内中心街で米国文化を紹介する「アメリカンデ―」等、イベントを通じた相互交流を実施し、周辺市

町村をも巻き込む大きなイベントとして市民から好評を博しています。

■米軍三沢基地に新たに赴任してきた外国人へ、日本文化や地域の文化を紹介し、日本でのマナーや文化を深めていただき、国際理解のもと平和なまちづくりを推進しています。

■姉妹都市関係を締結している米国ワシントン州ウェナッチ市及び東ウェナッチ市とはそれぞれ30年以上、10年以上と交流が続いており、学生を含む両国市民同士が相互ホームステイを実施

するなど、長年にわたり米国（姉妹都市）との良好な関係が築かれています。

他方、アジア圏では民間交流を契機に、第五中学校と台湾台北市天母国民中学が姉妹校を締結し、10年以上にわたり相互ホームスティを実施するなど良好な交流が続けられています。しか

し、近年は少子化に伴い、第五中学校においても生徒数が減少しており、今後の存続に影を落としていることから、国際交流の良さを伝えるべく市民や他中学校への波及が求められています。

■市内及び近隣に居住する外国人の方へ、イベント情報や生活情報を広報紙（City News)や電子メディアを通じ積極的に発信しています。

■三沢市国際交流教育センターを国際交流の拠点として、語学教育講座やミニイベントを年間を通じ数多く開催しています。

■国際的な雰囲気が味わえる街づくりとしてアメリカ村を整備してきましたが、今後も市民ニーズを取り入れた観光・商業及び都市整備部門等を巻き込む地域の活性化や国際化に向けた意識

改革を必要としています。

レビュー

■【取組内容】　国内事業として、国際交流センターにて語学講座を

開催すると共に、一年を通じた大小様々な国際イベントを断続的に

展開している。海外事業については、30年来の姉妹都市交流を引き

続き行い友好を深めている。また、三沢基地関連としては、当市に

赴任する米軍家族等に日本文化の紹介を行い、地域における共生

のための意識づけを行った。

■【成果・結果】国内事業の要である語学講座は、予定を上回る参

加者があり好評を博している。また、国際交流イベントも人気は高

く、当市の地域振興の一翼を担っている。海外事業の姉妹都市交流

ホームステイ事業は、定員を上回る応募があり、海外体験型教育へ

の関心度の高さをうかがわせている。

■【展開】国内における語学講座や国際交流イベントの機会を数多

●米軍基地との交流では、異文化体験の機会を積極的に提供し、今後とも国際的で平和なまちづくりを展開します。

●市内の国際交流団体の活動を支援すると共に、周辺市町村で活動している国際交流団体と連携し、時代のニーズに適した国際交流（語学・イベント・海外交流）事業を展開します。

●市の国際的要素を醸成させるため、観光、商業及び都市整備部門との連携を密にし、国際的な街の発展を目指します。

●外国の文化を理解すると共に、自国の文化を紹介し、多文化共生のもと国際的感覚を有した人材を育成します。

●姉妹都市関係にある米国ワシントン州ウェナッチ市及び東ウェナッチ市と、今後とも良好かつ効果的な交流を実施し、市民誰もが参加し国際交流を体験できるように活発に事業を展開しま

す。

●第五中学校と台湾台北市天母国民中学とで行っている海外交流事業を支援すると共に、関連交流団体やボランティア団体の支援を図ります。

●地域特性を十分に発揮できる人材育成として、地域に居住する外国人の方々と連携した実践的な語学教育、国際理解を深めるための機会の提供、基地内大学入学への支援のほか、姉妹

都市ウェナッチバレー大学への留学支援を積極的に図ります。

【誰が対象か？】

①市民

政策財政部　国際交流課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

17

17 17

1630

1832 1630

4

4 4

14

18 22

16

15

広報誌への掲載とポスターの掲示により周知を図り、目標値を上回る参加応

募があり目標は達成された。

姉妹都市交流によ

姉妹都市委員

来訪者の希望と受入者の希望をすり合わせ、目標値を達成することができ

4

海外渡航事業によ

る渡航者数

2年度毎に1人増 人

姉妹都市委員

会

15

1740

広報誌やインターネットを通じた周知により参加者の増加を計画、目標値は

達成された。

3

国際交流イベント提

供回数

2年度毎に1回増 回

みさわ国際交

流協会

5 5

国際交流団体の協力のもと、目標値は達成された。

2

語学講座参加者人

数

15％増 人

みさわ国際交

流協会

1680

H27：目標値

成果の達成状況

1

語学講座受講機会

提供回数

前年度+1回 回

みさわ国際交

流協会

18 19

みさわ国際交流協会との協同により目標値は達成された。

【対象をどのようにしたいのか？】

①市民が主体となる体験型交流を進め、多様な文化体験のもと国際相互理解を市民に広めたい。

②日本人、外国人双方の友好親善と相互理解を促進し、ひいては地域の産業・経済の活性化につなげたい。

③世界の枠組みの中の一つとして日本があるということを異文化体験や交流等をもって認識していただき、新たな自己発見や意識改

革のもと、個人はもとより街並み風土全体の活性化につなげたい。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

■【展開】国内における語学講座や国際交流イベントの機会を数多

く提供すると共に、姉妹都市交流から発展した海外渡航や留学を支

援し、市民誰しもが参加できる国際交流体験型事業を展開します。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市民

②市内及び近隣に在住する外国人

③街並み風土

【どのような手段を使うのか？】

①海外交流を活発化させる。

②外国人講師による語学講座を活発化させる。

③国際交流に関する魅力あるイベントを開催する。

16

18 19

44

44 44

70.0

67.7 70.0

11.0

8.8 11.0

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

10,482,713 16,243,000 16,404,000 16,404,000

2

458,549 0 0 0

3

43,732,476 49,620,000 51,978,000 51,978,000

4

801,517 2,583,000 0 0

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

国際交流推進事業費

外国人支援事業費

国際交流教育センター管理費

国際交流教育センター整備事業

10

17.0

各事業の取組みを継続して行い、適切な時期にアンケートによる満足度調査

を行う。

9

8

国際交流活動に参

加したことがある市

民の割合

127％増 ％ 14.0

46

基地内との連絡を随時行い、目標回数を達成した。

7

国際交流活動への

支援に対する市民

満足度

18％増 ％ 73.0 76.0

各事業の取組みを継続して行い、適切な時期にアンケートによる満足度調査

を行う。

6

異文化理解講座開

催回数

前年度+1回 回 45

5

姉妹都市交流によ

るホームステイ受入

家庭数

2年度毎に1家庭増 家庭

姉妹都市委員

会

17 17

来訪者の希望と受入者の希望をすり合わせ、目標値を達成することができ

た。

関

係

指

標

4

5

29,878 31,000

6

3,087,801 0

7

8

9

10

58,592,934 68,477,000 68,382,000 68,382,000

5,349,400 3,149,000 3,149,000 3,149,000

53,243,534 65,328,000 65,233,000 65,233,000

27,112,715 27,112,715 27,112,715 27,112,715

5,955,000 3,149,000 3,149,000 3,149,000

86,311,249 95,589,715 95,494,715 95,494,715

0 0 0 0

6,133,652 5,699,000 5,699,000 5,699,000

（　氏　　名　）

中里　聖子

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 国際交流課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

ゲスト情報が分からないまま募集をかけることが好ましくない等、作

業手順や時間的な事柄があるものの、なるべく早い段階・時期から

広報紙やCATV等を活用して受入れ先の募集・決定をしていきた

い。

また募集の際には、ホームステイの受入れ経験により得られるであ

ろう、本来の国際交流の良さや楽しさを分かりやすく伝えていきた

い。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

国際交流基金費

国際交流国際色推進事業費 事業実施における課題

中高生及び一般による姉妹都市交流・相互ホームステイ派遣事業

について、訪問先である米国ワシントン州ウェナッチバレーへの参

加者は、好評につき毎年多数の応募があるものの、一方で日本側

での受入れについては消極性が伺え、毎年募集を繰り返すも、来日

の直前まで決まらないケースが多々ある。このことから、期待を持っ

て来日されるゲストへ、宿泊先やホストの家族構成を伝えられず、

長い時間不安を与えてしまっている。

必

要

な

施

策

と

事

業

国際交流教育センター整備事業

中里　聖子記載者　職氏名： 国際交流課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

3 豊かな心と体を育むまちづくり 1,428,000 ・グローバル人財養成セミナー事業費

政策

1 国際化の推進 人件費計 1.7 人 14,045,709 0

施策

2 国際的な人材育成の推進 　（内正職員） 1.7 人 14,045,709 ・課長以下、計７名（2課）の職員で按分

後期計画
55
ページ

　（内非常勤等）
0.0 人 0 0

合　計 15,473,709 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 15,473,709 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

現状

　■これまで米軍三沢基地との共存共栄を掲げ、様々な交流事業を行い、良好な関係が築かれています。

  ■姉妹都市関係を締結している米国ワシントン州ウェナッチ市、東ウェナッチ市と長年にわたり交流を続けており、良好な関係が築かれてい

ます。また、民間同士の交流を契機に、第五中学校と台湾台北市立天母国民中学は姉妹校を締結、１０年来の交流が良好に続けられていま

す。

　■三沢市国際交流教育センターを拠点とし、様々な国際交流イベントや語学講座を開催しています。

課題

　■国際社会で活躍できる人材の育成は、当市のみならず国内でも重要な課題であり、地域特性を活かした人材育成として、地域に居住する

外国人の方々と連携した実践的な語学教育、国際理解を深める機会の充実、基地内大学の活用のほか、海外留学等の機会を多く設ける必

要があります。

レビュー

■【取組内容】国際交流教育センターを基軸に、国際教育の拠点とし

て、社会に貢献する豊かな人間形成を図るため、語学講座の開催や

ホームステイ事業の実施、留学等の斡旋を行った。

■【成果・結果】姉妹都市にあるウェナッチバレー大学に三沢市から

初の留学生を輩出することができた。また、ネイティブスピーカーの

指導による実践的な英会話講座を開催することができた。

■【展開】地域に住むネイティブスピーカーの支援を受け、実践的な

英会話講座を受講できる機会をつくる。

姉妹都市交流から発展した海外ホームステイ事業の継続及び海外

留学希望者の支援を図る。

国際的な人材育成の推進

　●語学教育については、これまで学習してきた成果をネイティブスピーカーと話せるよう、実践的な会話の場の創出に努め、幅広く国際的感

覚を有した人材を育成します。

　●市の特性である国際的地盤や国際交流教育センターを活用し、国際教育の拠点として、社会に貢献する豊かな人間形成を図るための取

組を推進します。

政策財政部　政策調整課 政策財政部　国際交流課 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

1

1 1

21

20 15

1

1 1

20

24 20

20

広報誌への掲載やポスターの掲示により周知を図った結果、目標値を上回る

ホームステイ参加の応募があり目標を達成した。

4

ホームステイ事業

参加生徒数

ホームステイ事業に

参加した生徒の延べ

人数

人 20

23

2013年3月期の新規就学生は5名であったが、「2013年3月号広報みさわ」で募

集案内の特集を組み広く周知したことから、2013年8月期生は10名と当初目標

に近い形で実績値を示すことができた。

3

学生向け実践英会

話講座の提供回数

実践英会話講座の

提供回数

回/年 2 2

地域に住むネイティブスピーカーの支援を受け、実践的な英会話講座を開催す

ることができ、目標を達成することができた。

2

基地内大学入学者

数

基地内大学への年

間入学者数

人 22

H27：目標値

成果の達成状況

1

姉妹都市ウェナッチ

バレー大学留学者

数

三沢市内からウェ

ナッチバレー大学へ

の留学者数

人 1 2

県立三沢高校から姉妹都市にあるウェナッチバレー大学に、初の留学生を輩出

することができ、目標は達成された。

【対象をどのようにしたいのか？】

①三沢市や青森県から積極的に海外留学や海外とのビジネスなどにチャレンジするマインドをもった国際的な人材の育成を図ります。

②多文化共生の理念の下、地域における国際交流活動や国際協力活動へ積極的に参加する人材の育成を図ります。

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①市内の中学生及び高校生

②県内の大学生及び若い世代の社会人等

【どのような手段を使うのか？】

①学生等の若い世代に向けた実践的な英会話講座の開催、ホームステイの実施、在住外国人との新たな交流の場を創出します。

②外国語や外国文化とともに日本や地域を取り巻くグローバル環境について、”知り、学び、触れる”機会の創出に取り組みます。

24 20

30

30

500

500

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

0 1,428,000 1,428,000 0

2

3

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

グローバル人財養成セミナー事業費

10

9

8

7

6

グローバル人財養

成セミナー公開講

座聴講者数

セミナー公開講座聴

講者延べ人員

人 500

5

グローバル人財養

成セミナー受講者

数

セミナー受講者実人

員

人 30

人数

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

0 1,428,000 1,428,000 0

0 0 0 0

0 1,428,000 1,428,000 0

14,045,709 14,045,709 14,045,709 14,045,709

0 0 0 0

14,045,709 15,473,709 15,473,709 14,045,709

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

山本　剛志

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 政策調整課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

学生向け実践英会話講座については、時間的な制約がかなりあるも

のの、開催自体への必要性・重要性はあるので、制約のある中でも

根気強く講座を開催・実施していきたい。また、平成２５年度及び２６

年度に予定しているグローバル人財養成セミナーの開催を通じて事

業ノウハウの蓄積を図り、国際的な人材育成の推進体制を確立して

いきたい。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

学生向け実践英会話を計画し、全体的な語学力の向上を目指そうと

考えているが、実際に実施するとなると部活動や塾との兼ね合い、ま

た、土曜・日曜・祝日・平日にあっては夜間と時間的な制限もあり、若

い世代を対象とする語学講座開催日時に難しさを感じる。また、グ

ローバル人財養成セミナーのような人材育成事業のノウハウが不足

している。

必

要

な

施

策

と

事

業

山本　剛志記載者　職氏名： 政策調整課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

3 豊かな心と体を育むまちづくり 628,925,000 0

政策

2 学校教育の充実 人件費計 57.0 人 193,017,860 0

施策

1 学校教育環境の整備 　（内正職員） 21.0 人 159,802,860 0

後期計画
57
ページ

　（内非常勤等）
36.0 人 33,215,000 0

合　計 821,942,860 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 19,982,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 801,960,860 0

0 心安らぐ生活づくり 22,541,000 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

　教育環境充実のため、施設整備や改修、学校教材等の整備の充実、通学路の安全点検などを継続的に行っています。

　また、必要に応じ、就学・就園費の援助・補助を計画的に行っています。

（課題）

　社会情勢の変化に応じ、安全な教育環境の充実を図るため、学校規模の適正化の検討をすすめるとともに、学校施設・設備の計画的な整

備が必要です。

　また、就学・就園費の援助・補助、奨学資金の貸し付けの継続や、特別支援教育の充実が必要です。

レビュー

・第三中学校新築事業

　太陽光発電システム等、防災機能を備えた学校施設が完成し、平

成24年11月6日から新校舎での授業が開始している。

　今後は、渡り廊下で接続しているおおぞら小学校との小中連携協

力体制を構築し、他の学校環境にない教育効果が発揮されることが

期待される。

　このことにより、北浜地区の拠点となって地域の発展に貢献するも

のと思われる。

・教職員インターネット構築事業

　市内の12校すべての教職員283名に対し一人１台ずつのパソコンを

整備し、同時に情報漏洩や外部　侵入等を防御する常時監視を備え

たセキュリティーシステムを導入し、インターネット環境を充実させて

いる。4月1日付けの人事異動に伴う教職員パソコンの入れ替えを行

●少子化などに応じ、学校の統廃合など、学校規模の適正化を継続的に検討します。

●学校教育の充実を図るため、情報化の推進や学校教材の整備に努めます。

●就学・就園費援助、奨学資金については、継続的に支給や補助、貸し付けを行います。

●児童・生徒が安全な環境で教育を受けられる学校施設・設備の安全対策や、衛生管理の充実に努めます。

●学校暖房改修工事及び学校トイレ改修工事を年次計画を立てて順次整備して行きます。

●省エネルギー化の推進を積極的に展開します。

●通学路の交通安全点検を積極的に実施し、警察・道路管理者・交通安全協会などと連携し、必要な箇所の改修実現のためのコーディネート（調整）に努めます。

【誰が対象か？】

① 児童生徒

教育委員会事務局　教育総務課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

12

12 12

3,946

3,988 3,807

16,200,000

12,960,000 16,200,000

42,593,000

37,354,300 42,831,000

52,908,000

42,593,000

申請者数増により目標金額を上回った。

5

要保護・準要保護

児童生徒援助費 円

52,908,000 52,908,000

申請者数増により目標金額を上回った。

4

幼稚園就園奨励費

補助金事業

円

42,593,000

3,964

新入学児童数の減少により目標人数を下回った。

3

奨学資金貸付金 円

16,200,000 16,200,000

申込者数減により目標金額を下回った。

2

児童生徒数 人 3,930

H27：目標値

成果の達成状況

1

市立小中学校数 校 12 12

第三中学校新築移転により目標値は達成された。

【対象をどのようにしたいのか？】

① 安全・安心な環境の確立

② 施設の充実を図るなど環境の整備

③ 就学等に関する支援の充実や安全・安心な環境の確立

関

係

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

いる。4月1日付けの人事異動に伴う教職員パソコンの入れ替えを行

い平成25年度体制を整備したところである。

　今後は現場からの要望に対応し、学校ごとに情報データを共有して

活用するためのストレージサーバーの導入、及び一太郎ソフトの追

加導入を実現したいと考えている。

　また、将来的には文部科学省の方針のとおり、各教室ごとの無線

LAN環境整備や校務支援ソフトの導入等を視野に入れた計画的な事

業展開を検討する必要があると考えている。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

① 児童生徒

② 教職員

③ 幼稚園児・児童生徒の保護者やPTA等関係者及び地域住民

【どのような手段を使うのか？】

① 学校との綿密な連携

② 校長会・教頭会等との綿密な連携

③ 市連合ＰＴＡ・単ＰＴＡや地域との綿密な連携

50,085,007 54,620,000

41.0

25.0 41.0

50.0

41.0 50.0

4

4 4

1,900

2,122 1,900

28

25 28

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

3,424,453 3,490,000 3,490,000 3,490,000

2

63,766,649 82,032,000 82,032,000 82,032,000

3

88,200 1,111,000 1,111,000 1,111,000

4

2,356,505 92,000 92,000 92,000

5

108,965,021 104,929,000 104,929,000 104,929,000

6

356,269 373,000 373,000 373,000

7

58,290,745 64,243,000 64,243,000 64,243,000

8

9,280,940 5,000,000 5,000,000 5,000,000

・学校施設の防災機能対応や著しい老朽化による営繕費及び改修

事業費等の増大。

小学校管理費（教育総務課）

小学校管理費（管財課） 事業実施における課題

小学校教育振興費

小学校営繕費

28

計画どおり配置したことにより目標値は達成された。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

教育委員会費 ・生活保護法改正に伴う就学援助基準の改正

・子ども・子育て支援制度の実施

・支援・介助を要する児童生徒の増加

事務局費

教職員住宅管理費

教職員住宅整備事業

10

特別支援教育支援

員数

人 28

4

計画どおり遂行したことにより目標値は達成された。

9

省エネ推進事業 総エネルギー排出量 ｋｌ 1,900 1,900

節約努力を徹底したが、給食センター及び第三中学校の新築により目標値を上

回った。

8

通学路の交通安全

点検会議

回 4

83.0

計画どおり事業を遂行したことにより目標値は達成された。

7

学校の暖房設備改

修事業

％ 58.0 75.0

計画どおり事業を遂行したことにより目標値は達成された。

6

学校のトイレ改修事

業

％ 58.0

5

児童生徒援助費

（小・中学校）

円

52,908,000 52,908,000

係

指

標

8

9,280,940 5,000,000 5,000,000 5,000,000

9

10,633,350 22,009,000 22,009,000 22,009,000

10

2,940,000 73,944,000 3,248,000 3,248,000

11

0 5,576,000 5,576,000 5,576,000

12

0 1,244,000 1,244,000 0

13

85,185,079 79,128,000 79,128,000 79,128,000

14

234,370 252,000 252,000 252,000

15

47,980,360 50,999,000 50,999,000 50,999,000

16

7,423,415 5,500,000 5,500,000 5,500,000

17

30,359,800 29,967,000 29,967,000 29,967,000

18

3,129,000 74,649,000 2,248,000 2,248,000

19

6,142,500 61,132,000 61,132,000 61,132,000

440,556,656 662,180,000 522,573,000 521,329,000

27,753,426 33,255,000 32,781,000 32,781,000

412,803,230 628,925,000 489,792,000 488,548,000

177,143,724 159,802,860 159,802,860 159,802,860

27,853,000 33,215,000 32,781,000 32,781,000

617,799,954 821,942,860 682,375,860 681,131,860

16,774,000 22,541,000 22,541,000 22,541,000

18,575,157 19,982,000 19,982,000 19,982,000

（　氏　　名　）

山内　康之

中学校営繕事業

中学校トイレ改修事業

中学校暖房設備改修事業

事業費等の増大。

・生活保護法の改正に伴い、要・準要保護の支援に対する影響への

対応。

・幼児期からの学校教育・保育の充実を図るための体制の整備。

・支援・介助を要する児童生徒の増加に対応するための適切な人材

配置。

小学校暖房設備改修事業

公用車購入事業

中学校管理費（教育総務課）

中学校管理費（管財課）

中学校教育振興費

中学校営繕費

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 教育総務課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・国、県の補助事業活用を視野に、詳細な計画を作成し、方針を決

定。

・国、県の動向を注視しながら、援助の基準を検討。

・関係部局との情報の共有及び連携・協働体制の整備。

・県費負担教職員の加配計画等に関する県教育委員会との連携、及

び市特別支援教育支援員の効果的配置。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

小学校営繕費

小学校営繕事業

小学校トイレ改修事業

必

要

な

施

策

と

事

業

山内　康之記載者　職氏名： 教育総務課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

3
豊かな心と体を育むまちづくり

36,027,000 0

政策

2 学校教育の充実 人件費計 2.1 人 20,073,378 0

施策

2

生きる力を育む学校教育の推進

　（内正職員） 2.1 人 20,073,378 0

後期計画
57

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 56,100,378 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 56,100,378 0

0 心安らぐ生活づくり 8,192,000 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

<現状・取組み＞

･教育は人づくりという考え方の下、教育体制の充実に取り組んでいる。

・市の学校教育については、各校においてそれぞれ特色のある教育を実施している。

・市内小中学校においては、国際理解教育、特に英語教育では、ALTやAETなどを積極的に活用し、小学校１年生から実施してきた。

＜課題＞

･少子化や核家族化の進行に伴い、全国的に地域の教育力の低下が問題となっていることから、家庭・地域・学校と行政が一体となった

効果的な地域の教育力向上への取組を充実させる。

レビュー

【取組内容】

・計画した事業については，すべて予定どおり実施した。

【成果・結果】

・特に，「夢実現推進事業」では，参加した児童の満足度が９５％に

達し　た。また，全小学校で実施している英語活動科の取組の成果

が「児童英検」の結果が全国平均より５．９ポイント上回っていた。

【展開】

・今後は，更に市内小中学校との連携を深め，それぞれの事業のね

らいを達成するとともに実績値の向上に努める。

・英語教育では、AETを活用し、小学校１年生から６年生まで週１回、「英語活動科」として授業実践を行う。

・国際理解教育としては、韓国・インドネシア・デンマーク・スウエーデン（平成２５年度予定）の方をゲストティーチャーとして、その国の文

化などについて学習する。これまで取り組んできた国際理解教育でのノウハウを生かし、英語圏のみならず他の外国文化を学ぶ機会を

創出するとともに、地元で働く方々の職場見学の場を設け、グローバルな視野とローカルな視点を持てる児童・生徒の育成に努める。

・キャリア教育として、市内の企業・役所・自営業者などにボランティア講師を依頼し、市内の全６年生を対象に「ゆめ実現推進事業」を実

施するなど、様々な体験活動の充実、支援を行う。

【誰が対象か？】

①市内の児童・生徒

教育委員会事務局　学校教育課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

　

93.0

90.0 93.0

4

2 4

5

4 5

98.0

95.0 98.0

98.0

児童の感想や教師の評価などから，目標は達成できた。

4

ゆめ実現推進事業

が「役立った」と答

「役立った」と回答し

た人数÷全体人数 % 98.0

4

２４年度の目標は４人だったが，学校からの依頼が少なく２名だけの対応と

なった。

3

日米交流推進事業

の参加校

日米交流参加校 校 6 7

基地内小学校との交流学習を実施した学校が４校だけだったので，目標とし

ていた５校にはとどかなかった。

2

国際理解教育推進

事業に係る講師依

頼人数

国際理解教育講師

人数

人 4

H27：目標値

成果の達成状況

1

AETによる英語活

動科の授業を「楽し

い」と答える児童の

割合

「楽しい」と回答した

人数÷全体人数×１

００

% 95.0 95.0

ＡＥＴ及び担当教師の指導力向上により目標を達成できた。

【対象をどのようにしたいのか？】

①早期から英語に慣れ親しみ、国際感覚や英語でのコミュニケーション能力を身につけることで、国際交流の場や国際社会の場でも

臆することなく、主体的に活躍できる人材を育成する。

②様々な体験活動などによって、地域理解を深めるとともに、人間性や社会性を育む。

③児童・生徒が、創造性や個性を生かし、将来社会の中で自立して、豊かな人生を送られるようにする。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市内の児童・生徒

②市内の児童・生徒

③市内の児童・生徒

【どのような手段を使うのか？】

①ALTやAETなどのネイティブスピーカーを活用しての授業

②諸外国のゲストティーチャーによる国際理解教育の実施

③市内住在のボランティア講師による講演や体験活動の実施

95.0 98.0

70

67 70

85

83 85

6

5.9 6

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

3,262,812 3,358,000 3,358,000 3,358,000

2

8,737,255 9,558,000 8,832,000 8,832,000

3

11,565,879 12,438,000 12,438,000 12,438,000

4

3,882,950 3,962,000 3,970,000 3,970,000

5

4,580,800 5,436,000 5,436,000 5,436,000

豊かな心を育てる生徒指導活動費

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

総合的学習推進事業費

外国青年招致事業費

英語教育推進事業費

学校教育活動支援費

10

9

8

85

幼稚園・保育園・小学校との連携を深めた結果，目標を達成できた。

7

児童英検受験者全

体平均正答率との

差

三沢市平均点数－

全国平均点数

点 6 6

児童英検の結果から，目標を達成できた。

6

幼・保、小連携教育

研究会参加人数

市内各幼稚園、保育

所、小学校、児童

館、放課後児童クラ

ブ×２名

人 85

98.0

5

国際交流サロン参

加児童・生徒数

国際交流サロン参加

人数

人 75 75

小学生に比べて中学生の参加者が少ないので，中学生の参加者を増やすた

めに，更に各中学校と連携し，事業の主旨等を伝える。

が「役立った」と答

える児童の割合

た人数÷全体人数

×１００

% 98.0

関

係

指

標

5

4,580,800 5,436,000 5,436,000 5,436,000

6

310,000 1,275,000 1,274,000 1,274,000

7

8

9

10

32,339,696 36,027,000 35,308,000 35,308,000

0 0 0 0

32,339,696 36,027,000 35,308,000 35,308,000

16,069,598 20,073,378 20,073,378 20,073,378

0 0 0 0

48,409,294 56,100,378 55,381,378 55,381,378

6,717,000 8,192,000 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

沼尾　一秋

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 学校教育課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・今まで，日米交流に参加校していない小学校や中学校に，教育課

程の編成に関わる会議や校長会を通じて参加を促していく。

・国際交流サロンへの参加については，中学生が少ないので，事業

内容の改善を図るなどして更に魅力ある事業にして参加者を増や

すようにする。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

豊かな心を育てる生徒指導活動費

就学指導・特別支援費 事業実施における課題

・日米交流への参加校が小学校４校だけで，積極的に参加している

とはいえない現状である。

・国際交流サロンへの参加者が少ない。

必

要

な

施

策

と

事

業



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

3
豊かな心と体を育むまちづくり

7,466,000 0

政策

2 学校教育の充実 人件費計 7.9 人 45,765,363 0

施策

3 学校教育指導の充実 　（内正職員） 3.9 人 38,523,363 0

後期計画
57

ページ

　（内非常勤等）

4.0 人 7,242,000 0

合　計 53,231,363 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 53,231,363 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

教育委員会事務局　学校教育課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

＜現状、取組み＞

･教育は人づくりという考え方の下、教育体制の充実に取り組んでいる。

・市の学校教育については、各校においてそれぞれ特色のある教育を実施している。

･児童・生徒が抱える問題が複雑化する中、スクールカウンセラーによるカウンセリングや、教育相談室・適応指導教室を三沢市国際交流

教育センター内に設置し、教育相談や不登校児童・生徒への支援を行っている。

＜課題＞

・児童・生徒への質の高い教育を実践するため、教職員の資質向上を行う必要がある。そのため、教職員の研修機会の充実や、学習状

況調査結果からの課題を明確に、効率的かつ継続的な指導内容・方法の改善が必要である。

・悩みや不安を抱える生徒・保護者への相談活動を継続して行い、関係機関や学校・保護者と連携を深め、行動連携をとりながら諸問題

レビュー

【取組内容】

・児童生徒の学力の実態把握及び学力向上のために，市内全児童

生徒を対象にした標準学力検査を実施した。また，小学５年生，中

学２年生を対象にした県学力学習状況調査も行った。

・教職員の指導力向上のために，計画訪問や要請訪問，研修会を

実施した。

・学校不適応や不登校児童生徒の指導のために，心の教室相談員

の派遣や教育相談センターでの適応指導などを行ってきた。

【成果・結果】

・児童生徒の学力については，標準学力検査や県の学習状況調査

の結果から上昇傾向にある。特に，中学生の英語の学力について

は県平均を上回ってきている。

①基礎的な知識や技能の習得と、それを生かして課題を解決する思考力・判断力・表現力等の育成を目指すとともに、確かな学力を身に

付けるための教育を推進している。

②児童・生徒への質の高い教育を実践するため、教職員の研修会の開催や計画訪問や要請訪問において、直接指導を行っている。

③学校不適応や不登校児童・生徒に対して、心の教室相談員の派遣や教育相談センターでの適応指導を行っている。

【誰が対象か？】

①市内の児童・生徒
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

1.5

1.2 1.5

▲ 3.6 ▲ 2.0

45.0

40.0 45.0

64.0

64.0 64.0

89

【展開】

・今後も市内小中学校との連携を図り，教職員の指導力の向上及び

児童生徒の学力向上，健全育成のために事業を推進していく。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市内の児童・生徒

②全教職員

③学校不適応の児童・生徒

【どのような手段を使うのか？】

①学力検査、知能検査、県学習状況調査などの実施

②研修会の開催や学校訪問での直接指導

③心の教室相談員による相談活動や教育相談センターでの適応指導など

【対象をどのようにしたいのか？】

①児童・生徒の基礎的な知識や技能の習得と、思考力・判断力・表現力等の育成

②教職員の指導力及び資質の向上

③学校不適応や児童・生徒が抱える課題解決や心の悩み等の解消

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

県学習状況調査の

県平均正答率との

差　（小５・４教科）

市平均点数－県平

均点数

点 3.3（十和田市） 2.0 2.5

県平均を１．２ポイント上回ったが，上北管内では９市町村中６位である。更に

向上を図る必要がある。

2

県学習状況調査の

県平均正答率との

差　（中２・５教科）

市平均点数－県平

均点数

点 4.3（十和田市） 0.0 1.5

県平気を３．６ポイント下回っているが，９市町村中３位である。改善を図り県

平均到達を図る必要がある。

3

不登校から復帰し

た児童生徒の割合

退室者人数÷通室

者人数

％ 50.0 55.0

不登校児童生徒の数は横ばい状況であるが，相談センターや各学校の努力

で，復帰できる児童生徒の割合を高める必要がある。

4

教育相談室への電

話相談件数

実績件数 件 64.0 64.0

教育相談電話に関しては，２人の相談員が，子どもの教育や児童生徒が抱え

ている問題に対して対応している。

教育相談室への来

教育相談室への来室者は，悩みを抱える児童生徒の保護者が多いが，現在

89

89 89

231

229 231

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

14,774,116 7,018,000 7,018,000 7,018,000

2

7,380,792 7,690,000 7,690,000 7,690,000

3

4

関

係

指

標

5

教育相談室への来

室相談件数

実績件数 件 89 89

教育相談室への来室者は，悩みを抱える児童生徒の保護者が多いが，現在

適応指導教室に通っている子どもの保護者や学校関係者と，今後の指導に

ついての相談も多く行われている。

6

校内研修会を実施

した合計回数

実績回数 回 233 235

市内の各学校では，年間の研修計画にしたがって校内研修を実施している。

研修会の回数については，各校横ばいの状況であるので，研修機会を増や

すなどして更に充実を図る必要がある。

7

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

指導費

教育相談室設置費

4

5

6

7

8

9

10

22,154,908 14,708,000 14,708,000 14,708,000

6,976,363 7,242,000 7,242,000 7,242,000

15,178,545 7,466,000 7,466,000 7,466,000

34,519,584 38,523,363 38,523,363 38,523,363

7,242,000 7,242,000 7,242,000 7,242,000

56,940,129 53,231,363 53,231,363 53,231,363

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

沼尾　一秋

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

・県学習状況調査結果において、小学校は県平均を上回っていr

が、中学生の学力は県平均をわずかに下回った。

・不登校の児童生徒が減らない。

事業費計【A】

経費から除くもの【B】

・県学習状況調査については，学校訪問を通じて授業改善や具体

的学力向上対策を求めていく。

・不登校の児童生徒への対応については，教育相談室の活用や各

校への具体的改善策を求めていく。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 学校教育課長 沼尾　一秋記載者　職氏名： 学校教育課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

3
豊かな心と体を育むまちづくり

356,104,000 0

政策

2 学校教育の充実 人件費計 4.0 人 28,630,170 0

施策

4 学校給食の充実 　（内正職員） 3.0 人 27,661,170 0

後期計画
57

ページ

　（内非常勤等）

1.0 人 969,000 0

合　計 384,734,170 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 203,394,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 181,340,170 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

学校給食では、児童、生徒の健やかな成長のため、地元食材を用いた食育が求められています。

レビュー

【取組内容】平成２４年度１２月、給食センター機能を兼ね備えた農

産物加工施設が完成し、同年度１月の新学期から学校給食を提

供。新センターでは、調理場の床がウェットからドライ方式を採用す

るなど衛生管理面の機能が向上した半面、部屋が細かく仕切られ

壁が多くなり、調理の作業効率が下がる状況にあるが、これまでの

ように、地元食材の使用に取り組んでいる。

【成果・結果】地元産の地産地消率は、米・ながいも・蜆貝そして野

菜の出荷時期には多少価格が高くても使用に取り組んでいるので

目標達成の見込みである。県内産の地産地消率は目標より少し低

い見込みなので、価格次第ではあるが、国産の（麺･たまねぎを除

く）肉加工品・卵加工品・野菜などを減らし、県産の（牛乳・パンを除

く）肉・肉加工品・卵加工品・野菜などを増やして、県産の地産地消

率の向上に努める。

・学校給食では、これまでより一層、地産地消による食育を推進します。

・児童、生徒の健全な成長のため、保護者への食育についての情報提供をより一層推進します。

・食物アレルギーを持つ児童、生徒は年々増加傾向にあるため、使用食材の表示や、安全性を確保するための情報提供に取り組みま

す。

【誰が対象か？】

教育委員会　学校給食センター 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

12.0

11.0 12.0

61.0

60.0 60.0

107

106 108

52

50 58

54

学校において、献立・食育だより・学校内体験給食の定期的な情報のほか、

新センターにおいて、見学会・体験給食の回数が増えているで目標達成の見

込みである。

4

食育情報提供回数

食育情報提供回数

（年間）

回 － 53

62.0

県内産の地産地消率は目標より少し低い見込みなので、価格次第ではある

が、国産の肉加工品・卵加工品・野菜などを減らし、県産の加工品などを増や

して、県産の地産地消率をもっと上げていきたい。

3

食育活動回数（児

童・生徒）

出前講座等実施回

数

（年間）

回 － 110 112

出前授業・給食指導・給食委員会・献立コンクールなどのほか、給食バイキン

グなどの新たな取り組みにより目標達成の見込みである。

2

学校給食食材の地

産地消率

（県内産）

地元産＋県内産食

材

　/総給食食材（年

間）

％ 62 61.0

H27：目標値

成果の達成状況

1

学校給食食材の地

産地消率

（地元産）

地元産食材/総給食

食材

（年間）

％ － 13.0 14.0

地元産の地産地消率は、米・ながいも・蜆貝そして野菜の出荷時期には多少

価格が高くても使用に取り組んでいるので目標達成の見込みである。

【対象をどのようにしたいのか？】

①給食に占める地元産食材を多く提供する。（使用率向上）

②家庭における着実な食育の実践を促す。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

率の向上に努める。

【展開】平成２５年度４月から三沢産「まっしぐら」のセンター炊飯が

始まり、炊き込みごはんや混ぜごはんもできるようになった。３月ま

での委託炊飯と比べて、温かくておいしくなったと言われていること

から、今後も地元産によるおいしい給食を増やしながら、食育の推

進につなげて行きたい。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①児童・生徒

②教職員・生徒・保護者等

【どのような手段を使うのか？】

①食材に関する情報収集・分析と関係者からの事情聴取を行う。

②家庭向けに積極的な情報提供と啓発を行い、食育の支援に努める。

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

358,751,077 357,073,000 358,290,000 358,290,000

2

1,193,780

3

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

学校給食センター運営費

平成２４年１２月　給食センターの機能を兼ね備えた三沢市農産物

                        加工施設が完成

平成２５年１月　　学校給食の開始

平成２５年４月　　センター炊飯を開始

給食指導巡回車整備事業

10

9

8

7

6

5

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

359,944,857 357,073,000 358,290,000 358,290,000

892,160 969,000 969,000 969,000

359,052,697 356,104,000 357,321,000 357,321,000

27,661,170 27,661,170 27,661,170 27,661,170

892,160 969,000 969,000 969,000

387,606,027 384,734,170 385,951,170 385,951,170

1,000,000 0 0 0

197,193,960 203,394,000 203,394,000 203,394,000

（　氏　　名　）

山　崎　貞　二

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 学校給食センター所長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

①運営費の見直しを行い、また節約に努める。不足分については補

正予算で対応したい。

②消費税増税については、国の動向を見て検討していく。

③賄い材料費の高騰が懸念されているので、主な取引先である学

校給食会と連絡をとりながら対応していきたい。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

①新センターは、ドライシステム方式の採用および炊飯機能の追加

により、学校給食センター運営費が高騰している。

②給食費に来年度の消費税増税を反映させるかどうか

③給食費の値上げが必要かどうか

必

要

な

施

策

と

事

業

山　崎　貞　二記載者　職氏名： 学校給食センター所長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課 金額（Ｈ２５予算） 説　　明

基本方針 3 豊かな心と体を育むまちづくり 86,844,000 0

政策 3 生涯学習の充実 人件費計 1.5 人 12,077,091 0

施策 1 生涯学習の充実 　（内正職員） 1.5 人 12,077,091 課長１名（1/4）、補佐１名（1/4）、係長１名（1/2）、主査１名（1/2）

後期計画 59 ページ 　（内非常勤等） 0.0 人 0 0

合　計 98,921,091 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 98,921,091 0

0 心安らぐ生活づくり 474,000 県補助金：学校支援活動推進事業費補助金

展
開

対

教育委員会事務局　生涯学習課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点
プラン

補助金等（国、県、その他）

現
状
と
課
題

（現状）
■ 生涯学習における各分野の指導者を人材バンクに登録し、地域に派遣しています。
■ 生涯学習関連施設では指定管理者制度を導入しており、効果的な施設管理と良質なサービスの提供を行っています。
（課題）
■ 多様化する市民のニーズに対応した学習活動への支援や、情報提供窓口の統一化などが求められています。
■ 地域活動団体を積極的に起用し、市民が生涯学習に取り組みやすい環境を構築する必要があります。
■ 生涯学習活動を通して、健康づくりや体力づくりにも取り組むことが出来るよう、福祉部門やスポーツ部門など、各分野との連携によ
り、さらに充実したメニューづくりを進めます。

レビュー
家庭教育学級（ホームスクール）は小学校６校、中学校１校が実施
し、１５５５人の参加者があり目標を大幅にクリアしてる。今後は全小
中学校が実施できるよう、学校への働きかけと学習メニューの提供
に努める。
各種研修への参加者数は伸びているが、指導者の登録数が激減し
た。
３年毎の登録更新時に、高齢や体調不良などの理由から更新され
なかった人数が多かった。市民の多様な学習活動のニーズに対応
するために、広報みさわで広く公募するなど、新規の指導者登録に
努める。

● 市民が楽しさやよろこびを共有し、その活動の輪を広げることが生涯学習分野の活性化につながるため、生涯学習に関する事業や活
動についてのPRを推進し、多くの方々の参加の促進に努めます。
● 児童・生徒の家庭学習や、高齢者の文化活動など、幅広い世代に対して学習機会の提供に努めます。
● 生涯学習機会の拡大のための相談窓口を設置し、情報提供の充実に努め、生涯学習に関心を持った市民が気軽に相談できる体制を
作ります。また、関係団体が資源や課題を共有し合い、それぞれの活動をさらに広めるためのネットワークを構築します。
● 多様化する市民のニーズに応えるため、関係団体や民間事業者との連携を図り、生涯学習メニューの拡充に努めます。
● 指導者として登録された団体や個人を町内会やサークル等に派遣するなど、相互に教え、学びあう環境づくりを目指します。

【誰が対象か？】
①生涯学習活動に参加したい市民対

象

手
段

意
図

（
効
果

）

758.75

1555 759

9

8 9

9.25

10 9

166

101 106

105

推
進
の
イ
メ
ー

ジ

①生涯学習活動に参加したい市民
②生涯学習活動を行う団体・個人
③地域住民

【どのような手段を使うのか？】
①生涯学習メニューの提供と拡充
②関係団体間のネットワークを構築
③指導者登録・派遣事業の活用

【対象をどのようにしたいのか？】
①生涯学習活動への参加促進を図る。
②関係団体が資源や課題を共有し合い、それぞれの活動をさらに広める。
③相互に教え、学びあう環境づくりを目指す。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位
参考値

（他団体）
H24：実績値

H25（目標値/
見込値）

H26：目標値 H27：目標値 成果の達成状況

1
家庭教育学級参加
者数

人 772.5 786.25
1,555人の参加者があり目標値は達成された。順調に推移しているため、継
続して取組みを進める。

2
家庭教育学級開催
学校数

校 10 11
8校で開催され目標値は達成された。順調に推移しているため、継続して取組
みを進める。

3
登録指導者派遣回
数

回 9.5 9.75
10回の派遣により目標値は達成された。順調に推移しているため、継続して
取組みを進める。

4 登録指導者数 人 166 166
登録者の高齢化などにより更新されなかった指導者が多かったため目標値
を達成できなかった。同一の理由により24年度の目標値から60人減少した。
目標達成のため、今後は新規登録者の増員に取り組む必要がある。

たんぽぽ家庭教育
91人の参加者があり目標値は達成された。順調に推移しているため、継続し
て取組みを進める。

105

91 105

431.64

383 376

9.5

6 10

52.5

53 53

ＮＯ
Ｈ２４決算額

（見込）
Ｈ２５予算額

（当初）
Ｈ２６予算額

（見込）
Ｈ２７予算額

（見込）

1 211,205 2,044,000 2,044,000 2,044,000

2 85,593,583 83,558,000 83,862,000 83,862,000

3 436,923 531,000 531,000 531,000

4 711,000 711,000 711,000

関
係
指
標

5
たんぽぽ家庭教育
学級参加者数

人 110 115 て取組みを進める。

6
ブックスタートによ
る配付絵本の冊数

人口（出生数）減少
により毎年１％ずつ
減少するものと仮定

冊 427.3236 423.0504
4ヵ月児健診の参加率は91％で、更に３％の方がもっている本と重複する理
由から、受け取りを遠慮するため目標値は達成されなかった。（対象児：431
人）25年度以降の目標値の見直しを検討する必要がある。

7
弘前大学公開講座
受講者数

人 13 16.5
年々参加者が減少していることもあり目標値を達成できなかった。目標達成
のため、今後は更に広報活動に取り組む必要がある。

8
児童体験学習参加
者数

人 55 57.5
53人の参加者があり目標値は達成された。順調に推移しているため、継続し
て取組みを進める。

9

10

事業名（予算説明） 状況の変化等（制度変更等含む）

生涯学習のまちづくり推進事業費 学校支援活動推進事業については平成２６年度までの補助事業と
なっていることから、２７年度以降の事業の進め方を実施校と協議
する。社会教育総務費

家庭教育学級運営事業費

学校支援活動推進事業費

5 4,258,609

6

7

8

9

10

91,211,320 86,844,000 87,148,000 86,437,000

0 0 0 0

91,211,320 86,844,000 87,148,000 86,437,000

12,077,091 12,077,091 12,077,091 12,077,091

0 0 0 0

103,288,411 98,921,091 99,225,091 98,514,091

474,000 474,000 474,000 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

内野　主税

必
要
な
施
策
と
事
業

野外体験学習事業費

事業実施における課題

・高齢化により登録指導者の取り消しが多く、新規指導者確保のた
めに
広く募集したり、個別に依頼し登録者数の増員に努めていかなけれ
ばならない。
・弘前大学公開講座開催は広報やチラシなどで情報発信している
が、参加者が少ない。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】 ・新規指導者確保のために広く募集したり個別に依頼し登録者の増
員を図る。

・弘前大学公開講座開催は有料であることから受講者が少ない。
　広報等でも募集をするが、２５年度は早い時期から老人クラブや連
合婦人会などの団体に声掛けをする。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入
（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 生涯学習課長 内野　主税記載者　職氏名： 生涯学習課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課 金額（Ｈ２５予算） 説　　明

基本方針 3 豊かな心と体を育むまちづくり 181,938,000 0

政策 3 生涯学習の充実 人件費計 1.5 人 12,077,091 0

施策 2 生涯学習拠点の整備 　（内正職員） 1.5 人 12,077,091 課長１名（1/4）、補佐１名（1/4）、係長１名（1/2）、主査１名（1/2）

後期計画 59 ページ 　（内非常勤等） 0.0 人 0 0

合　計 194,015,091 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 439,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 193,576,091 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展
開

重点
プラン

補助金等（国、県、その他）

現
状
と
課
題

（現状）
■ 公会堂（中央公民館）などにおいて多様な生涯学習講座を展開しています。また、図書館についても多くの市民の方々に利用されてい
ます。
■ 公会堂（中央公民館）・図書館とも設置から３０年あまりが経過し、老朽化による施設の不具合が多数生じています。
■ 団体活動センターは中心市街地から離れているため、利用団体の増加や利用率の向上が難しい立地条件であるといえます。
（課題）
■ 生涯学習で得た知識を活かすための場の創出が求められています。
■ 講座等を開催する施設が市中心部に多いため、市街地から離れた方々にも楽しめる事業展開を検討する必要があります。
■ 修繕が必要となる箇所数が多く、また、それぞれが設置目的に特化した施設であるため、一般的な建築物の修繕よりも費用が割高に
なります。

レビュー
公会堂・図書館は設置から３０年以上経過し老朽化が進み、修繕箇
所が増えており、市民からもトイレの洋式化の要望が多く寄せられ
ている。
２５年度には公会堂の耐震診断及び老朽度調査をし、診断結果をも
とに順次計画・整備していく必要がある。
また、施設の利用者満足度については、目標を達成し、概ね良好で
あるが、市民目線に立って新しい企画を発信していく必要がある。
図書館については、図書館システム更新作業のため前年度に比べ
て開館日数が12日間減となり、利用者には不便をかけたが事前の
周知により混乱はなかった。● 生涯学習施設については、継続的な改修や設備・機器の更新が必要であり、利用者が安心して便利に利用できる拠点の整備に努め

ます。
● 指定管理者と連携して市民が利用しやすい生涯学習施設の管理運営を行うとともに、さらなるサービスの向上を図ります。
● それぞれの施設の修繕に適用可能な補助制度を見極め、速やかに、かつ、計画的に修繕を実施する必要があります。

教育委員会事務局　生涯学習課 0 0 0 項　　　目

事業費

対
象

手
段

意
図

（
効
果

）

106,819

112,577 112,802

436

434 438

133,295

129,102 133,300

29,530

29,373 29,520
29,843

平成24年度は図書館システム更新作業のため前年度に比べて開館日数が
12日間減となった。このため目標指数が達成されなかった。単年の作業であ
るため25年度は回復すると見込み、継続して取り組みを進める。

4 図書貸出利用者数 人 29,687

459
434回の講座が開催され目標は達成された。順調に推移しているため、継続
して取り組みを進める。

3 図書館利用者数 人 135,530 137,765
平成24年度は図書館システム更新作業のため前年度に比べて開館日数が
12日間減となった。このため目標指数が達成されなかった。単年の作業であ
るため25年度は回復すると見込み、継続して取り組みを進める。

2
公会堂（中央公民
館）講座等開催数

回 448

H27：目標値 成果の達成状況

1
公会堂（中央公民
館）利用者数

人 107,879 108,940
112577人の利用者があり、目標は達成された。順調に推移しているため、継
続して取り組みを進める。

【対象をどのようにしたいのか？】
①利用者にとって快適な環境の整備
②利用者にとって快適な環境の整備
③利用者にとって快適な環境の整備

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位
参考値

（他団体）
H24：実績値

H25（目標値/
見込値）

H26：目標値

推
進
の
イ
メ
ー

ジ

【誰が対象か？】
①公会堂（中央公民館）利用者
②図書館利用者
③団体活動センター利用団体

【どのような手段を使うのか？】
①施設の修繕、設備の更新、備品の取得など
②施設の修繕、設備の更新、備品の取得など
③施設の修繕、設備の更新、備品の取得など

65.0

61.0 63.0

65.0

60.0 62.0

34.8

23.0 27.0

17.0

6.2 6.2

62,344

49,072 62,294

ＮＯ
Ｈ２４決算額

（見込）
Ｈ２５予算額

（当初）
Ｈ２６予算額

（見込）
Ｈ２７予算額

（見込）

1 49,271,734 7,524,000

2 37,223,170 104,645,000 104,657,000 104,657,000

3 63,887,652

事業名（予算説明） 状況の変化等（制度変更等含む）

公会堂整備事業

公民館費

公会堂運営管理費

図書館費

10

39.0
実績値は目標に達することができなかった。財政課と協議しながら年間計画
を立て、　順次洋式化する。

9
大空ひろば入園者
数

人 63,229 64,115
展示飛行機4機中２機の塗装修繕のため、１か月間の搭乗中止と冬期間の
豪雪による搭乗中止期間が長かったため目標に達することができなかった。

8
図書館トイレ洋式化
率

％ 28.0

75.0
60％の満足度数があり、目標は達成された。順調に推移しているため、継続
して取り組みを進める。

7
公会堂トイレ洋式化
率

％ 46.5 58.3
実績値は目標に達することができなかった。財政課と協議しながら年間計画
を立て、　順次洋式化する。

6
図書館利用者満足
度

同上 ％ 70.0

5
公会堂利用者満足
度

利用者アンケートの結果に
おいて「良い」又は「やや良

い」と回答した人の割合
％ 70.0 75.0

61％の満足度数があり目標は達成された。順調に推移しているため、継続し
て取り組みを進める。関

係
指
標

4 50,059,527 51,053,000 51,053,000 51,053,000

5 6,693,000

6 0 5,505,000 5,505,000 5,505,000

7 13,333,420 13,211,000 13,211,000 13,211,000

8 1,102,500 0

9

10

214,878,003 181,938,000 181,119,000 174,426,000

0 0 0 0

214,878,003 181,938,000 181,119,000 174,426,000

12,077,091 12,077,091 12,077,091 12,077,091

0 0 0 0

226,955,094 194,015,091 193,196,091 186,503,091

46,000,000 0 0 0

439,000 439,000 439,000 439,000

（　氏　　名　）

歳入
（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】 利用者の安全と利便性を確保するために老朽度調査と耐震診断を
実施し、診断の結果を見て今後の事業に進め方を検討する。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

図書館整備事業

団体活動センター管理費 事業実施における課題

大空ひろば管理費 公会堂・図書館ともに設置から３０年余り経過し施設内の多くの箇所
で経年劣化による不具合が生じている。

大空ひろば整備事業

必
要
な
施
策
と
事
業

図書館費

（　氏　　名　）

内野　主税

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 生涯学習課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課 金額（Ｈ２５予算） 説　　明

基本方針 3 豊かな心と体を育むまちづくり 2,391,000 0

政策 4 文化の振興 人件費計 2.0 人 16,051,763 0

施策 1 芸術文化活動への支援 　（内正職員） 2.0 人 16,051,763 課長１名(1/4)、補佐１名(1/4)、係長１名(1)、主査１名(1/2)

後期計画 61 ページ 　（内非常勤等） 0.0 人 0 0

合　計 18,442,763 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 18,442,763 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展
開

対

教育委員会事務局　生涯学習課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点
プラン

補助金等（国、県、その他）

現
状
と
課
題

（現状）
■文化関係団体の活動を援助し、文化の振興と発展を図っています。
■市民の自主的で創造的な芸術文化活動を支援するため、鑑賞機会と発表機会を提供しています。
■神楽など多くの無形文化財があり、民俗芸能公演会など発表の場を提供しています。
（課題）
■文化団体の活動については、広く情報発信を行う必要があります。
■地域の文化活動の活性化のため、多くの市民が気軽に文化活動に親しむことができる環境づくりが求められています。
■市民への伝統文化の理解促進と鑑賞できる機会の提供が必要です。

レビュー
郷土芸能・・・・・特に、地域文化の振興を図るため、郷土芸能を鑑賞
できる機会を増やす取り組みを行った。
その成果は、民俗芸能公演会・三沢まつり中日行事・県民文化祭
オープニングフェスティバルなどに出演し、観光との連携や郷土芸能
に対する理解を深めることが出来た。
次年度以降は、民俗芸能公演会および三沢まつり中日行事出演を
主体に郷土芸能の情報発信を目標にした取り組みを行う。
市民文化祭・・・・・入場者数が大幅に減少した。文化団体の活動の
停滞化、マンネリ化などの要因も考えられる。次年度以降は多くの市
民に対するPR・情報発信を行い、活動内容を多くの市民が参加しや
すい環境づくりに取り組む。
文化団体の公会堂利用回数・・・・・市民文化祭の入場者減と同様、
文化団体の活動の停滞化などが考えられる。活動内容のPR・情報
発信、多くの市民が参加しやすい環境づくりに取り組む。

●文化関係団体の活動を促進し、地域の芸術文化活動を支援します。
●優れた文化活動を表彰し、芸術文化活動を奨励します。
●観光などと連携し、文化活動や郷土芸能を各種メディアで情報発信し、地域文化の振興を図ります。

【誰が対象か？】
①芸術文化活動に親しむ市民、児童・生徒。対

象

手
段

意
図

（
効
果

）

86

88 88

200

300 300

3

2 3

130

128 130

2

2 2

発信、多くの市民が参加しやすい環境づくりに取り組む。

推
進
の
イ
メ
ー

ジ

①芸術文化活動に親しむ市民、児童・生徒。
②芸術文化活動に関心をもつ市民、児童・生徒。
③伝統芸能に携わる地域住民。

【どのような手段を使うのか？】
①文化協会への補助金、公共施設利用の減免、活動の支援。功労者等の顕彰。
②観光分野との連携を図り、文化団体・民俗芸能保存会の活動をPR、情報を発信します。
③三沢市民俗芸能保存会連絡協議会に対する、助言、活動の支援、民俗芸能公演会の開催支援。

【対象をどのようにしたいのか？】
①芸術文化活動を通じて豊かな心の醸成を図ります。
②生涯にわたって、芸術文化に親しむ人材の育成を図ります。
③伝統文化を通じて、地域のつながりや、伝統芸能に対する理解が深めます。

関
係

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位
参考値
（他団体）

H24：実績値
H25（目標値/
見込値）

H26：目標値 H27：目標値 成果の達成状況

1
文化協会登録団体
数

団体 87 87
5団体加入、3団体退会。2団体増で目標値は達成できた。
順調に推移しているため継続して取り組みを進める。

2
民俗芸能公演会入
場者数

人 210 210
三沢市広報、CATVでの開催案内および各保存会による地域住民への周知活
動により目標値は達成された。
順調に推移しているため継続して取り組みを進める。

3
文化奨励賞受賞者
数

人 4 4
順調に推移しているため継続して取り組みを進める。

4
少年少女文化優秀
賞等受賞者数

人 130 130
順調に推移しているため継続して取り組みを進める。

5

県大会等に出場す
る団体への補助金 人 3 3

順調に推移しているため継続して取り組みを進める。

2 2

5,780

4,410 4,500

1,182

1,143 1,150

ＮＯ
Ｈ２４決算額
（見込）

Ｈ２５予算額
（当初）

Ｈ２６予算額
（見込）

Ｈ２７予算額
（見込）

1 2,856,800 2,391,000 2,391,000 2,391,000

2

3

4

5

係
指
標

る団体への補助金
交付件数

人 3 3

6
市民文化祭入場者
数

人 H23年度5,765 5,800 5,820
目標達成のため、今後は入場者が鑑賞するだけではなく、参加できる文化祭に
することに取り組む必要がある。

7
文化団体の公会堂
利用回数

回 1,192 1,203
目標達成のため、今後は活動回数の少ない文化団体に対し、活動の活発化を
促すとともに、文化協会構成団体も含めた利用回数の調整に取り組む必要が
ある。

8

9

10

事業名（予算説明） 状況の変化等（制度変更等含む）

文化振興費

6

7

8

9

10

2,856,800 2,391,000 2,391,000 2,391,000

0 0 0 0

2,856,800 2,391,000 2,391,000 2,391,000

16,051,763 16,051,763 16,051,763 16,051,763

0 0 0 0

18,908,563 18,442,763 18,442,763 18,442,763

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

　　　内野　主税

必
要
な
施
策
と
事
業

事業実施における課題

各文化団体の活動内容が市民に広く伝わっていない。
各文化団体の活動が停滞傾向である。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】 多くの市民の参加・入会等を促すため、文化団体の活動内容のPR・
情報発信を行うとともに、参加しやすい間口を広げた活動内容にす
る。実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入
（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 生涯学習課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

3 豊かな心と体を育むまちづくり 21,310,000 0

政策

4 文化の振興 人件費計 13.0 人 24,273,763 0

施策

2 文化財の保護・保存と活用 　（内正職員） 2.0 人 16,051,763 課長１名(1/4)、補佐１名(1/4)、主任主査１名(１)、主査１名(1/2)

後期計画
61
ページ

　（内非常勤等）
11.0 人 8,222,000 パート職員１１名(１)

合　計 45,583,763 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 7,500,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 38,083,763 0

0 心安らぐ生活づくり 6,633,000 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

■市内には貴重な文化財が埋蔵されており、計画的な調査や発掘を行っています。

■歴史民俗資料館や先人記念館で三沢市の歴史・文化を伝えています。

（課題）

■市の文化財は、後世に歴史を伝えるための貴重な資料であり、調査研究体制の整備とともに、その保存とより一層の活用が求められてい

ます。

■伝統芸能を保存継承するため、市民への伝統文化を理解促進し、後継者の育成が必要となっています。

■歴史的な遺産保護のためには、観光とのタイアップなどの取り組みを総合的に進める必要があります。

レビュー

歴史民俗資料館を対象とした「文化施設活性化事業」行った。

その成果は、津波関連の特別展を開催した23年度と比較して大幅に

入館者が減っている（23年度は特殊なケースとして捉えている。）。フ

リーの入館者と、学校利用、出前講座、公開講座等歴史民俗資料館

主催事業の参加者等を加えれば、約2,700人であった。

次年度以降は「歴民だより」など事業や展示物を紹介するパンフレッ

ト作成を積極的に進め、「歴民再発見」を目標にした取り組みを行う。

また、25年度は市教委直営施設として管理を行い、26年度以降、先

人記念館と一体で指定管理に移行し、２館体制で市の歴史・文化の

情報発進に効率的に取り組む。

●地域の歴史・文化財は、後世に継承する大切な遺産であり、保存と継承のため、歴史民俗資料館などの文化施設の充実を図ります。

●地域に根ざした郷土芸能については、後継者の育成や保存団体への支援を行い、その保護と活用を図ります。

●埋蔵文化財は、計画的に発掘調査や研究を行い、学校教育や生涯学習で活用されるよう、迅速な公開に努めます。

【誰が対象か？】

①市内外の住民、文化財研究者。

教育委員会事務局　生涯学習課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

128

127 128

16

14 16

700

768 800

15

8 8

5,000

5,432 5,500

17

学校行事との調整が難しいこともあるが、早い段階で利用を促すPR・情報発信

に取り組む。

5

先人記念館入館者

数

人 5,500 5,700

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

4

学校の歴史民俗資

料館利用回数

回 Ｈ23年度2回 16

18

現在、指定文化財候補を４件把握している。所有者の理解を得ながら指定を目

指す。

3

歴史民俗資料館入

館者数

人

H22年度515名

H23年度2849名

750 800

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

2

市指定文化財件数 件 17

H27：目標値

成果の達成状況

1

遺跡数 個所 Ｈ23年度126 129 130

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

【対象をどのようにしたいのか？】

①国民共有の財産である文化財を保存、継承する。

②地域の歴史文化を学び、郷土・歴史を伝える住民を育む。

③地域の歴史文化を学び、郷土を愛する人材を育む。

関

係

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市内外の住民、文化財研究者。

②県内外の観光客、市民。

③県内外の観光客、児童・生徒。

【どのような手段を使うのか？】

①埋蔵文化財の調査、調査資料の展示、公開。

②歴史民俗資料館、先人記念館等を活用した学習会、講演会、見学会。

③学校活動との連携。

5,432 5,500

10

9 10

150

124 60

10

10 10

135

130 135

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

2,046,725 6,149,000 6,149,000 6,149,000

2

19,428,785 23,383,000 20,000,000 20,000,000

3

4

5

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

歴史民俗資料館管理費

歴史民俗資料館

H23・24年度は入館者増を目的とした事業（文化施設活性化事業）を

展開。H25年度は市教委直営施設として管理方法を見直すこととし

た。

遺跡発掘調査事業

10

10

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

9

民俗芸能継承者数 人 140 145

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

8

民俗芸能保存会の

団体数

団体 10

14

学校行事との調整が難しいこともあるが、早い段階で利用を促すPR・情報発信

に取り組む。

7

土器づくり等体験講

座、遺跡説明会参

加者数

人 160 170

多様化する個人の趣向にあった体験できるメニューを増やす取り組みを行う。

6

出前授業・公開講

座回数(学校・団体)

回 12

5

数

人 5,500 5,700

係

指

標

5

6

7

8

9

10

21,475,510 29,532,000 26,149,000 26,149,000

7,900,920 8,222,000 8,222,000 8,222,000

13,574,590 21,310,000 17,927,000 17,927,000

16,051,763 16,051,763 16,051,763 16,051,763

8,066,000 8,222,000 8,222,000 8,222,000

37,692,353 45,583,763 42,200,763 42,200,763

6,852,000 6,633,000 5,160,000 5,160,000

0 7,500,000 0 0

（　氏　　名　）

   内野　主税

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 生涯学習課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

専従職員の配置（H25年度実施済み）。26年度以降は先人記念館と

一体で指定管理に移行する。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

歴史民俗資料館

入館者増、参加者増を見込める魅力ある講座・講演・特別展等の企

画・実施が必要であることから専従職員の配置が今後必要である。

必

要

な

施

策

と

事

業



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

3
豊かな心と体を育むまちづくり

4,617,000 0

政策

5 スポーツの振興 人件費計 3.2 人 20,507,540 0

施策

1 スポーツ機会の充実 　（内正職員） 2.4 人 19,267,540 課長１名、補佐１名、係長１名、主任主査2名、主事1名(4割)

後期計画
63

ページ

　（内非常勤等）

0.8 人 1,240,000 非常勤職員２名(4割)

合　計 25,124,540 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 25,124,540 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

■　総合体育館、武道館や温水プールなどの施設が幅広く利用されています。また、アイスアリーナは、近年、市外や県外のフィギアスケートやアイスホッケーなどの合宿にも広く活用されてい

ます。さらに、市内小中学校の体育館等を放課後に開放し、様々な団体が活用しています。

■　市内の体育施設については、民間団体が管理を行っており、利便性などが向上しているとともに、専門家を招いてのスポーツ教室などの事業を展開しています。

（課題）

■　スポーツを通じた健康づくり活動は、高齢者や障がいを持った方々など、様々な市民を対象として実施する必要があることから、各分野と連携し、運動習慣の普及を図る必要があります。

■　健康づくりへのニーズが大きくなる一方、競技スポーツの人口が減少していることから、誰もが生涯を通じてスポーツやレクリエーションを楽しむことができる機会の提供、運動習慣の普及

が求められています。

■　新たなニーズを掘り起こすとともに、定期的な運動機会を様々な情報媒体を通じて効果的に提供する必要があります。

レビュー

　市民のスポーツ活動を推進するため、市主催の各種スポーツ大会を

開催するとともに、体育施設の指定管理者の自主事業イベント等の情

報を広報みさわやマックテレビ等において随時お知らせした結果、市内

体育施設利用者数、各種大会参加者数ともに、概ね目標達成が図られ

た。

　今後においては、愛好者の高齢化に伴い、活動の衰退が予想される

ゲートボール競技の継続的な活動にゲートボール協会と取り組む必要

がある。

●　誰もが市内のスポーツやレクリエーションについての情報を入手出来るように、実施されている各種のスポーツ活動や教室などの情報の集約を行い、効果的

に発信します。

●　お年寄りや障がいをもった方々など、様々な市民が運動習慣を持ち、健康に生活するための取り組みを、市内の各スポーツ施設や様々な分野と連携して行

います。

●　市内で行われている日米のスポーツ交流については、より一層積極的に取り組みを行います。

【誰が対象か？】

①スポーツ活動に参加したい市民

教育委員会事務局　市民スポーツ課

0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

215,000

220,016 210,000

68,950

74,952 68,000

46

45 42

153

150 150

18

159

米軍関係者との連携のもと、目標は概ね達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

市民ドッチボール大

Ｈ２４は、他事業と重複したチームが不参加となったため、参加チーム数が減

4

国際アイスフェス

ティバル参加者数

人 156

79,650

指定管理者との連携のもと、目標は概ね達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

3

早朝ウォーキング

教室参加者数

人 47 48

Ｈ２５において、既に実施中であるが、目標に達しなかったため、次年度以降

は、より啓蒙活動に取り組む必要がある。

2

市内屋外運動施設

利用者数

人 74,300

H27：目標値

成果の達成状況

1

市内屋内運動施設

利用者数

人 219,000 223,000

指定管理者との連携のもと、目標は概ね達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

【対象をどのようにしたいのか？】

①スポーツ活動への参加促進を図る。

②スポーツ活動の習慣化を図る。

③健康の保持増進と体力の向上を図る。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①スポーツ活動に参加したい市民

②スポーツ活動を行う団体・個人

③地域住民

【どのような手段を使うのか？】

①各種スポーツ活動や教室などの情報の集約を行い、効果的に発信

②各種スポーツ教室を各スポーツ団体等と連携して実施

③地域総合型クラブの育成

18

14 17

27

27 27

31

30 30

10

10 9

92

90 103

17

16 17

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

674,061 675,000 675,000 675,000

2

18,039,659 20,014,000 20,014,000 20,014,000

3

4

18

バレーボール協会と連携のもと、目標は達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

地域スポーツ活動活性化事業

特になし

保健体育総務費【３・５・３と重複】

10

市民バレーボール

大会参加チーム数

チーム 18

10

愛好者の高齢化のため、チーム編成に苦慮し、今後参加チーム数の減少が

見込まれることから、ゲートボール協会と連携しながら、普及に努める。

9

市民グラウンド・ゴ

ルフ大会参加者数

人 94 96

グラウンドゴルフ協会と連携のもと、目標は達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

8

高齢者ゲートボー

ル大会参加チーム

数

チーム 10

27

野球協会と連携のもと、目標は達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

7

市民ソフトバレー

ボール大会参加

チーム数

チーム 32 32

バレーボール協会と連携のもと、目標は達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

6

少年野球大会（小・

中学生）参加チーム

数

チーム 27

5

市民ドッチボール大

会参加チーム数

チーム 19 19

Ｈ２４は、他事業と重複したチームが不参加となったため、参加チーム数が減

少した。

今後も継続して取り組みを進める。

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

18,713,720 20,689,000 20,689,000 20,689,000

14,390,270 16,072,000 15,872,000 15,872,000

4,323,450 4,617,000 4,817,000 4,817,000

14,244,206 19,267,540 19,267,540 19,267,540

1,240,000 1,240,000 1,240,000 1,240,000

19,807,656 25,124,540 25,324,540 25,324,540

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

　　　　　　向井　忠晴

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 市民スポーツ課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

○本年度中に各施設の改修について、その方向性を検討する。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

○総合体育館や武道館、温水プール、アイスアリーナなど市内スポーツ施設

は、幅広く市民に利用されているが、施設の老朽化により、利用者に不便をき

たしていることから、改修が必要である。

必

要

な

施

策

と

事

業

　　　　　　向井　忠晴記載者　職氏名： 市民スポーツ課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

3
豊かな心と体を育むまちづくり

267,465,000 0

政策

5 スポーツの振興 人件費計 2.4 人 15,381,655 0

施策

2 スポーツ拠点の整備 　（内正職員） 1.8 人 14,450,655 課長１名、補佐１名、係長１名、主任主査2名、主事1名(3割)

後期計画
63

ページ

　（内非常勤等）

0.6 人 931,000 非常勤職員２名(3割)

合　計 282,846,655 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 1,433,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 281,413,655 0

0 心安らぐ生活づくり 42,476,000 0

展

開

対

教育委員会事務局　市民スポーツ課

経済部　観光物産課 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

■　市民のニーズに応えた新たな体育拠点施設として、防災機能を備えた（仮称）国際交流スポーツセンターの建設に向け国と協議して

います。

■　市内体育施設については、緊急性、安全性を考慮し改修、修繕を行っています。

（課題）

■　市内の運動施設は、市と管理団体の協力体制の強化や、事業内容についての精査などを定期的に実施し、利便性の向上について、

継続的な取り組みを行う必要があります。

■　市内体育施設については、施設や設備の老朽化が著しいことから、施設の改修や整備が急務です。

レビュー

　施設の老朽化により、利用者に不便を与えている中で、指定管理者との連

携を図りながら、利用しやすい管理運営に努めた結果、各施設の利用者の

目標値は、概ね達成された。

　今後は、老朽化している施設の改修計画を策定し、順次、利用者にとって

安全快適な環境整備に努める。

●　市民のニーズに応えた新たな体育拠点施設として、防災機能を備えた（仮称）国際交流スポーツセンターの整備に取り組みます。

●　既存の体育施設については、老朽化が進行しているため、計画的な施設改修や、設備整備を行います。

【誰が対象か？】

①体育施設利用者
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

4,076

3,962 4,000

22,528

22,906 22,500

50,458

52,576 50,400

86,011

92,364 86,000

2,380

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①体育施設利用者

②体育施設利用者

③体育施設利用者

【どのような手段を使うのか？】

①新たな体育拠点施設（仮称）国際交流スポーツセンターの整備

②既存の体育施設の施設改修、設備整備

③指定管理者と連携して利用しやすい管理運営

【対象をどのようにしたいのか？】

①利用者にとって安全快適な環境の整備を図る。

②利用者にとって安全快適な環境の整備を図る。

③利用者にとって安全快適な環境の整備を図る。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

滝の沢プール利用

者数

人 4,332 4,588

指定管理者との連携により、目標値は概ね達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

2

屋内温水プール利

用者数

人 22,866 23,204

指定管理者との連携により、目標値は概ね達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

3

総合体育館利用者

数

人 51,214 51,969

指定管理者との連携により、目標値は概ね達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

4

武道館利用者数 人 87,298 88,586

指定管理者との連携により、目標値は概ね達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

市民運動広場利用

指定管理者との連携により、目標値は概ね達成された。

2,380

7,029 5,000

55,145

52,170 55,000

48,138

52,671 48,000

13,290

11,290 13,000

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

51,014,859 50,269,000 50,269,000 50,269,000

2

0 798,000

3

18,753,214 17,147,000 17,147,000 17,147,000

4

12,607,769 15,645,000 15,645,000 15,645,000

5

0 2,244,000

6

9,244,520 9,002,000 9,002,000 9,002,000

関

係

指

標

5

市民運動広場利用

者数

人 2,530 2,680

指定管理者との連携により、目標値は概ね達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

6

アイスアリーナ利用

者数

人 55,971 56,797

指定管理者との連携により、目標値は概ね達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

7

南山テニスコート利

用者数

人 51,168 54,198

指定管理者との連携により、目標値は概ね達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

8

南山屋外運動場利

用者数

人 14,127 14,965

指定管理者との連携により、目標値は概ね達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

9

総合体育館管理費

武道館管理費

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

市民プール管理費

特になし

市民プール整備事業

武道館整備事業

市民運動広場管理費 事業実施における課題
6

9,244,520 9,002,000 9,002,000 9,002,000

7

2,356,200 5,985,000

8

73,698,748 70,458,000 70,458,000 70,458,000

9

0 798,000

10

6,627,747 6,129,000 6,129,000 6,129,000

11

11,609,954 10,941,000 10,941,000 10,941,000

12

604,000 604,000 604,000 604,000

13

8,340,200 8,396,000 8,396,000 8,396,000

14

4,207,000 178,570,000 8,396,000

15

6,345,285 7,787,000 7,787,000 7,787,000

16

16,719,370 57,055,000 294,869,000 1,626,409,000

217,921,866 267,465,000 669,817,000 1,831,183,000

0 0 0 0

217,921,866 267,465,000 669,817,000 1,831,183,000

10,683,155 14,450,655 14,450,655 14,450,655

931,000 931,000 931,000 931,000

229,536,021 282,846,655 685,198,655 1,846,564,655

0 42,476,000 221,151,750 1,219,806,750

1,433,000 1,433,000 1,433,000 1,433,000

（　氏　　名　）

テニスコート管理費

○屋内ゲートボール場の老朽化による改修に伴い、利用者増を図るための

施設の多目的化が必

要となっている。また。多目的に利用できるように関係機関と調整している。

○武道館、アイスアリーナ、滝ノ沢プールの老朽化が著しいことから、大型改

修が必

要な状況となっているが、多額の事業費が見込まれることから、その事業費

の捻出

と整備計画の策定が求められている。

必

要

な

施

策

と

事

業

市民運動広場管理費 事業実施における課題

市民運動広場改修事業

アイスアリーナ管理費

アイスアリーナ整備事業

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

○本年度中に、各施設の改修について、市内スポーツ関係者からの意見を

聴取する

ともに、庁内において改修の方向性を決定する。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

屋外運動場管理費

駐車場管理費

屋内ゲートボール場管理費（観光物産課）

屋内ゲートボール場改修事業

勤労青少年体育施設運営費

(仮称）国際交流スポーツセンター整備事業

（　氏　　名　）

　　　　　　向井　忠晴

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 市民スポーツ課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

3
豊かな心と体を育むまちづくり

14,191,000 0

政策

5 スポーツの振興 人件費計 2.4 人 15,381,655 0

施策

3 スポーツ活動への支援 　（内正職員） 1.8 人 14,450,655 課長１名、補佐１名、係長１名、主任主査2名、主事1名(3割)

後期計画
63

ページ

　（内非常勤等）

0.6 人 931,000 非常勤職員２名(3割)

合　計 29,572,655 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 29,572,655 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

教育委員会事務局　市民スポーツ課

0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

■　市体育協会と共に、様々なスポーツに関する事業を行うとともに、各種競技団体に補助を行っています。

■　各種大会の選手派遣費に要する経費について補助を行っています。

（課題）

■　一般の競技スポーツ人口が減少していることから、市体育協会と連携し、競技スポーツの強化を図る必要があります。

レビュー

　市内の各スポーツ少年団及び中学校の部活動を通じて、県大会、東北大

会、全国大会へ出場する選手への交通費等の補助する制度は、十分に周

知され、また、活用されている。

　今後も、予算確保に努め、積極的に支援していきたい。

　また、市体育協会と連携を図りながら、県民体育大会、北奥羽体育大会

等に参加する各スポーツ団体への補助を継続して行うなど競技スポーツ

の強化に努める。

●　市民団体が行っている活動に対して積極的な支援を行います。

●　市の体育協会と連携し、競技スポーツの強化を行います。

【誰が対象か？】

①児童・生徒
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

31

32 32

3,543

3,770 3,500

25

25 23

566

581 512

127

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①児童・生徒

②市体育協会会員

③市民

【どのような手段を使うのか？】

①各種競技団体への補助金の交付

②各種大会選手派遣費補助金の交付

③市体育協会と連携して、各種大会への参加

【対象をどのようにしたいのか？】

①各競技の普及・振興

②競技人口の拡大

③競技スポーツの強化

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

市体育協会加盟団

体数

団体 31 31

市体育協会との連携により、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

2

市体育協会加盟団

体登録会員数

人 3,578 3,613

市体育協会との連携により、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

3

市スポーツ少年団

登録団体数

団体 25 26

市内スポーツ関係者との連携により、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

4

市スポーツ少年団

登録団員者数

人 571 577

市内スポーツ関係者との連携により、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

市スポーツ少年団

市内スポーツ関係者との連携により、目標値は達成された。

127

129 124

64

56 62

17

20 17

22

17 22

255

250 257

259

254 209

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

837,360 1,221,000 1,221,000 1,221,000

2

18,039,659 20,014,000 20,014,000 20,014,000

3

4

関

係

指

標

5

市スポーツ少年団

登録指導者数

人 128 130

市内スポーツ関係者との連携により、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

6

各種大会選手派遣

費県大会補助数

件 66 67

スポーツ少年団及び各中学校の部活動との連携により、目標値は概ね達成

された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

7

各種大会選手派遣

費東北大会補助数

件 18 18

スポーツ少年団及び各中学校の部活動との連携により、目標値は概ね達成

された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

8

各種大会選手派遣

費全国大会等補助

数

件 23 23

スポーツ少年団及び各中学校の部活動との連携により、目標値は概ね達成

された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

9

県民体育大会参加

者数

人 260 265

市内スポーツ関係者との連携により、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

10

北奥羽総合体育大

会参加者数

人 264 269

市内スポーツ関係者との連携により、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

スポーツ指導委員育成費

○市体育協会が平成２５年７月１日付で一般財団として法人化を図ったこと

から、

今後さらなる支援と連携を図る必要がある。

保健体育総務費【３・５・１と重複】

4

5

6

7

8

9

10

18,877,019 21,235,000 21,235,000 21,235,000

6,745,019 7,044,000 6,981,000 6,981,000

12,132,000 14,191,000 14,254,000 14,254,000

10,683,155 14,450,655 14,450,655 14,450,655

931,000 931,000 931,000 931,000

23,746,155 29,572,655 29,635,655 29,635,655

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

　　　　　　向井　忠晴

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

○県民体育大会や県民駅伝大会等の成績が低迷していることから、各競技

において、有力選手の育成が必要である。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

○市体育協会と連携を図りながら、各大会の成績向上に向け、対策の検討を

図る。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 市民スポーツ課長 　　　　　　向井　忠晴記載者　職氏名： 市民スポーツ課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり 182,565,000 0

政策

1 企業誘致と雇用創出 人件費計 3.0 人 20,680,825 0

施策

1 企業の誘致 　（内正職員） 2.0 人 19,711,825 0

後期計画
67

ページ

　（内非常勤等）

1.0 人 969,000 0

合　計 203,245,825 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 203,245,825 0

○ 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

経済部　企業誘致推進室 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

■これまで工業団地の整備を進めるとともに、企業の規模や業種に応じた優遇制度を提供するなど、企業誘致について地元雇用の拡大

や地域産業の活性化を目的として積極的に推進を図ってきました。今後も細谷工業団地及び三沢臨空東工業団地への企業集積を目指

して誘致活動を実施していきます。

（課題）

■雇用の確保は市が抱える最重要課題であり、雇用機会の創出が強く求められていることから、今後も企業のニーズに適した用地及び

人材の確保に努めます。

レビュー

■【取組内容】

　特に、２４年度は細谷工業団地への企業集積をめざした結果、新

エネルギー事業に取り組む２社との合意に達し、細谷工業団地の無

償貸付手続きを行うとともに、青森県とともに２社との２５年度立地

協定締結に向けた準備を進めた。

■【成果・結果】

　既誘致企業であるエネルギープロダクト株式会社及び関連企業で

ある株式会社サイエンテック（２５年度誘致企業認定）の２社に対し、

細谷工業団地内１４．５ヘクタールの無償貸付契約（３０年）を行っ

た。これにより長期に亘る立地が確約されるとともに、事業の展開に

伴う新たな地元雇用の拡大が期待されることとなった。

●地域の特性を活かした産業の集積を目指し、長期的な地域の産業振興及びそれに伴う市民雇用の促進を目指した誘致活動を展開し

ます。

●企業側にとって魅力を感じる地域を目指して、優遇措置の充実や工業団地のインフラ整備を行います。

●ホームページやパンフレットにより当市の情報発信を行うとともに企業情報の収集に努めます。

●積極的な企業訪問を展開します。

【誰が対象か？】

①民間企業（既誘致企業含む）
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

17

16 18

1,437

1,417 1,467

54.5

54.4 51.4

10

9 10

44.6

■【展望】

　２５年４月１２日にエネルギープロダクト株式会社及び株式会社サ

イエンテックと立地協定締結。２５年度から風車製造工場の建設にと

りかかるため数十名規模の新規地元雇用が両社で見込まれる。

両社は太陽光・風力発電の拠点として事業を展開し、災害時には市

民へ電力供給可能となるような研究を進めている。

　今後は残り約１６ヘクタールとなった細谷工業団地の販売促進に

尚一層努めるとともに、長期展望に立ち、航空機産業に関連する企

業の誘致を目指した三沢臨空東工業団地のＰＲに努める。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①民間企業（既誘致企業含む）

②日本立地センター・電源地域振興センター・青森県

③市民

【どのような手段を使うのか？】

①積極的に企業を訪問し誘致活動に努める。

②各種セミナー、情報交換会等への職員参加により企業情報の収集を行う。

③誘致企業のＰＲの場として市民と交流できる機会を提供する。

【対象をどのようにしたいのか？】

①誘致企業として三沢市工業団地へ立地する。

②国内企業の動向等情報提供により企業訪問・誘致活動を展開する。

③誘致企業への関心が深まり市民の就労意欲・機会が高まる。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

誘致企業数 社 18 19

■撤退も新規もなきまま推移したが、２社との立地協定の準備を整えた。

■既立地企業の協力を得ながら誘致活動を継続的に進める。

2

誘致企業従業員数 人 1,437 1,457

■プライフーズ㈱三沢みどりの郷工場８月操業などにより目標値は達成され

た。

■順調に推移しており、今後も企業に対し従業員数の拡大を求めていく。

3

市民雇用率

市民／誘致企業従

業員数

％ 54.5 54.6

■企業の求める人材が市内で十分に確保できなかったために他市町村及び

外国人を雇用したものと考えられる。

■誘致企業懇談会などの機会をとらえて市民雇用を企業へ求めていく。

4

企業訪問件数 件/年 10 15

■ほぼ計画どおりの企業訪問を実施した。

■今後も計画的に企業訪問を実施する。

工業団地分譲率 販売面積／分譲面

■H24誘致企業エネルギープロダクト株式会社への無償貸付（１４．５ヘク

44.6

73.1 73.1

0.5

0.5 0.5

1.5

1 1.7

3.5

2.7 6.7

2.5

2 2.3

2.5

1.7 1.3

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

14,583,890 183,534,000 264,302,000 263,802,000

2

3

4

関

係

指

標

5

工業団地分譲率

（細谷工業団地）

販売面積／分譲面

積

％ 45.6 45.6

■H24誘致企業エネルギープロダクト株式会社への無償貸付（１４．５ヘク

タール）により目標値は達成された。

■順調に推移しており今後も継続的に分譲販売促進を進める。

6

工業団地分譲率

（三沢臨空東工業

団地）

販売面積／分譲面

積

％ 0.5 1

■現状維持。全域農地であることが誘致活動のマイナス点であり、また企業

側としても初期投資抑制のネックとなっている。

■飛行場隣接地としての優位性を活かした誘致活動を進める。

7

雇用促進奨励金交

付件数

過去３年間の平均件

数

件/年 2 2.5

■ほぼ予定通りに推移した。

■既立地企業の増設及び新規企業立地計画があることから、今後も順調な

推移が見込まれる。

8

雇用促進奨励金交

付対象者

過去３年間の平均人

数

人/年 4 4.5

■ほぼ予定通り（基本数値は１～４名で、最終市民雇用人数により数値が大

きく変動）

■既立地企業の増設計画があることから、今後も順調な推移が見込まれる。

9

立地促進奨励金交

付件数

過去３年間の平均件

数

件/年 3 3.5

■ほぼ予定通りに推移した。

■既立地企業の増設及び新規企業立地計画があることから、今後も順調な

推移が見込まれる。

10

環境保全施設等奨

励金交付件数

過去３年間の平均件

数

件/年 3 3.5

■ほぼ予定通りに推移した。

■既立地企業の増設及び新規企業立地計画があることから、今後も順調な

推移が見込まれる。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

企業誘致費

4

5

6

7

8

9

10

14,583,890 183,534,000 264,302,000 263,802,000

971,040 969,000 969,000 969,000

13,612,850 182,565,000 263,333,000 262,833,000

19,711,825 19,711,825 19,711,825 19,711,825

969,000 969,000 969,000 969,000

34,293,675 203,245,825 284,013,825 283,513,825

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

皆川　智

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

■企業が求める地元人材の確保。

■企業に雇用される市民の比率が約５割。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

■市民の就労意欲を促す企業の誘致。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 企業誘致推進室長 皆川　智記載者　職氏名： 企業誘致推進室長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり 5,302,767 0

政策

1 企業誘致と雇用創出 人件費計 2.9 人 10,989,504 0

施策

2 新エネルギー導入の推進 　（内正職員） 0.9 人 7,280,504 0

後期計画
67

ページ

　（内非常勤等）

2.0 人 3,709,000 0

合　計 16,292,271 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 16,292,271 0

0 心安らぐ生活づくり 6,799,000 0

展

開

対

経済部　産業政策課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

太陽光や風力などの新エネルギーの活用を推進するため、導入可能性調査や利用方法の検討を行い、平成２３年２月に三沢市地域新

エネルギービジョンを策定している。そしてそれをもとに、新エネルギー推進協議会を発足し、新エネルギー導入に必要な調査・検討を行

い、施策の提示を行っている。

東日本大震災の影響を受け、電力需給が不安定となるなか、新エネルギーに関するニーズが高まるなど、経済環境が大きく変化しており

本市においてもエネルギー自給、環境面だけでなく、産業活性化や雇用創出の観点から、新エネルギー関連分野における企業の集積が

求められている。

レビュー

【取組内容】

ビジョンにより明らかになった豊富な賦存量を最大限に利活用すべ

く示された重点プロジェクトを現実のものとする為、「三沢市新エネル

ギー推進協議会」を設立。具体的な政策を検討し、施策案を作成し

た。

【成果・結果】

施策案が示された事により、より具体的に検討することができるよう

になり、一部「実現不可能」と判断された施策もあるが、実現可能な

施策については着実に進捗している。

【展開】

現時点で着手している施策の更なる推進の他、中長期的な施策に

ついても、実現性の可否について調査・研究する。

地域産業の活性化による雇用創出や遊休地等の有効活用の観点から新エネルギーなどの成長分野への産業誘導に努める。

【誰が対象か？】

①市民
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

12

2 5

2

1 2

2

0 4

1,000,000

2,398,901 3,000,000

429

ついても、実現性の可否について調査・研究する。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市民

②市内企業

【どのような手段を使うのか？】

①太陽光発電設備の設置にかかる費用の一部を補助するほか、国・県の補助制度の情報提供を行い、一般家庭への太陽光パネルの導入を図る。国の補助制度（ＧＮＤ基

金等）による設置の他、民間資金の活用を検討し、公共施設への新エネルギー設備導入を図る。国有地等へメガソーラーを設置し、未利用地の有効活用を図る。

②太陽光発電設備の設置にかかる費用の融資保証料を補助するほか、国・県の補助制度の情報提供を行い、事業所への太陽光パネルの導入を図る。国の補助制度（Ｇ

ＮＤ基金等）による設置の他、民間資金の活用を検討し、公共施設への新エネルギー設備導入を図る。国有地等へメガソーラーを設置し、未利用地の有効活用を図る。

【対象をどのようにしたいのか？】

①東日本大震災以降、全国的なエネルギー不足になっており、一般家庭への太陽光発電設備普及率の向上により、エネルギーの地産地消を図る。環境に優しい新エネル

ギーを推進し、ＣＯ₂削減を図る。

②新エネルギー設備導入に係る設置及び保守業務の増加により地域経済の活性化、雇用拡大を図る。東日本大震災以降、全国的なエネルギー不足になっており、事業

所への太陽光発電設備普及率の向上により、エネルギーの地産地消を図る。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

新エネルギー導入

に係る市補助金の

通算利用件数

既存件数＋利用件

数

件 22 32

目標値まで達することが難しい状況。

更なる普及宣伝に取り組み必要。

2

公共施設への新エ

ネルギー設備の導

入件数

既存件数＋導入件

数

件 3 4

消防総合庁舎へ導入することにより達成予定。

順調に推移している為、継続して取り組みを進める。

3

メガソーラー設置数

既存件数＋設置件

数

件 3 4

市内遊休地へ４箇所設置された為、目標値達成。

今後については、移転跡地計画や国の制度設計(電力の逆潮流)により、増

加する可能性がある。

4

新エネルギー発電

による市内の売電

量（ＣＯ２削減）

kＷh 3,060,000 4,120,000

メガソーラーの稼働により、目標値達成。(H24実績値は、H24.8～H25.7)

順調に推移している為、継続して取り組みを進める。

売電量×排出係数

メガソーラーの稼働により、目標値達成。

429

1,029 1,287

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

3,940,410 6,976,000

2

38,590,000 45,161,000 38,964,000 38,964,000

3

1,016,433 0

4

関

係

指

標

5

CO₂削減量

売電量×排出係数

(0.000429ｔ）

ｔ 1,312 1,767

メガソーラーの稼働により、目標値達成。

順調に推移している為、継続して取り組みを進める。

6

7

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

新エネルギー産業活性化推進事業費

　東日本大震災を受け、これまでの「環境」という観点から進められ

てきた新エネルギー政策が、「エネルギーの自給自足」へと変化し、

更に平成２４年７月に開始された「固定価格買取制度」の導入に伴

い、全国的に急激な各種事業展開が進められている。

新築リフォーム支援事業【４・１・３，４・１・４，４・４・１と重複】

新エネルギー推進事業費

4

5

6

7

8

9

10

43,546,843 52,137,000 38,964,000 38,964,000

38,933,425 46,834,233 38,787,416 38,787,416

4,613,418 5,302,767 176,584 176,584

7,510,569 7,280,504 7,280,504 7,280,504

617,014 3,709,000 1,855,000 1,855,000

12,741,001 16,292,271 9,312,088 9,312,088

1,016,433 6,799,000 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

遠　藤　恵　介

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

　一般家庭への太陽光発電設備導入への支援については、実績値

が思いのほか伸びていない。

　移転跡地への整備計画については、防衛省・財務省の許可が必

要となるとこから、手続上かなりの時間を要する。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

　一般家庭への設備導入支援については、新エネルギーに対する

市民の理解が必要であり、設備の有効性や採算性など、普及啓発

活動を幅広い市民層に対し継続的に行っていくしかない。

　移転跡地については、集団移転跡地利用計画検討チームが対象

地域全体の利用計画を検討しているところであり、全体計画の中で

「新エネルギー計画」が組み込まれることとなれば、国への手続きを

開始することができるようになる。なお、固定買取制度における買取

価格は毎年度見直されることから、事業の実施については、早急な

判断と事業着手が必要となる。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 産業政策課長 遠　藤　恵　介記載者　職氏名： 産業政策課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり 246,596,354 0

政策

1 企業誘致と雇用創出 人件費計 1.8 人 10,760,524 0

施策

3 産業への支援 　（内正職員） 1.8 人 10,760,524 0

後期計画
67

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 257,356,878 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 257,356,878 0

0 心安らぐ生活づくり 3,400,000 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

人材育成を目的とした雇用創出プロジェクトにより、雇用の拡大への取り組みを行っている。

レビュー

【取組内容】

企業向けの融資制度及び産業活性化補助金の制度の周知を広報

誌やＨＰにて図った。さらに三沢市雇用対策協議会にて企業支援セ

ミナーを実施し、経営者及び従業員の質の向上を図った。

【成果・結果】

アベノミクスの影響で景気回復に期待を持つ企業が増え、さらに市

や県でも震災対応の事業を行っていることにより、雇用の拡大が図

られている。

【展開】

市の融資制度及び産業活性化補助金の制度の更なる周知徹底を

行い、また、市の融資制度の見直しを検討することにより活用を促

し、既存企業の産業基盤の安定化を図る。

新たな取り組みを行う地域産業の活性化を目指し、各種事業を実施し、人材育成による地域の産業基盤の強化や地元企業との連携によ

り、雇用創出に努める。

【誰が対象か？】

①市内企業

経済部　産業政策課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

0.47

0.62 0.7

13,724

13,729 13,774

107

68 80

3

3 3

65

4

目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

市融資制度の利用

目標値を達成できなかった。

4

企業支援セミナー

の開催回数

回 3

13,804

目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

3

企業支援セミナー

の参加人数

人 112 142

目標値に達成できなかった。

企業へのセミナーの周知と参加を促すことが必要である。

2

特別徴収人員 人 13,764

H27：目標値

成果の達成状況

1

有効求人倍率（全

体）

有効求人者数÷有

効求職者数

倍 0.49 0.51

目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

【対象をどのようにしたいのか？】

①産業基盤の安定・強化・拡大により、雇用拡大を図る。

②経営者及び従業員の質の向上を図る。

③市内有効求人倍率及び就職率の向上を図る。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

し、既存企業の産業基盤の安定化を図る。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市内企業

②経営者及び従業員

③求職者

【どのような手段を使うのか？】

①企業向け融資制度及び産業活性化補助金等の制度の周知徹底を図り、活用を促す。

②企業支援セミナー実施する。

③就労支援セミナーを実施する。

65

57 65

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

12,900,000 12,900,000 12,900,000 12,900,000

2

1,653,080 1,473,000 1,473,000 1,473,000

3

4,784,835 5,026,000 5,026,000 5,026,000

4

284,000 200,000 200,000 200,000

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

労働諸費

・新築補助金を契約額の１％の補助から３％、上限を３０万円から５

０万円に変更した。

職業補導費

勤労青少年ホーム運営費

労働福祉会館運営費

10

9

8

7

6

5

市融資制度の利用

企業数

件 67 69

目標値を達成できなかった。

今後は県の融資制度との連携を検討し、企業が利用しやすい融資制度の確

立を進めていきたい。

関

係

指

標

4

5

991,629 890,000 890,000 890,000

6

38,590,000 45,161,000 38,964,000 38,964,000

7

266,414,265 239,051,000 239,051,000 239,051,000

8

164,000

9

10

325,617,809 304,865,000 298,504,000 298,504,000

86,249,411 58,268,646 58,241,068 58,241,068

239,368,398 246,596,354 240,262,932 240,262,932

8,394,447 10,760,524 10,760,524 10,760,524

0 0 0 0

247,762,845 257,356,878 251,023,456 251,023,456

3,400,000 3,400,000 3,400,000 3,400,000

0 0 0 0

（　氏　　名　）

遠藤　恵介

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 産業政策課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・地方への景気回復効果は、中央での効果発生から２～３年はかか

るものとみられ、今後の景気上昇時を機会に足腰の強い企業の地

盤づくりが、その後の地域経済の鍵となることから、企業のニーズに

合った金融支援をはじめ、人材育成支援によりサポートし、最終的

に求職者が求める、安定した求人が創出されるよう、地元企業の後

方支援を行う。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

働く婦人の家運営費

新築リフォーム支援事業費補助金【４・１・２，４・１・４，４・４・１と重複】 事業実施における課題

商工振興費【４・４・１と重複】

・全国的には経済回復傾向にあると言われているが、地方において

は、未だその影響が企業へ届いていない状況にある。

・求人倍率については、数字的には回復傾向にあるものの、期限付

求人が数多く、求職者が求める条件との乖離が見られる。

三沢市職業能力開発校改修事業

必

要

な

施

策

と

事

業

労働福祉会館運営費

遠藤　恵介記載者　職氏名： 産業政策課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり 5,090,939 0

政策

1 企業誘致と雇用創出 人件費計 0.4 人 2,971,796 0

施策

4 起業の支援 　（内正職員） 0.4 人 2,971,796 0

後期計画
67

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 8,062,735 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 8,062,735 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

厳しい国内の経済情勢もあり、地域の起業者不足が深刻化していることから、時代のニーズに対応した起業への支援が求められている。

レビュー

【取組内容】

雇用創造推進協議会により起業支援セミナーを実施し、さらに起業

支援制度や相談会について広報やＨＰにより周知を図った。

【成果・結果】

空き店舗出店補助の活用による、商店街への出店数が目標値を達

成しており、中心市街地における賑わいの創出及び市内経済の活

性化が図れた。

【展開】

今後は補助制度のみならず、起業者向けの融資制度についても創

設し、起業者を支援する制度を確立させる。

起業化支援として、新規創業支援や事業拡大のための実践的な育成事業を実施し、新規起業者が、各種の支援制度を利用できるように

相談体制などを継続的に整備する。

【誰が対象か？】

①新産業への参入を検討する経営者及び新規起業を検討する方

経済部　産業政策課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

40

33 35

5

5 5

13

7 10

8

9 9

9

２１あおもりと連携を図り起業の個別相談を実施したため、目標値は達成され

た。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

4

起業相談件数 件

9

5

空き店舗補助金制度の広報により、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

3

起業説明会への参

加者数

人

14 15

起業説明会への出席を促す周知が不足していたため、目標値を達成すること

ができなかった。

今後は県と更なる連携周知を図り、起業説明会への参加者を増やす。

2

空き店舗補助金利

用数

件

5

H27：目標値

成果の達成状況

1

新規起業数 件

40 40

目標値を達成することができなかった。

更なる補助制度の周知をはかり、県との連携により起業者向けの融資制度も

実施する予定である。

【対象をどのようにしたいのか？】

①新規起業や既存企業の新規参入により、市内経済の活性化及び雇用拡大を図る。

②

③

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①新産業への参入を検討する経営者及び新規起業を検討する方

②

③

【どのような手段を使うのか？】

①市、県および関連団体の支援制度の活用を促す。

　 創業・起業支援制度合同説明会を開催する他、定期的に相談会を実施する。

   事業拡大や起業を支援するセミナーを開催する。

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

38,590,000 45,161,000 38,964,000 38,964,000

2

3

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

新築リフォーム支援事業【４・１・２，４・１・３，４・４・１と重複】(空き店

舗分）

10

9

8

7

6

5

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

38,590,000 45,161,000 38,964,000 38,964,000

35,666,411 40,070,061 33,884,758 33,884,758

2,923,589 5,090,939 5,079,242 5,079,242

4,124,429 2,971,796 2,971,796 2,971,796

0 0 0 0

7,048,018 8,062,735 8,051,038 8,051,038

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

遠藤　恵介

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 産業政策課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・中心商店街への新規出店について工事費を補助するほか、起業

者向け融資制度について、県融資制度との共同実施をすることによ

り、低金利や保証料補給といった、金銭的支援を展開し、更に商品

開発及び販売戦略分野についても、公的資金と民間活力の活用に

より、より多くの起業へ繋げる環境整備を行うことが必要である。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

・人口減少や景気低迷が未だ続く地方においては、市場の拡大予

測ができる状況になく、大都市向けやネット消費者向けに、斬新的

な商品開発やサービスの提供を行い、新規の市場を切り開きながら

起業する必要性があるが、それらをサポートする支援体制の整備が

整っていない。

必

要

な

施

策

と

事

業

遠藤　恵介記載者　職氏名： 産業政策課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり 22,168,000 0

政策

2 農業の振興 人件費計 2.4 人 14,088,794 0

施策

1 新たな担い手の育成 　（内正職員） 2.4 人 14,088,794 0

後期計画
69

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 36,256,794 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 36,256,794 0

○ 心安らぐ生活づくり 21,861,000 0

展

開

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

　農業青年会議等への支援及び認定農業者推進活動等により、農業者の資質向上に努めているが、市内の農業就業者は高齢化傾向と

ともに減少しており、後継者や新たな担い手の確保や育成が必要となっている。

レビュー

　地域が抱える人と農地の問題解決のため、地域農業のあり方や

次世代農業の中心となる経営体を定めるため、地域の中心経営

体（人・農地プラン）を策定。

　また、新規で就農する経営体が取り組む農業経営に対し、国庫

補助事業を活用し経営開始直後の不安定な所得に対し給付金を

交付し、経営の安定化と農業への定着を図り地域農業の活性化

に繋げる。

・農業従事者の減少と、農業構造の高齢化が進むなか、魅力とやりがいのある職種として選択できる農業の確立に向けた取組みが必要

となる。

・農業の新たな担い手を確保するため、効果的なPR活動を行うとともに、関係機関と連携し、新規就農者に安定経営のための支援を引き

続き実施する。

・新たに若手が農業を独立経営する際には、青年就農給付金を推進していくと共に事業活用のための支援を行い、農業への定着を図

る。

・若手農業者の経営改善及び所得向上を図るため、各種講座・研修会について十分な周知を図り、県の普及所等と連携し継続的な指導

を行う。

・青年組織の研修等の活動に対し、市からの負担金及び県の事業等の活用による支援を実施し、青年組織の強化・拡大及び若手農業者

の技術向上、生産安定を推進する。

・おいらせ農協が実施する若手農業者向けの研修会及び交流会について、県の事業等の活用を図りながら若手農業者の交渉力・コミュ

ニケーション能力の向上による積極性のある人材育成及び生活基盤づくりを支援する。

経済部　農政課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

4

13 4

5

3 5

12

12 14

3,040

3,072 3,072

3,020

　農業者の高齢化による離農等により人口は減少しているが、担い手確保

や新規就農者の育成により過大な減少の抑制を図り、目標値が達成でき

た。

4

農家人口 販売農家人口 人 3,030

5

　集落単位での検討会を重ね、合意形成を経て目標を達成することができ

た。

　今後は、必要に応じた見直しを進めるとともに、制度の周知を進めていき

たい。

3

青年就農給付金受

給者数(4・2・4再掲)

受給者数 人 15 18

　新規に就農を考える農業者に対し、国庫補助事業を活用し、経営の安定

かつ確実な担い手確保を目的に実施した結果、目標達成が図られた。

今後は認定農業者同様、担い手の確保に向け更なる取組を図っていく。

2

人・農地プランの作

成

作成地区数・修正数 地区 5

H27：目標値

成果の達成状況

1

新規就農者数 新規就農者数 人 5 5

　後継者や新規就農者の申請が多く目標値は達成できた。

　青年就農給付金や認定農業者制度のＰＲを今後も推進する。

【対象をどのようにしたいのか？】

①若手農業者の支援、育成をするとともに認定農業者へ誘導し、意欲のある担い手農業者を確保する。

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

ニケーション能力の向上による積極性のある人材育成及び生活基盤づくりを支援する。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①新規就農者、農業後継者、意欲のある農業者

【どのような手段を使うのか？】

①資質向上のための研修会等を開催し、新規就農者等を「人・農地プラン」の中心経営体に位置付け国等の支援を受ける。

236

238 240

773

793 793

18

18 18

1

5 5

9

7 3

3

1 1

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

12,416,598 22,221,000 26,288,000 27,000,000

2

5

　交流の場が少ない現状の打開策として取組みを行ったが目標値は達成

できなかった。

　今後においても継続して担い手確保向けた取組みを行っていく。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

農業次世代振興費

○平成２５年度予算において、国庫補助による新規事業を実施す

る。

10

担い手交流会開催

交際に発展したペア

数

組 4

2

　県が実施する担い手育成支援事業を活用た取組みにより目標達成

　今後においても継続して担い手育成に取組む。

9

機械購入経費の一

部負担

利用者数 人 9 10

　農業者の高齢化や後継者の減少等により、目標を達成することができな

かった。

　今後は、事業の推進と効率的な機械の導入について周知を図っていく。

8

若手担い手育成研

修会開催数

開催数 回 2

750

　農業者の高齢化による離農等により人口は減少しているが、担い手確保

や新規就農者の育成により過大な減少の抑制を図り、目標値が達成でき

た。

7

三沢市農業青年会

議会員数

会員数 人 19 20

　農業後継者の減少等により、減少傾向にあるものの、意欲のある農業者

育成する取組を行ったこと等により目標値が達成できた。

　今後も継続的な取組みを図り会員数の維持、増加を推進する。

6

販売農家数 販売農家数 戸 761

5

認定農業者数(4・2・

4再掲)

認定農業者数 人 238 240

　農業者の高齢化や後継者の減少等により、減少傾向にあるものの、経営

改善意欲のある農業者を認定農業者への誘導する取組を行ったこと等に

より増加が図られた。

関

係

指

標

3

4

5

6

7

8

9

10

12,416,598 22,221,000 26,288,000 27,000,000

0 53,000 53,000 53,000

12,416,598 22,168,000 26,235,000 26,947,000

14,088,794 14,088,794 14,088,794 14,088,794

0 0 0 0

26,505,392 36,256,794 40,323,794 41,035,794

12,062,000 21,861,000 26,000,000 30,500,000

0 0 0 0

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

　新たに若手が農業を独立経営していくために、国や県の補助を

受け青年就農給付金制度等の支援を行っていく。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

　農業従事者の高齢化による離職及び後継者不足により、農業者

人口が減少してきているため、新規就農者の確保が必要になって

きている。

必

要

な

施

策

と

事

業

0 0 0 0

（　氏　　名　）

工　藤　雅　則

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 農政課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり 442,000 0

政策

2 農業の振興 人件費計 1.5 人 10,737,278 0

施策

2 販売・流通の拡大 　（内正職員） 1.5 人 10,737,278 0

後期計画
69

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 11,179,278 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 85,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 11,094,278 0

○ 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

象

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

長芋洗浄選果施設、長ごぼう冷蔵貯蔵施設、馬鈴薯選果施設、人参洗浄選別施設等の完成により、農産物の安定出荷がなされ、一部

作物については、農業生産工程管理などの導入により、生産から出荷まで点検・管理し安全な農産物づくりがなされている。一方、三沢を

特徴づける「三沢ブランド」の特産品の開発への支援やその販売体制の確立・強化が求められている。

レビュー

おいらせ農協が実施した人参洗浄選別施設について、平成２４

年度、国庫補助事業を活用の上完成に至り、これまでの処理能

力７６トン／日から大幅に改善され、１３６トン／日の処理が可能

となり、北海道産が市場に出まわる８月上旬には作業を終了する

ことができるなど、後続産地とのバッティングによる価格の暴落を

防ぐ結果となっている。

その結果として、生産者の栽培意欲の向上及び生産農家の増加

に繋がり、最終的には品質の向上による産地ブランド化を目指し

ていきたいと考える。

●地域農産物の加工、学校給食の調理を担う施設の設置により、新たな加工品の開発や学校給食への地元食材の供給を推進します。

●安心・安全で信頼される確かな品質の農産物の生産により競争力強化を図ります。

●地域の農業に触れる場を継続的かつ、時代に対応した形で提供し、消費者の地域農業への理解、食への情報提供に努めます。

●観光事業との連携により販路・流通の拡大を図ります。

【誰が対象か？】

①市内農家

②消費者・流通関係者

③特産品開発者

経済部　農政課 0 0 項　　　目

事業費

手

段

意

図

（

効

果

）

44

42 48

102

102 102

100.0

100.0 100.0

3

3

観光物産課

4

農産物PRイベント

等参加回数

市内外イベント・宣伝

への参加回数

回 3

104

エコファーマーの認定を受けることによって、安全性の高い農産物及び付

加価値の高い生産を確保でき、生産者の所得向上に繋がるため、今後も

継続して取組を進めていく。

3

市民農園利用率

利用者数/農園区画

数

％ 100.0 100.0

農園利用の推進について、広域的に周知をした結果、目標値は達成され

た。

今後も継続して利用の推進を図っていきたい。

2

エコファーマー認定

者

認定者数 人 103

H27：目標値

成果の達成状況

1

野菜販売高 野菜販売高 億円 45 46

春先の天候不順が懸念されたが、夏場から秋にかけ回復に転じたため目

標値は達成された。

今後も適正な栽培管理について関係機関と連携し、指導の徹底を図る。

【対象をどのようにしたいのか？】

①競争力の強化や６次産業化などを図ることで所得の向上や次世代育成につなげる。

②地元産品の認知度向上や地産地消の推進により、販路や消費の拡大につなげる。

③特産品開発やブランド化を推進するとともに、所得向上につなげる。

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

③特産品開発者

【どのような手段を使うのか？】

①市内農家が安心、安全で信頼される農産物を安定的に生産できる体制を整えるため、経営規模の拡大やエコファーマー認定等の

推進を図る。

②物産展やイベントの開催等により、ブランド化や認知度向上を図るとともに、学校給食、市内飲食店などを通じて地元産品の消費

拡大や産直施設の充実、市民農園提供などで地産地消の推進を図る。

③特産品開発に向け、講座の開催や補助金制度の実施、農産物加工施設の利用促進などを図るとともに６次産業化など、販売面で

も諸施策を講じる。

90

49

3

2

292,000

290,452 282,000

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

543,478 463,000 463,000 463,000

2

3

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

農産物販路促進費

農業者の高齢化による離職や後継者不足による、農業人口の減

少に加え異常気象による品質低下や価格の低迷、さらに生産資

材の高騰などにより農業所得が減少するなど厳しくなっている。

10

2

観光物産課

9

食肉処理センター

での処理頭数(4・2・

5再掲)

実処理頭数 頭 400,000 435,000

昨年度において、十和田市の養豚業者（年16,000頭処理）が廃業したことによ

り、処理頭数が一時的に減少した。来年度は三戸センターとの統合によって、大

幅な処理頭数増加となるため、適正な処理体制の充実を図っていく。

8

物産品の開発 参加団体数 団体 2

53

観光物産課

7

学校給食地場産品

利用

食育の推進 品目 4 4

観光物産課

6

地場産品販売所売

上

年間売上 百万円 51

5

グリーンツーリズム

参加者数

受入れ人数 人 80 80

観光物産課

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

543,478 463,000 463,000 463,000

22,000 21,000 21,000 21,000

521,478 442,000 442,000 442,000

10,737,278 10,737,278 10,737,278 10,737,278

0 0 0 0

11,258,756 11,179,278 11,179,278 11,179,278

0 0 0 0

85,000 85,000 85,000 85,000

（　氏　　名　）

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・エコファーマー認定を受けようとする農業者に対して必要な指

導・助言等の援助を行っていく。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

・安全で安心な農産物を安定的に生産できる体制を整えるため

に、エコファーマー認定等の推進を図っていく必要がある。

必

要

な

施

策

と

事

業

（　氏　　名　）

工　藤　雅　則

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 農政課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり 43,790,000 0

政策

2 農業の振興 人件費計 3.3 人 22,573,383 0

施策

3 生産基盤の整備 　（内正職員） 2.8 人 22,104,183 0

後期計画
69

ページ

　（内非常勤等）

0.5 人 469,200 0

合　計 66,363,383 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 66,363,383 0

○ 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

経済部　農政課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

■地域住民と生産基盤整備のあり方について協議を重ね集約し、実現化へ向け調整を図りながら計画的に事業を実施しております。

（課題）

■高品質の農作物を効率よく生産することあるいは農業機械の大型化に対応するため、よりよい生産基盤整備の充実が必要です。

レビュー

　新規事業の集落基盤整備事業の計画立案のため地域住民から

出された土地改良施設設置要望箇所を現地確認、協議を重ねて集

約を行う取組を行った。計画立案段階で事業化はまだされていない

ものの事業計画へ向けて県と協議を行っている。

　また、継続している土地改良事業においても、地域住民、関係機

関と協議、調整を図りながら事業推進を行っている。

●地域の農業生産基盤や農業用施設については、時代のニーズに適応するため、重要性の高い箇所から計画的に整備・強化を行いま

す。

●関係機関、地域住民も含めどの事業で行うのが最適なのか、事業化へ向けた手順などについても検討して行きます。

【誰が対象か？】

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

89.0

80.0 89.0

600

540 600

880

865 865

5.0

0.0 5.0

5.0

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①職員

②地域住民及び土地改良区

【どのような手段を使うのか？】

①生産基盤整備事業の計画立案を行うこと、適正に事業の遂行をしていく。

②職員と地域住民・土地改良区で構成された農村振興協議会を実施する。

【対象をどのようにしたいのか？】

①地域住民との調整、関係機関との連絡を図りながら適切な事業計画と事業実施を推進していく。

②地域住民及び土地改良区の意見・要望を集約し、効率的な生産基盤整備事業の運用を図ること、造成された農業用施設等の適正

な維持保全管理を推進していく。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

事業計画地区の圃

場整備実施率

各年の事業費累計

÷全事業費

％ 94.0 98.0

県が実施する経営体育成基盤整備事業の取り組みにより順調に推移してい

る。今後も地元住民、関係機関との緊密な連携を図りながら事業を実施させ

ていく。

2

農道簡易舗装の延

長

各年の舗装延長 ｍ 600 600

地域住民から出されている簡易舗装箇所を計画どおり施工できた。今後も農

作物運搬路の改善、荷傷み防止の減少を図るうえで必要な事業であるため、

継続して取り組んでいく。

3

農道用砕石供給量 各年の砕石供給量 ｍ3 870 860

地域住民から要望を受けそのつど砕石を供給していくが、計画した数量どお

り随時砕石は供給できた。今後も未舗装農道の凹箇所に供給し平坦性の高

い農道を維持していく。

4

事業計画地区の農

業用排水路の整備

率

各年の事業費累計

÷全事業費

％ 20.0 40.0

県が実施する新規事業である集落基盤整備事業の活用に向けて計画策定

中である。町内会、改良区の要望箇所を吸い上げ、多くの箇所が事業化でき

るよう推進していく。

事業計画地区の農 各年の事業費累計

県が実施する新規事業である集落基盤整備事業の活用に向けて計画策定

5.0

0.0 5.0

38.0

17.0 38.0

100.0

100.0 100.0

3

3 3

100.0

100.0 100.0

8

8 8

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

6,630,043 6,249,000 6,249,000 6,249,000

2

13,361,316 12,100,000 12,100,000 12,100,000

3

3,110,722 2,831,000 2,798,000 2,668,000

4

1,940,900 0 0 0

関

係

指

標

5

事業計画地区の農

業用道路の整備率

各年の事業費累計

÷全事業費

％ 20.0 40.0

県が実施する新規事業である集落基盤整備事業の活用に向けて計画策定

中である。町内会、改良区の要望箇所を吸い上げ、多くの箇所が事業化でき

るよう推進していく。

6

事業計画地区の農

道路面修繕実施率

各年の事業費累計

÷全事業費

％ 57.0 77.0

県が実施する農道保全整備事業の取り組みにより順調に推移している。今後

も地元住民、関係機関との緊密な連携を図りながら事業を実施させていく。

7

圃場整備事業地区

での農業法人農地

集積率

各年の農地集積率 ％ 100.0 100.0

県が実施した北三沢地区の圃場整備済みの地区において作付予定の経営

体であるフラップアグリ北三沢が計画どおり稲作を実施した。今後も助言など

の協力を図りながら計画どおりの作付を推進させる。

8

農村振興協議会の

開催数

各年の開催数 回 3 4

当初定めた目標回数どおり開催することができた。今後も関係町内会長、土

地改良区理事長らと造成された維持管理の在りかたなどについて協議を継

続していく。

9

農地・農業用施設

の不具合等による

要望実施率

％ 100.0 100.0

地域住民から寄せられた農業用施設の不具合解消の申し出のあった箇所に

ついてほぼ全件について現況確認を行うことができた。今後も継続して対処し

ていく。

10

農地・農業用施設

点検巡回

回 10 10

造成された土地改良施設（溜池、農道、排水路）をなど定期的に計画どおり点

検できた。今後も災害防災の観点、施設の老朽化対策の一環として継続して

点検していく。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

農地費

　県営による新規計画事業はH26年度より事業実施の見込みであ

る。

農道整備事業

県営仏沼地区溜池等整備事業

県営仏沼地区湛水防除事業4

5

45,000,000 9,000,000 6,000,000 4,085,000

6

10,310,000 0 0 0

7

30,730,000 10,400,000 10,790,000 10,400,000

8

9,300,000 3,680,000 890,000 0

9

9,422,120 0 0 0

10

3,764,460 0 50,000,000 50,000,000

133,569,561 44,260,000 88,827,000 85,502,000

456,280 470,000 470,000 470,000

133,113,281 43,790,000 88,357,000 85,032,000

22,104,183 22,104,183 22,104,183 22,104,183

473,280 469,200 469,200 469,200

155,690,744 66,363,383 110,930,383 107,605,383

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

工 藤 雅 則

必

要

な

施

策

と

事

業

県営仏沼地区湛水防除事業

県営北三沢地区経営体育成基盤整備事業

県営ふるさと農道緊急整備事業 事業実施における課題

県営農道保全対策事業

　新規計画事業の事業実施の見込みとなり、新たに多くの農道、集

落道、集落安全施設等が整備されることになるものの、事業実施前

段階において受益者から同意徴収を得るなどの法手続きが必要と

される。又、これらの施設の用地買収契約は市が行うことになるた

め、多数の関係権利者等から理解を得なければならない。

  又、他の事業化された着手している県営事業については計画どお

り推移させる必要がある。

県営基幹水利ストックマネジメント事業

農道・水路環境保全事業

県営三沢地区集落基盤整備事業

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

　新規事業の受益者の同意については、町内会長、地域住民と協

力を図りなが理解を得て行く。

　他の県営事業については計画通り推移していくよう、関係機関と

連携をとりながら事業実施を図っていく。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 農政課長 工 藤 雅 則記載者　職氏名： 農政課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり 16,348,000 0

政策

2 農業の振興 人件費計 9.2 人 52,169,744 0

施策

4 安定した経営の確立 　（内正職員） 6.7 人 49,103,744 0

後期計画
69

ページ
　（内非常勤等）

2.5 人 3,066,000 0

合　計 68,517,744 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 470,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 68,047,744 0

○ 心安らぐ生活づくり 6,395,000 0

展

開

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

　認定農業者推進活動等により、農業者の資質向上、農地取得や設備投資が図られているが、認定農業者数は減少傾向にあるため、農業

経営改善計画の指導等により認定農業者へ誘導することが必要である。一方、耕作放棄地対策として、飼料米や新作物の試験栽培を行った

が、耕作放棄地の大幅な解消には至っていないため、人・農地プランを活用し、農地の集約化を図る必要がある。

レビュー

  新規で就農する経営体が取り組む農業経営に対し、国庫補助事業

を活用し経営開始直後の不安定な所得に対し給付金を交付し、経営

の安定化と農業への定着を図り地域農業の活性化に繋げる。

　農地制度円滑化事業を活用し、事務局補助職員を雇用して、耕作

放棄地及び違反転用等の調査を実施。

　耕作放棄地問題については、戸別所得補償制度に伴う現地確認

や農業委員等による農地パトロールにより、現状の把握、指導に鋭

意努めているが、まだまだ精度が充分とは言えない。

　このような中、国では「日本型直接支払制度」の検討を急いでおり、

今後増々、農地の活用状況の把握並びに耕作放棄地解消に向けた

取り組みが求められるものと予想されることから、その体制作りが急

がれるものと考える。

●安定的な経営を推進するため、認定農業者数の増加を図るとともに、育成を行い各種の支援を実施する。

●耕作放棄地解消対策としては、地域に適した作物の栽培推進によって活用を図るとともに農地の利用集積を行うほか、三沢農業振興地域

整備計画においても土地利用計画の検討を行い、有効活用の方策を探ります。

●戸別所得補償制度を活用し、農家の経営安定を図る。

●若手就農者の経営安定を図るため、「人・農地プラン」の中心的経営体に位置付けられるよう認定農業者に誘導し、青年就農交付金を受給

できるように指導する。

●森林資源については、林業生産だけではなく生活環境保全の機能もあることから、整備計画に基づき保全対策や環境整備を実施します。

●農業者年金事業を通じて農業者の老後の生活安定を図ります。

経済部　農政課 農業委員会 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

236

238 240

12

12 14

1,950

2,141 2,141

1

2.3 1

430

1.6

　農地法に基づいた調査・指導等により、目標達成。

　今後も遊休農地解消事業を継続し、土地所有者等の意向調査を踏まえ遊休

農地の解消に努める。

経営所得安定対策

地域での説明会において経営所得安定対策の制度周知が円滑に行われたこと

4

耕作放棄地の解消 耕起面積 ｈａ 1.4

18

新規に就農を考える農業者に対し、国庫補助事業を活用し、経営の安定かつ

確実な担い手確保を目的に実施したことにより、目標達成。

今後は認定農業者同様、担い手の確保に向け更なる取組を図っていく。

3

認定農業者作付面

積

作付面積 ha 2,150 2,240

農業者の高齢化や後継者の減少等により、減少傾向にあるものの、経営改善

意欲のある農業者を認定農業者への誘導する取組を行ったこと等により増加が

図られた。

2

青年就農給付金受

給者数(4・2・1再掲)

受給者数 人 15

H27：目標値

成果の達成状況

1

認定農業者数(4・2・

1再掲)

認定者数 人 238 240

農業者の高齢化や後継者の減少等により、減少傾向にあるものの、経営改善

意欲のある農業者を認定農業者への誘導する取組を行ったこと等により増加が

図られた。

【対象をどのようにしたいのか？】

①地域の中心となる経営体を決め、そこに農地を集約化し生産コストを抑制することで所得向上を図る。

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①農業者

【どのような手段を使うのか？】

①「人・農地プラン」、経営所得安定対策直接支払推進事業（旧：戸別所得補償制度推進事業）など、国、県の補助金制度を活用し、青年

就農者及び農家の経営安定を図る。

430

432 430

710

693 795

24

17 24

54

34 38

35

34 35

1,400

1,209 1,260

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

12,211,025 12,484,000 12,484,000 12,484,000

2

114,361 116,000 116,000 116,000

3

3,651,555 2,522,000 2,450,000 2,400,000

4

174,195 1,172,000 135,000 135,000

1,400

これまでの駆除実績により、有害鳥獣数が減少した結果により目標値を割り込

んでいる。

今後においても、関係機関と協力し、有害鳥獣被害の削減に努める。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

農業委員会総務費（農業委員会）

○　耕作放棄地や自給率の向上等、地域農地を守る「担い手」の育成等が求め

られてることから、一層の政策支援を進める必要性が高く、耕作放棄地を始めと

する生産基盤の整備と併せ、それを契機とした担い手の設定及び育成を進める

必要性は高い。

○　高齢化の著しい進展や農業の担い手不足等の状況により、加入者数に対

する受給者数の割合が高まり、賦課方式では制度が成り立たなくなつてきた。

そのため、平成１３年に農業者年金制度を農業者の確保に資するものとして、

制度改正が行われ平成１４年１月から賦課方式から積立方式となり、年金給付

特別損失補償事務事業費

農業振興費

農民研修センター管理費

10

有害鳥獣駆除数 駆除頭羽数 羽 1,400

61

　農業者の高齢化、後継者の減少のほか、価格低迷・円安など経済的な要因

等により、目標値は達成出来なかった。

　今後は担い手確保に努め加入活動を推進する。

9

家族経営協定者 協定者数 組 37 39

　人・農地プランの策定により、支援条件に協定者が位置付けられた為、目標

達成。

今後も継続して取組みを推進する。

8

農業者年金加入者 加入者数 人 58

730

法人による作付面積の拡大や転作への作付転換により、目標達成。

今後も継続して作付面積の維持、拡大を推進する。

7

農業経営基盤強化

資金利子助成

スーパーＬ資金受給

件数

件 24 24

補助事業の積極的な取組等で目標達成。

今後も補助事業における資金利用の推進を図っていく。

6

転作作物の作付面

積

作付面積 ha 720

5

経営所得安定対策

直接支払推進事業

加入者

加入者数 人 430 430

地域での説明会において経営所得安定対策の制度周知が円滑に行われたこと

により目標達成。

今後も継続して制度周知を図り、加入者数の維持・増加を推進する。

関

係

指

標

5

3,083,204 3,467,000 3,500,000 3,500,000

6

470,980 472,000 472,000 472,000

7

156,945 157,000 157,000 157,000

8

65,000 65,000 65,000 65,000

9

3,150,000

10

23,077,265 20,455,000 19,379,000 19,329,000

4,079,976 4,107,000 4,108,000 4,108,000

18,997,289 16,348,000 15,271,000 15,221,000

49,103,744 49,103,744 49,103,744 49,103,744

2,974,000 3,066,000 3,067,000 3,067,000

71,075,033 68,517,744 67,441,744 67,391,744

6,056,859 6,395,000 6,266,000 6,216,000

469,500 470,000 470,000 470,000

（　氏　　名　）

工　藤　雅　則

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 農政課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

●　新たに若手が農業を独立経営していくために、国や県の補助を

受け青年就農給付金制度等の支援を行っていく。

○　農地制度実施円滑化事業は、国で措置された補助金を財源とし

て農業委員会が担う事務を適切かつ円滑に実施していくものであり、

国の「農地制度実施円滑化事業」実施期間の平成２６年度まで継続

して実施していく必要がある。

○　農業者年金は、その内容がケースバイケースで多種多様に渡る

ため、制度の適用については、農業委員が研修等を通じ研鑽を積

み、農業者個々の状況を判断し対応する必要がある。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

経営所得安定対策直接支払推進事業費(戸別所得補償制度推進事業費）

農業者年金基金受託事業（農業委員会） 事業実施における課題

農地有効活用支援事業（農業委員会）

●　農業従事者の高齢化による離職及び後継者不足により、農業者人口が減少してきてい

るため、新規就農者の確保が必要になってきている。

○　農地が他用途に転用されたり、耕作放棄地になることを防止し、農業生産の効率化・合

理化につながる経営規模拡大や面的集積が促進されるようにしていく必要がある。

○　新制度の仕組みの周知が十分でない状況にあるので、委員全員が新制度、旧制度を十

分熟知し、周知に努めると共に、受給者、受給年齢に達していない受給待機者の申請手続き

がスムーズにいくよう、サポートする体制が必要である。

林業総務費

耕作放棄地管理支援システム構築事業

必

要

な

施

策

と

事

業

制度改正が行われ平成１４年１月から賦課方式から積立方式となり、年金給付

に必要な原資をあらかじめ自ら積み立ててしく方式となった。ただし、現在は旧

制度及び新制度両方が運用されている状況である。



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり

2,487,066,000

0

政策

2 農業の振興 人件費計 4.9 人 29,289,172 0

施策

5 畜産業の活性化 　（内正職員） 3.9 人 27,738,172 0

後期計画
69

ページ

　（内非常勤等）

1.0 人 1,551,000 0

合　計

2,516,355,172

0

0 未来を拓く人づくり 収　入 636,568,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引

1,879,787,172

0

○ 心安らぐ生活づくり 42,544,000 0

展

開

対

経済部　農政課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

■畜産業の労働環境の改善をはじめとした担い手不足の解消や畜産経営の向上を図るため、畜産経営への有効的な支援が求められて

います。

■飼料高騰などに苦しむ畜産業の経営安定を目指し、草地や牛舎などの畜産基盤の整備が必要とされています。

■老朽化が激しい食肉処理センターの近代化や衛生向上を図るとともに、規模拡大による経営コスト削減と雇用拡大を目指す必要があ

ります。

レビュー

○三沢市食肉処理センター大規模改修事業の工事については、国

庫補助事業を活用の上、平成２５年６月２４日付けをもって完了し、

東北農政局に対して実績報告済み。今後においては、大規模化に

対応した従業員の確保や、衛生管理技術向上をはじめとした人材

育成を強化しつつ、平成２６年４月からの新体制（１日あたり２，３００

頭規模）での稼働を目指す。

○農林水産省の補助事業である草地畜産基盤総合整備事業によ

り、市内畜産農家（２戸）の草地基盤整備及び牛舎整備を昨年度か

ら引続き、実施しており、今年度中の完成を目指している。

○県補助金を活用した家畜導入事業により、本年度中に約１０頭の

優良肉用雌牛の導入を図り、市内畜産農家へ貸付けることにより、

子牛販売価格を引上げ、市内畜産農家の所得向上に努める。

●地域畜産業振興のため、酪農ヘルパーなどの有効活用により、安定した経営への支援を継続して実施していきます。

●農地畜産基盤整備事業の実施により、自給飼料の確保や効率的な畜産経営を目指します。

●三沢市食肉処理センター大規模改修事業の実施により、地域畜産業の活性化と雇用の拡大を目指します。

【誰が対象か？】

①市内畜産農家全般
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

2,700

3,349 3,350

366

384 390

1,942

1,850 1,860

62,264

64,851 64,851

18,327

子牛販売価格を引上げ、市内畜産農家の所得向上に努める。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市内畜産農家全般

②畜産基盤整備を希望する農家

③食肉処理センターに関係する養豚生産者や各種団体

【どのような手段を使うのか？】

①畜産業の安定経営を目指した各種事業への助成

②国庫補助事業（草地畜産基盤整備事業）の活用による畜産基盤整備の実施

③国庫補助事業（産地活性化総合対策事業）を活用した食肉処理センター大規模改修事業の実施

【対象をどのようにしたいのか？】

①家畜伝染病の予防やヘルパー活用による安定した畜産経営の確立

②草地整備による自給飼料の確保と、牛舎整備による労働環境の改善による担い手の育成と経営基盤の充実

③大規模化によるコスト削減や衛生面の充実が図られるとともに、センターや荷受会社における雇用拡大にもつながる。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

自衛防疫（予防接

種）頭数

予防接種実施頭数 頭 2,700 2,700

新たに牛の呼吸器病に対応するための予防接種を実施したことにより、予防

接種頭数の増加が図られた。

2

乳用牛飼養頭数 実飼養頭数 頭 370 370

草地畜産基盤整備事業の実施によって、乳用牛生産基盤の整備がなされた

ため、飼養頭数の増頭が図られた。

3

肉用牛飼養頭数 実飼養頭数 頭 1,950 1,950

高齢化による離農者がいたことから、飼養頭数が減少した。本年度には家畜

導入事業により、約１０頭の優良肉用雌牛の導入を行い、飼養頭数の増加に

努める。

4

豚飼養頭数 実飼養頭数 頭 63,000 63,000

三沢市食肉処理センター大規模改修事業の実施によって、安定した出荷体

制を整えることにより、養豚生産の安定した継続をしていく。

仏沼地区での草地更新や植樹等によって、徐々にではあるが放牧体制の強

18,327

18,327 19,000

266

280 280

402,000

420,000 430,000

292,000

290,452 282,000

1,845

1,845 1,845

10

6 15

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

2,446,818 2,451,000 2,451,000 2,451,000

2

2,640,452 1,386,000 1,386,000 1,386,000

3

18,584,000 128,703,000 0 0

4

20,927,225 18,637,000 18,637,000 18,637,000

関

係

指

標

5

放牧頭数 １日×１頭の延頭数 頭 18,500 18,500

仏沼地区での草地更新や植樹等によって、徐々にではあるが放牧体制の強

化が図られた。今後においても畜産農家のニーズに適正な対応をすることに

よって、放牧頭数の増加に努める。

6

飼料基盤（草地）面

積

飼料作付け面積 ha 270 270

草地畜産基盤整備事業の実施によって、草地面積の拡大が図られた。

7

肉用子牛市場での

平均販売価格

市内生産者の平均

価格

円 403,000 404,000

家畜導入事業の継続実施によって、肉用牛の資質向上が図られ、平均販売

価格の向上が図られた。今後においても畜産農家の意向に即した導入をして

いく。

8

食肉処理センター

での処理頭数

実処理頭数 頭 400,000 435,000

昨年度において、十和田市の養豚業者（年16,000頭処理）が廃業したことによ

り、処理頭数が一時的に減少した。来年度は三戸センターとの統合によって、

大幅な処理頭数増加となるため、適正な処理体制の充実を図っていく。

9

１頭当たりの使用

料

使用料・と畜解体料・

内臓処理料の合計

円 1,845 1,845

重油単価の高騰や電気料金の引上げによって、センターの経営が逼迫して

いるものの、大規模化によるコスト削減効果によって、現状の処理料金のま

まで継続していく。

10

HACCP受講者数

市・公社の受講者延

数

人 15 20

国庫補助事業の活用によって、本年度中に、市及び畜産公社におけるＨＡＣ

ＣＰ講習の受講者数の増加を図る。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

畜産環境費

○平成２４年度草地畜産基盤整備事業予算のうち、明許繰越手続きにより、

７８，５６９千円を平成２５年度へ繰越し

○（特会・食肉）三沢市食肉処理センター大規模改修事業予算については、

平成２３年度予算から１，２１３，３８３，３６０を平成２４年に明許繰越したた

め、平成２４年度予算総額で３，４５９，８９９，３６０円、うち平成２５年度予算

へ１，７５３，８１０，１２０円を明許繰越したため、平成２４年度予算額について

は、１，７０６，０８９，２４０円となり、不用額２５，３２５，０２２円を差引いた平成

２４年度決算額については、１，６８０，７６４，２１８円となった。

畜産業費

草地畜産基盤整備事業

農場費4

5

1,273,000

6

585,103,736 456,150,000 756,167,000 756,167,000

7

24,013,500 18,879,000 30,000,000 30,000,000

8

1,680,764,218 1,753,813,000 0 0

9

84,057,157 107,754,000 75,904,000 56,593,000

10

2,418,537,106 2,489,046,000 884,545,000 865,234,000

1,500,047 1,980,000 1,980,000 1,980,000

2,417,037,059 2,487,066,000 882,565,000 863,254,000

27,738,172 27,738,172 27,738,172 27,738,172

1,551,000 1,551,000 1,551,000 1,551,000

2,446,326,231 2,516,355,172 911,854,172 892,543,172

649,118,000 42,544,000 0 0

2,187,359,903 636,568,000 862,982,840 937,722,840

（　氏　　名　）

工　藤　　雅　則

必

要

な

施

策

と

事

業

２４年度決算額については、１，６８０，７６４，２１８円となった。

農場費

市営放牧場改修事業費

（特会・食肉）三沢市食肉処理センター事業 事業実施における課題

（特会・食肉）三沢市食肉処理センター整備事業

○草地畜産基盤整備事業によって、市内２戸の畜産農家が牛舎の新築が本

年度中の完成を目指していることから、出来る限り実施農家の意向に沿った

工事施工が可能となるよう補佐していく必要がある。

○（特会・食肉）三沢市食肉処理センター大規模改修事業によって、平成２６

年度から処理頭数が国内トップクラスとなることから、移行時のスムーズな増

頭対応や、衛生対策をはじめとした維持管理体制の充実を図っていく必要が

ある。

（特会・食肉）三沢市食肉処理センター大規模改修事業

（特会・食肉）公債費

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

○草地畜産基盤整備事業の事業実施主体であるあおもり農林業支援セン

ターや青森県、参加農家との連携体制構築の下、工事施工業者や監理業者

との調整にあたって、三沢市も積極的に参加していく。

○現行の１，３００頭/日処理から２，３００頭/日への増頭にあたって、統合す

ることとなる三戸食肉センターの職員受入れと、当該職員の事前研修を実施

することによって、平成２６年４月からの順調な施設稼働を目指していく。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 農政課長 工　藤　　雅　則記載者　職氏名： 農政課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり 73,000,000 0

政策

3 水産業の振興 人件費計 2.3 人 17,428,379 0

施策

1 水産業の復興と拠点整備 　（内正職員） 2.3 人 17,428,379 0

後期計画
71

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 90,428,379 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 90,428,379 0

○ 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

経済部　水産振興課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

■三沢漁港は第3種漁港として、外来船の受け入れや大型漁船が入港することができる漁港としての施設整備を進めていますが、東日

本大震災を教訓に災害に強い施設への強化を図っています。

（課題）

■東日本大震災で被災した漁業施設については防災・減災の観点からの施設づくりが求められています。

レビュー

県と協議しながら、岸壁の耐震化や沖防波堤などの外港施設の整

備の取り組みを行った。

その成果は、平成24年度の三沢漁港の利用漁船数が１７３隻となる

など、施設整備も計画的に実施されている。

次年度以降についても、岸壁の耐震化や沖防波堤などの外港施設

の整備を行う。

●水産振興の拠点となる三沢漁港をより安定的に利用できるように防災・減災に考慮します。

●事業主体である県に対し、漁業者の要望等が反映されるよう調整します。

【誰が対象か？】

①漁業者
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

170

173 170

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①漁業者

②漁業関係者

③

【どのような手段を使うのか？】

①漁業者の要望を吸い上げ、円滑な事業実施に向け関係機関との調整を積極的に行います。

②漁業関係者と連携し事業実施に向け調整を行います。

③

【対象をどのようにしたいのか？】

①係船施設等の防災強化により漁船の安全な受け入れを目指します。

②計画的に施設を整備し、より安定した水産業の振興を目指します。

③

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

三沢漁港の利用漁

船数

隻 170 170

計画的な施設整備により、目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

2

3

4

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

54,600,000 73,000,000 45,000,000 45,000,000

2

3

4

関

係

指

標

5

6

7

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

水産物供給基盤整備事業

4

5

6

7

8

9

10

54,600,000 73,000,000 45,000,000 45,000,000

0 0 0 0

54,600,000 73,000,000 45,000,000 45,000,000

17,428,379 17,428,379 17,428,379 17,428,379

0 0 0 0

72,028,379 90,428,379 62,428,379 62,428,379

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

小比類巻　京一

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

①県事業のため、市の都合で事業促進できない。

②事業費が膨大なため、進捗に時間を要する。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

県に働きかけ、事業促進と負担の軽減に努める。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 水産振興課長 小比類巻　京一記載者　職氏名： 水産振興課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり 15,462,000 0

政策

3 水産業の振興 人件費計 0.8 人 7,279,735 0

施策

2 安定した経営の確立 　（内正職員） 0.8 人 7,279,735 0

後期計画
71

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 22,741,735 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 7,384,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 15,357,735 0

○ 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

経済部　水産振興課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

■水産資源水準の低下や魚価の低迷に加え、原油価格の高騰が原因とされる資材価格の上昇により生産コストが増加するなど厳しい経

済状況の中で総漁業者数が減少してますが、漁業士会の活動により経営意識や技術の向上が図られ、また信用基金協会への出資によ

り漁業資金の融通を円滑に行うことで、緩やかですが若年の新規就業者が増加しています。

■各種イベントや料理教室の開催により、地元産水産物のＰＲや安価に購入し食する機会づくりに努めています。また、水産物のブランド

化に努め、商品の付加価値を高めることで販路の拡大と流通の拡大につながっています。

（課題）

■漁業者の高齢化が進行しており、活力ある漁業経営と持続的な漁業生産を確保するために、今後縁故のない新たな漁業就業の促進と

意欲ある担い手の育成、更には漁業者の資質の向上に取り組む必要があります。

レビュー

食の安心・安全に対する消費者の関心が高まるなか、食の安全を

確保するためにも魚市場内における衛生管理が求められていること

から、特に、魚市場の衛生管理の取り組みを行った。

成果については、衛生管理推進検討会を立ち上げ、衛生管理の必

要性に関する勉強会を開催した。

次年度以降は、衛生管理計画の作成や計画に基づくソフト面や

ハード面の予算の確保及び事業の実施を行う。

■市漁協青年部や女性部、更には漁業士会等への活動支援により漁業経営の改善意識の向上に努めるとともに、意欲ある漁業後継者

の育成に努めます。

■漁業経営資金の借り入れに対する資金の融通を円滑に行えるよう、漁業補償機関に対する出資を行います。

■ホッキ貝などの共同操業により、燃料費や人件費削減など漁業関係者や関係機関と経費削減手法を検討しながら収益性の向上を目

指します。

■収益性の向上を図るため漁業関係者や県等関係機関と連携し、水産物のブランド化などにより付加価値を付け高価格で販売するとと

もに流通経路の見直しにより販路拡大を図ります。

■水産物の産地や生産者情報を魚箱や魚介類へのタグ標記により消費者に向けて情報提供し、更には魚市場の高度衛生化により消費

【誰が対象か？】

①漁業者
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

572

637 572

251

263 251

47

46.3 47

56

56 56

24

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①漁業者

②市民

③漁業関係団体（漁協等）

【どのような手段を使うのか？】

①学習機会などを提供するとともに、収益性向上に向けた取り組みに対する支援を行います。

②漁業就業体験や水産教室の開催など市民が漁業を理解し体験できる機会を提供します。また、漁協が行う水産物の直販などへの

取り組みを支援し市民が直接購入できる場を提供します。

③消費者ニーズに合った商品開発や魚市場の高度衛生化により集出荷体制を強化する。

【対象をどのようにしたいのか？】

①意欲ある漁業後継者の育成と漁業経営を改善させることにより漁業所得の向上が図られます。

②新たな担い手となる就業者を確保する。また、地産地消の促進が図られます。

③水産物を高価格で安全な出荷が可能となり、更には漁業経営基盤の強化が図られます。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

ヒラメの販売単価 漁獲金額/漁獲数量 円/㎏ 572 572

計画的な販売単価により、目標値は達成された。順調に推移しているため、

継続して取組みを進める。

2

ほっき貝の販売単

価

漁獲金額/漁獲数量 円/㎏ 251 251

計画的な販売単価により、目標値は達成された。順調に推移しているため、

継続して取組みを進める。

3

水産業の振興に対

する市民満足度

満足度 ％ 48 49

市民満足度は、概ね半数が満足していることから、各施策により市民の満足

度を得ることができ目標が達成できた。今後も継続して取組みを進める。

4

漁業経営対数 漁業経営対数 人 56 56

現状の漁業経営対数を維持するこができ目標が達成できた。今後も継続して

取組みを進める。

若年就労者の現状維持を図ることができ目標が達成できた。今後も継続して

24

24 24

5

9 5

0.6

0.8 0.6

10

10 30

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

5,102,166 6,543,000 6,600,000 6,600,000

2

5,505,016 4,870,000 15,000,000 15,000,000

3

12,405,657 5,476,000 10,000,000 10,000,000

4

0 685,000 1,000,000 2,000,000

関

係

指

標

5

青年漁業従事者数 青年部会員数 人 24 26

若年就労者の現状維持を図ることができ目標が達成できた。今後も継続して

取組みを進める。

6

漁協青年部・女性

部のイベント等への

参加回数

年間参加回数 回 7 7

各種イベントへの参加により、水産物のＰＲや魚食普及を図ることができ目標

が達成できた。今後も継続して取組みを進める。

7

活魚形態陸揚率

活魚陸揚数/総漁獲

数量

％ 0.6 0.8

漁業経営の改善により、単価の高い活魚出荷を図ることができ目標が達成で

きた。今後も継続して取組みを進める。

8

魚市場衛生管理進

捗率

実績／計画 ％ 30 60

検討会を立ち上げ目標は達成された。目標達成のため、今後は定期的に検

討会を開催し、衛生管理のマニュアル作成に取り組む必要がある。

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

海水浴場管理費

市場管理費

水産振興費【４・３・３と重複】

漁業者等地域住民交流施設改修事業4

5

0 543,000 0 0

6

7

8

9

10

23,012,839 18,117,000 32,600,000 33,600,000

8,554,900 2,655,000 2,684,000 2,684,000

14,457,939 15,462,000 29,916,000 30,916,000

7,279,735 7,279,735 7,279,735 7,279,735

0 0 0 0

21,737,674 22,741,735 37,195,735 38,195,735

0 0 0 0

7,396,799 7,384,000 7,690,000 7,528,000

（　氏　　名　）

小比類巻　京一

必

要

な

施

策

と

事

業

漁業者等地域住民交流施設改修事業

市場トイレ改修事業

事業実施における課題

漁業者や漁協職員の衛生管理に対する考え方の認識が薄い。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

協議会等を通して、研修や外部評価を積極的に受けることなどによ

り啓蒙を図る。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 水産振興課長 小比類巻　京一記載者　職氏名： 水産振興課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり 1,774,000 0

政策

3 水産業の振興 人件費計 1.7 人 6,347,119 0

施策

3

資源回復のための生産基盤整備

　（内正職員） 0.7 人 5,378,119 0

後期計画
71
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　（内非常勤等）

1.0 人 969,000 0

合　計 8,121,119 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 88,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 8,033,119 0

○ 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

経済部　水産振興課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

■水産資源水準が低下している状況で資源回復の観点からヒラメなど小型サイズの漁獲規制やほっき貝などの漁獲量の制限、さらには

稚魚や稚貝の放流や移植による資源管理型漁業が定着し、ヒラメやカレイなどの漁獲量と漁獲高の安定につながっています。

（課題）

■海洋環境の変化や親魚の乱獲により水産資源の減少が進む中、漁獲量の増大・安定化を図るためカレイ、ヒラメなどの根付魚の水産

資源量回復の目標を定め、操業日数や漁獲量の制限による漁獲努力量の削減や種苗放流などによるつくり育てる漁業の推進、魚礁に

よる漁場整備など総合的に実施する必要があります。

レビュー

獲る漁業から育てる漁業への取り組みを促進するため、特に、魚礁

漁場の造成の取り組みを行った。

24年度は１２，８６２空㎥の魚礁漁場の整備を行った。

次年度以降も、成魚を効率的に捕獲するための魚礁漁場の造成に

努め、生産性の高い漁場造成を目標にした取組みを行う。

■獲る漁業から育てて獲る漁業への取り組みを促進するため、関係機関と連携して幼稚魚の保護と育成、そして成魚を効率的に漁獲す

るための魚礁漁場の造成に努め、魚介類のい集を促すことにより水産資源の生息域の拡大を図ります。

■資源維持や取引価格の安定のために出荷量規制や小型魚の漁獲規制など、現在行っている資源管理型漁業が一定の効果を上げて

いることから、今後も取り組みを継続的に行うとともに、関係機関と連携し稚魚の放流事業やほっき稚貝の移植事業により、つくり育てる

漁業を推進し、安定した漁獲高の確保を目指します。

【誰が対象か？】

①漁業者
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

4159

4103 4159

1447

1345 1447

351689

331797 338829

112

70 112

422

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①漁業者

②漁業関係団体（漁協等）

③市、県等

【どのような手段を使うのか？】

①ポスターや冊子等による資源管理の啓蒙や各種講習会等への参加を促します。

②現在の取り組みを継続しながら、新たな魚種の資源管理指針や漁獲制限等の基準を強化します。

③関係機関と連携し、水産資源の生息域の拡大のため、生産性の高い漁場造成を行います。

【対象をどのようにしたいのか？】

①資源管理と漁獲規制を遵守し、更に自主的に取り組むことで漁業生産性の向上が図られます。

②漁業生産者の中核として資源管理体制の強化のため漁業者の指導や支援を図っていきます。

③水産資源の総合的な管理体制を構築するとともに、漁場造成により生産性の向上が図られます。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

漁獲数量

全魚種年間漁獲数

量

トン 4159 4159

適正な資源管理により、ほぼ現状の水揚げ高を維持することができた。順調

に推移しているため、継続して取組みを進める。

2

漁獲金額

全魚種年間漁獲金

額

百万円 1447 1447

出荷量の規制や小型魚の漁獲規制などがあったものの、一定の漁獲金額を

確保することができた。順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

3

漁場造成規模 造成空間容積 空㎥ 363077 374465

23年度末で３１８，９３５空㎥整備されていたものに対し、24年度は１２，８６２

空㎥の魚礁造成により、ほぼ目標値は達成された。順調に推移しているた

め、継続して取組みを進める。

4

ヒラメ漁獲量 年間漁獲量 トン 112 112

目標値より漁獲量が少なかったことから、更なる稚魚の放流による取組みを

進める。

適正な資源管理（漁獲制限）により、ほぼ現状の漁獲量を維持することができ

422

405 422

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

87,440 88,000 88,000 88,000

2

12,405,657 5,476,000 10,000,000 10,000,000

3

138,000 0 300,000 300,000

4

関

係

指

標

5

ほっき貝漁獲量 年間漁獲量 トン 418 414

適正な資源管理（漁獲制限）により、ほぼ現状の漁獲量を維持することができ

た。順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

6

7

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

海面漁業調査事業費

水産振興費【４・３・２と重複】

水産資源管理費

4

5

6

7

8

9

10

12,631,097 5,564,000 10,388,000 10,388,000

5,748,197 3,790,000 3,878,000 4,178,000

6,882,900 1,774,000 6,510,000 6,210,000

5,378,119 5,378,119 5,378,119 5,378,119

533,000 969,000 969,000 969,000

12,794,019 8,121,119 12,857,119 12,557,119

0 0 0 0

87,440 88,000 87,000 87,000

（　氏　　名　）

小比類巻　京一

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

①県事業のため、市の都合で事業促進が難しい。

②事業費が膨大なため進捗に時間を要する。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

県に働きかけ事業の促進を図る。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 水産振興課長 小比類巻　京一記載者　職氏名： 水産振興課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり 59,902,940 0

政策

4 商業の振興 人件費計 0.7 人 4,354,493 0

施策

1 地域性のある商業振興 　（内正職員） 0.7 人 4,354,493 0

後期計画
73
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　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 64,257,433 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 64,257,433 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

経済部　産業政策課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

地元商店街の消費拡大のため、経営支援事業やイベントを実施し、地域商業の活性化を行っている。空き店舗対策として出店補助事業

などを実施しているが、市内の商業の活性化には時間を要する。市内の商店街は、国内全体の景気の悪化や、郊外型大型ショッピング

モールなどの出店によって、購入客が流出していることから、地元での消費を促進するため、消費者ニーズに対応したきめ細やかな支援

策の展開が求められている。

レビュー

【取組内容】

雇用創造推進協議会により、各種セミナーを行い、商工会では経営

改善普及講座を行った。さらに新規事業者出店補助の制度の活用

を促し、さらにグルメイベントを実施することで、中心市街地への集

客を図った。

【成果・結果】

雇用創造推進協議会で行ったセミナーの参加者の中には、創業へ

の意欲を高まった人もおり、今後の創業起業に期待できる。出店補

助制度の活用が推進され、グルメイベントの実施により中心市街地

への賑わいを創出することができたが、市内の商業活性化にはまだ

成果が出ているとは言えない。

【展開】

既存事業者や後継者を育成するため、市商工会との連携を強化し、経営診断、アドバイスなどの相談体制を実施する。新規事業者のた

め、国際的な地域性を生かした商品提供や、事業の支援、スキルアップ研修などを行い、出店補助などの商店街の空き店舗対策や初期

経費などについての支援も進め、総合的な商業の振興に努める。

【誰が対象か？】

①商業者
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

91

82 85

22.2

24 24

203

65,762

75,642 75,642

1,956

【展開】

セミナーや経営革新のための講座を今後も続ける他、現在実施して

いる補助制度やイベントの更なる周知見直しを図り、商業の活性化

につなげる。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①商業者

②市民

③

【どのような手段を使うのか？】

①新規事業者への出店補助制度の情報提供を行い、利用を促すとともに、観光事業者経営支援セミナーや国際色を活かした商店街

づくり等経営に資するセミナーを開催し、経営革新を支援することで、商店街の連続性を維持する。

②中心商店街への集客を目的とした、各種イベントを開催する。

【対象をどのようにしたいのか？】

①個性的な店舗の出店を支援するとともに、連続性のある商店街を形成し、誘客を図ると同時に、買い物弱者といわれる人々が地元

商店街で日用品を購入できるよう利便性の向上を図る。

②中心商店街の賑わいを創出するとともに、市内外からの誘客を図り、市外への消費行動流出を抑制する。

③

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

商店店舗数(４商店

街)

店舗

92 93

商店街にて閉店をする店が多かったため目標値を下回る結果となった。

空き店舗補助制度を活用し、空き店舗への出店数を増やすために更なる制

度の周知が必要である。

2

商店街空き店舗率

（４商店街）

(営業店+空き地)÷

空き店舗×100

％

21.3 20.5

商店街にて閉店をする店が多かったため目標値を下回る結果となった。

空き店舗補助制度を活用し、空き店舗への出店数を増やすために更なる制

度の周知が必要である。

3

卸・小売業数 店舗

203 203

税務課でまだ集計していないため不明。

4

イベント開催時にお

ける歩行者数

人

66,762 67,762

目標値を上回る結果となった。

今後も市内外からの誘客を図るため、魅力のあるイベントづくりが必要であ

る。

目標値を上回る結果となった。

1,956

2,130 2,130

674

614 650

18

18 18

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

2,664,141,265 239,051,000 239,051,000 239,051,000

2

6,474,824 2,656,000 2,656,000 2,656,000

3

38,590,000 45,161,000 38,964,000 38,964,000

4

130,000 130,000 130,000 130,000

関

係

指

標

5

経営相談数 件

1,976 1,996

目標値を上回る結果となった。

順調に推移しているため、今後も取組を進める。

6

経営改善普及講習

会参加人数

人

711 748

ほぼ目標値どおりの結果となった。

今後も企業への呼びかけを推進し、講習会へ参加する人数を増加させること

が必要である。

7

経営改善普及講習

会開催回数

回

19 20

目標値どおりの結果となった。

今後も企業の為に講習会を開催し、既存企業の発展に努める必要がある。

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

商工振興費【４・１・３と重複】

・中心市街地への新規出店は年間５店舗程度であるが、撤退数も

同程度となっており目に見える形での経済活性化に繋がっていない

状況となっている。

商業地域活性化推進事業費

新築リフォーム支援事業【４・１・２，４・１・３，４・１・４と重複】

企業支援対策費4

5

861,000 5,975,000 3,000,000 3,000,000

6

7

8

9

10

2,710,197,089 292,973,000 283,801,000 283,801,000

232,666,411 233,070,060 226,884,758 226,884,758

2,477,530,678 59,902,940 56,916,242 56,916,242

11,931,113 4,354,493 4,354,493 4,354,493

3,698,000 0 1,855,000 1,855,000

2,493,159,791 64,257,433 63,125,735 63,125,735

7,200,000 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

遠藤　恵介

必

要

な

施

策

と

事

業

企業支援対策費

商工会館改修事業

事業実施における課題

・既存商店街の衰退及びアメリカ村整備事業における再開発により

発生した新規建物においての空き店舗が発生し、青森県が指定す

る中心商店街（大町、銀座、大通り、中央）空き店舗率が１０市で最

下位となっている。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・商店街振興対策については、新規出店補助制度により支援してい

るが、今後においては、起業時のみならず、その後における経営に

資するセミナー等の開催により、経営革新を支援することにより商

店街づくり全体をサポートする必要がある。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 産業政策課長 遠藤　恵介記載者　職氏名： 産業政策課長
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担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり 4,521,000 0

政策

4 商業の振興 人件費計 3.2 人 21,800,335 0

施策

2 中心市街地の活性化 　（内正職員） 2.2 人 20,249,335 0

後期計画
73

ページ

　（内非常勤等）

1.0 人 1,551,000 0

合　計 26,321,335 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 30,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 26,291,335 0

0 心安らぐ生活づくり 1,185,000 0

展

開

対

経済部産　産業政策課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

　当市の中心市街地は、平成１９年度に内閣総理大臣認定を受けた「三沢市中心市街地活性化基本計画」に基づき街区の整備、集客拠

点施設の建設を進めてきたが、計画した数値目標は十分に達成していない状況にある。

　今後、アメリカ村をどのように活用し賑わいの創出を図ることができるか、又、中心市街地をどのように活性化させるのかを現状分析し、

前向きな問題解決と諸施策の策定を検討し直すことが急務である。

レビュー

　認定中心市街地活性化基本計画の進捗状況としては、市立病院

跡地に建設中の広場及び駐車場の整備が遅れているため、平成25

年3月末までの計画を同年10月末まで延長したところである。当該

地区に予定している介護福祉施設は本年５月に開業し、高齢者住

宅については今年度内の完成・開業の予定であることから、計画の

遅れはあるものの、当初予定していた施設の整備が徐々に進捗し

てきているところである。

　基本計画の中で目標値として掲げた歩行者通行量、商品販売額

等は平成23年から回復傾向となっているが、これはスカイプラザミ

サワの事業が軌道に乗り始めていることでの効果であると考えてお

り、引き続きスカイプラザミサワやアメリカ広場を中心とした当該地

区の賑わい創出に向けた取り組みが必要であると考えている。今後

は商店主はもとより昨年度から活動が活発化している市民団体等と

歩調を合わせながら、中心市街地の賑わいづくりに取り組むことが

　魅力あふれる中心市街地をつくり、集客力ある賑わいと小売店の販売力を向上させるため、新たな取り組みと計画の見直しが必要である。

　各商店街の問題点や現状分析はもちろんのこと、消費者が何を求めているのかを真摯に受け入れ、それぞれの商店街や小売店がともに競いあいながら商店

街の魅力向上に繋げることが重要である。

　また、空き店舗が多数存在していることが商店街のイメージを損なう一因となっていることから、新規起業の誘導をはじめとする空き店舗活用施策を検討する。

　当市の第3セクターとなったスカイプラザミサワ株式会社は、アメリカ村を十分に活用した販売戦略を基本方針に変更し、オープン当初の販売戦略から輸入食

品、輸入雑貨、ミリタリー商品を主力にしたリニューアルを実施したことにより、販売額、集客力を伸ばし、テナント店も売り上げを向上させている。今後において

も、市や関係機関が密接に連携し、同社を起点とした中心市街地活性化を図ることとしている。

【誰が対象か？】

①商店街商業主
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

91

81 85

158,476,000

122,973,000 167,000,000

2,359,400,000

260,000

268,791 270,000

6,990

歩調を合わせながら、中心市街地の賑わいづくりに取り組むことが

最善の対応であると考えている。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①商店街商業主

②三沢市民および周辺市町村民

③起業予定者

【どのような手段を使うのか？】

①積極的な連携を図り、協働で中心市街地の活性化を図る

②三沢市民はもちろんのこと、広く商圏を獲得するため、積極的な情報発信を図るほか、来客促進のためイベントをはじめとする誘客施策を実施する

③起業を予定している方に対し、関係機関との連携により起業支援を図るほか、中心市街地での新規起業を促進させるための事業を効率的に実施する。

【対象をどのようにしたいのか？】

①行政・関係団体・民間事業者による強力な連携の確立

②来街者増加およびリピーターの獲得

③中心市街地での新規起業の誘発により、商店街空き店舗の活用を促し、商店街の商業力向上を図る。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

商店店舗数（大町・

銀座・大通り・中央）

店舗 92 93

　平成２１年度０件、平成22年度３件、平成２３年度６件、平成２４年度９件とアメリカ村事業

終了後は閉店が著しく増加していたが、近年はあらなた出店や地域づくり団体の活動によ

る賑わい創出など、ポジティブな傾向も表れてきている。

2

Sky Plaza MISAWA

売上高

円

187,898,000 209,500,000

平成24年度の売上高については平成23年度比213％となっており、販売額等は目標額を

達成することが可能であると見込んでいる。

3

三沢ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

売上高

円

2,368,800,000 2,378,200,000

4

Sky Plaza MISAWA

来店者数

人 260,000 260,000

　平成24年度の利用客数は268,791人となっており中心市街地の賑わい創出につながって

いるものと評価している。今後も引き続き来場者数を増加させ、中心市街地全体の賑わい

につなげる。

中心市街地居住人

認定中心市街地活性化基本計画では平成24年度終了時点の目標を7,732人としていたと

ころであるが、計画認定後の人口流出が著しく現時点では達成が限りなく難しいと判断して

6,990

7,001 7,000

13

14 13

17

14 17

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

36,759,000 4,521,000 4,521,000 4,521,000

2

21,788,000 0

3

4

関

係

指

標

5

中心市街地居住人

口

人 7,050 7,000

ころであるが、計画認定後の人口流出が著しく現時点では達成が限りなく難しいと判断して

いる。指標の選定も含め見直しが必要である。

6

アメリカ広場でのイ

ベント実施回数

回 13 14

三沢まつりなどの既存のイベントに加え、市の自主事業として実施しているまんぷく祭、一

般の事業者等が企画するイベントなど、年間を通してイベントが開催されるようになり、アメ

リカ広場でのイベント開催が定着してきている。

7

広域へのＰＲ実施

回数

回 19 21

これまでは新聞広告などによるＰＲが主であったが、最近ではスカイプラザミサワで開催さ

れるイベントなどをマスコミ等に取り上げていただく機会が数多くあり、事業の推進と併せて

ＰＲにつながる機会が多くなってきている。

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

中心市街地活性化推進事業費

認定中心市街地活性化基本計画が本年１０月で終了となることか

ら、以後の中心市街地についての取組体制を明確にし、組織機構

や予算体型などを見直すタイミングであると感じている。現時点の当

該区分の予算措置としては必要最低限の額の経常となっているが、

街並みの形成や道路形状の課題性などのハード面や、市全体の商

業施策や雇用の問題、既存の各種団体（商工会、観光協会等）との

関わりや新たな地域づくり団体との関係づくりなど、中心市街地を取

中心市街地活性化再生事業費

4

5

6

7

8

9

10

58,547,000 4,521,000 4,521,000 4,521,000

0 0 0 0

58,547,000 4,521,000 4,521,000 4,521,000

19,254,775 20,249,335 19,254,775 19,254,775

0 1,551,000 0 0

77,801,775 26,321,335 23,775,775 23,775,775

10,894,000 1,185,000 0 0

50,394 30,000 30,000 30,000

（　氏　　名　）

遠藤　恵介

必

要

な

施

策

と

事

業

関わりや新たな地域づくり団体との関係づくりなど、中心市街地を取

り巻く環境が目まぐるしく状況が変化している。

事業実施における課題

　ハード整備からソフトの充実まで、当該施策が様々なジャンルにわ

たっていることから、国の制度体系や地域の実情なども十分に整理

できておらず、取り組みが場当たり的になっている。体制面における

課題整理を早急に行わなければならない。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

　認定中心市街地活性化基本計画終了後の中心市街地の位置づ

けを明確にし、改善・改良に向けた取り組みが必要であるが、現時

点での人的・金銭的投資はこれらの課題を解決するには十分な体

制とは言えない。併せて商工会や観光協会など中心市街地の活性

化に関与する既存の組織も、数十年前の事業を継続するレベルか

ら脱却しておらず、今後の経費配分も含めてリンクすべき団体の精

査が必要である。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 産業政策課長 遠藤　恵介記載者　職氏名： 産業政策課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり 223,356,000 0

政策

5 観光の振興 人件費計 4.5 人 30,436,098 0

施策

1 観光施策の推進 　（内正職員） 3.5 人 28,885,098 0

後期計画
75

ページ

　（内非常勤等）

1.0 人 1,551,000 0

合　計 253,792,098 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 4,157,000 0

○ 人が行き交う街づくり 差　引 249,635,098 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

○市には魅力ある観光資源が多く、ビジネス客などの宿泊者数も多いが、観光地としてのイメージが薄いため、これらの特徴を生かし切

れていない。

○市内で実施しているイベント数は非常に多く、全体では、その入込数も出店業者の収入もそれ相応にあるが、出店業者以外の業者へ

の波及効果が低いことや、見直しが必要なイベントもある。

○市街地での開催イベントには、駐車場確保が課題となっている。

レビュー

[取組内容]

・既存の観光施設に加え、アメリカンデーやハロウィンフェスタ、アメ

リカンバーなど、三沢市のアメリカンな特色をより鮮明に打ち出すと

ともに、ご当地グルメの推進を図り、食べ歩き、街歩きを含めた、宿

泊型観光の受入態勢を整えている。

・寺山修司没後30年事業や八重の桜関連事業などの時宜を捉えた

事業の実施により、誘客態勢の推進を図っている。

・伊丹便、丘珠便、函館便の運航を活かし、これまで以上に誘客を

図るため、大阪、東京、北海道の旅行エージェントに対する観光セミ

ナーを開催するとともに、あらゆる媒体を活用し、ＰＲ及びプロモー

ション活動を実施している。

・受入態勢の充実を図るため、おもてなし講座や二次交通の充実を

図っている。

[成果・結果]

○地域の特性を活かした観光施策を、市全体の観光ビジョンの中で推進していく。

○宿泊型の観光施策を講じることで、より効果的な観光振興、経済活性化につなげる。

○マスコミ等を活用しながら、地域のイメージアップを図るとともに、特産品やお土産品の開発及びブランド化を図っていく。

○観光地としてのイメージアップを図りながら、地域参加型のおもてなし体制の充実を図っていく

【誰が対象か？】

①首都圏の観光客

経済部　観光物産課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

　　

448,800

883,000 883,000

669,300

569,000 569,000

203,130

227,000 224,000

10,520

11,000 11,000

141,520

11,160

斗南藩記念観光村

4

寺山修司記念館利

用者数数

利用者数（９月まで） 人

10,830

696,300

○天候不良等もあり目標値が達成されていない。

◎事業の検証を行い、更なる魅力増進を図るとともに、ＰＲに努める。

3

県立三沢航空科学

館利用者数

利用者数（９月まで） 人

209,220 215,490

2

年間イベント入込数 参加者数 人

682,680

H27：目標値

成果の達成状況

1

市内観光施設利用

実績

利用者数 人

462,200 476,000

【対象をどのようにしたいのか？】

①市内に宿泊し、三沢を楽しんでもらい買い物をしてもらう。

②何度も、三沢に足を運んでもらう。

③友人・知人に三沢の情報を発信し、三沢をもっと知ってもらう。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

[成果・結果]

・三沢市の観光事業の認知度が市内外において、ある程度高まって

きている。

・アメリカンデーやハロウィンフェスタ、アメリカンバーなどのＰＲ等に

より、これまで以上に誘客が図られている。

・旅行エージェントからも関心をもたれるようになってきた。

[展開]

・引き続き観光資源の磨き上げを図るとともに、「着地型旅行商品」

の開発や、客層のターゲットを絞った観光プランを企画し、リピー

ターを増やす工夫やプレミアム感のある演出をするなどし、観光全

般の発展を図る。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①首都圏の観光客

②東北圏の観光客

③市外の観光客

【どのような手段を使うのか？】

①旅行業者と連携し観光ルートを作成し観光客を呼込む

②旅行書籍会社と連携し、三沢のイベントを市外に発信する。

③関係観光団体並びにマスコミと連携し、三沢のイベントを市外に発信する

141,520

150,000 150,000

71,400

80,000 80,000

91,800

90,000 90,000

124,440

122,000 151,500

175,440

173,000 126,000

26,520

26,000 26,000

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

40,832,683 22,289,000 22,289,000 22,289,000

2

18,628,553 20,453,000 20,453,000 20,453,000

3

5,881,848 5,731,000 5,731,000 5,731,000

4

69,297,692 59,316,000 59,316,000 59,316,000

27,590

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

寺山修司記念館管理(H24機器更新費含む)

・全国的には、観光客の国内需要が頭打ちとなっているため、より

特色のある観光施策が望まれている。

・ご当地色の強い観光商品に加え、体験型観光商品の需要が高

まってきている。

・平成27年度の新函館駅開業により観光客の流れが大きく変化する

ことが予測されている。

・観光施設等の老朽化が進んできている。

観光費

観光センター整備事業

斗南藩記念観光村管理費

10

小川原湖水まつり

入込数

参加者数 人

270,500

129,460

9

七夕まつり入込数 参加者数 人

178,940 182,520

○天候不良等もあり目標値は達成されなかった。

◎継続して取組みを進める。

8

三沢まつり入込数 参加者数 人

126,920

74,280

7

航空祭入込数 参加者数 人

93,620 95,500

6

アメリカンデー入込

数

参加者数 人

72,820

5

斗南藩記念観光村

利用者数

利用者数（９月まで） 人

148,760 150,130

関

係

指

標

5

15,178,817 13,465,000 13,465,000 13,465,000

6

34,976,132 35,534,000 37,277,000 37,277,000

7

0 1,103,000 1,103,000 1,103,000

8

0 2,933,000 0 0

9

4,132,098 6,063,000 6,063,000 0

10

41,402,452 39,816,000 39,816,000 39,816,000

11

18,521,030 18,204,000 18,204,000 18,204,000

248,851,305 224,907,000 223,717,000 217,654,000

1,421,200 1,551,000 0 0

247,430,105 223,356,000 223,717,000 217,654,000

28,885,098 28,885,098 0 0

1,422,000 1,551,000 0 0

277,737,203 253,792,098 223,717,000 217,654,000

0 0 136,140,000 0

4,185,154 4,157,000 4,157,000 4,157,000

（　氏　　名　）

　山本　　優

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 観光物産課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・三沢市の個性を活かした観光商品の磨き上げを図る。

・マスコミや補助事業の活用などにより、これまで以上に観光事業

の充実を図る。

・スカイプラザミサワや星野リゾート青森屋などの民間との連携を図

ることで、より魅力的な観光事業の展開を図っていく。

・旅行エージェントとの密接な連携を図り、誘客態勢を整える。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

小川原湖畔施設管理費

観光振興費 事業実施における課題

斗南藩記念観光村整備事業

・平成27年度の新函館駅開業に向けた対策が必要となっている。

・旅行エージェントを通じ、安定した観光客の誘致態勢を整える必要

がある。

・これまでのＰＲ媒体に加え、新たな媒体も活用し、ＰＲを図っていく

必要がある。

・計画的な施設の維持補修が望まれる。

市民の森整備事業

観光素材活用推進事業

趣味の家運営費

老人福祉センター管理費

必

要

な

施

策

と

事

業

・観光施設等の老朽化が進んできている。

　山本　　優記載者　職氏名： 観光物産課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

4 働き暮らせるまちづくり 13,240,000 0

政策

5 観光の振興 人件費計 3.5 人 31,998,008 0

施策

2 地産販売の促進 　（内正職員） 3.5 人 31,998,008 0

後期計画
75

ページ
　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 45,238,008 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 45,238,008 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

経済部　観光物産課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

【現状】

・高校生の農業体験修学旅行を実施し、三沢市の農業を発信

・地場産品の消費拡大を促進するため、販売流通の強化を実施

・グリーンツーリズムや観光との連携

【課題】

・地産販売の情報交換の場が少ない（生産者の課題）

・出荷量がそろわない（消費者の課題）

・地産販売の普及啓発が不十分（行政の課題）

・関係省庁との連携が必要（行政の課題）

レビュー

［取組内容］

・ご当地グルメとしては、これまでイベント等でＰＲを図ってきたパイカ

料理が本格始動するとともに、寺山食堂がオープンし、地産地消推

進の店もスタートした。

・農業体験修学旅行受入れ及びその高校の文化祭での農業物等の

ＰＲ及び販売を実施している。

・あおもり１０市大祭典や青森人の祭典などでのご当地グルメ、特産

品のＰＲ及び販売を実施している。

・地産地消フェアの参加団体や開催場所の拡大を図るとともに、来場

者の増を図っている。

・マスメディア等を通じて三沢産ごぼうやご当地グルメの認知度アッ

プを図っている。

［成果・結果］

・これまで定着してきたご当地グルメと新たなご当地グルメの連動に

・地域産業資源と効果的に連携・連動した、地域産物の総合的な販売ルートの形成を目指します。

・三沢市の特色を活かした特産品、土産品及び農業や水産業などにおける特産品、土産品の開発を図るための施策を講じるとともに、関連

団体との連携や各種イベントを通じた総合的なPRなどに努めます。

・域内での市の特産品の消費拡大を図るとともに、これをブランド化の推進につなげていきます。

・農産物加工施設を活用した特産品の商品開発

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

4,000

3,300 4,000

90

65 77

31

30 30

32

23 23

・これまで定着してきたご当地グルメと新たなご当地グルメの連動に

より、これまで以上に魅力的な食べ歩きエリアの創出が図られつつ

ある。

・物産展やマスメディアを通じてのＰＲ、販売等により、三沢の特産品

とご当地グルメの知名度アップが市内外に図られた。

［展開］

・特産品開発促進補助金や農産物加工施設を活用し、地元農産物

等を使用した特産品・土産品の開発を図るとともに、ご当地グルメ等

の推進、マスメディアの効果的な活用、トップセールスの実施等によ

り、開発商品等の販売促進、地産地消と地元特産品のブランド化の

推進等を図ることで市民の所得に向上につなげる。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①県内の消費者

②首都圏の消費者

③市内を訪れる観光客・ビジネス客

【どのような手段を使うのか？】

①地場産品やお土産などの開発やブランド化の実施

②農業者と消費者を結び付ける取組

③地場産品のPRの徹底、販売流通の強化を図る

①地場産品やお土産品のブランド化のより、観光客やビジネス客を通じ特産品の良さを認識させ、販路拡大が期待される。

②地域の農業者と消費者を結びつけ、地域の主体的な取組として推進する。これにより消費者が、生産者と「顔が見え、話ができる」関係

で地域の農産物・加食品を購入する機会を提供できる。

③生産者の商品への付加価値や資質向上を図り、安全な食が生産されていることをPRし、地元農産物の消費拡大を促進できる。

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

地産地消フェア入込

数

参加者数 人 4,100 4,200

2

グリーンツーリズム

参加者数

受け入れ数 人 80 80

○当協議会の受入態勢が整わず、目標値の受入人数を達成できなかった。

◎目標達成のため、受入態勢の拡充に取り組む。

3

ほっき丼参加店 参加店舗数 件 33 33

4

チーズロール参加

店

参加店舗数 件 32 33

○チーズロール参加店ご当地グルメとしての展開を図る前から自然的に提供店

が存在し、すべてを把握できない。また、提供店の閉店が相次いだ。

15

14 15

7

5 7

2

0 2

2

0 4

46,341,227

44,466,227 46,341,227

3,085,000

122,973,000

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

13,225,283 13,240,000 13,240,000 18,240,000

2

1,141,917,071 0 0 0

3

4

関

係

指

標

5

パイカ料理参加店 参加店舗数 件 16 16

6

寺山食堂参加店 参加店舗数 件 8 8

7

物産品の開発 参加団体数 団体 2 2

8

補助金活用団体 参加団体数 団体 2 2

9

道の駅みさわ斗南

藩記念観光村売上

年間売上 円

48,216,227 50,091,227

10

スカプラザミサワ売

上

年間売上 円

3,210,000 3,335,000

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

地産販売推進事業費

Ｈ２４年度で農産物加工施設設置事業が終了のため、Ｈ２５年度予

算はない。

農産物加工施設設置事業

4

5

6

7

8

9

10

1,155,142,354 13,240,000 13,240,000 18,240,000

113,290 0 0 0

1,155,029,064 13,240,000 13,240,000 18,240,000

31,998,008 31,998,008 31,998,008 31,998,008

0 0 0 0

1,187,027,072 45,238,008 45,238,008 50,238,008

659,581,000 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

山本　　優

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

・各ご当地グルメの波及効果を図る上で、各グルメの売上げ等が把

握できていない。

・農産物の商標登録（ブランド化）を図る場合、農協が一般的に申請

することになるが、その名称に『三沢』と付けることが、農協内（六戸

側）で理解を得られるかどうか。

・農産物等を活用した新たな特産品の開発が課題となっている。

・開発商品の販売促進を図る方法が確立されていない。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・ご当地グルメについては、年間を通じての売上げを把握するのは各

店舗からも理解が得られにくいので、期間を定めて把握する形を取り

たい。

・ごぼうの商標登録については、どのような形態が可能なのか団体

等と協議していく。

・農産物加工施設の利用状況を図るとともに、特産品開発に向けた

補助金制度やアドバイザーの活用によりその効果を高めていく。

・開発商品の販売促進策については、販売戦略の新たな組織を作り

検討するとともに、取り組んでいく。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 観光物産課長 山本　　優記載者　職氏名： 観光物産課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課 金額（Ｈ２５予算） 説　　明

基本方針 5 生活に便利なまちづくり 2,389,000 負担金

政策 1 交通網の充実 人件費計 1.5 人 10,694,624 0

施策 1 高速交通網の充実 　（内正職員） 1.5 人 10,694,624 課長以下、計4名の職員で案分

後期計画 79 ページ 　（内非常勤等） 0.0 人 0 0

合　計 13,083,624 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

○ 人が行き交う街づくり 差　引 13,083,624 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展
開

対

重点
プラン

補助金等（国、県、その他）

現
状
と
課
題

（現状）
■ 札幌（新千歳）線及び大阪（伊丹）線の運休により、三沢空港の利便性が低下し空港利用者が減少していることから、札幌線及び大阪
線復便への取り組みを進めています。なお、大阪（伊丹）線については、平成２５年３月３１日から再開することが決定しました。
（課題）
■ 空港利用者の利便性の向上を図るため、運休路線の早期復便や新規航空会社の誘致などにより、運航路線の拡充が求められてい
ます。
■ 空港を起点とする地域振興を図るため、関係機関との連携による空港活性化の取り組みが必要となっています。

レビュー
三沢空港振興会を通じたチャーター便誘致促進事業やプロモーショ
ン活動など、これまでの運休路線復活の取組により、平成２５年３月
３１日からのＪＡＬ大阪（伊丹）線の再開に加え、同年７月１日からは
ＨＡＣ札幌（丘珠）線が新規就航となり、さらには同年８月１日から１１
月末までの期間運航によりＨＡＣ函館線が開設となった。次年度以
降は、これら路線の維持・発展を重要課題とし、関係団体と連携した
各種利用促進事業を積極的に展開していくとともに、従来から課題
となっている二次交通の確立を図るための取組を進めていく必要が
ある。

● 三沢－東京（羽田）線、三沢－大阪（伊丹）線の利用促進とともに、三沢－丘珠（札幌）線の路線開設に取り組むなど、三沢空港発着便
数の維持・拡充に努めます。
● 三沢空港の利用促進及び活性化を図り、空港を起点とした地域振興を推進します。

【誰が対象か？】

政策財政部　政策調整課 0 0 0 項　　　目

事業費

対
象

手
段

意
図

（
効
果

）

3

4 6

3

3 3

237,300

224,323 201,900

67.0

63.9 57.0

1

70.0
同上

三沢－大阪（伊丹）
平成２５年３月３１日にＪＡＬ三沢＝大阪（伊丹）線が再開された。

4
三沢－東京（羽田）
線搭乗率

乗降客数/座席数 ％ 68.5

3
東京（羽田）線については、１日３便を維持している。

3
三沢－東京（羽田）
線乗降客数

乗降客数 人 242,600 247,900
大阪（伊丹）線の再開や県内景気動向等の影響により、東京（羽田）線の利
用者が減少している。今後利用者数の動向を注視し、東京（羽田）線の利用
促進についてもこれまでどおり取り組んでいく必要がある。

2
三沢－東京（羽田）
線発着便数

1日（往復） 便 3

H27：目標値 成果の達成状況

1
三沢空港運航路線
数

運航路線数 路線 3 3
ＪＡＬ大阪（伊丹）線の再開、ＨＡＣ札幌（丘珠）線及び函館線の開設により、発
着路線が３路線増となり、目標を達成した。

【対象をどのようにしたいのか？】
①三沢空港発着便の利便性向上により、空港利用者数の増加を図ります。
②大都市圏と当地域を結ぶ高速交通拠点として、観光物産など地域資源の情報発信と賑い創出に取り組み、空港の活性化による地
域振興を図ります。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位
参考値

（他団体）
H24：実績値

H25（目標値/
見込値）

H26：目標値

推
進
の
イ
メ
ー

ジ

【誰が対象か？】
①空港利用者
②圏域の住民及び企業・団体等

【どのような手段を使うのか？】
①青森県及び三沢空港利用促進期成会等と連携し、関係機関に対する要請活動など運休路線の復便及び発着便数の維持・拡充に
取り組みます。
②三沢空港振興会を通じた各種利用促進事業のほか、PR事業等を実施します。

1

1 1

38,100

152 32,600

70.0

100.0 60.0

1

0 1

13,500

0 13,500

70.0

0.0 70.0

ＮＯ
Ｈ２４決算額

（見込）
Ｈ２５予算額

（当初）
Ｈ２６予算額

（見込）
Ｈ２７予算額

（見込）

1 2,413,800 2,414,000 2,414,000 2,414,000

2

3

4

80.0
同上

事業名（予算説明） 状況の変化等（制度変更等含む）

交通拠点整備費【５・１・２と重複】 相次いだ発着便数の増加に対応した空港連絡バスの確保に困難を
きたしており、二次交通の確保が大きな課題となっている。

10
三沢－丘珠（札幌）
線搭乗率

乗降客数/座席数 ％
H18年度
38.6％

75.0

1
平成２５年７月１日にＨＡＣ三沢＝札幌（丘珠）線が開設された。また、８月か
ら１１月までの期間運航により三沢＝函館線（函館経由札幌（丘珠）線）が開
設された。

9
三沢－丘珠（札幌）
線乗降客数

乗降客数 人
H18年度
38,016人

19,300 20,600
ＨＡＣについては三沢空港初就航であるが、利用率についてはこれまでのと
ころ平均７０％を超えており、順調な利用状況となっている。今後は冬期間の
利用状況を注視し、通年で高い利用率を保っていく必要がある。

8
三沢－丘珠（札幌）
線発着便数

1日（往復） 便 1

43,500
利用率についてはこれまでのところ平均約６０％台を推移しているが、三沢発
の利用客が大阪発の利用客を大きく下回っている状況であり、三沢発の利用
促進の取組を強化する必要がある。

7
三沢－大阪（伊丹）
線搭乗率

乗降客数/座席数 ％
H21年度
50.8％

75.0 80.0
同上

6
三沢－大阪（伊丹）
線乗降客数

乗降客数 人
H21年度
54,600人

40,800

5
三沢－大阪（伊丹）
線発着便数

1日（往復） 便 1 1
関
係
指
標

5

6

7

8

9

10

2,413,800 2,414,000 2,414,000 2,414,000

25,000 25,000 25,000 25,000

2,388,800 2,389,000 2,389,000 2,389,000

10,694,624 10,694,624 10,694,624 10,694,624

0 0 0 0

13,083,424 13,083,624 13,083,624 13,083,624

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

山本　剛志

歳入
（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 政策調整課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】 路線の維持存続に当たっては二次交通の確保は今後の最重要課
題であることから、財源の確保と負担の在り方について、青森県及
び関係市と協議を行いながら、平成２６年度以降の事業継続につい
て検討を進めていく。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

相次いだ発着便数の増加に対応するため、平成２５年度は臨時的
に三沢市の補正予算により二次交通の確保に関する事業（連絡バ
ス及び乗合タクシーの実験運行事業）を実施しているところである
が、平成２６年度以降取組を継続するにあたっては財源の確保等に
ついて検討が必要である。

必
要
な
施
策
と
事
業

山本　剛志記載者　職氏名： 政策調整課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

5 生活に便利なまちづくり 77,657,000 負担金及び補助、委託料等

政策

1 交通網の充実 人件費計 3.0 人 21,642,561 0

施策

2 地域公共交通の再生 　（内正職員） 3.0 人 21,642,561 課長以下、計6名の職員で案分

後期計画
79

ページ
　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 99,299,561 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 3,600,000 0

○ 人が行き交う街づくり 差　引 95,699,561 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

■ 並行在来線三沢駅が平成２２年１２月にJR東日本旅客鉄道から青い森鉄道に移管され、利便性が低下しています。

■ 平成２４年３月３１日をもって十和田観光電鉄鉄道線が廃止され、同年４月１日から代替バスの運行が行われています。

■ 自家用自動車の普及により路線バス利用者が減少しており、運行本数の減少や路線の休廃止等、バスの維持・存続が難しい状況となっ

ています。

■ 「三沢市地域公共交通総合連携計画」に基づき、従来の１００円バスと路線バスを一体的に見直し、新しいコミュニティバスとして効率的で

利便性の高い公共交通サービスの提供に取り組んでいます。

（課題）

■ 青い森鉄道利用者及びバス利用者の利便性向上を図るため、三沢駅周辺の総合的な利用環境の整備が求められています。

■ 市民の誰もが安心して自由に移動できるまちづくりを実現するため、交通環境の変化や利用者状況に応じたコミュニティバス路線等の維

持・確保とともに、鉄道・バス事業者との連携による公共交通ネットワークの改善が必要となっています。

レビュー

【青い森鉄道の利活用推進】

　・青い森鉄道利活用推進協議会を通じた各種利用促進事業等を実

施しており、青森県及び青い森鉄道株式会社を中心に、関係市町村

や地域団体等が連携した取組が展開されている。

【三沢駅周辺整備】

　・基本構想策定のための各種検討会議、地域代表者等をメンバー

とする懇談会の開催、また各種現況調査等を実施したところである

が、事業者等利害関係者との調整や計画予定地内にある筆界未定

地の解消に時間を要しており、平成２５年度に基本構想策定事業を

繰越することになったところである。平成２５年度内には基本構想を

策定し、早期に基本設計策定作業に着手することが必要である。

【コミュニティバス等の地域公共交通の充実】

● 青い森鉄道やバス利用者の利便性の向上を図るため、交通結節機能の強化など、三沢駅周辺の整備を進めます。

● 路線バスの運行支援に努めるとともに、コミュニティバスについては地域ニーズに対応したダイヤ等の改善を図り、さらなる利便性の向上

に取り組みます。

● 過度な自動車依存から公共交通など多様な交通手段の利用への転換を促すため、市民や企業に対し環境などに配慮した交通行動を呼

びかけるモビリティマネジメントを推進します。

政策財政部　政策調整課 建設部　都市整備課 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

380000

390202 390000

230000

212556 213000

230000

Ｈ２４実績値（平成２３年１０月～平成２４年９月輸送実績）では、約７．６％目標

値を下回っている。年々バスの利用者は減少傾向にあることから、引き続き住

民の生活交通の維持存続のための取組を継続する必要がある。

コミュニティバスの本格運行開始により補助対象年度は、前年１０月～当該年９

2

市内路線バス年間

輸送人員

乗車人数 人 230000

H27：目標値

成果の達成状況

1

青い森鉄道三沢駅

年間旅客（乗車人

員）数

乗車人数 人 380000 380000

前年度と比較し５％の三沢駅利用者増となっているが、沿線の学生による通学

状況や冬季における電車の運行（運休）等によっても利用者数が大きく変動しう

る。

【対象をどのようにしたいのか？】

①青い森鉄道とバスとの乗継及び待合環境の改善、来訪者に対する観光情報発信や施設案内表示の改善など、三沢駅利用者の利便

性向上を図ります。

②通勤・通学、通院、買い物など生活交通手段の維持・確保とともに、より利用しやすいサービスへの向上を図ります。

③公共交通を積極的に利用するなど、個人や企業・団体等による自発的な取り組みを促進します。

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

【コミュニティバス等の地域公共交通の充実】

・コミュニティバスを中心とする地域公共交通活性化の取組について

は、毎年度継続的な調査を行い、ダイヤ等の改善に取り組んできて

おり、前年度と比較し、利用者の満足度も若干改善されてきていると

ころではある。しかしながら、市北部地区からの利用者の満足度は他

の地区と比べ低い状況にあることから、平成２５年度から上限運賃実

験事業を実施している。これらの事業結果の検証を踏まえ、より効率

的かつ効果的な公共交通体系の構築に取り組むとともに、今後は商

業者等と連携した利用促進の取組や、利用者とのコミュニケーション

を積極的に図るモビリティマネジメントを積極的に推進していくことが

必要である。

びかけるモビリティマネジメントを推進します。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①三沢駅における鉄道及びバス利用者

②路線バス及びコミュニティバス利用者

③市民及び市内団体・企業

【どのような手段を使うのか？】

①三沢駅正面口におけるバスターミナルの整備など三沢駅周辺整備に向けた計画の策定に取り組みます。

②域内生活交通路線及びコミュニティバスの運行に対する支援を行うとともに、コミュニティバスについては、本格運行の検証を行い、ダ

イヤ等の見直しや利用環境の整備に取り組みます。

③三沢市地域公共交通会議を通じて、広報活動等の充実に取り組み、コミュニケーション施策による働きかけを行います。

130000

121106 124100

20

30 20

15

17 15

5

9 9

158000

157142 158000

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

2,413,800 2,414,000 2,414,000 2,414,000

2

34,687,056 60,275,000 60,275,000 60,275,000

3

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

交通拠点整備【５・１・１と重複】

地域公共交通対策費

企画管理費

10

9

8

5

平成２３年度と比較し、平成２４年度調査では、運行ルートに対する不満の回答

は、２ポイントの増となっている。一方、満足度の回答は平成２３年度と同じく２

２％となっている。

7

十和田三沢線年間

輸送人員

乗車人数 人 158000 158000

十和田観光電鉄鉄道代替バスとして平成２４年４月１日から新たに運行が開始

された路線である。利用者の多くは沿線の高校に通学する生徒であり、路線の

維持存続のため今後継続的なモニタリングが必要である。

6

バスの運賃に対す

る満足度（市立病院

来院者）

不満・やや不満と答

えた人数／回答者数

％ 5

10

平成２３年度と比較し、平成２４年度調査では、運行間隔に対する不満の回答

は、８ポイントの増となっている。

5

バスの運行ルート

に対する満足度（市

立病院来院者）

不満・やや不満と答

えた人数／回答者数

％ 15 10

平成２３年度と比較し、平成２４年度調査では、運行ルートに対する不満の回答

は、２ポイントの減となっている。

4

バスの運行間隔・本

数に対する満足度

（市立病院来院者）

不満・やや不満と答

えた人数／回答者数

％ 15

3

コミュニティバス年

間輸送人員

乗車人数 人 130000 130000

コミュニティバスの本格運行開始により補助対象年度は、前年１０月～当該年９

月までとなり、Ｈ２４実績値は平成２３年１０月～平成２４年９月までの輸送実績

である。これは平成２３年４月～平成２４年３月までの運行期間と比較し、２．

５％の増加となっている。

関

係

指

標

4

10,797,000

5

4,757,000

6

13,653,250 12,600,000 12,600,000 12,600,000

7

8

9

10

61,551,106 80,046,000 75,289,000 75,289,000

5,686,800 2,389,000 2,389,000 2,389,000

55,864,306 77,657,000 72,900,000 72,900,000

21,642,561 21,642,561 21,642,561 21,642,561

0 0 0 0

77,506,867 99,299,561 94,542,561 94,542,561

0 0 0 0

4,283,400 3,600,000 3,600,000 3,600,000

（　氏　　名　）

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

三沢駅周辺整備の計画的かつ着実な推進のため、検討体制の充実

を図っていきたい。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

三沢駅周辺整備事業

三沢駅公共施設管理費 事業実施における課題

三沢駅周辺整備については、事業者等利害関係者との調整や筆界

未定地の解消に加え、狭隘及び高低差のある地形上の制約から、

施設配置の設計等に当たっては高度な専門的技術が要すると考え

られる。また、施設整備後の管理運営主体及び手法についても青森

県をはじめ事業者等関係機関との協議が必要である。

必

要

な

施

策

と

事

業

地域交通対策費

（　氏　　名　）

山本　剛志記載者　職氏名： 政策調整課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

5 生活に便利なまちづくり 629,747,090 0

政策

2 都市環境の整備 人件費計 8.6 人 54,824,146 0

施策

1 居住環境の整備 　（内正職員） 7.8 人 54,078,146 0

後期計画
81

ページ

　（内非常勤等）

0.8 人 746,000 0

合　計 684,571,236 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 7,447,000 0

○ 人が行き交う街づくり 差　引 677,124,236 0

0 心安らぐ生活づくり 388,833,090 0

展

開

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

0

0 0

52.56

52.05 52.56

7.24

7.18 7.24

45

43 45

16

14 16

45.5

30.1 45.5

157

167 157

12

2 12

338

335 338

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

65,989 43,000 40,000 40,000

2

14,232,589 8,837,000 8,800,000 1,200,000

3

55,205,567 65,096,000 65,000,000 65,000,000

4

349,336,334 371,252,000 0 0

5

38,607,211 150,996,000 41,000,000 41,000,000

6

36,489,245 42,293,000 0 0

7

430,500 13,411,000 8,000,000 8,000,000

8

945,170 3,887,000 0 0

9

8,754,710 5,820,000 9,700,000 9,700,000

10

0 1,300,000 1,300,000 1,300,000

11

0 73,000 0 0

12

939,372 1,474,000 1,474,000 1,474,000

13

255,572,423 332,027,090 121,997,000 284,659,000

760,579,110 996,509,090 257,311,000 412,373,000

317,536,655 366,762,000 17,036,000 17,036,000

443,042,455 629,747,090 240,275,000 395,337,000

54,078,146 54,078,146 54,078,146 54,078,146

664,360 746,000 660,000 660,000

497,784,961 684,571,236 295,013,146 450,075,146

279,860,970 388,833,090 118,611,000 248,741,000

6,033,403 7,447,000 8,179,000 7,764,000

（　氏　　名　）

高橋　常幸

耐震改修促進事業

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 参事兼都市整備課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・予算確保について、県並びに国への要望を継続していく。

・河川整備については、必要性を粘り強く説明し、事業への理解と協

力を求めていく。

・耐震改修促進のため新規補助要綱の整備に向けた予算の確保

や、説明会等の広報活動の積極的な取り組みを図る。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

都市公園安全･安心対策緊急総合支援事業

南町公園整備事業 事業実施における課題

公園整備事業

・各事業とも年次計画に基づく着実な事業進捗のため、計画どおり

の予算確保が必要である。

・河川整備は、関係機関・地権者等との協議に時間を要することが

想定される。

・民間の建築物及び木造住宅の耐震化を促進するうえで、補助制度

の拡充や見直しさらに市民の意識改革等が必要とされる。

住生活総合調査事業

河川総務費

三沢川整備事業

資源リサイクル推進費

環境美化推進費

必

要

な

施

策

と

事

業

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

景観形成対策事業

都市計画総務費

公園管理事業

三沢飛行場周辺整備統合事業【５・３・１と重複】

10

32

積極的な広報活動を行わなかったためか、目標値を達成できなかった。

目標達成のため、今後は、説明会等の開催を行なうなど、積極的な広報活動

に取り組む必要がある。

9

市営住宅入居戸数 戸 348 356

平成２４年度は９戸の室内大規模修繕の実施により目標値は達成された。

今後も、空き住戸の大規模な修繕等を行うなど良質な公営住宅の提供を継

続して進める。

8

木造住宅の耐震診

断受診件数

件 22

年次計画により順調に事業進捗しており、目標は達成された

今後は用地買収等の進捗を勘案しながら事業の進捗を計る

59

年次計画に基づき改修を進めることにより、目標値は達成された。

今後も、目標達成のため継続した取組みを進める必要がある。

7

新築住宅着工件数 件 157 157

6

都市公園の遊具の

改修

改修済み遊具数÷

改修が必要な遊具

数

％ 52

棟 17 18

新築住宅への補助金等の影響もあってか、目標値は達成された。

今後については、順調に推移しているため、継続して補助金制度や新ニュー

タウン開発の検討などの取り組みを進める。

年次計画に基づき事業を進めることにより目標値は達成された。

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

4

三沢川整備進捗率

整備済延長/計画延

長

％ 49 68

5

都市公園トイレの車

椅子対応数

52.56

都市公園法による数値基準は達成されている

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

3

一人当りの都市公

園の整備面積（用

途地域内）

整備済み都市公園

面積÷用途地域内

人口

㎡ ５㎡以上（法） 7.24 7.24

都市公園法による数値基準は達成されている

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

2

一人当りの都市公

園の整備面積（市

全域）

整備済み都市公園

面積÷総人口

㎡

１０㎡以上

（法）

52.56

H27：目標値

成果の達成状況

1

三沢川流域浸水件

数

被害件数 件 0 0

大規模な台風、大雨等の影響を受けていないため被害は発生していない

今後の大規模な災害に備え、順調な事業推進が必要である

【対象をどのようにしたいのか？】

①まちづくり活動への積極的な参加

②環境維持活動への積極的な参画

③良質な民間住宅の建築

関

係

指

標

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

都市の将来像や整備方針を定めた三沢市都市計画マスタープランの改正を行った。

定住化促進を目的とした宅地開発として、南ニュータウンの整備完了、宅地販売開始。

中心市街地の再生を目的とし、電線地中化や広場整備も含めたた中央町地区の区画整理事業が完了。

市街地（用途地域）周辺について、良好な住環境を形成するため、用途の指定を視野に入れた土地利用計画の見直しを進めます。

少子高齢化や核家族化の進行などにより、市民の住まいに対する意識が変化するなか、民間住宅の質的向上や、多発する地震に備え

るための耐震性・安全性の向上などが強く求められています。

河川については、市街地の拡大に伴う雨水流域の変更等により、大雨時には短時間で水位が急変するなど、洪水に対する対策が求めら

れています。

レビュー

特に、公園環境の改善のため、以前から継続している公園整備、遊

具等の改修を実施した。その結果、新規の公園が整備され、２５年４

月に供用開始し、その他の公園施設及び遊具も、年次計画で改修

している。今後の同様の取り組みを行う。

河川整備については、時間を要していた河口部の用地買収及び整

備工事が完成し、整備率が４５％まで伸びる見込みである。今後も

用地買収、米軍提供地内工事など難航が予想されるが、居住環境

の安全性を確保するため、順調な事業推進が必要である。

また、良質な民間住宅の建築については特に、木造住宅耐震診断

員派遣業務の取り組みを行った。その成果は目標値に達しなかった

ため、次年度は広く市民にＰＲを行うため説明会の開催等による取

り組みを行う。

良好な住環境の形成に向けて、総合的な土地利用計画の見直しを図ります。

住宅の安全対策を推進し、良質な民間住宅の建築を促進します。

居住環境の安全性を確保するため、自然に配慮した災害のない河川改修整備を図ります。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①市民

②地域団体

③事業者

【どのような手段を使うのか？】

①行政による、公園、住宅、河川の整備促進

②町内会活動やボランティアへの支援

③耐震診断員の派遣

建設部　都市整備課 建設部　建築住宅課 建設部　土木課 0 項　　　目

事業費



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

5 生活に便利なまちづくり 92,368,000 0

政策

2 都市環境の整備 人件費計 6.3 人 44,439,037 0

施策

2 定住化の促進 　（内正職員） 5.3 人 43,470,037 0

後期計画
81

ページ

　（内非常勤等）

1.0 人 969,000 0

合　計 136,807,037 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 57,352,000 0

○ 人が行き交う街づくり 差　引 79,455,037 0

0 心安らぐ生活づくり 25,581,000 0

展

開

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

338

335 338

5

2.2 2.7

157

167 157

138

133 138

7.7

7.7 7.7

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

434,848 467,000 467,000 467,000

2

18,159,572 22,764,000 16,756,000 17,981,000

3

19,587,330 14,352,000 2,737,000 6,000,000

4

27,804,000 7,421,000 98,150,000 318,508,000

5

70,659,750 48,333,000 37,847,000 57,704,000

6

7

8

9

10

136,645,500 93,337,000 155,957,000 400,660,000

971,040 969,000 969,000 969,000

135,674,460 92,368,000 154,988,000 399,691,000

43,470,037 43,470,037 44,739,821 44,739,821

972,000 969,000 969,000 969,000

180,116,497 136,807,037 200,696,821 445,399,821

43,623,000 25,581,000 67,998,000 168,481,000

57,263,000 57,352,000 58,080,000 58,880,000

（　氏　　名　）

種市　浩

建設部　建築住宅課 建設部　都市整備課 総務部　管財課 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

【現状】

■市営住宅については、平成２２年度に「三沢市公営住宅等長寿命化計画」を策定し、これら計画に基づいて老朽化した住宅の建替えや改修などを推進してい

ます。

■建替予定団地については現在古間木団地建替事業に着手し、平成２９年度完了を目指して事業を推進しているところでありますが、その他４団地（木崎野・駅

東・第一岡三沢・桜町改良）についても今後基本計画を策定し建替事業に着手していく予定であります。

【課題】

■入居者の世帯構成とニーズの多様化に対応した住戸の建設及び改善と、効率的な入居制度が求められています。

■これまでの対症療法型の維持管理から予防保全型への転換を図り、ライフサイクルコストの縮減を目指すべく、中・長期的な維持管理を計画的に実施していく

必要があります。

レビュー

定住化の促進に向けた取組みとして特に、公営住宅の整備を行っ

た。

その成果は、古間木団地については建替の計画を推進し、長寿命

化を図るべき団地については、空き住戸の大規模修繕を行うことに

より、入居戸数の増加を図った。

次年度以降は、老朽化した他の団地についての建替計画を推進

し、また、引き続き空き住戸の大規模修繕等により安定した新規入

居者の確保を図っていく。

■老朽化した市営住宅の建替え整備を進めるとともに、市営住宅需要に配慮した居住環境の整備を図ります。

■定住促進のための総合的な施策の展開を図ります。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①市営住宅入居基準対象者

②市営住宅入居基準対象者

③市民

【どのような手段を使うのか？】

①古間木団地の市直接建設による建替え

②三沢市公営住宅等長寿命化計画による公営住宅の中・長期的な維持管理

③地域住民や宅地分譲業者との連携の強化

【対象をどのようにしたいのか？】

①老朽化した古間木団地を建替えることにより、安定した新規入居者の受け入れによる定住化の促進

②長期にわたる機能維持と良好な施設環境の提供及びライフサイクルコストの縮減

③南ニュータウンなどの宅地分譲・開発の推進

関

係

指

標

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

市営住宅入居戸数 人 348 356

平成２４年度は９戸の室内大規模修繕の実施により目標値は達成された。

今後も、空き住戸の大規模な修繕等を行うなど良質な公営住宅の提供を継

続して進める。

2

古間木団地建替事

業の進捗状況

年度実績÷全体事

業費

％ 12 36

平成２４年度に行なった実施設計により、具体的な年度区分により平成２５年

度の目標値の見直しを図った。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

3

新築住宅着工件数 件 157 157

新築住宅への補助金等の影響もあってか、目標値は達成された。

今後については、順調に推移しているため、継続して補助金制度や新ニュー

タウン開発の検討などの取り組みを進める。

4

南ニュータウン分譲

地売却区画数

区画 146 －

平成２４年度は１９区画を売却、順調に進んでいる。

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める。

5

住戸のバリアーフ

リー化率

バリアーフリー戸数

÷全戸数

％ 7.7 12.4

老朽化した市営住宅等の建替事業の推進を図ることにより、バリアーフリー

化率の向上に取り組む。

6

7

8

9

10

必

要

な

施

策

と

事

業

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

住宅管理費（管財課）

住宅管理費（建築住宅課）

住宅営繕事業

古間木団地建替事業

公営住宅等ストック総合改善事業

事業実施における課題

・老朽化する団地について、長寿命化を図るうえでいかに効率的に

改善及び修繕を実施していくかが課題である。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・ライフサイクルコストの縮減を考慮しながら中長期的な維持管理計

画の見直しを図り、既存ストックの適切な維持管理に努める。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 建築住宅課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

5 生活に便利なまちづくり 921,894,000 0

政策

3 道路の整備 人件費計 7.2 人 37,804,266 0

施策

1 幹線道路の整備 　（内正職員） 5.1 人 35,202,266 0

後期計画
83

ページ

　（内非常勤等）

2.1 人 2,602,000 0

合　計 959,698,266 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

○ 人が行き交う街づくり 差　引 959,698,266 0

0 心安らぐ生活づくり 474,519,000 0

展

開

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

88.9

85.8 91.1

1210

381.8 1996.1

88.9

85.8 91.1

88.9

85.8 91.1

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

116,241,450 193,509,000 82,500,000 71,265,000

2

53,163,151 148,625,000 111,050,000 49,250,000

3

4,362,757 65,069,000 54,100,000 68,100,000

4

349,336,334 371,252,000 0 0

5

95,784,294 122,332,000 0 0

6

3,760,015 61,029,000 80,000,000 50,000,000

7

81,976,451 18,772,000 130,000,000 0

8

9

10

704,624,452 980,588,000 457,650,000 238,615,000

89,064,715 58,694,000 9,122,000 15,981,000

615,559,737 921,894,000 448,528,000 222,634,000

35,202,266 35,202,266 35,202,266 35,202,266

2,551,240 2,602,000 2,265,000 547,000

653,313,243 959,698,266 485,995,266 258,383,266

366,844,000 474,519,000 265,500,000 116,000,000

0 0 0 0

（　氏　　名　）

高橋　常幸

建設部　都市整備課 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

・国道338号線及び都市計画道路3・4・3中央町金矢線の整備が進められていますが通過交通量の増加により三沢駅周辺等は慢性的な

交通渋滞が引き起こされています。

・緊急性及び地域バランスを考慮した計画的な整備。

レビュー

【取組内容】

特に道路改良舗装工事及び用地買収を行った。

【成果・結果】

・工事については一部路線で若干の遅れは有るが、ほぼ計画どおり

であった。

・一部路線の供用開始を行った。

・用地買収においては一部購入不調があり減額となった。

【展開】

・次年度以降も、計画に沿った路線整備を進めるため、用地買収及

び改良舗装工事を実施する。

・国道・県道の整備を促進させ、広域的な交通利便性、都市活力及び産業活力の向上を図ります。

・地域間交流の促進に向け、計画的に広域的な幹線道路の整備を図ります。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①市民

②近隣市町村民

③近隣市町村企業従事者外

【どのような手段を使うのか？】

①国、県への道路整備要望活動

②新規路線の整備

③現況道路の改築

【対象をどのようにしたいのか？】

①渋滞の無い交通

②地域間の円滑な交通

③市外交通への円滑な接続

関

係

指

標

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

幹線道路の整備率

供用開始延長/

計画全体延長×100

％ 92.8 93.3

・改良舗装工事の実施により目標値は達成された。

・今後の目標達成のため事業用地の買収を継続して進める。

2

新規供用開始延長

新規供用開始区間

の

累計延長

ｍ 2688 2878

・改良舗装工事の実施により目標値は達成された。

・今後の目標達成のため事業用地の買収を継続して進める。

・工事の前倒実施による延長増。

3

幹線道路の改良率

改良延長/計画全体

延長

％ 92.8 93.3

・改良舗装工事の実施により目標値は達成された。

・今後の目標達成のため事業用地の買収を継続して進める。

4

幹線道路の舗装率

舗装延長/計画全体

延長

％ 92.8 93.3

・改良舗装工事の実施により目標値は達成された。

・今後の目標達成のため事業用地の買収を継続して進める。

5

6

7

8

9

10

必

要

な

施

策

と

事

業

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

都市計画街路事業

特になし

都市計画道路春日台十和田線整備事業

市道59号線整備事業

三沢飛行場統合事業【5・2・1と重複】

市道東岡三沢・松原線整備事業

市道三沢・下田線外１整備事業 事業実施における課題

市道46号線整備事業

・各種事業は、国からの補助事業であることから、計画どおりの予算

確保が課題である。

・道路用地の取得に時間を要している。

事業費計【A】

経費から除くもの【B】

・予算確保については、県並びに国への要望活動を継続する。

・道路用地取得については、地権者の理解を得るため、粘り強く誠

意をもって交渉し引き続き取得に努める。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 参事兼都市整備課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課 金額（Ｈ２５予算） 説　　明

基本方針 5 生活に便利なまちづくり 894,683,000 0

政策 3 道路の整備 人件費計 14.2 人 62,299,065 0

施策 2 生活道路の維持・改良 　（内正職員） 7.8 人 53,798,065 0

後期計画 83 ページ 　（内非常勤等） 6.4 人 8,501,000 0

合　計 956,982,065 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 7,225,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 949,757,065 0

0 心安らぐ生活づくり 413,005,000 0

展
開

対

建設部　土木課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点
プラン

補助金等（国、県、その他）

現
状
と
課
題

市街化が進んでいる区域でもインフラ整備が遅れ、狭隘で歩道のない生活道路が点在している事から安全に通行のできる道路環境の構
築が必要である。
道路の老朽化や、未舗装道路、狭隘道路などが点在しいることから、これらの補修及び整備促進等を図る必要がある。

レビュー
【取組内容】
昨年度、狭隘な未舗装道路等の改修については、補助事業により
主に幼稚買収等を行った。また、老朽化し傷んでいる道路の補修等
については市単独事業のほか補助事業を活用し整備に取り組ん
だ。
今年度についても、未舗装道路の整備を進めるため、引き続き用地
買収及び支障物件の移転補償を行う。なお、一部路線については
工事も進める。また、道路の維持補修についても、補助事業により
新規に２路線の工事に着手し、昨年同様に計画的な新設道路や修
繕及び補修をを進める。

【成果・結果】
生活道路の舗装化については、用地買収を行うなど着実に事業進
捗を図った。今年度では、市道南山１９号線、市道堀口５号線の完

道路としての利便性の向上と安全性を高めるため継続的に整備を行う必要がある。
市民生活に密着する生活道路の整備は、地域住民の不可欠であり、計画的な改良整備が求められる。

【誰が対象か？】
①市民対

象

手
段

意
図

（
効
果

）

73.5

73.2 73.4

77.6

77.4 77.6

捗を図った。今年度では、市道南山１９号線、市道堀口５号線の完
了予定である。
また、道路の維持補修についても、補助事業を活用し市道三沢・百
石２号線の改修を行うなど老朽化路線の整備を進めた。

【展開】
次年度、未舗装道路の改修については、用地買収及び支障物件移
転補償を進めるとともに、一部路線についても工事に着手する。ま
た、老朽路線についても、引続き継続し改修を進めている工事を計
画的に進める。

推
進
の
イ
メ
ー

ジ

①市民
②事業者
③町内会

【どのような手段を使うのか？】
①道路橋梁等の維持補修
②道路新設及び補修
③新設、改修箇所の情報の収集

【対象をどのようにしたいのか？】
①交通弱者の交通安全確保
②快適な走行、渋滞の緩和
③新設要望箇所、改修箇所の整備

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位
参考値
（他団体）

H24：実績値
H25（目標値/
見込値）

H26：目標値 H27：目標値 成果の達成状況

1 生活道路の改良率
舗装済み延長/総延

長
％ 73.9 73.5

用地購入不調により微減となった

2 生活道路の舗装率
改良済み延長/総延

長
％ 84.5 77.6

用地問題等による付帯施設の変更等により微減となった

3

4

ＮＯ
Ｈ２４決算額
（見込）

Ｈ２５予算額
（当初）

Ｈ２６予算額
（見込）

Ｈ２７予算額
（見込）

1 7,896,349 8,278,000 8,278,000 8,278,000

2 10,820,954 8,957,000 8,957,000 8,957,000

3 413,535,707 261,407,000 261,407,000 261,407,000

4 34,800,018 52,258,000 52,258,000 52,258,000

5 43,803,769 128,560,000 87,668,000 125,000,000

6 46,013,779 62,670,000 69,000,000 0

関
係
指
標

5

6

7

8

9

10

事業名（予算説明） 状況の変化等（制度変更等含む）

土木総務費

道路橋梁総務費

道路維持

道路新設改良

市道姉沼２号線外1舗装補修事業

市道舗装整備事業 事業実施における課題6 46,013,779 62,670,000 69,000,000 0

7 21,132,257 37,980,000 0 0

8 56,580,330 49,455,000 36,000,000 63,000,000

9 65,963,350 97,464,000 26,290,000 0

10 8,268,162 57,180,000 0 0

11 0 5,014,000 7,979,000 7,280,000

12 0 8,612,000 56,238,000 20,328,000

13 0 129,896,000 276,300,000 242,182,000

14 0 19,640,000 17,200,000 11,500,000

15 37,633,626

746,448,301 927,371,000 907,575,000 800,190,000

30,977,763 32,688,000 32,171,000 32,171,000

715,470,538 894,683,000 875,404,000 768,019,000

54,719,863 53,798,065 53,798,065 53,798,065

8,472,000 8,501,000 8,501,000 8,501,000

778,662,401 956,982,065 937,703,065 830,318,065

201,504,000 413,005,000 373,631,000 307,528,000

7,555,752 7,225,000 7,225,000 7,225,000

（　氏　　名　）

必
要
な
施
策
と
事
業

市道舗装整備事業 事業実施における課題

市道南山１９号線改良舗装整備事業 各事業について、年次計画により実施しているが用地等の購入不
調により遅延する事業もあり苦慮している市道堀口１１号線整備事業

東岡三沢地区外道路整備事業

市道堀口５号線整備事業

（仮称）市道深谷・上久保線歩道整備事業

（仮称）市道中央町・駒沢線整備事業

市道東岡三沢・堀口線外1整備事業

市道谷地頭・金糞線整備事業

市道細谷７号線整備事業

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】 用地地権者への事業の重要性など粘り強く説明し説得に努める

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入
（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　） （　氏　　名　）

浪岡　博司

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 土木課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

5 生活に便利なまちづくり

1,525,106,000

収益的支出（511,299,000円）、資本的支出（1,012,913,000円）

政策

4 上下水道の整備 人件費計 21.0 人 126,108,915 収益的支出（124,799,000円）、資本的支出（11,356,000円）

施策

1 上水道の整備・拡充 　（内正職員） 16.0 人 118,887,915 0

後期計画
85

ページ

　（内非常勤等）

5.0 人 7,221,000 0

合　計

1,651,214,915

0

0 未来を拓く人づくり 収　入 976,788,000 収益的収入（667,688,000円）、資本的収入（309,100,000円）

0 人が行き交う街づくり 差　引 674,426,915 0

0 心安らぐ生活づくり 443,252,000 資本的収入（443,252,000円）

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

[現状）

■人口変動や企業立地などによる将来的な給水需要に対応できるよう、長期的視点にたって水道事業を計画的かつ効率的に推進する

必要があります。

（課題）

■限られた水資源の有効利用、事業投資効果としての給水収益向上などを図るため、老朽管更新をはじめとする計画的な施設整備に努

める必要があります。

■市民生活に欠かせない水道水を安定的に供給するために、健全経営に基づく水道事業の合理化・適正化に努めるとともに、災害対

策、特に地震に強い配水管の布設や配水場など施設の耐震化が求められています。

レビュー

特に老朽管更新（石綿セメント管）において、管口径φ150mm以

下は単価が安く施工性に優れている耐震管である水道配水用ポ

リエチレン管を採用し、石綿セメント管更新率の進捗を図った。次

年度以降も目標値を大幅に上回るよう水道配水用ポリエチレン

管を採用する。

●安定した給水を行うため、老朽化した施設の改修及び整備を計画的に進めます。

●安全で安心できる水道水の供給サービスを提供し、災害に強い安定した水道事業体制の推進を図ります。

●運営管理の効率化、受益者負担の原則に基づく適正な料金設定により、健全経営を維持します。

【誰が対象か？】

①市民、事業者

上下水道部　水道施設課 上下水道部　水道事業課 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

48.9

47.6 54.1

100

99.9 99.9

74

80.9 79

74

73.8 74

81.4

70.3

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

有収水量／配水量

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

4

施設利用率

一日平均配水量／

配水能力×100

％ 72.1

100

独自の井戸水を使用している施設があるため目標値を達成できなかった

が、給水区域内で水道水を使っている人の目標値はほぼ達成された。

3

負荷率

一日平均配水量／

一日最大配水量×

100

％ 74 74

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

2

普及率

給水人口／給水区

域内人口×100

％ 100

H27：目標値

成果の達成状況

1

石綿セメント管更新

率

更新された石綿ｾﾒﾝ

ﾄ管延長／石綿ｾﾒﾝﾄ

管総延長×100

％ 52.2 55.5

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

【対象をどのようにしたいのか？】

①安全で安心な飲料水を安く安定的に供給し、満足度の向上を図る

②

③

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市民、事業者

②

③

【どのような手段を使うのか？】

①老朽化した施設の改修及び整備を計画的に推進する

②

③

81.4

82.1 82.3

54.2

16.3 54.2

30.8

32.9 34.1

100以上

115.6 100以上

100以上

120.1 100以上

100

99.6 100

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

143,015,595 160,715,000 160,700,000 160,700,000

2

69,834,196 122,533,000 122,500,000 122,500,000

3

5,679,900 5,880,000 5,600,000 5,600,000

4

67,052,395 71,642,000 71,600,000 71,600,000

5

64,842,967 69,689,000 69,600,000 69,600,000

6

211,220 1,063,000 230,000 1,050,000

（企会・水道）総係費

（企会・水道）委員会費 事業実施における課題

100

収納された金額の調停された金額の目標値はほぼ達成された。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

（企会・水道）原水及び浄水費

（企会・水道）配水及び給水費

（企会・水道）受託工事費

（企会・水道）業務費

10

水道料金収納率

収納額／調定額×

100

％ 100

100以上

総費用に対する総収益の割合を見るもので、100％以下であれば損失を

示し、100％を超える率が高いほど経営状況が良いといれるため目標値

は達成された。

9

営業収支比率

（営業収益－受託工

事収益）／（営業費

用－受託工事費用）

×100

％ 100以上 100以上

営業収益と営業費用を比較したものであり、100％を超える数値が高いほ

ど経営状況が良好といえるため目標値は達成された。

8

総収益対総費用比

率

総収益／総費用×

100

％ 100以上

54.2

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

平成23年度末における全国平均は41.3％

7

管路の耐震化率

耐震管延長／管総

延長×100

％ 32.3 33.8

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

平成23年度末における全国平均は32.6％

6

配水池耐震施設率

耐震対策の施されて

いる配水池容量／配

水池総容量×100

％ 54.2

5

有収率

有収水量／配水量

×100

％ 82.5 83.7

順調に推移しているため、継続して取組みを進める。

関

係

指

標

6

211,220 1,063,000 230,000 1,050,000

7

146,527,744 155,774,000 164,707,000 170,775,000

8

923,265 2,200,000 2,200,000 2,200,000

9

40,424,577 45,288,000 34,606,000 33,411,000

10

1,391,159 1,314,000 1,250,000 1,250,000

11

179,668,020 268,959,000 260,700,000 261,700,000

12

2,118,145 4,060,000 2,050,000 2,050,000

13

868,071,856 707,122,000 25,000,000 67,210,000

14

83,712,327

15

73,404,418 44,128,000 47,002,000 53,921,000

1,746,877,784 1,660,367,000 967,745,000 1,023,567,000

128,462,428 135,261,000 135,261,000 135,261,000

1,618,415,356 1,525,106,000 832,484,000 888,306,000

118,887,915 118,887,915 118,887,915 118,887,915

7,127,000 7,221,000 7,221,000 7,221,000

1,744,430,271 1,651,214,915 958,592,915 1,014,414,915

152,463,000 443,252,000 36,600,000 58,600,000

809,320,660 976,788,000 746,219,000 752,205,000

（　氏　　名　）

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

（企会・水道）施設整備事業費

（企会・水道）老朽管更新事業費

（企会・水道）企業債償還金

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

諸経費の削減を図るとともに、財源の確保を行い、水道事業経

営の健全化に努める。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

（企会・水道）委員会費 事業実施における課題

（企会・水道）減価償却費

営業収益が減少している中、施設更新等に係る財源の確保が必

要である。

（企会・水道）資産減耗費

（企会・水道）営業外費用

（企会・水道）特別損失

（企会・水道）配水施設改良費

（企会・水道）営業設備費

必

要

な

施

策

と

事

業

（　氏　　名　）

関　　敏　徳

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 水道施設課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

5 生活に便利なまちづくり

1,596,865,000

0

政策

4 上下水道の整備 人件費計 12.0 人 77,892,089 0

施策

2 下水道の普及促進 　（内正職員） 11.0 人 76,294,089 0

後期計画
85

ページ

　（内非常勤等）

1.0 人 1,598,000 0

合　計

1,674,757,089

0

0 未来を拓く人づくり 収　入

1,467,788,000

一般会計繰入金（581,524,000円）含む

0 人が行き交う街づくり 差　引 206,969,089 0

0 心安らぐ生活づくり 209,500,000 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

・公共下水道の平成23年度末の普及率は56.7%、水洗化率は81.1%であり、さらなる普及率、水洗化率の向上を図る必要があります。

・今後、維持管理費や更新に要する経費の増加が予想されることから、将来的にも、効率的な整備と維持管理が求められます。

レビュー

【取組内容】　24年度は、岡三沢、堀口、浜三沢及び大津地区の汚

水管渠工事を行った。また、浄化センターの無停電電源設備更新工

事を行った。事業認可を広げた古間木、春日台地区については設

計業務を行った。

【成果・結果】　汚水管渠工事により普及率の向上につながった。ま

た、浄化センターの設備更新により施設の長寿命化が図られた。

【展開】　25年度以降も、引き続き管渠工事を進め普及率の向上に

努める。また、浄化センターについても計画的に設備を更新し長寿

命化を図る。

・未普及の古間木・春日台地区を重点的に整備を進めるとともに、整備済み区域における水洗化率の向上に努めます。

・環境保全及びリサイクルの推進を図るため、排出された汚泥の有効利用を図ります。

【誰が対象か？】

①公共下水道未普及地域の市民

上下水道部　下水道課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

81.0

79.5 81.0

59.3

57.6 59.3

80.0

82.9 80.0

89.0

97.0 89.0

100.0

89.0

有収率の目標値89%に対し、24年度実績値97%で目標値は達成された。今後

とも適正な維持管理により不明水を少なくし下水道有収率の向上を図る。

下水汚泥リサイク 汚泥利用量/汚泥発

発生汚泥は全て民間処理場に委託して堆肥化しリサイクルしており、下水汚

4

下水道有収率

年間有収水量/年間

汚水処理水量×100

%

H22全国平均81.2%

H22県10市平均

80.2%

89.0

62.1

23年度現状値56.7%と27年度目標値62.1%から24年度目標値58.0%（直線補間）とな

り、24年度実績値が57.6%であることから目標値を達成できなかった。補助事業費の

減少による影響もあり、今後は更に効率的に工事を進め処理区域の拡大を図る。

3

下水道水洗化率

水洗化人口/処理区

域人口×100

%

H22県10市平均

74.9%

H22十和田市83.3%

80.0 80.0

水洗化率の目標値80%に対し、24年度実績値82.9%で目標値は達成された。

今後とも更なる水洗化率向上を目指し取り組みを進める。

2

下水道処理人口普

及率

処理区域人口/行政

区域人口×100

%

H23全国平均75.8%

H23県平均55.5%

60.6

H27：目標値

成果の達成状況

1

汚水処理人口普及

率

下水道・農集・合併

処理浄化槽を合わ

せた普及率

%

H23全国平均87.6%

H23県平均73.0%

82.5 84.0

23年度現状値78.0%と27年度目標値84.0%から24年度目標値79.5%（直線補間）とな

り、24年度実績値が79.5%であることから目標値は達成された。24年度全国平均

88.1%は下回っているが、24年度県平均73.9%は上回っている。

【対象をどのようにしたいのか？】

①下水道の整備促進により、快適な住環境が確保されるまちを目指します。

②下水道の接続促進により、快適な住環境が確保されるまちを目指します。

③

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①公共下水道未普及地域の市民

②整備済み区域で未接続の市民

③

【どのような手段を使うのか？】

①計画的な下水道管渠の整備

②文書送付、広報掲載及び戸別訪問等による下水道への接続促進活動

③

100.0

100.0 100.0

100.0

100.0 100.0

100.0

100.0 100.0

100.0

100.0 100.0

100.0

100.0 100.0

100.0

100.0 100.0

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

56,561,763 55,943,000 55,000,000 55,000,000

2

204,531,264 201,752,000 203,068,000 205,658,000

3

290,707,353 395,674,000 420,000,000 397,000,000

4

819,272,747 726,808,000 793,165,000 796,504,000

100.0

法定基準なので100％を順守。

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

（特会・下水道）公共下水道事業一般管理費

（特会・下水道）公共下水道事業汚水処理費

（特会・下水道）公共下水道事業建設費

（特会・下水道）下水道事業債元金

10

放流水の目標水質

達成率（大腸菌群

数）

目標水質達成回数(大

腸菌群数)/水質調査回

数(大腸菌群数)×100

% 100.0

100.0

法定基準なので100％を順守。

9

放流水の目標水質

達成率（T-P）

目標水質達成回数

(T-P)/水質調査回数

(T-P)×100

% 100.0 100.0

法定基準なので100％を順守。

8

放流水の目標水質

達成率（T-N）

目標水質達成回数

(T-N)/水質調査回数

(T-N)×100

% 100.0

100.0

法定基準なので100％を順守。

7

放流水の目標水質

達成率（SS）

目標水質達成回数

(SS)/水質調査回数

(SS)×100

% 100.0 100.0

法定基準なので100％を順守。

6

放流水の目標水質

達成率（BOD）

目標水質達成回数

(BOD)/水質調査回

数(BOD)×100

% 100.0

5

下水汚泥リサイク

ル率

汚泥利用量/汚泥発

生量×100

% 100.0 100.0

発生汚泥は全て民間処理場に委託して堆肥化しリサイクルしており、下水汚

泥リサイクル率は100%で目標値は達成された。今後とも継続して取り組みを

進める。

関

係

指

標

4

5

271,297,177 266,061,000 260,203,000 254,040,000

6

0 50,000 50,000 50,000

7

221,045,494 35,000,000 0 0

8

9

10

1,863,415,798 1,681,288,000 1,731,486,000 1,708,252,000

82,432,891 84,423,000 84,423,000 84,423,000

1,780,982,907 1,596,865,000 1,647,063,000 1,623,829,000

76,294,089 76,294,089 76,294,089 76,294,089

1,598,000 1,598,000 1,598,000 1,598,000

1,858,874,996 1,674,757,089 1,724,955,089 1,701,721,089

324,122,975 209,500,000 199,000,000 186,350,000

1,562,590,880 1,467,788,000 1,510,838,000 1,505,521,000

（　氏　　名　）

織笠　一任

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 下水道課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

整備効果の高い路線を優先させ、効率的な整備を進めていく。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

（特会・下水道）下水道事業債利子

（特会・下水道）一時借入金利子 事業実施における課題

東岡三沢地区外排水路整備事業

管渠整備に係る補助事業費の確保（要望額に対する内示額の減

少）

必

要

な

施

策

と

事

業

（特会・下水道）下水道事業債元金

織笠　一任記載者　職氏名： 下水道課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

5 生活に便利なまちづくり 192,945,000 0

政策

4 上下水道の整備 人件費計 3.0 人 18,679,814 0

施策

3 農村集落排水の普及促進 　（内正職員） 3.0 人 18,679,814 0

後期計画
85

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 211,624,814 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 214,056,000 一般会計繰入金（176,868,000円）含む

0 人が行き交う街づくり 差　引 -2,431,186 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

・農業集落排水の平成23年度末の加入率は65.7%であり、さらなる加入率の向上を図る必要があります。

・今後、維持管理費や更新に要する経費の増加が予想されることから、将来的にも、効率的な整備と維持管理が求められます。

レビュー

【取組内容】　24年度は、三沢西部地区及び三沢東部地区共に①三

沢市広報への水洗化促進記事の掲載②三沢市管工事組合への普

及促進活動への協力要請③未加入者戸別訪問④パンフレット配布

を行った。

【成果・結果】　加入促進の取り組みにより加入率の向上につながっ

た。

【展開】　25年度の取組見込は前年度と基本的に同様であるが、供

用開始した三沢南部地区の市民を対象に接続及び融資あっせん等

の説明会を実施した。

　25年度の目標達成見込は、加入率について三沢南部地区が供用

開始したことから一時的に加入率は下がるので目標達成は厳しい

が、それ以外の指標は目標達成する見込みである。

・平成25年度供用開始の三沢南部地区の加入促進を重点的に行うとともに、三沢西部地区及び東部地区における加入率の向上に努め

ます。

【誰が対象か？】

①農業集落地区の市民

上下水道部　下水道課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

81.0

79.5 81.0

71.3

66.4 59.4

94.7

100.0 100.0

100.0

100.0 100.0

100.0

100.0

法定基準なので100％を順守。

放流水の目標水質

目標水質達成回数

法定基準なので100％を順守。

4

放流水の目標水質

達成率（BOD）

目標水質達成回数

(BOD)/水質調査回

数(BOD)×100

% 100.0

76.9

24年度は予定通り。25年度は三沢南部地区が供用開始したため一時的に加

入率は下がるが、26年度以降は目標値に近づく予定。

24年度末県平均が69.5%なので、おおむね県平均と同程度である。

3

下水道有収率

年間有収水量/年間

汚水処理水量×100

%

H22全国平均92.8%

H22県10市平均

88.1%

94.7 94.7

24年度の目標値は達成された。25年度以降も目標値を上回る見込み。

2

農業集落排水加入

率

加入人口/処理区域

人口×100

% 74.1

H27：目標値

成果の達成状況

1

汚水処理人口普及

率

下水道・農集・合併

処理浄化槽を合わ

せた普及率

%

H23全国平均87.6%

H23県平均73.0%

82.5 84.0

23年度現状値78.0%と27年度目標値84.0%から24年度目標値79.5%（直線補間）とな

り、24年度実績値が79.5%であることから目標値は達成された。 24年度全国平均

88.1%は下回っているが、24年度県平均73.9%は上回っている。

【対象をどのようにしたいのか？】

①農業集落排水への接続を進め農業用用排水の水質保全、農村生活環境の改善を図ります。

②

③

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

が、それ以外の指標は目標達成する見込みである。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①農業集落地区の市民

②

③

【どのような手段を使うのか？】

①文書送付、広報掲載及び戸別訪問等による農業集落排水への加入促進活動

②

③

100.0

100.0 100.0

100.0

100.0 100.0

100.0

100.0 100.0

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

13,751,403 23,043,000 23,043,000 23,043,000

2

43,103,550 51,656,000 51,656,000 51,656,000

3

287,772,837 0 0 0

4

79,316,772 85,589,000 85,589,000 85,589,000

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

（特会・農集）一般管理費

（特会・農集）汚水処理費

（特会・農集）建設費

（特会・農集）長期債元金償還金

10

9

8

100.0

法定基準なので100％を順守。

7

放流水の目標水質

達成率（pH）

目標水質達成回数

(pH)/水質調査回数

(pH)×100

% 100.0 100.0

法定基準なので100％を順守。

6

放流水の目標水質

達成率（大腸菌群

数）

目標水質達成回数

(大腸菌群数)/水質

調査回数(大腸菌群

数)×100

% 100.0

5

放流水の目標水質

達成率（SS）

目標水質達成回数

(SS)/水質調査回数

(SS)×100

% 100.0 100.0

法定基準なので100％を順守。

関

係

指

標

4

5

51,223,851 53,758,000 53,758,000 53,758,000

6

474 10,000 10,000 10,000

7

8

9

10

475,168,887 214,056,000 214,056,000 214,056,000

20,739,574 21,111,000 21,111,000 21,111,000

454,429,313 192,945,000 192,945,000 192,945,000

18,679,814 18,679,814 18,679,814 18,679,814

0 0 0 0

473,109,127 211,624,814 211,624,814 211,624,814

108,387,000 0 0 0

368,229,331 214,056,000 214,626,000 223,854,000

（　氏　　名　）

織笠　一任

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 下水道課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

これまで実施してきた、広報への水洗化促進記事の掲載や未加入

者戸別訪問などを継続して実施する。また、戸別訪問の時期や時間

帯を調整しできるだけ会って未加入の理由について詳細調査して今

後の加入促進活動に生かしていく。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

（特会・農集）長期債利子償還金

（特会・農集）一時借入金利子 事業実施における課題

加入率の向上

必

要

な

施

策

と

事

業

（特会・農集）長期債元金償還金

織笠　一任記載者　職氏名： 下水道課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

6 健全で開かれたまちづくり 12,866,000 0

政策

1 協働体制の確立 人件費計 3.8 人 10,432,626 0

施策

1 地域活動の活性化 　（内正職員） 0.8 人 6,268,626 0

後期計画
89

ページ

　（内非常勤等）

3.0 人 4,164,000 0

合　計 23,298,626 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 48,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 23,250,626 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

市民を対象とした「市民活動推進フォーラム」などを開催し、地域活動やボランティア活動に対しての理解を深めるとともに、市民活動への参加促進を図っていま

す。

「協働のまちづくり市民提案事業」の継続により、市民と協働によるまちづくりの推進にNPO団体やボランティア団体の活動が着実に浸透してきています。

（課題）

市民と行政の協働によるまちづくりが今まで以上に重要となっている。

地域づくり活動や地域振興の取り組みを積極的に展開している町内会や市民活動団体等に対して支援を行い、市民がまちづくりに主体的に参加できる個性豊か

な地域社会の創出が求められています。

地域活動等に参加する市民は比較的限られた層にとどまっており、若年層などをはじめ、豊富な経験や多様な能力をもった人々の地域活動への参加が求められ

ます。

レビュー

■【取り組み内容】

・「協働のまちづくり市民提案事業」はＨ２４年度に１１事業が採択さ

れ各市民団体により公益的な事業が展開された、Ｈ２５年度は予算

が増額され注目度も上がった。また要綱も見直しを行い行政と市民

団体との連携強化を図った。

・市民活動や人材育成に関する講座を開催し、地域活動に対する意

欲を促した。

・町内会加入に関しては、連合町内会長及び副会長など役員４名と

ともに仙台市及び滝沢村を視察し、加入促進に関する事例や手法

などについて意見交換をした。また、三沢市長はじめ市幹部職員が

航空自衛隊および宅建協会などを訪問し、町内会加入の協力を呼

びかけた。

■【成果・結果】

・市民提案事業は今年度、１次募集で１０団体が事業採択。現在は

・ボランティアやNPO等の活動拠点となる市民活動ネットワークセンターみさわの機能を活用し、地域活動団体の活性化や市民参加の裾野の拡大と、まちづくり

活動に携わる人々の交流・連携拠点の充実に努めます。

・市民との協働でまちづくりが展開されるよう、NPOや市民活動団体などと連携強化を図り、相互理解に努めます。

・市民活動を始めたい人に対する支援やきっかけづくりの事業を行うことで、市民活動に取り組みやすい環境を整備します。

・各町内会及び市連合町内会等と連携し、コミュニティ活動の基礎となる町内会への加入促進を積極的に推進します。

【誰が対象か？】

①　市民

政策財政部　広報広聴課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

62.0

60.1 62.0

70

68 70

550

535 550

1,080

1,061 1,080

9

1,120

各団体に対してイベント等の開催時に参加人数の把握を徹底させ、今後の事

業の検証にも活用する。

市民活動への協力

市民提案事業で実

市民提案事業補助金などの活用し、大規模な事業を実施することにより企業

4

市民活動団体によ

るイベントへの参加

人数

市民提案事業で実

施された事業への参

加人数

人 1,100

76

作業スペースの利用が浸透してきており、７月末での登録団体は６７団体。今

後も各団体へ登録のお願い文書や利用の際に各市民団体へ登録申請書を

手渡すなど実施していく。

3

市民活動へのボラ

ンティア参加人数

事業を行う際のボラ

ンティア参加人数

人 570 590

町内会活動や市内で行われるボランティア活動の情報を市民活動ネットワー

クセンターへの掲示や三沢市ＨＰなどでお知らせし参加を促す。

2

市民活動団体数

市民活動ネットワー

クセンターの団体登

録数

団体 73

H27：目標値

成果の達成状況

1

町内会加入世帯率

加入世帯数／市内

世帯数

％ 63.0 64.0

ここ数年加入世帯率は減少傾向にある。これを増加に向けるためには連合

町内会および各町内会で加入促進運動を展開し、行政はその運動に対して

支援をしていく必要性がある。

【対象をどのようにしたいのか？】

①　幅広い年齢層で市民活動に参加していただき、自治意識と活動の活性化を促進することにより住民主体の「まちづくり」が形成さ

れる。

②　自立した運営が可能な市民活動団体の増加とスキルアップにより、解決が困難な地域課題にも各団体の連携により対応可能と

なる。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

・市民提案事業は今年度、１次募集で１０団体が事業採択。現在は

２次募集を実施。

・町内会加入に関しては、町内会組織調査を集計中であり結果は未

定

■【展開】

・市民提案事業は要綱の内容、募集時期繰り上げなど各団体の

ニーズをとらえてより使いやすい助成金にするとともに、行政、各団

体間の連携強化も重点に申請団体に対し助言を行う。

・町内会加入については、今年度も連合町内会役員２名を選出し、

町内会加入促進活動先進地へ視察を行う予定。次年度さらなる加

入率向上を目指し、未加入者へのアンケート等を実施し加入促進の

方策を連合町内会とともに検討する。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①　市民

②　市民活動団体

③

【どのような手段を使うのか？】

①　自治意識の高揚を図るための講演会やフォーラムの開催。地域課題に対する情報共有や意見交換など話し合いの場を設ける。

②　自発的で公益的な地域活動事業に対する支援と地域リーダーやコーディネーターの育成を目的とした講座やセミナーの提供。

③

9

8 9

130

121 130

190

173 190

10

9 10

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

10,298,908 12,237,000 12,237,000 12,237,000

2

0 6,141,000 6,141,000 6,141,000

3

112,006 157,000 292,000 292,000

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

市民協働推進費

市民活動ネットワークセンターみさわ管理費

ふるさとまちづくり寄付金推進事業

10

12

案内用パフレットの更新により目標値が達成された。

9

8

ふるさとまちづくり

寄付金申請件数

件 11

150

町内会活動は減少傾向にあるが市民活動団体の実施するものは増加傾向

にある。

7

協働のまちづくりに

関する講座等への

参加人数

市内で開催されたま

ちづくりに関する講

座等への参加人数

人 210 230

主事・主査級を対象にした職員研修を開催により目標値が達成された。

6

市民活動件数

町内会活動数（各町内

会総会資料）及び市民

提案事業より抽出

件 140

5

市民活動への協力

企業数

市民提案事業で実

施された事業への協

力企業数

社 10 11

市民提案事業補助金などの活用し、大規模な事業を実施することにより企業

との結びつきを考える団体が増加傾向にある。

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

10,410,914 18,535,000 18,670,000 18,670,000

5,665,480 5,669,000 5,669,000 5,669,000

4,745,434 12,866,000 13,001,000 13,001,000

6,268,626 6,268,626 6,268,626 6,268,626

4,167,000 4,164,000 4,164,000 4,164,000

15,181,060 23,298,626 23,433,626 23,433,626

0 0 0 0

0 48,000 48,000 48,000

（　氏　　名　）

山本　智香子

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 参事兼広報広聴課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・住民の自治意識の高揚

住民懇談会などを開催し自分が図んでいる地域の課題を再確認。

市民提案事業補助金等を活用して自分たちで解決できるような支援

をする。

・地域コミュニティの形骸化

町内会活動など地域でのつながりが薄くなっているので、防災や福

祉など共通な課題を解決するリーダーを育成する講座などを開催す

る。

・行政職員の意識変化

「協働」に関する職員研修を開催し、行政職員の意識変化を図る。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

・住民の自治意識の高揚

・地域コミュニティの形骸化

・行政職員の意識変化

必

要

な

施

策

と

事

業

山本　智香子記載者　職氏名： 参事兼広報広聴課長
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担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

6 健全で開かれたまちづくり 19,890,000 0

政策

1 協働体制の確立 人件費計 0.8 人 6,213,864 0

施策

2 協働の仕組みづくり 　（内正職員） 0.8 人 6,213,864 0

後期計画
89

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 26,103,864 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 26,103,864 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

政策財政部　広報広聴課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

平成22年度に策定した「協働のまちづくり推進指針」市民を対象とした「協働のまちづくり推進指針」の具体的な施策について、「協働のま

ちづくり推進懇話会」において計画の推進を図っています。

市民活動やボランティア活動をする団体の情報発信や交流の拠点とした「市民活動ネットワークセンターみさわ」を平成24年3月に開設

し、協働の活動拠点の整備を図りました。

（課題）

市民活動団体の多くが団体活動の運営や情報発信、連携に課題を抱えており、活動の活性化や広がりを促進するための支援が求めら

れております。

レビュー

■【取り組み内容】

「市民活動ネットワークセンターみさわ」の開設初年度ということもあ

りセンターに登録していただいた団体の活動を記した「紹介ファイ

ル」をフリースペースである「交流スペース」に配置し、市内の活動

団体の活動状況を公開している。

■【成果・結果】

利用者を対象に開催した意見交換会では、特に登録団体が使用で

きる作業スペースは利用者からの評判が良い。

■【展　開】今後は、定期的に意見交換会又は利用者アンケートを

実施しニーズの把握に努めるとともに、市民活動団体に対して助成

金等の情報提供し、団体同士をつなげる中間的な役割を担えるよう

な場所にしていく必要性がある。また、利用者を交えて運営方針に

ついて協議する場を設置及び検討する。

・NPOや市民活動団体等の活動情報源を一元化し、必要とする市民への情報発信の仕組みづくりを進めます。

・まちづくりに参画するNPOや市民活動団体等との協働のまちづくりを進めます。

【誰が対象か？】

①　市民
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

　

650

621 650

150

140 150

60

58 60

115

109 115

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①　市民

②　市民活動団体

③

【どのような手段を使うのか？】

①　協働のまちづくりへの参加・協力を促進するための研修会・講演会を開催

②　市民活動ネットワークセンターみさわを拠点に意見交換や情報共有を行う。

③

【対象をどのようにしたいのか？】

①　地域活動に積極的に参加し、共通の課題を認識し地域への愛着を生む。

②　連携することにより多様化する地域課題を主体的に解決できる。

③

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

市民活動ネットワー

クセンターみさわ使

用件数

件 680 710

運営形態が昨年と異なるので比較は出来ないが、今後は各メディアに露出を

増やす機会をつくる。

2

市職員のボランティ

ア参加人数

市民提案事業採択

団体及び各町内会よ

り聴取

人 160 170

花いっぱい運動の一環で市役所通りの花壇に緑化公社と連携して実施して

いるボランティア活動をはじめ三沢市職員互助会とボランティア活動情報の

共有を図る。

3

協働のまちづり職

員研修（仮）参加人

数

人 65 70

主事・主査級の階層別職員研修を実施し、目標に達した。今後も継続して意

識の変化を促していく必要性がある。

4

集会施設の利用件

数

各町内会総会資料

より抽出

件 120 125

町内会活動の拠点施設である集会施設の利用に関しては、指定管理者（町

内会長）任せであったが、今後は施設調査により定期に実態を把握する。

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

10,921,050 19,890,000 10,000,000 10,000,000

2

20,285,000 0 0 0

3

4

関

係

指

標

5

6

7

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

コミュニティ集会施設整備事業

(仮称)新森地区ふれあい交流館建設事業

4

5

6

7

8

9

10

31,206,050 19,890,000 10,000,000 10,000,000

0 0 0 0

31,206,050 19,890,000 10,000,000 10,000,000

6,213,864 6,213,864 6,213,864 6,213,864

0 0 0 0

37,419,914 26,103,864 16,213,864 16,213,864

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

山本　智香子

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

・市民活動団体の情報共有

・市民活動ネットワークセンターみさわの運営方針

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・市民活動ネットワークセンターみさわから情報発信をできるような

体制づくりへ向けて、専用のホームページを作成するなど様々なメ

ディアを使って情報発信をする。

・市民活動ネットワークセンターを活用し各団体への情報提供を活

発に行い、利用団体と連携しながら運営方針を検討する。三沢市ま

ちづくり推進懇話会と検討を重ね、協働推進に関する各種講演会や

セミナー等の開催を図る。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 参事兼広報広聴課長 山本　智香子記載者　職氏名： 参事兼広報広聴課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

6 健全で開かれたまちづくり 370,000 0

政策

2 男女共同参画社会の確立 人件費計 0.7 人 5,244,937 0

施策

1 男女共同参画の意識の醸成 　（内正職員） 0.7 人 5,244,937 0

後期計画
91

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 5,614,937 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 5,614,937 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

政策財政部　広報広聴課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

（現状）

「みさわ女性まちづくり講座」を継続開催し、人材発掘、人材育成及び能力開発を行っています。

（課題）

性別による固定的な役割分担が慣習として引き継がれ、男女共同参画社会の形成を妨げていることから、男性の家事、育児、介護への

参加など意識の醸成が不可欠となっています。

レビュー

■【取り組み内容】

「みさわ女性まちづくり講座」（まちきらきらセミナー）を開催し、女性

の人材発掘を推進している。

男性を対象とした「パパ料理講座」を開催し男性が家事に携わる大

切さを学んでいただいた。

■【成果・結果】

きらきらセミナーにおいては4年目ということもあり第1回目の参加者

と今年度参加者が一緒に「三沢」の事について考えるというつながり

ができた。男性対象の講座は参加人数は少ないものの市外からの

参加もあり市内外とのつながりの幅が広がったものとなった。

■【展　開】

男女共同参画の意識啓発や男女が共に働きやすい環境を作るため

には行政の指導だけでは限界にきており、住民の中からリーダーと

なる資質を持った人を発掘し育てていき、そのつながりを作っていく

・セミナーや講座等を通じて市民の男女共同参画に関する意識の啓発と人材育成に取り組みます。

・仕事と家庭の両立が図られるよう、男女が共に働きやすい環境づくりの推進に努めます。

【誰が対象か？】

①　市民
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

7

6 7

35

33 35

4

3 4

なる資質を持った人を発掘し育てていき、そのつながりを作っていく

のが行政の役割となる。その為には意識啓発を含めた講演会のほ

か、その人材を育成するセミナーや講座の開催し、その思いを実現

できる場を提供する必要性がある。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①　市民

②　事業者

③

【どのような手段を使うのか？】

①　男女共同参画社会推進のための啓発を目的とした講演会やセミナーの開催

②　情報の提供や情報交換の場の提供。

③

【対象をどのようにしたいのか？】

①　男女共同参画社会推進に関する積極的な取り組みと関連する団体やイベントへの参加

②　女性の能力発揮と男女が共に働きやすい環境の整備

③

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

市民等が主催する

講演会等の回数

回 8 9

市民提案事業等市民が主催する事業が増加していることから目標知は達成

されている。順調に推移しているためこのまま継続する

2

家族経営協定の締

結家族の数

件 37 39

市内農家の協力により目標は達成された。順調に推移しているためこのまま

継続する

3

女性が主体となっ

ている市民活動団

体数

市民活動ネットワー

クセンターみさわ登

録団体より抽出

団体 5 6

女性まちづくり講座「まちきらきらセミナー」を開催し、団体を作る切っ掛けと

なっており目標値は達成されている。今後も継続していく。

4

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

313,575 370,000 370,000 370,000

2

3

4

関

係

指

標

5

6

7

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

女性政策推進事業

4

5

6

7

8

9

10

313,575 370,000 370,000 370,000

0 0 0 0

313,575 370,000 370,000 370,000

5,244,937 5,244,937 5,244,937 5,244,937

0 0 0 0

5,558,512 5,614,937 5,614,937 5,614,937

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

山本　智香子

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

・人材の発掘と連携

・実現可能な場所づくりの提供および支援

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

・セミナーや講座を開催し人と人とがつながる場の提供と団体同士

がつながりを持てるネットワークの構築

・補助金や助成金の情報提供により思いを具現化するための支援

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 参事兼広報広聴課長 山本　智香子記載者　職氏名： 参事兼広報広聴課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

6 健全で開かれたまちづくり 0 0

政策

2 男女共同参画社会の確立 人件費計 0.6 人 4,298,753 0

施策

2 女性の社会参画の促進 　（内正職員） 0.6 人 4,298,753 0

後期計画
91

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 4,298,753 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 4,298,753 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

政策財政部　広報広聴課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

(現状)

男女の人権が等しく尊重され、あらゆる分野において参画するための多くの研修・講習等の場を提供し、互いに尊重し合うことを目指し

「第２次みさわハーモニープラン」を策定した。

各種審議会、委員会などへの女性の登用率は上昇傾向にあるものの、女性委員のいない審議会、委員会等が存在するなど、政策や施

策の形成に女性の意見が反映されるまでに至っていない状況であることから、女性委員の積極的な登用が求められています。

平成１１年に男女平等を基本理念とした男女共同参画社会基本法が施行され、本市においても第２次みさわハーモニープランに基づいた

さまざまな取り組みが進められていますが、今後も、男女共同参画社会の構築に向けた継続的な取り組みが求められております。

レビュー

■【取り組み内容】

第２次ハーモニープランを策定し各課に対して事業推進調査を行い

進捗状況の把握及び指導をしている。

■【成果・結果】

調査の結果、全４４事業中、４０事業においておおむね達成できたと

の回答が得られた。

■【展開】

今後は、第２次ハーモニープランに沿って各課と連携し庁内及び市

内に周知していく。

・女性の政策・方針決定過程への参画を促進するため、市が設置する審議会等への積極的な女性の登用を図ります。

・職場や家庭での男女共同参画の促進に向け、男女雇用機会均等法や育児・介護休業法の周知を図ります。

【誰が対象か？】

①　市民
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

24.6

24.0 24.6

4.1

3.6 4.1

17

12 17

45.0

44.0 45.0

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①　市民

②　事業者

③

【どのような手段を使うのか？】

①　市政に対する女性の参画拡大等を目的とした講座の実施。

②　市民活動の中心となる人材の育成を目指すセミナーなどの開催や活動を活発化するためのネットワークの形成。

③

【対象をどのようにしたいのか？】

①　市政への積極的な参加

②　職場における女性の能力発揮、仕事と育児・介護の両立の支援

③

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

市付属機関等への

女性登用率

％ 25.2 25.8

目標値は達成されているので、このまま継続していく。

2

町内会長の女性登

用率

％ 4.6 5.1

目標値は達成されているが、今後は役員などにも女性を取り入れていくように

機会があるごとに呼びかけていく。

3

地域活動団体への

女性参加人数

市民提案事業より測

定

人 22 27

女性まちづくり講座「まちきらきらセミナー」と連動して地域活動団体への女性

参加を促す。

4

指導者登録名簿の

女性登録率

％ 46.0 47.0

目標値は達成されているので、担当課と連携を取りながら継続していく。

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

2

3

4

関

係

指

標

5

6

7

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

4

5

6

7

8

9

10

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

4,298,753 4,298,753 4,298,753 4,298,753

0 0 0 0

4,298,753 4,298,753 4,298,753 4,298,753

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

山本　智香子

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

市民活動団体は役員の男女比率は進んでいるが、町内会は会長は

じめ役員は男性陣が多い。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

全国の事例を紹介したり、県や他市町村で開催される講演などに参

加していただき、男女の意見をと入れる重要性を認識してもらう。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 参事兼広報広聴課長 山本　智香子記載者　職氏名： 参事兼広報広聴課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

6 健全で開かれたまちづくり 10,554,000 0

政策

3

広報広聴の充実・情報公開の推進

人件費計 3.0 人 14,063,335 0

施策

1 広報活動の充実 　（内正職員） 2.0 人 12,558,335 0

後期計画
93
ページ

　（内非常勤等）
1.0 人 1,505,000 0

合　計 24,617,335 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 1,640,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 22,977,335 0

0 心安らぐ生活づくり 571,000 0

展

開

対

政策財政部　広報広聴課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

■地域の人々に、市から伝えるべき行政情報や地域の人々が求める情報、伝えたい情報、地域で起こる出来事やお知らせなど様々な情報

を、月１回発行する広報紙を媒体として発信してます。さらに、市外の人々や外国人など、より広い範囲の人々を対象とするホームページで

は、紙面に限りのある広報紙以上の情報に、申請書様式データの添付やリンク機能などインターネット機能を活用し、利便性の高い情報をよ

り早く発信しています。

■対象が市政や地域などの情報に関心を高め、情報がより広く伝わるよう、情報のわかりやすさ、紙（画）面の見やすさ、適時性など、広報媒

体によって異なる特性を最大限に活用する情報発信を行うための工夫が必要です。

■多様化し、日々刻々と変わる生活や制度に対応するため、ホームページの内容を充実・更新させ、利用者ができるだけ新しくわかりやすい

情報を得られるよう努める必要があります。

レビュー

■取り組み

毎月の広報誌製作において、わかりやすく、より多くの情報掲載に努

めており、特に県立三沢商業高校吹奏楽部活動の特集や、基地内

大学紹介などの特集記事などを掲載した。

■成果

広報誌発行後、地域の人々からは好評の声を聞くことができ、特集

月の広報誌は残部数が０となった。

■展開

今後においても引き続き、わかりやすい多くの情報と共に、特集記事

なども掲載し、充実した広報紙製作に努める。

■地域の人々に、市から伝えるべき行政情報や地域の人々が求める情報、伝えたい情報、地域で起こる出来事やお知らせなど、様々な情報

を広報紙とホームページを媒体として発信します。

【誰が対象か？】

①市内の人々(広報紙）
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

26,200

26,310 31,914

12

10 10

356

356 332

408

408 408

285

285 285

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市内の人々(広報紙）

②外国人を含む市内外の人々（ホームページ）

③

【どのような手段を使うのか？】

①市から伝えるべき情報を、より早く、写真や図表を用いながらよりわかりやすい内容で発信します

②綿密な取材を基に、地域の人々が関心を持っている情報や、伝えたい情報を発信します

③

【対象をどのようにしたいのか？】

①市政や地域に興味を持ち、そこで行われる取り組みに積極的に参加するようになってほしい

②

③

関

係

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

ホームページアクセ

ス件数

年間アクセス件数

/12月

件／月 26,800 27,400

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める

2

広報紙における特

集記事回数

回 12 12

特集記事については、時事の影響や紙面の都合もあり、取材対象の協力も必

要であることから、実施可能な範囲内で目標達成を目指す

3

広報紙の発行ペー

ジ数

頁 356 356

ページ数については、時事の影響や紙面の都合もあることから、実施可能な範

囲内で目標達成を目指す

4

広報紙の残部数 冊 366 324

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める

5

ホームページ「出来

事通信」の記事数

個 290 295

順調に推移しているため、継続して取り組みを進める

285 285

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

10,620,472 10,554,000 10,554,000 10,554,000

2

3

4

5

係

指

標

5

事通信」の記事数

個 290 295

6

7

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

文書広報費

5

6

7

8

9

10

10,620,472 10,554,000 10,554,000 10,554,000

0 0 0 0

10,620,472 10,554,000 10,554,000 10,554,000

12,558,335 12,558,335 12,558,335 12,558,335

1,505,000 1,505,000 1,505,000 1,505,000

24,683,807 24,617,335 24,617,335 24,617,335

571,000 571,000 571,000 571,000

1,685,000 1,640,000 0 0

（　氏　　名　）

山本智香子

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

■平成23年度から導入したDTPにより、広報誌の大幅な印刷コスト

削減と紙面充実を図ることが出来た反面、作業量が増大し、担当者

の専門的な知識および技術習得が不可欠となった。

■ホームページのリニューアルによって利便性・操作性が向上し、よ

り多くの情報が素早く発信されるようになったが、各担当の情報発信

レベルのばらつきが大きくなり、チェックや修正に要する作業量が増

大している。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

■広報誌を充実させたまま業務を継続していくためには、担当者の

知識・技術向上はもちろん、適性を考慮した人員配置や運営体制の

見直しが必要である。

■情報発信に対する職員全体の知識、技術、意識の向上が必要と

考えられることから、研修や啓発活動の実施も検討しながら、市とし

てより効果的・効率的な情報発信体制の構築を目指す。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 参事兼広報広聴課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

6 健全で開かれたまちづくり 105,508,000 0

政策

3

広報広聴の充実・情報公開の推進

人件費計 2.4 人 17,940,756 0

施策

2 情報通信の充実 　（内正職員） 2.4 人 17,940,756 0

後期計画
93

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 123,448,756 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 123,448,756 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

政策財政部　行政経営課 総務部　税務課 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

・一般系ネットワーク、基幹系ネットワークというように大きく2つの業務別にネットワークを構築し、セキュリティリスクに対する予防に努めています。

・コンピュータシステムへの不正侵入防止、ウィルス対策、情報漏えいなどセキュリティリスクに対する防止装置や機器を設置し対策を図っています。

・定期的にウィルスパターンファイル、OS（オペレーティングシステム）、ソフトウェア等の更新をおこなうことでセキュリティ強化に努めています。

・情報セキュリティに関する意識向上のためeラーニング（パソコン、インターネットなどを使った学習）の受講推進をおこなっています。

・情報セキュリティポリシーの周知を持続的に職員に対しておこなうことが必要です。

・職員の使用する外部記憶装置が年々増加しているので、管理が困難になってきているため、整理が必要です。

・全庁利用されている地理情報システム及び付随する各システムの保守管理が必要です。

レビュー

・平成25年5月24日共通番号（マイナンバー）法が成立。

これにより、当市も多くのシステムでマイナンバー対応及びクラウド

の検討が必要です。

・マイナンバー改修に係るシステム調査、クラウド移行への協議、各

自治体との協議・調整も必要になると思われます。

対象

④マイナンバー改修が必要なシステムの関係課

⑤クラウド移行の際のシステム関係課

手段

④マイナンバー改修が必要なシステム費用とクラウド化の調査検討

⑤各自治体とのクラウド化への協議

・コンピュータシステムへの不正侵入、ウィルス感染、情報漏えいなどのセキュリティリスクに対する予防対策を継続に実施していきます。

・定期的な情報セキュリティポリシーの周知に努めます。

・定期的なウィルスパターンファイル、OS（オペレーティングシステム）、ソフトウェア等のアップデートをおこないセキュリティ強化に努めます。

・サポート切れとなる旧型のパソコンの入替えを順次おこなっています。

・増加している職員の使用する外部記憶装置の定期的な棚卸をおこない整理します。

・内部統制システム、Webフィルターソフトを活用し、セキュリティに関する制限方法（禁止・警告等）の検討・周知・実施・状況把握を随時おこなっていきます。

【誰が対象か？】

①職員（臨時職員、パート職員も含む市のネットワークに接続するすべての職員）
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

16

29

18

5

130

135

意図

④クラウド化へ移行できるものは移行

⑤各自治体と統一した業務内容の改善・調整

総括

マイナンバー及びクラウド化に向けての時期が決められており、時

間的な余裕がなく、一時期に多くの改修等集中してくる。これらに対

処できる人材確保が必要。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①職員（臨時職員、パート職員も含む市のネットワークに接続するすべての職員）

②職員（臨時職員、パート職員も含む市のネットワークに接続するすべての職員）

③職員

【どのような手段を使うのか？】

①パソコン等の電子機器配布、ネットワークの構築、グループウェアの使用

②Webフィルターや内部統制システムの活用、ファイアウォール、ウィルス対策ソフトの使用

③各種セミナー等への参加や自主学習などでの技術取得、最新情報の定期的な収集と活用

【対象をどのようにしたいのか？】

①業務の効率化

②情報セキュリティの対策、職員の意識の向上。制限方法（禁止・警告等）の検討・周知・実施・状況把握

③コンピュータ全般を管理する人材の育成、技術の向上、管理体制の強化（人員象）

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

シナジーによる情

報セキュリティポリ

シーの周知

掲示回数 回 17 18

自治体セキュリティニュースのお知らせの他にセキュリティ関連の指導を掲載

（Ｈ24）

2

eラーニング講習 受講者 人 25 30

3

旧型パソコンの更

新

更新台数 台 50 10

Ｗｉｎｄｏｗｓ7＝115台導入（Ｈ24）

Ｗｉｎｄｏｗｓ8＝20台導入（Ｈ24）

4

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

89,131,626 86,623,000 86,000,000 86,000,000

2

0 18,885,000 6,615,000 6,615,000

3

4

関

係

指

標

5

6

7

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

電子計算費（行政経営課）

平成25年5月24日共通番号（マイナンバー）法が成立。

これにより、当市のシステムの多くに改修が生じる。

全庁的地理情報システム管理費（税務課）

4

5

6

7

8

9

10

89,131,626 105,508,000 92,615,000 92,615,000

0 0 0 0

89,131,626 105,508,000 92,615,000 92,615,000

17,145,821 17,940,756 15,788,257 15,788,257

0 0 0 0

106,277,447 123,448,756 108,403,257 108,403,257

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

小　松　　栄　二

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

多くのシステムで改修作業が発生し、システム間の連携等の作業も

発生する。これらに関わる民間ＳＥ（システムエンジニア）の不足が

懸念されている。改修が間に合わない場合は当市の業務にも多大

な影響を及ぼす。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

自治体で共同利用するクラウドの勉強会を行っており、今後各自治

体との協議によってはクラウドへの移行を検討する必要がある。

クラウド化に取り組めれば経費の削減効果も期待できると思われ

る。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 行政経営課長 小　松　　栄　二記載者　職氏名： 行政経営課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課 金額（Ｈ２５予算） 説　　明

基本方針 6 健全で開かれたまちづくり 147,525,000 業務委託料、有料事業経費、修繕費等

政策 3 広報広聴の充実・情報公開の推進 人件費計 4.0 人 28,929,806 0

施策 3 CATVの充実 　（内正職員） 4.0 人 28,929,806 0

後期計画 93 ページ 　（内非常勤等） 0.0 人 0 0

合　計 176,454,806 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 74,254,000 有料放送やインターネットサービスの利用料等

0 人が行き交う街づくり 差　引 102,200,806 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展
開

対

重点
プラン

補助金等（国、県、その他）

現
状
と
課
題

１）ケーブルテレビ伝送路の構造が、放送センター（国際交流教育センター内）を中心に、そこから市内各方面へ枝分かれする構造となっ
ていることから、災害等で途中が断線すると、その先の地域でテレビが映らなくなる危険を抱えており、国においてもこのこと改良するため
伝送路のループ化を求めている。
２）自主放送「マックテレビ」は、市役所からのお知らせだけでなく、市民団体等による情報発信のための活用も盛んになっており、またア
ンケートによると半数以上の回答者が、ほぼ毎日～週１回以上見ていると答えていることから、市民生活・活動を支える有効なツールとし
て利用が定着してきている。
３）テレビ放送業務は専門的知識・経験が必要なため、数年での異動が前提の市職員が従事していると効率が悪い。

レビュー
　番組制作量等を維持しつつ段階的に民間委託を進めてきたもので
あり、現段階ではソフト業務のほとんどは委託業者が運営を進めて
いる。
　今後は施設全体の災害対策を順次進めるとともに、メンテナンス
等のインフラ維持にかかる業務についても委託をすすめ、より業務
の効率化を目指す。

１）伝送路の経年劣化に対応する次期全体改修において、ループ化を図ることとする。
２）自主放送「マックテレビ」の放送内容の向上、市民の利用拡大に引き続き努める。
３）ＣＡＴＶ業務の、専門の企業への委託を進める。

【誰が対象か？】
１）伝送路改修：ＣＡＴＶ利用者

政策財政部　ＣＡＴＶ情報課 0 0 0 項　　　目

事業費

対
象

手
段

意
図

（
効
果

）

0

0 0

55

53.5 55

60

63 65

580

603 580

380

580
行政情報については、毎年度、定期的に寄せられるものが多いため、これに
ついては今後もあまり変動がないものと思われる。

「マックテレビ」市民
市民からのお知らせ

２４年度下期より開始した新たな情報番組において、市民活動やサークル紹
介等のコーナーを設けたことなどにより、今後、徐々に増加する可能性あり。

4

「マックテレビ」市役
所からのお知らせ
放送件数

市役所からのお知ら
せ件数

件 580

59
昨年度実施した、自主放送番組に関するアンケートに基づき新番組を開始し
たことから、若干の数値の向上を見込んでいる。しかしインターネット環境の
普及に伴うテレビ離れにより、大幅な向上は望めないものと考える。

3
「マックテレビ」自主
制作番組時間数

自主制作した番組の
長さの年間累計時間

数
時間 60 60

文字放送番組の制作関する業務を見直したことなどにより、特別放送番組の
制作にかかるスタッフの増員が図られ、番組時間数が増となった。ただし番組
内容によって業務量が異なるため、今年度の増加は一時的なものとみてい
る。

2

アンケートで「ほぼ
毎日」～「週１回以
上」見ると回答する
人の割合

当該回答数÷有効
回答数

％ 57

H27：目標値 成果の達成状況

1 伝送路改修率
改修延長÷全体延

長
％ 0 10

改修基本計画に基づき、概ね１０ヶ年での伝送路改修を計画しており、平成２
６年度にはセンター装置等の実施設計を行う方向で調整している。

【対象をどのようにしたいのか？】
１）伝送路改修：老朽化による改修工事に伴いループ化することで地震や火事等に対する強靭化を図る。
２）「マックテレビ」の放送内容の向上：より市民ニーズの高い放送内容となるよう取り組む。
３）ＣＡＴＶ業務の民間委託：テレビ業務に熟練したスタッフが運営する「マックテレビ」としたい。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位
参考値
（他団体）

H24：実績値
H25（目標値/
見込値）

H26：目標値

推
進
の
イ
メ
ー

ジ

１）伝送路改修：ＣＡＴＶ利用者
２）「マックテレビ」の放送内容の向上：市民
３）ＣＡＴＶ業務の民間委託：ＣＡＴＶ業務に従事する市職員及び企業社員

【どのような手段を使うのか？】
１）伝送路改修：国の補助金や交付金などの財源を確保し、工事業者へ発注。
２）「マックテレビ」の放送内容の向上：市民の意見を聞きながら、よりニーズの高い番組を作っていく。
３）ＣＡＴＶ業務の民間委託：従事する市職員を減らし、業務を民間企業へ委託する。

380

406 380

500

535 550

ＮＯ
Ｈ２４決算額
（見込）

Ｈ２５予算額
（当初）

Ｈ２６予算額
（見込）

Ｈ２７予算額
（見込）

1 55,858,793 147,525,000 150,000,000 150,000,000

2 4,614,840 0 12,400,000 300,000,000

3 19,032,957 0 0 0

4 4,179,000 0 0 0

事業名（予算説明） 状況の変化等（制度変更等含む）

ＣＡＴＶ運営管理費

情報提供施設伝送路整備事業

地上基幹放送再送信事業費

テレビ共同受信施設撤去事業

10

9

8

500
概ね横ばい傾向であるが、行政ニュース以外の話題についても出来るだけ拾
い上げるよう努めたことにより、微増となっている。

7

6
「マックテレビ」
ニュースの件数

ニュース放送件数 件 500

5

「マックテレビ」市民
からのお知らせ放
送件数

市民からのお知らせ
件数

件 380 380 介等のコーナーを設けたことなどにより、今後、徐々に増加する可能性あり。関
係
指
標

5 16,352,700 0 0 0

6 55,983,855 0 0 0

7 126,733,937 0 0 0

8 145,839,320

9

10

428,595,402 147,525,000 162,400,000 450,000,000

0 0 0 0

428,595,402 147,525,000 162,400,000 450,000,000

30,255,867 28,929,806 26,768,670 26,768,670

0 0 0 0

458,851,269 176,454,806 189,168,670 476,768,670

171,587,000 0 9,920,000 240,000,000

76,865,774 74,254,000 72,000,000 72,000,000

（　氏　　名　）

工藤　英貴美

歳入
（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： CATV情報課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】 他の自治体型ＣＡＴＶにおける指定管理・包括的委託等の状況を調
査し、当市での対応の可否を検討する。

三沢市が、特定目的に限定した電気通信事業者となり、ＣＡＴＶ業務
を行う民間事業者に対し、回線を貸し出すなどの事業スキームが実
施可能か検討する。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

電気通信事業費

有料放送再送信事業費 事業実施における課題

情報提供施設整備事業 現在ＣＡＴＶが行っている事業については、事業免許等を受けている
のが三沢市であるため、民間委託を推進するにあたり、サービスメ
ニュー等を柔軟に対応させるためには、事業スキーム全体の見直し
が必要である。

ワンセグ配信設備整備事業

必
要
な
施
策
と
事
業

工藤　英貴美記載者　職氏名： CATV情報課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

6 健全で開かれたまちづくり 16,581,000 0

政策

3

広報広聴の充実・情報公開の推進

人件費計 0.9 人 6,729,525 0

施策

4 広聴活動の充実 　（内正職員） 0.9 人 6,729,525 0

後期計画
93

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 23,310,525 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 500,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 22,810,525 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

各種計画策定時においては、パブリックコメント等を行い、市政への参画を推進しております。また、ホームページ等を媒介としたり、市長

との懇談会等の開催により市民からの意見聴取を行っています。

今後においては、多様化する市民ニーズを的確に把握し、広く市政に反映していくために、電子メール・懇談会などの様々な方法により、

市民と意見交換できる機会を拡充することが求められています。

レビュー

【取り組み内容】

　電話や電子メール、文書による市民からの意見等を受付し、担当

課に引継ぎ、適正に対応した。

　また、町内会長会議を開催し、町内会からの要望等に対応した。

【展開】

　平成２５年度は、各回ごとに異なる参加者の属性やテーマ設定に

よる住民懇談会を４回開催する。

市の重要な政策形成過程においては、パブリックコメント制度に基づき意見聴取の充実を図ります。また、市政運営過程においては、市

民と行政が一体となったまちづくりを進めるため、市民の意見が反映されるよう広聴機能の充実を図ります。

【誰が対象か？】

①市民が

政策財政部　広報広聴課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

43.9

47.5

26,200

26,310 31,914

4

55.8

アンケート調査は行わなかった。

3

ホームページアクセ

ス件数（月）

件／月 26,800 27,400

順調に推移している。

2

市役所と住民の協

働のまちづくりに対

する市民満足度

％ 51.6

H27：目標値

成果の達成状況

1

行政サービスの質

の向上に対する市

民満足度

％ 49.2 54.6

アンケート調査は行わなかった。

【対象をどのようにしたいのか？】

①政策形成過程及び市政運営過程において、自分の意見を反映させたい。

②政策形成過程及び市政運営過程において、市民の意見を反映させたい。

③

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市民が

②行政が

③

【どのような手段を使うのか？】

①町内会長会議・行政連絡員・懇談会・投書箱・手紙・電子メール等（自分が望む手段で）

②町内会長会議・行政連絡員・懇談会・投書箱・手紙・電子メール等（市民が望む手段で）

③

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

16,180,045 16,581,000 16,581,000 16,581,000

2

3

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

市民相談設置費

10

9

8

7

6

5

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

16,180,045 16,581,000 16,581,000 16,581,000

0 0 0 0

16,180,045 16,581,000 16,581,000 16,581,000

6,729,525 6,729,525 6,729,525 6,729,525

0 0 0 0

22,909,570 23,310,525 23,310,525 23,310,525

0 0 0 0

434,000 500,000 500,000 500,000

（　氏　　名　）　　内野尚美

山本智香子

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）課長補佐

記載者　職氏名： 参事兼広報広聴課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

平成２５年度に「子育て中の親」「高齢者を介護している家族」「市民

活動団体」「新成人」をそれぞれ対象とし４回開催する懇談会の状況

をみて、次年度以降の開催方法を検討していく。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

今後、住民懇談会開催にあたり、より多様な市民と懇談できるように

するため、どのような属性やテーマを設定するかが課題である。

必

要

な

施

策

と

事

業

山本智香子記載者　職氏名： 参事兼広報広聴課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

6 健全で開かれたまちづくり 52,000 0

政策

3

広報広聴の充実・情報公開の推進

人件費計 0.2 人 1,741,118 0

施策

5 情報公開の推進 　（内正職員） 0.2 人 1,741,118 0

後期計画
93
ページ

　（内非常勤等）
0.0 人 0 0

合　計 1,793,118 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 2,000 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 1,791,118 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

　市民の市政について知る権利を尊重し、市が保有する情報の一層の公開を図り、行政活動の状況を説明する市の責務を全うすることを目

的に三沢市情報公開条例が制定されています。

■市民と行政との情報共有をより円滑なものとするため、今後も引き続き積極的に情報提供することが求められます。

■市の保有する情報を市民等に適正に情報公開するためには、市職員が制度を正しく理解する必要があります。

レビュー

【取組内容】

・市ＨＰ等による情報公開制度の周知

・情報公開コーナーにおける行政資料の展示

・新採用職員研修やグループウエアによる情報公開制度説明

【成果・結果】

・適切な情報公開制度の運用及び開示請求対応

【展開】

・引き続き、適正な制度運用に努める

●情報公開の一層の推進を図るために即効性のあるホームページを活用し、情報公開制度の周知と行政情報の積極的な情報提供を行いま

す。

●情報公開に対する制度の取り扱いと認識に差が生じないように市職員の知識を向上させるため、制度周知を行います。

【誰が対象か？】

①市民等

総務部　総務課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

100.0

100.0 100.0

0

0 0

1

1 1

5

4

0

3

情報公開制度説明

会開催回数

回 1 1

情報公開制度の説明を行ったことにより、周知が図られた

2

開示に対する異議

申立て件数

件 0 0

H27：目標値

成果の達成状況

1

行政文書開示率

（開示＋部分開示）

÷（開示＋部分開示

＋不開示）×100

（％）

％ 100 100.0 100.0

開示請求に対しての決定が全て開示（部分開示含む）により目標値を達成した

【対象をどのようにしたいのか？】

①積極的な情報提供を行い透明性の高い市政の推進を図る。

②職員の情報公開制度に対する意識統一を図る。

関

係

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市民等

②市職員

【どのような手段を使うのか？】

①三沢市ホームページ・情報公開コーナー

②新採用職員には研修として制度説明を行い、全職員に対してはグループウエアを活用し周知する。

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

26,000 52,000 52,000 52,000

2

3

4

5

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

情報管理費

特になし

10

9

8

7

6

5

係

指

標

5

6

7

8

9

10

26,000 52,000 52,000 52,000

0 0 0 0

26,000 52,000 52,000 52,000

1,741,118 1,741,118 1,741,118 1,741,118

0 0 0 0

1,767,118 1,793,118 1,793,118 1,793,118

0 0 0 0

30,250 2,000 2,000 2,000

（　氏　　名　）

佐々木　亮

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 総務課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

文書の保管場所を明確にし、文書整理を定期的に実施。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

速やかに文書開示ができる体制づくりを恒常的に行う必要がある。

必

要

な

施

策

と

事

業



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

6 健全で開かれたまちづくり 0 0

政策

3

広報広聴の充実・情報公開の推進

人件費計 0.2 人 1,741,118 0

施策

6 個人情報の保護 　（内正職員） 0.2 人 1,741,118 0

後期計画
93
ページ

　（内非常勤等）
0.0 人 0 0

合　計 1,741,118 0

○ 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 1,741,118 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

　市が保有する個人情報の取り扱いと公正で信頼のある市政の推進を図ることを目的に三沢市個人情報保護条例が制定されています。

■行政サービスを提供するための市が保有する個人情報が大量かつ広範囲となっているため、個人情報のより厳正な管理が求められてい

ます。

■市が保有する個人情報を適正に保護するためには、市職員が制度を正しく理解し慎重に取り扱う必要があります。

レビュー

【取組内容】

・市ＨＰ等による個人情報保護制度の周知

・新採用職員研修やグループウエアによる個人情報保護制度説明

【成果・結果】

・適正な個人情報保護制度の運用

【展開】

・引き続き、適正な制度運用に努める

●個人情報の取得時には、個人情報の取得の目的や用途を明らかにするとともに、取得した個人情報を適正に管理する等、個人情報保護

制度の適正な運用を図ります。

●個人情報保護に対する制度の取り扱いと認識に差が生じないように市職員の知識を向上させるため、制度周知を行います。

【誰が対象か？】

①市民等

総務部　総務課 0 0 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

0

0 0

0

0 0

100.0

100.0 100.0

1

1 1

1

個人情報保護制度の説明を行ったことにより、周知が図られた

5

4

個人情報保護制度

説明会開催回数

回 1

0

3

保有個人情報適正

管理率

％ 100.0 100.0

適時、個人情報取扱事務を把握し適正な管理に努めている

2

保有個人情報訂

正・利用停止請求

件数

件 0

H27：目標値

成果の達成状況

1

開示に対する異議

申立て件数

件 0 0

【対象をどのようにしたいのか？】

①個人情報保護制度を周知し、理解してもらう。

②個人情報の保護に配慮し、行政サービスを提供する。職員が個人情報保護に対する適正な知識をもって職務にあたる。

関

係

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市民等

②市職員

【どのような手段を使うのか？】

①三沢市ホームページ・広報誌

②個人情報の取得・利用を適正に行い、個人の権利・利益を守る。新採用職員には研修として制度説明を行い、全職員に対してはグ

ループウエアを活用し周知する。

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

2

3

4

5

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

特になし

10

9

8

7

6

5

係

指

標

5

6

7

8

9

10

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,741,118 1,741,118 1,741,118 1,741,118

0 0 0 0

1,741,118 1,741,118 1,741,118 1,741,118

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

佐々木　亮

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 総務課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

個人情報漏えい等の防止策（人的及び物理的セキュリティ）を万全に

する。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

恒常的な個人情報保護体制が必要である。

必

要

な

施

策

と

事

業



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

6 健全で開かれたまちづくり 0 0

政策

4 行財政改革の推進 人件費計 3.6 人 20,267,400 0

施策

1
効率的な組織運営と人材育成

　（内正職員） 2.6 人 19,296,360 0

後期計画
95

ページ
　（内非常勤等）

1.0 人 971,040 0

合　計 20,267,400 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 20,267,400 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

総務部　総務課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

【現状】

これまで、行政改革大綱等に基づき組織・機構の見直しや定員管理の適正化を進めてきたことにより職員数の削減や組織のスリム化が図ら

れてきました。また、平成２２年２月に策定した定員管理計画でその方向性を堅持し、さらなる定員適正化を進め、組織体制の見直しや人材

育成に努める中で、効率的な行政運営の確立を図っています。なお、病院部門については医業収益確保のため、定員管理計画による定員適

正化から除き、必要な人員の確保に努めています。

【課題】

自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の施行により地方自治体の役割が拡大するととも

に、市民ニーズは複雑かつ多様化しているため、より迅速かつ的確な対応を可能とする人材と組織体制の充実が求められています。

レビュー

◎組織について

◎組織について◎組織について

◎組織について

【取組内容】

三沢市定員管理計画に基づき、職員数をコントロールしながら、三沢

市総合振興計画後期計画実施計画を着実に推進するため、以下の

ような組織体制の改正を行った。

【成果・結果】

①三沢市総合振興計画後期計画実施計画及び各種プランの進捗管

理を一元化し更なる推進をするため、事務処理の担当の係名を改

正。

②番組編成及び放送部門の一部業務委託による係の統合。

③農業集落排水の建設事業の終了に伴う係の廃止。

④病院事業の地方公営企業法全部適用移行に伴い、組織のスリム

化を図るための係の廃止。

①三沢市定員管理計画に基づき、引き続き職員数の適正化及び住民ニーズに応じた組織機構の見直しを実施します。

②三沢市人材育成基本方針に基づき、職場内外での研修を実施するほか、国、県及び各種機関への派遣等により最新の行政手法の習得を

行います。

③人事評価により職員個々の職務に関する成果、職務遂行能力、職員の保有する知識、能力、執務姿勢等を評価し、研修等により更なる能

力開発を進め、人材育成を図ります。

【誰が対象か？】

①組織

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

358

361 356

28.0

26.8 28.0

16,598

17,211 16,598

30

33 33

化を図るための係の廃止。

【展開】

後期計画実施計画に基づき、組織体制の充実を図る。

◎職員について

◎職員について◎職員について

◎職員について

【取組内容】

平成２４年度は試行による人事評価制度を実施した。

【成果・結果】

試行中ということもあり、評価結果を、研修等の派遣計画に活用しき

れてはいない。

【展開】

評価結果を最大限活用し、職場内外での研修に反映させて、様々な

行政手法を習得させることにより住民ニーズに対応できる職員の能

力育成に努める。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①組織

②職員

【どのような手段を使うのか？】

①定員管理計画に基づく職員数の適正化及び組織機構の見直し

②人事評価による人材の把握。職場内外での研修、国、県及び各種機関への派遣による行政手法の習得

【対象をどのようにしたいのか？】

①住民ニーズに対応できる組織機構の構築

②住民ニーズに対応できる知識、手法の習得。市民に求められる職員像として、職制に応じた役割意識を持ち、自ら考え調査し行動する

ことができる「住民サービスに資する職員」となる。

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

市役所職員数 消防、病院は除く 人 358 358

三沢市定員管理計画に基づき職員数は推移しているが、組織体制の改正、権

限移譲等により状況を見ながら職員の適正化を図る。

2

年次有給休暇の平

均消化率

付与された年次有給休

暇に対しての平均消化

率（消防、病院を除く）

％ 29.0 30.0

休暇の取得について管理職員等に年次有給休暇の取得促進の趣旨を周知し

ながら、有給休暇を有効に活用することによる、仕事と生活の調和を図る。

3

時間外勤務時間数 消防、病院を除く 時間 16,100 15,617

総務課で設定した時間外勤務等目標時間の範囲内で各課に「時間外勤務等目標時間達成

予定簿」を提出させるとともに、各課においても、業務の年間スケジュールを管理職が把握す

るなどして、日頃から仕事を効率的に進めるよう推進する。

4

各種研修件数

内部・外部での各種

研修件数

件 30 30

これからも、内部・外部での各種研修について職員に周知を図る。また、外部研修で学んだ

最新の行政手法等について、内部研修である職員相互研修を通じ、講師を務めることによる

本人の更なる能力の向上と受講職員への知識のフィードバックの向上に努める。

33 33

760

819 819

5

5 5

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

2

3

4

5

関

係

指

標

研修件数

本人の更なる能力の向上と受講職員への知識のフィードバックの向上に努める。

5

各種研修への参加

人数

各種研修の参加延

べ人数

人 760 760

これからも、内部・外部での各種研修について職員に周知を図る。また、外部研修で学んだ

最新の行政手法等について、内部研修である職員相互研修を通じ、講師を務めることによる

本人の更なる能力の向上と受講職員への知識のフィードバックの向上に努める。

6

派遣及び人事交流

の職員数

派遣及び人事交流の

職員数

人 5 5

職員の視野の拡大、先進的な行政手法や専門的知識の習得を図るため、国・

地方自治体への派遣を継続して実施する。

7

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

なし。

5

6

7

8

9

10

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

19,296,360 19,296,360 19,296,360 19,296,360

971,040 971,040 971,040 971,040

20,267,400 20,267,400 20,267,400 20,267,400

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

佐々木　亮

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

市民に求められる職員像として、職制に応じた役割意識を持たせな

がら、自ら考え調査し行動することができる「住民サービスに資する

職員」に育てるためのマネジメントが必要である。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

人事評価結果を最大限活用し、職場内外での研修に反映させて、

様々な行政手法を習得させることにより住民ニーズに対応できる職

員の能力開発に努め、市民に求められる職員となることにより、職員

のモチベーションの維持・向上につながっていく。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 総務課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

6 健全で開かれたまちづくり 66,593,000 0

政策

4 行財政改革の推進 人件費計 37.5 人 184,804,765 0

施策

2 財源の確保と増収 　（内正職員） 24.5 人 172,913,765 財政課（４．５人）、税務課（１９人）、管財課（１人）

後期計画
95

ページ

　（内非常勤等）

13.0 人 11,891,000 税務課

合　計 251,397,765 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 251,397,765 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

　ここ数年において、当市の歳入予算の財源別割合は自主財源が約３割、依存財源が約７割となっている。自主財源の大宗をなす市税

については、景気低迷の影響から今後においてもその増収を見込むことは容易ではない。依存財源のうち経常的な歳入の主なものは地

方交付税であるが、国の地方財政計画のここ数年の傾向はいずれもマイナスの伸び率となっており、自主財源における市税と同様、今後

における増収見込みについては厳しいものと考えられる。また、国有提供施設等所在市町村助成交付金も国全体の予算が伸びないこと

から、当市における歳入も横ばいないしは微減となっている。

レビュー

【取組内容】

　市税については、「口座振替の推進」「窓口時間の延長」「インター

ネット公売」「適切な滞納処分」等を実施。また、遊休市有地の売却

により財源の確保と増収に努めた。

【成果・結果】

　市税については、収納率等の目標を達成していることから事業とし

ては順調に推移している。また、遊休市有地の売却についても１３

件の売却実績を残していることから、順調であるといえる。

【展開】

　財源の確保と増収に関する各種事業は、いずれも順調に推移して

いることから今後も同様の取組みを継続していくものとする。

・国、県等の補助金や交付金等の有効活用を図りながら、新たな財源確保に努める。

・税の原則である納期内自主納付の推進のため、納税機会・納税手段の拡大を進めていき、滞納者に対しては差押え等の滞納処分を実

施して、財源の確保を目指す。

・遊休市有資産の売却処分など資産を有効活用することで自主財源の確保を目指す。

【誰が対象か？】

①国・県等の補助金もしくは交付金等

政策財政部　財政課 総務部　税務課 総務部　管財課 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

93.0

93.6 93.0

20.0

22.8 23.0

650

813 850

40.3

39.3 40.3

2,530

42.3

順調に推移し、目標を達成している。

市県民税の適正課

4

電子申告等利用率

電子申告件数÷全

提出件数×100

％ 41.3

22.0

順調に推移し、目標を達成している。

3

窓口延長利用者数

窓口延長時の来庁

者数

人 650 650

順調に推移し、目標を達成している。

2

口座振替加入率

登録者数÷納税義

務者数×100

％ 21.0

H27：目標値

成果の達成状況

1

市税収納率

市税収入済額÷市

税調定済額×100

％ 93.0 93.0

順調に推移し、目標を達成している。

【対象をどのようにしたいのか？】

①既存事業に対する新たな財源の確保、又は住民ニーズの高い新規事業の補助採択

②公平・公正な課税及び収納率の向上

③売却による財源確保

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①国・県等の補助金もしくは交付金等

②全納税者

③遊休市有資産

【どのような手段を使うのか？】

①補助メニューの再確認

②納税・申告環境の整備及び口座振替の推進

③一般競争入札外

2,530

2,518 2,530

60.0

50.0 60.0

8

13 8

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

63,569,872 77,392,000 77,392,000 77,392,000

2

102,452,401 90,687,000 90,687,000 90,687,000

3

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

賦課徴収管理費（税務課）

特になし

財産管理費（管財課）【６・４・３と重複】

10

9

8

80.0

順調に推移し、目標を達成している。

7

市有地の売却件数 実績及び見込み 件 8 8

１３件の遊休市有地を売却し、目標を達成している。

6

家屋の全棟調査率

調査棟数÷全登録

棟数×100

％ 70.0

5

市県民税の適正課

税調査件数

課税調査件数 件 2,540 2,550

順調に推移し、目標を達成している。

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

166,022,273 168,079,000 168,079,000 168,079,000

108,584,461 101,486,000 101,280,000 101,280,000

57,437,812 66,593,000 66,799,000 66,799,000

172,913,765 172,913,765 172,913,765 172,913,765

11,909,000 11,891,000 11,891,000 11,891,000

242,260,577 251,397,765 251,603,765 251,603,765

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

山　本　紀　雄

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 参事兼財政課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

行政財産でも今後の利用計画がない土地については、担当課と連

携して用途廃止、所管換え等を行いながら、順次売却して財源の確

保に努めたい。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

現状で処分できていない遊休地については、土地の形状や場所が

悪い等処分できにくい資産が残っている。

必

要

な

施

策

と

事

業

山　本　紀　雄記載者　職氏名： 参事兼財政課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

6 健全で開かれたまちづくり 5,207,000 0

政策

4 行財政改革の推進 人件費計 6.8 人 51,544,782 0

施策

3 財政運営の効率化 　（内正職員） 6.8 人 51,544,782 財政（３．５）、行政経営（２．３）、管財（１）

後期計画
95

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 56,751,782 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 56,751,782 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

　当市の財政構造の弾力性を示す経常収支比率は９０．０％であり、依然として厳しい状況が続いているものの、将来にわたって負担す

べき債務を示す将来負担比率は１２５．９％で前年度に比較して２０．９ポイントの改善が図られたところである。しかしながら、今後も景気

悪化の影響で自主財源である市税収入の大きな好転は期待できないことに加え、複雑かつ多様化している市民ニーズに対応していくた

めには、より計画的・効率的な財政運営が求められるところである。このため、公共施設の適正な維持管理や三沢市行財政改革の推進

による経費抑制型の改革を維持・継続しながら、市民サービスの質を落とさないように努めるとともに、その取組について市民の理解を得

ていくことが必要と考えている。

レビュー

【取組内容】

　最少の経費で最大の効果を上げるため、行財政改革によ

る事業の見直しや経費節減、公共建築物調査に基づく建物

の維持管理計画の策定等により財政運営の効率化を図る。

【成果・結果】

　公共建築物の調査は計画どおり実施され、建物の計画的

な維持管理に活用されている。行財政改革による経費的効

果は計画以上の結果が出ており、その結果、基金残高や将

来負担比率の指標も目標値を大きく上回っている。経常収

支比率についても計画どおりとなっており、持続可能な財政

運営状態を維持しているといえる。

・中、長期的な社会情勢の動向を見据えながら、財政運営計画を策定し、健全な財政運営を進める。

・公共施設については、将来的な維持管理費が莫大なものになるため、計画的な保守・改修等を行い、施設の長寿命化や同じ機能・目的

を持った既存施設の統廃合や再編を推進する。

・市の財政内容等を広報やホームページ等を通じて市民にわかりやすく説明し、財政運営の透明化を図る。

・個々の職員の改善意識を高め、組織全体として行財政改革大綱の着実な推進を図る。

【誰が対象か？】

①財政運営

政策財政部　財政課 政策財政部　行政経営課 総務部　管財課 0 項　　　目

事業費

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

2,100以上

4490 4360

89.0

89.5 89.0

123.0

107.2 123.0

166,424

206,864 166,424

103

184,946

目標値を大きく上回っている。

行財政改革大綱実 行財政改革大綱掲

4

行財政改革による

経費的効果

各課実績合計 千円 184,946

88.0

目標を達成し、順調に推移。

3

将来負担比率 決算 ％ 122.0 121.0

目標値を大きく上回っている。

2

経常収支比率 決算 ％ 89.0

H27：目標値

成果の達成状況

1

基金残高 決算 百万円 2,100以上 2,100以上

目標値を大きく上回っている。

【対象をどのようにしたいのか？】

①健全で持続可能な財政運営の確立

②財政運営の透明化

③

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値

運営状態を維持しているといえる。

【展開】

　基本的には現状維持であるが、行財政改革については財

政環境を取り巻く要素の変化に敏感に対応しながら、経費

的効果の更なる推進に取り組むことが必要である。

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①財政運営

②財政に対する市民の理解

③

【どのような手段を使うのか？】

①公共施設の維持管理費や普通建設事業費を中心とした財政運営計画の精度を高めるとともに、三沢市行財政改革大綱による実

施計画を推進する。

②広報やホームページ等を通じて財政内容等を公表する。

③

103

101 101

1

1 1

－

75.0

21

53 21

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

102,452,401 90,687,000 90,687,000 90,687,000

2

3

4

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

財産管理費【６・４・２と重複】

特になし

10

53

公会堂、国際交流教育センター、集会施設等の公共建築物について調査を

実施した。

9

8

公共建築物調査件

数

年次計画による 件 18

1

計画通りに進んでいる。

7

指定管理者制度導

入施設利用者満足

度

施設を利用してとて

もよかった及びよ

かったと答えた人の

割合

％ － 80.0

今後、モニタリングを通じて満足度調査を実施していく予定。

6

指定管理者制度導

入施設モニタリング

モニタリング実績 回 1

5

行財政改革大綱実

施計画数

行財政改革大綱掲

載計画数

個 105 105

新たな計画項目は出ていないが、現状では経費的効果が十分に出ている。

関

係

指

標

4

5

6

7

8

9

10

102,452,401 90,687,000 90,687,000 90,687,000

95,532,901 85,480,000 87,159,000 84,828,000

6,919,500 5,207,000 3,528,000 5,859,000

51,544,782 51,544,782 51,544,782 51,544,782

0 0 0 0

58,464,282 56,751,782 55,072,782 57,403,782

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

山　本　紀　雄

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 参事兼財政課長

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

公共建築物調査の結果に基づいて緊急を要する保守・修繕等を行

いながら、中長期的な視点で施設の統廃合や再編について検討し

ていく。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

事業実施における課題

公共建築物については、将来的な維持管理費を平準化するため、

中長期的な保守・改修等の計画を策定するとともに、同じ機能・目的

を持った施設の統廃合や再編を考慮することが必要。

必

要

な

施

策

と

事

業

山　本　紀　雄記載者　職氏名： 参事兼財政課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

6 健全で開かれたまちづくり 2,259,000 0

政策

4 行財政改革の推進 人件費計 1.4 人 12,647,954 0

施策

4 行政経営システムの確立 　（内正職員） 1.4 人 12,647,954 0

後期計画
95

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 14,906,954 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 14,906,954 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

政策財政部行政経営課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

行政経営推進プランに基づき、事務事業、施策、政策の各評価結果に基づき、事務事業の見直しや予算編成、組織編成などを行ってき

ました。また、行財政改革では、事務・施設管理経費の見直しや民間委託の推進、歳入確保策の推進のほか、市民サービスの向上に視

点をおいた事業等の実施も行っています。

しかしながら、今後も一層厳しい財政運営が予測されるため、簡素で効率的かつ効果的な行政運営が求められています。このことから、

行政活動の検証について成果を重視した方法に見直す必要があります。

また、協働や市民参画を進めるためには、行政活動の現状や財政状況を積極的かつわかりやすく市民に示すことが重要であります。

さらには、行財政改革による業務や経費の効率化も継続して必要です。

レビュー

評価を起点とした行政経営の推進については、機構改革により担当

課が変更となったことから、実施計画の内容変更が必要となる。

協働による各種施策及び行財政改革の推進については、指標にお

ける目標を概ね達成している。

総合振興計画の目標達成と効率的かつ効果的な行財政運営が図られるよう、予算と連動し施策に重点を置いた検証を行うとともに、検

証結果を起点とした振興計画、財政・予算、組織の連携をこれまで以上に推進します。

また、行財政改革については、市民の視点に立ち、市民満足度の向上を目的とした改革項目を推進し、効率的な行財政運営を推進しま

す。

【誰が対象か？】

①市民（行政サービス受益者、協働のパートナー（実施主体））
対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

1

1 0

5

5 0

1

1 1

20

20 20

60

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

①市民（行政サービス受益者、協働のパートナー（実施主体））

②各種団体、機関等（協働のパートナー（実施主体）、諮問等）

③行政

【どのような手段を使うのか？】

①PDCAサイクルによる検証（評価）の実施と起点とした行政経営の推進（振興計画、財政・予算、組織・人事の連携）

②協働の推進

③行財政改革の推進

【対象をどのようにしたいのか？】

①市民満足度の向上（後期計画終了時における各施策（指標）の目標達成）

②協働による各種施策の推進

③行財政改革による業務の効率化

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

行政評価の実施 回 0 0

機構改革により担当課変更。

2

行政改革推進委員

会の開催

回 0 0

機構改革により担当課変更。

3

指定管理モニタリン

グの実施と結果公

表

モニタリング実績 回 1 1

計画どおりに実施し、目標値を達成。

4

行革委員会公募委

員数

公募委員/委員数 ％ 40 40

目標値を達成しているが、機構改革により担当課の変更が必要。

目標値を大きく上回っている。

60

355 540

166,424

206,864 166,424

103

101 101

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

1,483,460 2,259,000 1,685,000 1,685,000

2

3

4

関

係

指

標

5

職員研修参加者数 人 60 60

目標値を大きく上回っている。

6

行財政改革による

経費的効果

行財政改革大綱実

施計画及び実績

千円 184,946 184,946

経費的効果は目標値を達成している。

7

行財政改革大綱実

施計画数

行財政改革大綱実

施計画

個 105 105

計画どおりに進んでいるが、新たな項目は出ていない。

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

行政運営推進費（行政経営課）

機構改革が行われたため、行財政改革事務の分担にかかる調整が

必要となった。

4

5

6

7

8

9

10

1,483,460 2,259,000 1,685,000 1,685,000

0 0 0 0

1,483,460 2,259,000 1,685,000 1,685,000

12,647,954 12,647,954 12,647,954 12,647,954

0 0 0 0

14,131,414 14,906,954 14,332,954 14,332,954

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

小松　栄二

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

後期基本計画に合わせた行財政改革大綱実施計画の検討が必要

となっている。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

行財政改革大綱実施計画期間が平成26年度までとなっていること

から、期間の延長等も含め平成25年度中に内容の検討を行う。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 行政経営課長 小松　栄二記載者　職氏名： 行政経営課長



三沢市総合振興計画実施計画　検証シート

担当部課

金額（Ｈ２５予算）

説　　明

基本方針

6 健全で開かれたまちづくり 0 0

政策

4 行財政改革の推進 人件費計 1.1 人 9,181,546 0

施策

5 広域行政の推進 　（内正職員） 1.1 人 9,181,546 ・課長以下、計４名の職員で按分

後期計画
95

ページ

　（内非常勤等）

0.0 人 0 0

合　計 9,181,546 0

0 未来を拓く人づくり 収　入 0 0

0 人が行き交う街づくり 差　引 9,181,546 0

0 心安らぐ生活づくり 0 0

展

開

対

政策財政部　政策調整課 0 0 0 項　　　目

事業費

重点

プラン

補助金等（国、県、その他）

現

状

と

課

題

現状

　■本市と十和田市が共同中心市となり、定住自立圏構想を推進することとし、平成２４年１０月に関係１０市町村による上十三・十和田

湖広域定住自立圏が形成されました。

課題

　■これからの人口減少社会に備え、定住化に必要な生活機能の確保及び圏域市町村のネットワークの強化を図る定住自立圏構想は

中・長期的な取組であり、今後は、圏域市町村間の連携・協力体制を構築し、定住自立圏共生ビジョンに基づく着実な実行が求められて

います。

レビュー

定住自立圏構想については、平成２５年３月２８日に「上十三・十和

田湖広域定住自立圏共生ビジョン」が策定され、平成２５年度からビ

ジョンに基づく具体的な取組がスタートしたところである。平成２５年

５月１７日には関係市町村による主管課長会議、５月２２日には庁内

関係課に対する説明会を開催し、今後の推進体制等について周知

を図ったところである。現在は、各事業担当課において各取組の

ワーキンググループを開催し、共生ビジョン掲載事業の推進に向け

た作業が進められているところである。

　●定住自立圏共生ビジョンに基づき、生活機能、結びつきやネットワーク及び圏域マネジメント能力の強化を図ります。

【誰が対象か？】

対

象

手

段

意

図

（

効

果

）

76.7

- 76.7

2

2 0

推

進

の

イ

メ

ー

ジ

【誰が対象か？】

①圏域市町村（三沢市、十和田市、野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、東北町、六ヶ所村、おいらせ町、秋田県小坂町） 及び 圏域

の住民

【どのような手段を使うのか？】

①圏域市町村によるワーキンググループ会議や民間関係者等による定住自立圏共生ビジョンの開催を通じ、定住自立圏共生ビジョ

ンに基づく事業の実施・検証・フォローアップに取り組みます。

【対象をどのようにしたいのか？】

①圏域市町村相互の役割分担に基づく連携体制の下、共生ビジョンに基づく取組を着実に実行し、定住に必要な生活機能や行政

サービスの維持・確保を図ります。

関

ＮＯ 指標名 指標の算式 単位

参考値

（他団体）

H24：実績値

H25（目標値/

見込値）

H26：目標値 H27：目標値

成果の達成状況

1

定住自立圏共生ビ

ジョン連携事業の

実施率

共生ビジョンに掲載

した連携事業のうち

実施に至った事業の

割合

％

【県内各圏域

の事業数】

・八戸圏域：３

０事業

100.0 100.0

現在事業担当課において関係市町村と事業推進に向けた準備等を行ってお

り、事業の進捗状況については年度末に調査を行う予定である。

2

定住自立圏共生ビ

ジョン懇談会開催

回数

共生ビジョン懇談会

の年間における会議

開催回数

回

【県内各圏域

の開催数】

・八戸圏域：年

３～４回

2 2

平成２５年度は取組初年度であることから、ビジョン掲載事業の３０事業を着

実に実施することとし、ビジョン懇談会については年度内には開催されない予

定である。

3

4

ＮＯ

Ｈ２４決算額

（見込）

Ｈ２５予算額

（当初）

Ｈ２６予算額

（見込）

Ｈ２７予算額

（見込）

1

2

3

4

関

係

指

標

5

6

7

8

9

10

事業名（予算説明）

状況の変化等（制度変更等含む）

4

5

6

7

8

9

10

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

9,181,546 9,181,546 9,181,546 9,181,546

0 0 0 0

9,181,546 9,181,546 9,181,546 9,181,546

0 0 0 0

0 0 0 0

（　氏　　名　）

山本　剛志

必

要

な

施

策

と

事

業

事業実施における課題

本圏域は広大であり、また連携事業も多岐にわたることから、まず

は共生ビジョンに掲載した３０事業を着実に実施していくことが重要

である。そのためにも関係市町村との連携の下、事業の実施、検

証、見直しのＰＤＣAサイクルを確実に実行していくことが必要であ

る。

事業費計【A】 課題への対応方針

経費から除くもの【B】

途中経過における進捗状況の確認など事業担当課へのフォロー

アップを行い、既存事業の着実な推進を図るとともに、次年度以降

における新規連携項目の取組などについては、関係市町村による

主管課長会議やビジョン懇談会、さらには市町村長会議を経て、ビ

ジョン改定に反映させていくこととする。

実事業費（A-B)【C】

人件費（正職員）【D】

非常勤等賃金【E】

合計（C+D＋E）【Ｆ】

歳入

（参考）

補助金等【Ｇ】

補助金以外【Ｈ】

(　職　　名　）

記載者　職氏名： 政策調整課長 山本　剛志記載者　職氏名： 政策調整課長


